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6月24日（水曜日）

会議室531 ロボット開発支援
13：00～13：10 開会挨拶

13：10～14：10
【特別講演】コミュニティつくりから始めるロボットイノベーション
　　　　　　～社会実装アプローチ～

東京大学 名誉教授
フューチャーセンター推進機構

ロボット化コンソーシアム
佐藤 知正 氏

14：20～15：50 【パネルディスカッション】ロボットを用いたサービスイノベーション
講堂 金属粉末AM（3Dプリンター）

13：00～13：10 開会挨拶

13：10～14：10 【特別講演】金属3Dプリンター開発の先へ　～高速・低コスト化の現状と課題～
東京農工大学大学院工学研究院

先端機械システム部門 教授
笹原 弘之 氏

14：20～15：05 【活用事例紹介】金属技研株式会社の金属積層造形の取り組み
金属技研株式会社 技術本部
テクニカルセンター 次長

山本 泰弘 氏

15：05～15：25 【AM（3Dプリンター）ラボ紹介】都産技研の3Dデジタルものづくり支援 機械技術グループ 藤巻 研吾

平成27年度 都産技研 研究成果発表会 プログラム

6月25日（木曜日）

講堂 基調講演
10：00～10：50 炭素繊維における東レ株式会社の航空機器産業への参入、これからの展望 東レ株式会社 ACM技術部 部長 小田切 信之 氏

海外展開支援
13：20～14：05 【特別講演】モノづくり企業の海外進出の在り方　～金型を通じて見えてくるもの～ 一般社団法人日本金型工業会 学術顧問 横田 悦二郎 氏
14：20～15：20 【トークセッション】ものづくり企業へのASEAN地域における技術支援

会議室531 情報技術 座長：多摩テクノプラザ所長 澤近 洋史
11：10～11：25 スポーツ用義足の研究開発とアスリート支援 国立研究開発法人産業技術総合研究所 保原 浩明 7
11：25～11：40 確率的モデリングによるビッグデータ活用 国立研究開発法人産業技術総合研究所 櫻井 瑛一 8
11：40～11：55 情報ハイディング技術を応用した防災通報システムの開発 東京工業高等専門学校 小嶋 徹也 9
11：55～12：10 東京理科大学のソフトウェア／アルゴリズムベース・テクノロジーのご紹介 東京理科大学 鵜澤真治 10

先端ものづくり 座長：城南支所長 上本 道久
13：20～14：05 【特別講演】3Dプリンタによる積層工法を用いた新しいモノづくり 株式会社コイワイ　ＡＭ事業部　課長 永田 佳彦 氏
14：20～14：35 先端計測加工ラボでの海外展開支援 城南支所 上本 道久 13
14：35～14：50 航空機・高所環境をシミュレートする減圧恒温槽 実証試験セクター 三上 和正 14
14：50～15：05 医療用穿刺針の高品質化に関する研究 埼玉県産業技術総合センター 落合 一裕 15
15：05～15：20 電子線描画装置を用いたナノインプリント金型の検討 神奈川県産業技術センター 安井 学 16

研修室241 環境・省エネルギー 座長：環境技術グループ 飯田 孝彦
11：00～11：10 環境・省エネルギー分野への取り組み 環境技術グループ 飯田 孝彦
11：10～11：25 バナナ繊維を用いた金属イオン捕集材の開発 城南支所 梶山 哲人 19
11：25～11：40 ガラスカレット工場から排出されるガラス含有汚泥の減量・処理技術の開発 環境技術グループ 田中 真美 20
11：40～11：55 音響粒子速度・音圧センサ（PUプローブ)による音響インテンシティの測定 光音技術グループ 西沢 啓子 21
11：55～12：10 シリカマトリックス（鋳型）内で安定な六価のクロム酸化物量子ドットの挙動と新規触媒への応用 材料技術グループ 染川 正一 22
12：10～12：25 絞り加工用潤滑油の環境負荷低減化技術の開発 機械技術グループ 中村 健太 23

情報技術/エレクトロニクス 座長：情報技術グループ長 入月 康晴
13：10～13：20 情報技術/エレクトロニクス分野への取り組み 情報技術グループ長 入月 康晴
13：20～13：35 テラヘルツ連続波を用いた材料の電気特性評価 電子半導体技術グループ 時田 幸一 27
13：35～13：50 不完全な評価セットに対する検索システムの性能評価指標の開発 生活技術開発セクター 大平 倫宏 28
13：50～14：05 自己強制空冷システムの放熱促進を目的としたヒートシンクの開発 情報技術グループ 富山 真一 29

情報技術 座長：情報技術グループ長 入月 康晴
14：20～14：35 レイヤ構造無線センサネットワークの効率的な伝送制御手法 情報技術グループ 中川 善継 33
14：35～14：50 カルマンフィルタとその改良 －オンライン異常値検出・除去への対応－ 情報技術グループ 金田 泰昌 34
14：50～15：05 気球型インタフェース（Aerotop Interface) 産業技術大学院大学 飛田 博章 35
15：05～15：20 ConfVisor：コンベンションプランナー業務管理システム 産業技術大学院大学 松尾 徳朗 36

研修室242 EMC・半導体 座長：電子半導体技術グループ長 小林　丈士
11：00～11：10 EMC・半導体分野の取り組み 電子半導体技術グループ 小林 丈士
11：10～11：25 90 GHz帯アプリケーション用要素回路の開発１ 電子半導体技術グループ 藤原 康平 39
11：25～11：40 マイクロヒータの開発 電子半導体技術グループ 山岡 英彦 40
11：40～11：55 狭ビームアンテナを用いたGHz帯測定手法の提案 電子・機械グループ 佐々木 秀勝 41
11：55～12：10 誘電率測定の不確かさ評価 国立研究開発法人産業技術総合研究所 加藤 悠人 42

EMC・半導体 座長：電子・機械グループ上席研究員 上野 武司
13：20～13：35 製品内部における伝導妨害波の伝搬モード変換モデルの検証 電子・機械グループ 大橋 弘幸 43
13：35～13：50 2chベクトルシグナルアナライザを用いたEMI電磁波の位相測定 国立研究開発法人産業技術総合研究所 飴谷 充隆 44

エレクトロニクス 座長：電子・機械グループ上席研究員 上野 武司
14：20～14：35 プログラマブルSoCによる液面センサの開発 株式会社ティ・エフ・ディ 村井 弘道 47
14：35～14：50 デスクトップ温調機[PELNUS]　高機能モデルの開発 キーナスデザイン株式会社 野村　健司 48
14：50～15：05 低ひずみ出力を実現できる単相7レベル変換器の検討 東京工業高等専門学校 綾野 秀樹 49
15：05～15：20 狭間隔部品実装技術を用いた部品内蔵基板の開発 国立研究開発法人産業技術総合研究所 菊地 克弥 50

研修室243 品質強化 座長：実証試験セクター長 大久保 一宏
11：10～11：25 都産技研におけるJNLA登録試験（鉄鋼・非鉄金属分野：金属材料引張試験） 実証試験セクター 櫻庭 健一郎 53
11：25～11：40 JCSS直流抵抗器校正における品質の維持・管理への取り組み 実証試験セクター 倉持 幸佑 54
11：40～11：55 直流電圧校正の不確かさ評価 技術経営支援室 水野 裕正 55
11：55～12：10 世界に通用するトレーサビリティの確立した精密校正システムの開発 MTAジャパン株式会社 沼知 朋之 56
13：20～13：35 高放射材の分光放射率角度依存性評価 光音技術グループ 中島 敏晴 57
13：35～13：50 熱拡散率測定の信頼性及び黒化処理の影響 実証試験セクター 沼尻 治彦 58
13：50～14：05 濾材誘電形エアフィルタ（CMEA）の開発 株式会社MITOMI 吉長 和男 59

環境・省エネルギー 座長：高度分析開発セクター長 上野 博志
14：20～14：35 古紙からのバイオエタノール生産 神奈川県産業技術センター 廣川 隆彦 63
14：35～14：50 水素エネルギー材料の表面高機能化処理 電気通信大学 田村 元紀 64
14：50～15：05 超臨界法によるバイオディーゼル燃料の実用化開発 創イノベーション株式会社 高橋 収 65
15：05～15：20 室内照明で機能する光触媒の研究 千葉県産業支援技術研究所 吉田 浩之 66

15：20～15：35 再生ポリプロピレン材料の耐候性評価
一般財団法人化学研究評価機構

高分子試験・評価センター
佐藤 圭祐 67

研修室244 ものづくり基盤技術 座長：開発第一部長 三尾 淳
11：00～11：10 ものづくり基盤技術分野の取り組み 開発第一部 三尾 淳
11：10～11：25 ほうろうの不具合の評価方法について 環境技術グループ 吉野 徹 71
11：25～11：40 ポリマーナノコンポジット作製への取り組み 材料技術グループ 安田 健 72
11：40～11：55 e-テキスタイルの燃料電池部材への応用 表面技術グループ 峯 英一 73
11：55～12：10 大電流パルススパッタ膜の成膜技術の開発 表面技術グループ 寺西 義一 74
13：20～13：35 全固体電池用マイクロ構造化セラミックスの製造技術開発 機械技術グループ 藤巻 研吾 75
13：35～13：50 金属間化合物の寸法制御によるマグネシウム焼結合金の高強度・高延性化 機械技術グループ 岩岡 拓 76
13：50～14：05 元素添加による異材摩擦攪拌接合界面での金属間化合物層厚さの抑制 機械技術グループ 青沼 昌幸 77

ものづくり基盤技術 座長：電子・機械グループ長 阿保 友二郎
14：20～14：35 近赤外分光法を用いた光学活性医薬品の識別 材料技術グループ 藤巻 康人 78
14：35～14：50 高剛性サンドイッチコアの開発 電子・機械グループ 髙橋 俊也 79
14：50～15：05 耐熱CFRP製サンドイッチパネルの特性評価 明星大学 小山 昌志 80
15：05～15：20 ポリカーボネートをマトリックス樹脂とした炭素繊維強化複合材料の力学特性向上 埼玉県産業技術総合センター 小熊 広之 81

デザイン支援室 ロボット/メカトロニクス 座長：ロボット企画グループ長 竹内 由美子
11：10～11：25 都産技研のロボット開発事業の紹介 ロボット開発セクター 坂下 和広 85
11：25～11：40 小型移動検査ロボットDIR-3（インフラ点検など狭隘部を検査する技術） 国立研究開発法人産業技術総合研究所 神村 明哉 86
11：40～12：10 人の水上活動を支援するロボティックビークルの研究開発 首都大学東京 武居 直行 87

ロボット/メカトロニクス 座長：ロボット開発セクター長 坂下 和広
13：20～13：35 接地点の切換えを考慮したヘビ型ロボットの多様な運動制御 電気通信大学 田中 基康 88
13：35～14：05 RTMを活用した課題解決型ロボティクスの提案 芝浦工業大学 松日楽 信人 89
14：20～14：50 千葉工業大学未来ロボット技術研究センターのロボット開発 千葉工業大学 平井 成興 90
14：50～15：05 産学公金連携による「おもてなしロボット」の開発 ヤマグチロボット研究所 山口 仁一 91
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11：40～11：55 狭ビームアンテナを用いたGHz帯測定手法の提案 電子・機械グループ 佐々木 秀勝 41
11：55～12：10 誘電率測定の不確かさ評価 国立研究開発法人産業技術総合研究所 加藤 悠人 42

EMC・半導体 座長：電子・機械グループ上席研究員 上野 武司
13：20～13：35 製品内部における伝導妨害波の伝搬モード変換モデルの検証 電子・機械グループ 大橋 弘幸 43
13：35～13：50 2chベクトルシグナルアナライザを用いたEMI電磁波の位相測定 国立研究開発法人産業技術総合研究所 飴谷 充隆 44

エレクトロニクス 座長：電子・機械グループ上席研究員 上野 武司
14：20～14：35 プログラマブルSoCによる液面センサの開発 株式会社ティ・エフ・ディ 村井 弘道 47
14：35～14：50 デスクトップ温調機[PELNUS]　高機能モデルの開発 キーナスデザイン株式会社 野村　健司 48
14：50～15：05 低ひずみ出力を実現できる単相7レベル変換器の検討 東京工業高等専門学校 綾野 秀樹 49
15：05～15：20 狭間隔部品実装技術を用いた部品内蔵基盤の開発 国立研究開発法人産業技術総合研究所 菊地 克弥 50

研修室243 品質強化 座長：実証試験セクター長 大久保 一宏
11：10～11：25 都産技研におけるJNLA登録試験（鉄鋼・非鉄金属分野：金属材料引張試験） 実証試験セクター 櫻庭 健一郎 53
11：25～11：40 JCSS直流抵抗器校正における品質の維持・管理への取り組み 実証試験セクター 倉持 幸佑 54
11：40～11：55 直流電圧校正の不確かさ評価 技術経営支援室 水野 裕正 55
11：55～12：10 世界に通用するトレーサビリティの確立した精密校正システムの開発 MTAジャパン株式会社 沼知 朋之 56
13：20～13：35 高放射材の分光放射率角度依存性評価 光音技術グループ 中島 敏晴 57
13：35～13：50 熱拡散率測定の信頼性及び黒化処理の影響 実証試験セクター 沼尻 治彦 58
13：50～14：05 濾材誘電形エアフィルタ（CMEA）の開発 株式会社MITOMI 吉長 和男 59

環境・省エネルギー 座長：高度分析開発セクター長 上野 博志
14：20～14：35 古紙からのバイオエタノール生産 神奈川県産業技術センター 廣川 隆彦 63
14：35～14：50 水素エネルギー材料の表面高機能化処理 電気通信大学 田村 元紀 64
14：50～15：05 超臨界法によるバイオディーゼル燃料の実用化開発 創イノベーション株式会社 高橋 収 65
15：05～15：20 室内照明で機能する光触媒の研究 千葉県産業支援技術研究所 吉田 浩之 66

15：20～15：35 再生ポリプロピレン材料の耐候性評価
一般財団法人化学研究評価機構

高分子試験・評価センター
佐藤 圭祐 67

研修室244 ものづくり基盤技術 座長：開発第一部長 三尾 淳
11：00～11：10 ものづくり基盤技術分野の取り組み 開発第一部 三尾 淳
11：10～11：25 ほうろうの不具合の評価方法について 環境技術グループ 吉野 徹 71
11：25～11：40 ポリマーナノコンポジット作製への取り組み 材料技術グループ 安田 健 72
11：40～11：55 e-テキスタイルの燃料電池部材への応用 表面技術グループ 峯 英一 73
11：55～12：10 大電流パルススパッタ膜の成膜技術の開発 表面技術グループ 寺西 義一 74
13：20～13：35 全固体電池用マイクロ構造化セラミックスの製造技術開発 機械技術グループ 藤巻 研吾 75
13：35～13：50 金属間化合物の寸法制御によるマグネシウム焼結合金の高強度・高延性化 機械技術グループ 岩岡 拓 76
13：50～14：05 元素添加による異材摩擦攪拌接合界面での金属間化合物層厚さの抑制 機械技術グループ 青沼 昌幸 77

ものづくり基盤技術 座長：電子・機械グループ長 阿保 友二郎
14：20～14：35 近赤外分光法を用いた光学活性医薬品の識別 材料技術グループ 藤巻 康人 78
14：35～14：50 高剛性サンドイッチコアの開発 電子・機械グループ 髙橋 俊也 79
14：50～15：05 耐熱CFRP製サンドイッチパネルの特性評価 明星大学 小山 昌志 80
15：05～15：20 ポリカーボネートをマトリックス樹脂とした炭素繊維強化複合材料の力学特性向上 埼玉県産業技術総合センター 小熊 広之 81

デザイン支援室 ロボット/メカトロニクス 座長：ロボット企画グループ長 竹内 由美子
11：10～11：25 都産技研のロボット開発事業の紹介 ロボット開発セクター 坂下 和広 85
11：25～11：40 小型移動検査ロボットDIR-3（インフラ点検など狭隘部を検査する技術） 国立研究開発法人産業技術総合研究所 神村 明哉 86
11：40～12：10 人の水上活動を支援するロボティックビークルの研究開発 首都大学東京 武居 直行 87

ロボット/メカトロニクス 座長：ロボット開発セクター長 坂下 和広
13：20～13：35 接地点の切換えを考慮したヘビ型ロボットの多様な運動制御 電気通信大学 田中 基康 88
13：35～14：05 RTMを活用した課題解決型ロボティクスの提案 芝浦工業大学 松日楽 信人 89
14：20～14：50 千葉工業大学未来ロボット技術研究センターのロボット開発 千葉工業大学 平井 成興 90
14：50～15：05 産学公金連携による「おもてなしロボット」の開発 ヤマグチロボット研究所 山口 仁一 91

6月26日（金曜日）

講堂 基調講演

10：00～10：50 日本をブランディングする ～性能と価格とは別の価値を考える～
株式会社海外需要開拓支援機構

代表取締役社長
太田 伸之 氏

会議室531 東京オリンピック・パラリンピックに向けたクールジャパン 座長：墨田支所長 大泉 幸乃
13：20～14：05 【特別講演】現状に甘んじないモノづくり 株式会社オビツ製作所 代表取締役 尾櫃 充代 氏
14：20～14：35 生活技術開発セクターの活用状況 墨田支所 大泉 幸乃 95
14：35～14：50 長野県工業技術総合センターにおける人間生活関連技術支援事例の紹介 長野県工業技術総合センター 北野 哲彦 96
14：50～15：05 岐阜県における木工産業への技術支援 岐阜県生活技術研究所 長谷川 良一 97
15：05～15：20 子供の学習姿勢に関する研究を基に開発した製品の事例紹介 福岡県工業技術センター 友延 憲幸 98
15：20～15：35 富山県生活工学研究所におけるスポーツ分野の取り組み 富山県工業技術センター 浦上 晃 99

研修室241 バイオ応用 座長：バイオ応用技術グループ長 櫻井 昇
11：00～11：10 バイオ応用分野への取り組み バイオ応用技術グループ 櫻井 昇
11：10～11：25 ESR・放射線照射法によるスーパーオキシドアニオン及びOHラジカル消去能の評価 バイオ応用技術グループ 中川 清子 103
11：25～11：40 ゲル状配向コラーゲン線維束の開発　-人工腱マトリクス創成に向けた基盤技術- バイオ応用技術グループ 畑山 博哉 104
11：40～11：55 蛍光イムノクロマトリーダーの高感度化 株式会社ティ・エフ・ディ 村井 弘道 105
11：55～12：10 血中脂肪を測る高感度分光器 国立研究開発法人産業技術総合研究所 古川 祐光 106
13：20～13：35 酵素サイクリング法を用いたホルムアルデヒド高感度センサーの開発 バイオ応用技術グループ 瀧本 悠貴 107
13：35～13：50 市販の銀含有創傷被覆材の抗菌性と細胞毒性のin vitro評価 バイオ応用技術グループ 柚木 俊二 108

13：50～14：05
熱ルミネッセンス(TL)法による照射食品の検知
-ドロマイト（標準鉱物）を用いた校正照射の課題と標準化の試み-

バイオ応用技術グループ 関口 正之 109

研修室242 ロボット/メカトロニクス 座長：光音技術グループ長 岩永 敏秀

11：10～11：40
おもてなしのコミュニティ・セントリック・システム構築のための
ソーシャルロボティクスとソーシャルビッグデータ

首都大学東京 山口 亨 113

11：40～12：10 スマートフォン連動型ロボットパートナー 首都大学東京 久保田 直行 114
ロボット/メカトロニクス 座長：ロボット開発セクター長 坂下 和広

13：10～13：20 メカトロニクス分野の取り組み ロボット開発セクター 坂下 和広
13：20～13：35 1㎜の変位量を有する静電アクチュエータの試作 城東支所 長谷川 孝 115
13：35～13：50 運搬ロボットの研究開発 ロボット開発セクター 益田 俊樹 116
13：50～14：05 USBを用いた機械制御システムのための低コストな安全技術 ロボット開発セクター 村上 真之 117
14：20～14：35 都産技研のロボット開発事業の紹介 ロボット開発セクター 坂下 和広 85

14：35～14：50
人位置・姿勢検出と音声対話によるユーザ対移動ロボット間
インタラクション・システムの試作開発

ロボット開発セクター 佐々木 智典 118

14：50～15：05 移動作業型ロボットのリスクアセスメント ロボット開発セクター 森田 裕介 119
15：05～15：20 ロボットにおいてデザインが機能するもの VECTOR株式会社 小山 久枝 120
15：20～15：35 T型ロボットベース（TYPEⅢ）事業化のための量産設計 株式会社システムクラフト 前田 政昭 121

研修室243 ナノテクノロジー 座長：材料技術グループ長 清水 研一
11：00～11：10 ナノテクノロジー分野の取り組み 材料技術グループ 清水 研一
11：10～11：25 新規細分化法によるナノ粒子の作製 高度分析開発セクター 川口 雅弘 125
11：25～11：40 種々のグラフェン粒子の水分散液の作成と粒度分布の評価に関する検討 材料技術グループ 柳 捷凡 126
11：40～11：55 第一原理計算による電子状態解析 電子半導体技術グループ 太田 優一 127
11：55～12：10 ワイドギャップ半導体窒化ホウ素における不純物添加効果 電子半導体技術グループ 太田 優一 128
13：20～13：35 ナノフォトニクスを応用した微量物質検知技術（技術紹介） 電子半導体技術グループ 加澤 エリト 129
13：35～13：50 水素含有DLC膜の表面性状制御による低摩擦化 城東支所 徳田 祐樹 130

13：50～14：05 粉末処理前後における13
C-DLCの構造変化 高度分析開発セクター 川口 雅弘 131

環境・省エネルギー 座長：繊維・化学グループ長 谷口 昌平
14：20～14：35 TiO2/WO3複合量子ドットにおける光触媒活性の向上 材料技術グループ 渡辺 洋人 135
14：35～14：50 促進耐候（光）性試験と発光計測による劣化評価 繊維・化学グループ 杉森 博和 136
14：50～15：05 汚染ガスと光による複合試験 繊維・化学グループ 岡田 明子 137
15：05～15：20 分光応答度測定装置の概要と活用例 光音技術グループ 中田 修 138
15：20～15：35 環境低負荷型めっき浴 繊維・化学グループ 水元 和成 139
15：35～15：50 微生物製剤の木材青変菌用防カビ剤への適用 環境技術グループ 飯田 孝彦 140

研修室244 少子高齢・福祉/震災復興支援技術 座長：開発第二部長 木下 稔夫
11：10～11：40 原発事故からの農業と林業分野での復興支援－汚染水処理への取り組み－ 首都大学東京 吉田 博久 143
11：40～12：10 高齢者の自立した日常生活を支援する、立ち上がり・歩行システムの開発 首都大学東京 新田 收 144

少子高齢・福祉/震災復興支援技術 座長：城東支所長 樋口 明久
13：10～13：20 少子高齢・福祉/震災復興支援技術分野の取り組み 城東支所 樋口 明久
13：20～13：35 電力変動からの操作機器推定アルゴリズム ロボット開発セクター 武田 有志 145
13：35～13：50 木材-ボルト接合における締付け時の座金めり込み降伏荷重の算定 城東支所 松原 独歩 146
13：50～14：05 間仕切壁の遮音性能向上手法 光音技術グループ 渡辺 茂幸 147
14：20～14：35 震災で発生した廃木材の塩素濃度簡易自動測定装置の開発 環境技術グループ 安藤 恵理 148
14：35～14：50 横編機を用いた無縫製かつらベースの開発 繊維・化学グループ 唐木 由佑 149
14：50～15：05 歩行型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立 生活技術開発セクター 菅谷 紘子 150
15：05～15：20 情報技術に基づく災害発生時対応支援用具の開発 生活技術開発セクター 加藤 貴司 151

15：20～15：35 林業作業における先進工具の活用
公益財団法人東京都農林水産振興財団

東京都農林総合研究センター
中村 健一 152

15：35～15：50 日本の独自規格のトレーラーハウスの開発 首都大学東京 土屋 真 153

デザイン支援室 品質強化 座長：交流連携室長 山本 哲雄
11：10～11：25 高感度グロー放電質量分析（GD-MS）による軽金属材料中の極微量成分の迅速定量 城南支所 山田 健太郎 157
11：25～11：40 仮想三次元測定（VCMM）を用いた不確かさ算出の検討 城南支所 樋口 英一 158
11：40～11：55 マグネシウム材料中微量元素定量法に関するJIS及びISO標準化 城南支所 上本 道久 159
11：55～12：10 城南支所におけるX線CTへの取り組みについて 城南支所 竹澤 勉 160

システムデザイン 座長：システムデザインセクター長 薬師寺 千尋
13：10～13：20 システムデザイン分野の取り組み システムデザインセクター 薬師寺 千尋
13：20～13：35 構造解析を利用したコンセプトデザイン システムデザインセクター 上野 明也 163
13：35～13：50 粉末焼結型AM技術におけるそりの補正と制御 システムデザインセクター 山内 友貴 164
13：50～14：05 塗装による光硬化性樹脂AM（3Dプリンタ）モデルへの意匠性付与 表面技術グループ 小野澤 明良 165
14：20～14：35 めっきによるナイロン樹脂AM（3Dプリンタ）モデルへの意匠性付与 表面技術グループ 竹村 昌太 166
14：35～14：50 動吸振器の3Dプリンタを用いた設計 電子・機械グループ 岩田 雄介 167
14：50～15：05 粉末焼結型AM装置による造形品の異方性緩和手法の提案 城東支所 木暮 尊志 168
15：05～15：20 生活技術開発セクターのカラーAdditive Manugfacturing(AM)活用手法 生活技術開発セクター 島田 茂伸 169
15：20～15：35 溶融積層造形装置による技術支援と今後の可能性 城南支所 豊島 克久 170

15：35～15：50
東京オリンピック2020のスタッフ用モビリティのデザイン開発
（おもてなしモビリティ in 東京オリンピック2020）

産業技術大学院大学 小山 登 171



6月25日（木）

会議室531

情報技術



スポーツ用義足の研究開発とアスリート支援

○保原 浩明 *1)

■キーワード　バイオメカニクス、パラリンピック、義足、陸上競技

1．ヒト身体運動を分析する「バイオメカニクス」
2．未だ謎が多いスポーツ用義足の研究開発を通じた義足アスリート支援策
3．2020 年東京パラリンピックへの貢献

■背景

・パラリンピック（陸上競技）における義足アスリートの国際競技力向上は、喫緊の課題である

・スポーツ用義足に関して耳にする多くの「わからない」と「情報の錯綜」

・科学的エビデンスに基づいた義足の選定、使用方法、トレーニング方法の必要性が叫ばれている

■取り組んでいる内容

・個人の特性にマッチした義足の選定、使用方法及びトレーニング方法の提案・唱導

■まとめ

・データベース及び三次元動作解析を組み合わせたバイオメカニクス研究が進行中

・個人特性と既存製品の特徴を考慮してスポーツ用義足を処方することが実現しうる

・得られた情報はユーザだけでなく医科学支援スタッフと共有し、アスリートを支援する

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所

情報技術 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

スポーツ用義足の研究開発とアスリート支援 
 

 ○保原 浩明*1) 
 
■キーワード バイオメカニクス、パラリンピック、義足、陸上競技 
 
1. ヒト身体運動を分析する「バイオメカニクス」  

2. 未だ謎が多いスポーツ用義足の研究開発を通じた義足アスリート支援策 

3. 2020 年東京パラリンピックへの貢献  
 
■背景 

・パラリンピック（陸上競技）における義足アスリートの国際競技力向上は、喫緊の課題である 

・スポーツ用義足に関して耳にする多くの「わからない」と「情報の錯綜」 

・科学的エビデンスに基づいた義足の選定、使用方法、トレーニング方法の必要性が叫ばれている 

 

■取り組んでいる内容 

・個人の特性にマッチした義足の選定、使用方法及びトレーニング方法の提案・唱導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■まとめ 

・データベース及び三次元動作解析を組み合わせたバイオメカニクス研究が進行中 

・個人特性と既存製品の特徴を考慮してスポーツ用義足を処方することが実現しうる 

・得られた情報はユーザだけでなく医科学支援スタッフと共有し、アスリートを支援する 
 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 

図1．産業技術総合研究所人間情報研究部門における研究の概略図
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確率的モデリングによるビッグデータ活用

○櫻井 瑛一 *1)本村 陽一 *1)

■キーワード　ビッグデータ活用、確率的機械学習

1．PLSAによるデータのクラスタリング技術紹介
2．Bayesian Network によるデータ解析技術紹介
3．両者を組み合わせることによるクラスタ意味解析

■概要

インターネットの発展とともにデータを収集し、データを生成している人間の行動を理解しようという試
みがなされてきた。こうして始まったビッグデータ活用の流れは、データを中心とした分析の重要性を明ら
かにし、分析の背景技術としての機械学習手法研究の推進を後押ししてきた。この機械学習の中でも確率
を基礎とする手法は、人の行動の多様さもあって、実際のデータによく適合するため、文書分類をはじめ
とした多くの分野への適用と手法の大きな発展を遂げてきた。
本発表では、この確率的手法の中でも潜在的確率意味解析(以下、PLSAとする)と Bayesian 

Network(以下、BNとする)の紹介とこれらをインターネット上のデータではない実際のデータへの適用に
より、インターネットのビッグデータだけでなく、現実社会のデータに対しても確率的モデリングは非常に
有用であることを示す。

■技術概説

(1)潜在的確率意味解析(PLSA)〔1〕

PLSAとは、大量の文章の分類を行う一手法である。この手法では、文書内の単語が出現する確率がそ
の話のテーマによって変化する、という確率的モデルを考え分類を行う。図1がそのモデルの概略図である。
この手法自体は、文書分類のみならず、アンケートデータや購買データなどの文書以外のデータでも適

用可能であり、回答や購買行動の典型的傾向が似た人を分類することが可能となる。

(2)Bayesian Network(BN)〔2〕

ある条件の下(X)でのある現象(Y)が生じる確率を条件付確率と呼ぶ。この、条件付確率ではYという
状況に Xが及ぼす、と解釈ができるため、X→Yと矢印を張ることにより、因果構造を示すことができる。
この矢印のネットワークによって表現されるグラフが BNである(図 2)。

(3)両者の組み合わせによる、データのクラスタリングと意味解析〔3〕

PLSAによる分類は、人の潜在的傾向をあらわにすることが可能であるが、各々の分類が何を特徴として
いるかは実データの場合分かりにくい場合が多い。そこで、因果関係を表す BNとPLSAによる分類結果を
組み合わせることで、PLSAによる分類の説明モデルが作成できることを本発表では示す。そして、その分
類モデルがどのような企業の課題解決に役立ったかを示す。

参考文献
〔1〕T．Hoffman, Machine Learning, Vol.42, pp.289-296 (1999)
〔2〕J．Pearl, In Proceedings of Cognitive Science Society, pp.329-334 (1985)
〔3〕石垣等, 人工知能学会全国大会, 3J1-NFC1a-2 (2010)

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所
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確率的モデリングによるビッグデータ活用 
 

 ○櫻井 瑛一*1) 本村 陽一*1) 
 
■キーワード ビッグデータ活用、確率的機械学習  
 
1. PLSA によるデータのクラスタリング技術紹介  

2. Bayesian Network によるデータ解析技術紹介 

3. 両者を組み合わせることによるクラスタ意味解析 
 
■概要 

 インターネットの発展とともにデータを収集し、データを生成している人間の行動を理解しようとい

う試みがなされてきた。こうして始まったビッグデータ活用の流れは、データを中心とした分析の重要

性を明らかにし、分析の背景技術としての機械学習手法研究の推進を後押ししてきた。この機械学習の

中でも確率を基礎とする手法は、人の行動の多様さもあって、実際のデータによく適合するため、文書

分類をはじめとした多くの分野への適用と手法の大きな発展を遂げてきた。  

 本発表では、この確率的手法の中でも潜在的確率意味解析(以下、PLSA とする)と Bayesian Network(以

下、BN とする)の紹介とこれらをインターネット上のデータではない実際のデータでの適用により、イ

ンターネットのビッグデータだけでなく、現実社会のデータに対しても確率的モデリングは非常に有用

であることを示す。 

 

■技術概説 

(1) 潜在的確率意味解析(PLSA)〔1〕 

 PLSA とは、大量の文章の分類を行う一手法である。この手法では、文書内の単語が出現する確率がそ

の話のテーマによって変化する、という確率的モデルを考え分類を行う。図 1がそのモデルの概略図で

ある。 

 この手法自体は、文書分類のみならず、アンケートデータや購買データなどの文書以外のデータでも

適用可能であり、回答や購買行動の典型的傾向が似た人を分類することが可能となる。 

 

（2）Bayesian Network(BN)〔2〕 

 ある条件の下(X)でのある現象(Y)が生じる確率を条件付確率とよぶ。この、条件付確率ではYという

状況にXが及ぼす、と解釈ができるため、X->Yと矢印を張ることにより、因果構造を示すことができる。 

この矢印のネットワークによって表現されるグラフがBNである(図2は)。 

  

（3）両者の組み合わせによる、データのクラスタリングと意味解析〔3〕 

 PLSAによる分類は、人の潜在的傾向をあらわにすることが可能であるが、各々の分類が何を特徴とし

ているかは実データの場合分かりにくい場合が多い。そこで、因果関係を表すBNとPLSAによる分類結果

を組み合わせることで、PLSAによる分類の説明モデルが作成できることを本発表では示す。そして、そ

の分類モデルがどのような企業の課題解決に役立ったかを示す。 

 
 
参考文献 

〔1〕T. Hoffman, Machine Learning, Vol.42, pp.289-296 (1999) 

〔2〕J. Pearl, In Proceedings of Cognitive Science Society, pp.329-334 (1985) 

〔3〕石垣等, 人工知能学会全国大会, 3J1-NFC1a-2 (2010) 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 
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情報ハイディング技術を応用した防災通報システムの開発

○小嶋 徹也 *1)

■キーワード　情報ハイディング、完全相補系列系、防災通報システム、サイレン

1．情報ハイディング技術を応用した新しい防災通報システムを開発
2．サイレン音に災害情報を埋め込み、スピーカから音声を放送するだけで情報を伝達
3．タブレットや携帯端末などで視覚的に情報を確認することが可能

■はじめに

情報ハイディング技術は、画像、音声、動画などのデジタルコンテンツに人間が知覚できないような形
式で別のデータを埋め込む技術であり、著作権保護や不正コピー防止などの目的で利用されている。本研
究では、情報ハイディング技術を用いて災害などの情報をサイレン音に埋め込み、電波による無線通信を
用いず、スピーカからサイレン音を放送するだけで情報伝達が可能なシステムを開発する。本システムでは、
携帯端末やタブレットなどで放送されたサイレン音を受信するだけで、文字や画像などの形式で視覚的に
災害情報を確認することが可能である。本報告では、提案システムのための要素技術開発と屋内施設にお
いて行った実験結果などを報告する。

■検討内容

(1)提案方式の特徴
提案方式では、理想的な相関特性を持つスペクトル拡散系列の集合である完全相補系列系〔1〕を用いた情

報ハイディング技術をサイレン音に応用する。本研究で開発するものは、送信側で災害情報を音響信号に
埋め込むためのソフトウェアと、携帯端末上で動作する受信アプリケーションのみであり、従来の防災無線
システムのインフラをそのまま利用することができる。また、視覚的に情報を伝達するため、従来よりも正
確な情報伝達が可能である上、耳が不自由な方でも同時かつ正確に緊急通報を受け取ることが可能となる。

(2)開発結果
本研究では、サイレン音の周波数帯域に符号化し

た災害情報を埋め込む方式を採用した。そのため、
実際に使用するスピーカとマイクロフォンの周波数特
性を測定し、信号が極力減衰しない帯域に情報を埋
め込むこととした。また、埋め込まれた情報の電力
を決めるパラメータである埋め込み強度を調整し、
情報埋め込み後の音が劣化せず、かつ情報抽出精度
を高く保つことができる値に設定した。実際に放送す
るサイレン音としては、規制のサイレン音の特定の帯
域に情報を埋め込んで作成した音響信号（ステゴサイ
レン音）に加え、原音声を用いず、埋め込み信号の
みで擬似的にサイレン音に類似した信号（擬似サイレ
ン音）を作成した〔2〕。これら双方を用いて屋内におけ
る情報伝達実験を行った結果、ステゴサイレン音の
方が高い情報抽出精度を持つことが判明した。
さらに、誤り訂正符号を導入することも検討し、この場合のビット誤り率特性などについても検討した他、

Android 端末上で動作する受信アプリケーションも開発した。
避難所を想定した体育館における情報伝達実験においては、スピーカとマイクロフォンの距離を18m 程

に設定し、128ビットの情報を誤り率10％以下で伝達することに成功した。この結果は、適切な誤り訂正
符号を導入することで、十分に誤りのない情報伝達が可能であることを示唆している。

■まとめ

完全相補系列系に基づく情報ハイディング方式を応用した防災通報システムを開発した。避難所や仮設
住宅を想定した体育館での情報伝達実験を通し、音声によるアナログ通信のみで文字によるデジタルデー
タの情報通信が低い誤り率で実現可能であることを示した。

参考文献
〔1〕末広直樹, 電子通信学会誌 , Vol.J65-A, No.12, pp.1247-1253 (1982) 
〔2〕T. Kojima, et al., Proc. of ISITA2014, Melbourne, Australia, pp.45-49 (2014)

*1) 東京工業高等専門学校
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情報ハイディング技術を応用した防災通報システムの開発 
 

 ○小嶋 徹也*1) 
 
■キーワード 情報ハイディング、完全相補系列系、防災通報システム、サイレン 
 
1. 情報ハイディング技術を応用した新しい防災通報システムを開発  

2. サイレン音に災害情報を埋め込み、スピーカから音声を放送するだけで情報を伝達 

3. タブレットや携帯端末などで視覚的に情報を確認することが可能  
 
■はじめに 

情報ハイディング技術は、画像、音声、動画などのデジタルコンテンツに人間が知覚できないような

形式で別のデータを埋め込む技術であり、著作権保護や不正コピー防止などの目的で利用されている。

本研究では、情報ハイディング技術を用いて災害などの情報をサイレン音に埋め込み、電波による無線

通信を用いず、スピーカからサイレン音を放送するだけで情報伝達が可能なシステムを開発する。本シ

ステムでは、携帯端末やタブレットなどで放送されたサイレン音を受信するだけで、文字や画像などの

形式で視覚的に災害情報を確認することが可能である。本報告では、提案システムのための要素技術開

発と屋内施設において行なった実験結果などを報告する。 

■検討内容  

(1)提案方式の特徴 

提案方式では、理想的な相関特性をもつスペクトル拡散系列の集合である完全相補系列系〔1〕を用いた

情報ハイディング技術をサイレン音に応用する。本研究で開発するものは、送信側で災害情報を音響信

号に埋め込むためのソフトウェアと、携帯端末上で動作する受信アプリケーションのみであり、従来の

防災無線システムのインフラをそのまま利用することができる。また、視覚的に情報を伝達するため、

従来よりも正確な情報伝達が可能である上、耳が不自由な方でも同時かつ正確に緊急通報を受け取るこ

とが可能となる。 

(2)開発結果 

 本研究では、サイレン音の周波数帯域に符号化し

た災害情報を埋め込む方式を採用した。そのため、

実際に使用するスピーカとマイクロフォンの周波数

特性を測定し、信号が極力減衰しない帯域に情報を

埋め込むこととした。また、埋め込まれた情報の電

力を決めるパラメータである埋め込み強度を調整し、

情報埋め込み後の音が劣化せず、かつ情報抽出精度

を高く保つことができる値に設定した。実際に放送

するサイレン音としては、規制のサイレン音の特定

の帯域に情報を埋め込んで作成した音響信号（ステ

ゴサイレン音）に加え、原音声を用いず、埋め込み

信号のみで擬似的にサイレン音に類似した信号（擬

似サイレン音）を作成した〔2〕。これら双方を用いて屋内における情報伝達実験を行なった結果、図 1 に

示す通り、ステゴサイレン音の方が高い情報抽出精度をもつことが判明した。 

さらに、誤り訂正符号を導入することも検討し、この場合のビット誤り率特性などについても検討し

たほか、Android 端末上で動作する受信アプリケーションも開発した。 

避難所を想定した体育館における情報伝達実験においては、スピーカとマイクロフォンの距離を 18m

ほどに設定し、128 ビットの情報を誤り率 10%以下で伝達することに成功した。この結果は、適切な誤

り訂正符号を導入することで、十分に誤りのない情報伝達が可能であることを示唆している。 

■まとめ 

 完全相補系列系に基づく情報ハイディング方式を応用した防災通報システムを開発した。避難所や仮

設住宅を想定した体育館での情報伝達実験を通し、音声によるアナログ通信のみで文字によるデジタル

データの情報通信が低い誤り率で実現可能であることを示した。 
参考文献 

〔1〕末広直樹：「倍数差直交系列と完全相補系列系」, 電子通信学会誌, Vol.J65-A, No.12, pp.1247-1253 (1982).  

〔2〕T. Kojima, et al.：“A disaster prevention broadcasting based on data hiding scheme using complete 

  complementary codes”, Proc. of ISITA2014, Melbourne, Australia, pp.45-49 (2014). 

 
*1)独立行政法人国立高等専門学校機構 東京工業高等専門学校 

図 1. ビット誤り率特性 
図1．ビット誤り率特性
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東京理科大学のソフトウェア／アルゴリズムベース・テクノロジーのご紹介

○鵜澤 真治 *1)

■キーワード　アルゴリズム、画像解析、カオス、機械学習、ソフトウェア

1．「腸の複雑な蠕動運動を立体的に可視化する解析技術」
　　諏訪東京理科大学　田邉 造 准教授テーマ
2．「非線形動力論を用いたガスタービンエンジンの希薄吹き消え検知技術の開発」
　　東京理科大学　工学部第一部機械工学科　後藤田 浩 准教授テーマ
3．「運転時の視線および走行データを用いた散漫運転を検知するための動的推定法の研究」
　　東京理科大学　理工学部経営工学科　西山 裕之 准教授テーマ

■はじめに

発表者は東京理科大学においてURAとして活動に従事しているが、ソフトウェア／アルゴリズムをベース

とするシーズが学外機関と共同研究等につながるケースは少ない。一方、データベース解析、画像解析な

どを中心に企業から技術相談を受けるケースは増加しつつあるが、企業側では大学との連携を模索する際、

学部・学科単位、技術領域単位での情報収集にとどまらざるを得ないことも、共同研究に結びつきにくい

要因と考えられる。

本発表では、これらのニーズの高まりを認識した上で、東京理科大学のソフトウェア／アルゴリズムベー

スの技術のエッセンスを一種のカタログ的な見地でまとめ、より広い産学公連携の糸口となることを目的と

する。

■研究概要と取り組み内容など

(1)「腸の複雑な蠕動運動を立体的に可視化する解析技術」

　(諏訪東京理科大学　田邉 造 准教授テーマ)

近年、さまざまな場面でディジタル動画が活用さ

れている。生命・医療の分野においては「腸壁の動き」

（蠕動運動）が健康に密接な関係があることが分かっ

ているが、現在は、医師が画像を目視し蠕動運動の

回数を測るなどしている。本研究では、パソコンを

用いて、複雑な腸の動きを高精度に追従・解析する

ことを目的としたアルゴリズム及びアプリケーション

を開発している。実装では、リアルタイム処理、ピ

クセル単位での変動追跡を行う。

(2)「非線形動力論を用いたガスタービンエンジンの

希薄吹き消え検知技術の開発」

　（ 東京理科大学　工学部第一部機械工学科　  

後藤田 浩 准教授テーマ）

排ガスの低エミッション化に対応するガスタービ

ンを開発する際、吹き消え、振動燃焼など燃焼不安

定の発生が最大の課題となっている。本研究では、

線形アプローチでは推定の難しい、吹き消えの発生

を非線形動力学論を用いてリアルタイムで検知し、

制御をするための技術を報告する。

(3)「運転時の視線および走行データを用いた散漫運転を検知するための動的推定法の研究」

　（東京理科大学　理工学部経営工学科　西山 裕之 准教授テーマ）

自動車運転時に事故原因の要因として「散漫運転」が問題となっている。「散漫運転」はさまざまな要

因から引き起こされるため、眼球運動データ、運転データ、位置データなど大量のデータから、視線と走

行の特徴を抽出し、学習ルールを生成することにより機械学習による推定を図る。
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などを中心に企業から技術相談を受けるケースは増加しつつあるが、企業側では大学との連携を模索す
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先端計測加工ラボでの海外展開支援

○上本 道久*1)

■キーワード　欧州展開支援、航空機産業、医工連携産業、研究開発型ものづくり

1．労働集約型から研究開発型のものづくりへの転換
2．航空機関連製品と医療機器、高度な信頼性と厳しい認証を満たす技術を追究
3．リバースエンジニアリングと安全性評価による高度技術支援

■背景

工業活動の盛んな城南地域の中でも、大田区は特に中小企業の海外への進出に意欲的な地域である。
2006年にアジア(タイ)にテクノパークを開設して実績を残しているが、2014 年よりスイスやドイツの地方
行政機関と連携してハイエンドな企業の進出準備を進めている。この欧州進出に向けた活動は、現在の下
請け形態が多い労働集約型ものづくりからの脱却を目指して、研究開発を伴う付加価値の高い産業への変
換を模索したものといえる。
本地域での技術支援として城南支所は、「航空機産業」「医工連携産業」「欧州展開」を支援のキーワー

ドとした先端計測加工ラボを2014 年に開設した。航空機産業及び医工連携産業は、安定したニーズと高
収益をもたらすものづくり分野として全国的に推進の動きが見られる。しかし両分野とも認証を伴う高い信
頼性が要求され、特に前者では欧米の専門機関による認証が不可欠である。標準規格や認証についての
情報、それらの持つ技術的要求水準についても知見が必要とされる。

■先端計測加工ラボの機能と役割

(1)リバースエンジニアリング
既存製品から改良試作品を作るとき、製品に寸法設計図のない

場合がある。製品の寸法計測より製造方法を調査して試作を行う
一連のプロセス(リバースエンジニアリング )を先端計測加工ラボ
の機能の一つとした。製品が設計図通り正しく出来上がっている
かを確認するためにも製品の寸法計測は重要である。
寸法計測については、接触式三次元座標測定機をはじめ、レー

ザーを用いた非接触式三次元寸法測定機、三次元デジタイザ、X
線 CTシステムを配備した。複雑形状を有する製品や内部寸法の計
測も可能で、上記装置を包括的に使用して計測する。
測定した寸法データは処理した上で、三次元造型装置(AM)を

用いて試作を行う。先端計測加工ラボでは、溶融積層造形装置、
光造形装置、レーザー加工機を配備した。それぞれ、航空・医療
機器用に認証された樹脂を使った造形、半透明で内部可視の造形、
金属やセラミックスなどの微細加工による造形に対応している。

(2)製品の特性評価
航空機・医工連携産業で用いられる製品に高い安全性が要求さ

れるのは当然であるが、特に医療機器は、体内埋め込みなども想
定されるため、溶出評価や局所の材料評価など、製品の化学的特
性を極限まで調べることも必要である。先端計測加工ラボでは、
グロー放電(GD)、ICP、熱分解ガスクロをイオン源とする質量分析
装置を配備した。それぞれ、高純度金属中不純物評価、極微量
溶出解析・局所分析、有機系異物分析に対応する。
先端計測加工ラボとして全部で24 機種が指定されており、良好

に稼働中である。

■今後の展開

先端計測加工ラボでの計測加工を通した海外展開の成功事例を作ることが先決と考えている。まずは、
市場性のある製品を既すでに有して、欧州への進出を検討している企業に対して、ニーズに見合った技術
データを提供し、企業と併走しながら進出をサポートしていきたい。

*1)城南支所
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図 1．非接触式三次元寸法測定機

図 2．三次元レーザー加工機
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航空機・高所環境をシミュレートする減圧恒温槽

○三上 和正*1)、大久保 富彦 *1)、石井 清一 *1)

■キーワード　航空機、高山都市、輸送、減圧、低温、高度、複合試験、絶縁耐圧、放熱効率、液漏れ

1．減圧環境、高所環境における環境試験
2．減圧環境が供試品に及ぼす影響（不具合）と減圧恒温槽の性能
3．減圧環境試験の規格と主な試験条件

■減圧環境試験装置の必要性

・中小企業による航空機産業への参入に伴い、航空機搭載機器の開発や評価には不可欠な装置である

・携帯機器等の情報端末を含む電子機器の利用が高所都市にも拡大し、信頼性の確認が求められている

・航空機による物流が増加し、貨物室等の気圧変化や温度変化のシミュレーションが必要である

・IEC 等の国際規格により、減圧環境及び温度複合環境試験が規定され、その対応が急務である

■減圧環境と装置の主な仕様

(1)減圧環境と高度

電子機器や機構部品、構成材料等は、低温や高温あるいは減

圧環境での稼働や保存により、物理的な障害となることが想定さ

れる。海抜高度と気圧の関係を表1に示した。高所環境において

は、気圧低下と共に気温も低下し、特に航空機は-40℃以下にも

なる空間を飛行している。また近年、高所都市等（例：ラパス 

海抜4,071m)でも、各種電子機器が多用されている。

(2)減圧環境による影響例

①常圧封止した機器からのガスや液体の漏れ

（液晶表示の品位低下、電解コンデンサ等）

②高電圧回路の機能低下や絶縁不良

（高圧トランスの発煙、ストロボの発光不良、放電異常等）

③放熱効率の減少、冷却効果の低下

（CPUの冷却不良、パワーデバイスの温度上昇、局部加熱等）

④材料の性質変化

（可塑剤の気化、潤滑剤の蒸発等）

(3)減圧恒温槽の概要

実証試験セクターに、内寸約1m 角の減圧恒

温槽を2台配置した。それらは、航空機等で

受ける急な温度変化や圧力ストレスを模擬でき、

各種の温度・減圧環境における機器・部品の

動作確認や耐久性の評価が可能である。図1

に減圧恒温槽の写真を、表2に主な仕様を示す。

■減圧環境試験の種類と対応規格（一例）

(1)航空機搭載機器：RTCA/DO-160D(JIS W 0812)

①飛行中冷却喪失試験、②高度試験(57.2kPa～ 4.4kPa)、③減圧試験(最高飛行高度に相当する圧力)

(2)減圧試験方法：IEC60068-2-13(JIS C60068-2-13)、（気圧 1kPa～標準大気圧 )

(3)低温・減圧複合試験方法：IEC60068-2-40(JIS C60068-2-40)、(温度-55～ -25℃、気圧4kPa～70kPa)

(4)高温・減圧複合試験方法：IEC60068-2-41(JIS C60068-2-41)、(温度+40～ +155℃、気圧4kPa～70kPa)

(5)温度高度試験：MIL-STD-810G- 手法 500、(温度-62～ +150℃、気圧1.1kPa～ 93.3kPa)

(6)航空機 -電気コネクタ試験：JIS W7114、(低空気圧サイクル、気圧3.4kPa[23,000m])

(7)他の関連規格例

①自然環境の条件 -気圧：IEC60721-2-3(JIS C60721-2-3)、②電子・電気部品の試験方法：MIL-STD-202

③航空機関連機器の環境試験方法：MIL-E-5272、④梱包貨物の減圧試験方法：ASTM-D6653

*1) 実証試験セクター

表 2．主な仕様（MZT-11H-H, エスペック（株）製）

槽内寸法 W1000×H1000×D1000［mm]

圧力設定範囲 93.3kPa～1.1kPa

圧力降下時間 大気圧から1.1kPaまで約 20 分

温度設定範囲 -70℃～ +140℃（減圧運転時）

温度降下時間 +20℃～ -70℃まで約 60 分

オプション 電圧端子(4P×2)、信号端子(BNC×3)、棚板

表1．高度と気圧(参考：JIS W0202）

海抜高度[m] 気圧[kPa] 参考例

20,000 5.5 軍用機

15,000 12.0 民間機

10,000 26.4 旅客機

8,000 35.6 ヒマラヤ山脈

4,000 61.6 富士山

2,000 79.5 メキシコシティ

1,000 89.9 軽井沢
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2. 減圧環境が供試品に及ぼす影響（不具合）と減圧恒温槽の性能 
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■減圧環境試験装置の必要性 

・中小企業による航空機産業への参入に伴い、航空機搭載機器の開発や評価には不可欠な装置である 
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・IEC 等の国際規格により、減圧環境及び温度複合環境試験が規定され、その対応が急務である 

■減圧環境と装置の主な仕様 

(1) 減圧環境と高度                      

電子機器や機構部品、構成材料等は、低温や高温あるいは減

圧環境での稼働や保存により、物理的な障害となることが想定

される。海抜高度と気圧の関係を表 1に示した。高所環境にお

いては、気圧低下と共に気温も低下し、特に航空機は-40℃以下

にもなる空間を飛行している。また近年、高所都市等（例：ラ

パス 海抜 4,071m)でも、各種電子機器が多用されている。 

 
(2) 減圧環境による影響例 

① 常圧封止した機器からのガスや液体の漏れ 

（液晶表示の品位低下、電解コンデンサ等） 

② 高電圧回路の機能低下や絶縁不良 

（高圧トランスの発煙、ストロボの発光不良、放電異常等） 

③ 放熱効率の減少、冷却効果の低下 

（CPU の冷却不良、パワーデバイスの温度上昇、局部加熱等） 

④ 材料の性質変化 

（可塑剤の気化、潤滑剤の蒸発等） 

 

(3) 減圧恒温槽の概要 

実証試験セクターに、内寸約1m角の減圧

恒温槽を2台配置し、航空機等で受ける急な

温度変化や圧力ストレスを模擬でき、各種

の温度・減圧環境における機器・部品の動

作確認や耐久性の評価が可能である。図1に

減圧恒温槽の写真を、主な仕様を表2に示す。 

 

■減圧環境試験の種類と対応規格（一例） 

(1) 航空機搭載機器：RTCA/DO-160D(JIS W 0812) 

 ① 飛行中冷却喪失試験、② 高度試験(57.2kPa～4.4kPa)、③ 減圧試験(最高飛行高度相当する圧力) 

(2) 減圧試験方法：IEC60068-2-13(JIS C60068-2-13)、（気圧 1kPa～標準大気圧) 

(3) 低温・減圧複合試験方法：IEC60068-2-40(JIS C60068-2-40)、(温度-55～-25℃、気圧4kPa～70kPa) 

(4) 高温・減圧複合試験方法：IEC60068-2-41(JIS C60068-2-41)、(温度+40～+155℃、気圧4kPa～70kPa) 

(5) 温度高度試験：MIL-STD-810G-手法504、(温度-62～+150℃、気圧1.1kPa～93.3kPa) 

(6) 航空機-電気コネクタ試験：JIS W7114、(低空気圧サイクル、気圧3.4kPa[23,000m]) 

(7) 他の関連規格例 

① 自然環境の条件-気圧：IEC60721-2-3(JIS C60721-2-3)、② 電子・電気部品の試験方法：MIL-STD-202 

 ③ 航空機関連機器の環境試験方法：MIL-E-5272、④ 梱包貨物の減圧試験方法：ASTM-D6653 
 

*1)実証試験セクター 

海抜高度 [m] 気圧 [kPa] 参考例 

20,000 5.5 軍用機 

15,000 12.0 民間機 

10,000 26.4 旅客機 

8,000 35.6 ヒマラヤ山脈

4,000 61.6 富士山 

2,000 79.5 メキシコシティ

1,000 89.9 軽井沢 

表 2. 主な仕様（MZT-11H-H, エスペック（株）製） 

槽内寸法 W1000×H1000×D1000 mm 

圧力設定範囲 93.3 kPa～1.1 kPa 

圧力降下時間 大気圧から1.1 kPaまで約20分 

温度設定範囲 -70 ℃ ～ +140 ℃（減圧運転時） 

温度降下時間 +20 ℃ ～ -70 ℃まで約60分 

オプション 電圧端子(4P×2)、信号端子(BNC×3)、棚板

 
図 1. 減圧恒温槽(2 台） 

表 1. 高度と気圧(参考：JIS W0202）

図 1．減圧恒温槽 (2 台）
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医療用穿刺針の高品質化に関する研究

○落合 一裕 *1)、出口 貴久*1)、南部 洋平 *1)山形 龍司 *2)、渡部 祐介 *2)、小関 義彦 *3)

■キーワード　電解研磨、穿刺性能、低侵襲性、医療機器

1．医療用穿刺針の表面品質の向上とスタンダードタイムの短縮に取り組んだ
2．電解研磨技術を取り入れることで表面品質を向上させた
3．穿刺針の評価方法を検討し、性能（切れ味）の微小な差の評価が可能になった

■はじめに

医療用穿刺針は、開腹手術等で体内の血液や膿などを体外に排出させるドレインチューブを通す穴を開
けるために使用する医療機器である。使い捨てで消費本数が多く、手術数の増加で需要が増えている。
現行製品に対して、表面品質をよくしたいという要望があった。また、安価な海外製品に対抗するため

にスタンダードタイム（1個あたりの生産時間）を短縮し、低コストで製造する必要があった。
本研究では、電解研磨を用いて穿刺針の表面品質の向上とスタンダードタイム短縮に取り組み、新しい

加工方法に関する検討を行った。また、穿刺性能を定量的に評価するための評価方法の検討を行った。

■研究内容

(1)研究内容
1)電解研磨（液組成、条件）の検討は、穿刺針に使用されている
材料に近いSUS304板で行った。穿刺針の表面品質の要望により、
目標は光沢度 250以上とした。そして達成した条件をSUS303製
の穿刺針の電解研磨に適用した。電解研磨実験装置の概要を
図1に示す。
電解条件は、表面品質がよくなり板厚減量が小さい電解条件

を探索した。板厚減量つまり電解研磨による除去量が大きいと、
穿刺針へ適用した場合に、刃先も鈍化が進行し穿刺性能が大幅
に低下することが推測された。刃先へのダメージを最低限に抑え
るために、できるだけ除去量が小さく、光沢度を高くできるよう
な条件を目指した。
電解液は、著者らがこれまでに SUS304 板に対して顕著な研

磨効果を確認している、水－エチレングリコール－クエン酸－塩化ナトリウム溶液をベースに検討を行っ
た。実験では、①電解液の塩化物の種類と濃度 ②電解液の温度 ③電解時間について検討を行った。

2)穿刺針の性能評価は、穿刺性能を定量的に評価するために万能材料試験機（AG-100KNI、(株 )島津
製作所製）を用いて穿刺針が材料を貫通する際の荷重を測定した。性能の微小な差を評価できるよう
に、貫通させる材料や測定条件の検討を行った。また、貫通後の材料の切り口を観察し、形状や切
れ方について評価を行った。

(2)結果・考察
エチレングリコール系電解液中の塩化物の濃度が高くなるに

つれて、少ない除去量で得られる光沢度の値が高くなった。そ
して、塩化物の種類、液温度、電解時間の検討により、ピット
等の不良の発生を抑え、電解時間1分で光沢度 250以上とな
る条件が得られた。電解研磨した穿刺針を図2に示す。
電解研磨を行った穿刺針と現行製品の性能比較評価を行い、

材料貫通時の荷重値や材料の切り口の状態など、現行製品と
同等の切れ味を保持していることを確認した。

■まとめ

SUS304 板についてエチレングリコール系電解液を用いて電解研磨し、除去量を抑えかつ良好な表面品質
が得られる液組成、条件を見出した。本組成、条件をSUS303製穿刺針へ適用し良好な結果を得た。
電解研磨した穿刺針の性能を、貫通時の穿刺荷重や材料の切り口で評価し、現行製品と比べて穿刺性能

を低下させずに光沢度 250 相当の穿刺針を得た。

参考文献
〔1〕出口, 河西, 埼玉県産業技術総合センター研究報告, 第 9号, p.65 (2011)

*1) 埼玉県産業技術総合センター、*2) 有限会社テクニカルアーツ、*3) 国立研究開発法人産業技術総合研究所
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陽極（研磨試験）

陰極

電解液

電解槽

図1．電解研磨実験装置
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■研究内容 

(1) 研究内容 

1) 電解研磨（液組成、条件）の検討は、穿刺針に使用されている材料に近

い SUS304 板で行った。穿刺針の表面品質の要望により、目標は光沢度 250

以上とした。そして達成した条件を SUS303 製の穿刺針の電解研磨に適用し

た。電解研磨実験装置の概要を図 1に示す。 

 電解条件は、表面品質がよくなり板厚減量が小さい電解条件を探索した。

板厚減量つまり電解研磨による除去量が大きいと、穿刺針へ適用した場合

に、刃先も鈍化が進行し穿刺性能が大幅に低下することが推測された。刃

先へのダメージを最低限に抑えるために、できるだけ除去量が小さく、光
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2) 穿刺針の性能評価は、穿刺性能を定量的に評価するために万能材料試験機（AG-100KNI、(株)島津
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に、貫通させる材料や測定条件の検討を行った。また、貫通後の材料の切り口を観察し、形状や切れ

方について評価を行った。 

 

(2) 結果・考察 

 エチレングリコール系電解液中の塩化物の濃度が高くなるにつれ

て、少ない除去量で得られる光沢度の値が高くなった。そして、塩
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■まとめ 
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参考文献 

〔1〕出口, 河西, 埼玉県産業技術総合センター研究報告, 第9号, p.65 (2011) 
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電子線描画装置を用いたナノインプリント金型の検討

○安井 学 *1)

■キーワード　電子線描画装置、ナノインプリント金型、Ni-Wめっき

1．ネガ型フォトレジストであるSU-8に電子線描画を行った
2．露光時間とSU-8パターン形状の関係を検討した
3．480nm 周期の SU-8パターンに対してめっきによるNi-Wパターンの形成に成功した

■はじめに

航空機産業は今後の成長分野と期待されている。特に、各種センサと組み合わせた無人航空機は幅広
い応用先が考えられている〔1〕。そして、センサにデジタルカメラが使われる場合が多い。デジタルカメラの
利用において、逆光などの影響を抑制できるカメラ用光学フィルタが有効である。従来の光学フィルタには
光学薄膜などが使われているが、我々は生産性が高く、ナノサイズの微細加工に適したナノインプリントに
注目している。そこで、本発表ではTKFパートナーグループを活用して、ナノインプリントの要素技術である
金型に対する電子線描画装置を用いた開発事例について報告する。

■実験方法と結果

使用したレジストは、SU-8 2000.5（以下、SU-8という）である。SU-8はエポキシ樹脂を主成分とした
化学増幅型のネガ型フォトレジストである。電子線に対して非常に反応しやすく、残渣が発生しやすいため、
厚みを100nmまで薄くして使用した〔2〕。描画したパターンレイアウトは 240nm 角の正方形を240nm 間隔で
縦横に配置した形状である。使用した電子線描画装置はエリオニクス製のELS-7000（（地独）東京都立産
業技術研究センター所有）である。加速電圧は75kV、電流値は1.0×10-11A、露光時間は 0.7～ 0.9 µsと
した。そして、熱処理温度を63℃として1分間行った。
描画したSU-8の実験結果を図1に示す。SU-8のパターン間に残渣は発生しなかった。また、露光時間

の増加に伴い、各 SU-8パターンの横幅も増加した。
しかし、設計値である240nm に対し、各 SU-8パター
ンの横幅は小さかった。
次に露光時間：0.8µsで描画したSU-8パターンを

図2に示す。さらに、SU-8パターンに対してNi-Wめっ
きを行った結果を図 3に示す。480nm 周期の Ni-W
パターンの形成に成功した。また、構造色の観察か
ら、Ni-W ナノパターンの平坦性は高いと考えられる。

■まとめ

SU-8の電子線描画装置により作製したSU-8 パターンを原版として、ナノサイズの Ni-Wパターンの作製
事例を紹介した。今後は、Ni-Wパターン間に残るSU-8を除去する。そして、この金型を用いてガラスや樹
脂に微細パターンを転写することにより、光学フィルタの開発を目指す予定である。

参考文献
〔1〕丸田哲也，ITソリューションフロンティア，9月号，p.18 (2012)
〔2〕M. Yasui, E. Kazawa, S. Kaneko, R. Takahashi, M. Kurouchi, T. Ozawa, M. Arai, Japanese Journal of 

Applied Physics, Vol.53, 11RF03 (2014)
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バナナ繊維を用いた金属イオン捕集材の開発

○梶山 哲人*1)、井上 潤 *2)

■キーワード　バナナ繊維、シッフ塩基、レアメタル、レアアース、金属イオン捕集材

1．バナナ繊維系金属イオン捕集材の構造解析に成功
2．インジウムイオンを選択的に捕集
3．廃棄時の減容化が容易

■研究の目的

世界中で植物の茎や葉などが大量に廃棄されており、バイオマス資源として有効活用が検討されている。
本研究では、収穫物の十倍以上が廃棄されているバナナ葉部に着目し、バナナ繊維表面に金属イオンを捕
集する配位子を導入した新規バイオマス系金属イオン捕集材（以下、捕集材という）を合成し、構造解析
を行った。また、合成した捕集材の金属イオン捕集能について検討した。

■研究内容

(1)実験方法
アルカリ処理したバナナ繊維（BF）〔1〕にメタクリル酸グリシジル（GMA）を導入し

たBF-g-GMAを合成した〔2〕。GMA 鎖先端に導入したシッフ塩基は、5-ブロモサリチ
ルアルデヒドとジエチレントリアミンをエタノール中で反応させて合成した〔3〕。カラム
に充填したBF-g-GMAとシッフ塩基の溶液を24時間室温で反応させ、図1に示す
捕集材を得た。レアアースの捕集能評価は、以下の条件で行った。水相はレアアー
スを1.0×10-4 moldm-3、過塩素酸ナトリウムを1.0×10-1moldm-3、MESを1.0×
10-1moldm-3、酢酸を1.0×10-1moldm-3、酢酸ナトリウムを1.0×10-1moldm-3 に調製
した。水相 30cm3 に対して捕集材 0.3gを遠心沈殿管に加え、1時間振とうした。
レアメタルの捕集能評価は、以下の条件で行った。水相はレアメタルを1.0×
10-4moldm-3、過塩素酸ナトリウムを1.0×10-1moldm-3、酢酸を1.0×10-2moldm-3 に
調製した。水相30cm3 に対して捕集材 0.3gを遠心沈殿管に加え、5日間振とうした。
いずれも誘導プラズマ発光分光分析装置（ICP-AES）を用いて金属イオン濃度を測
定し、吸着量を求めた。

(2)結果と考察
捕集材グラフト鎖の重合率（％とグラフト鎖及

び配位子の導入度（mol/g）を計算したところ、消
費されたモノマーは75％、捕集材へのグラフト
率は130％、捕集実験に用いた0.3g中には 2.4
×10-4molの配位子が導入されたことが分かった。

捕集率とpHの関係を図2に示す。La3+、Pr3+、
Eu3+、Nd3+ そして Tb3+ に関しては約 30％の吸着
率を示した。In3+とGa3+ の分離を検討したところ、
In3+ では、pH が 1.4から1.8において約15％か
ら25％の吸着率を示した。対してGa3+ は、pHが
1.4から1.8ではほとんど吸着性を示さなかった。
したがって、pH が 1.4から1.8 では In3+ と Ga3+

の分離が可能である。

■研究の新規性・優位性

従来は廃棄されていた天然資源由来材料であり、
石油由来材料である従来品よりも環境に配慮。
廃棄時に燃焼させても新たな二酸化炭素は発生
しない。また、燃焼させることにより廃棄物の
減容化が容易。

■産業への展開・提案

①既存の金属イオン捕集材からの置き換え
②安価な水浄化材料への展開

■研究に関連した知財

・特願 2014-211950

参考文献
〔1〕Tetsuto Kajiyama et al., Int. Polym. Process., pp.58-63（2013）
〔2〕Lei Shi et al., Europ. J. Med. Chem., Vol.42, pp.558-564（2007）
〔3〕Charu Tyagi et al., J. Appl. Polym. Sci., Vol.111, pp.1381-1390（2009）

*1) 城南支所、*2) 国際化推進室
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10-4mol の配位子が導入されたことが分かった。 

 捕集率とpHの関係を図2に示す。La3+、Pr3+、 Eu3+、

Nd3+ そして Tb3+に関しては約 30％の吸着率を示した。

In3+と Ga3+の分離を検討したところ、In3+では、pH が

1.4から 1.8において約15％から25％の吸着率を示

した。対して Ga3+は、pH が 1.4 から 1.8 ではほとん

ど吸着性を示さなかった。したがって、pH が 1.4 か

ら 1.8 では In3+と Ga3+の分離が可能である。 

 

■研究の新規性・優位性  

 従来は廃棄されていた天然資源由来材料で、石

油由来材料である従来品合よりも環境に配慮。 

 廃棄時に燃焼させても新たな二酸化炭素は発

生しない。また、燃焼させることにより廃棄物

の減容化が容易。 

■産業への展開・提案  

① 既存の金属イオン捕集材からの置き換え 

② 安価な水浄化材料への展開 

■研究に関連した知財  

・特願 2014-211950

参考文献 
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H25.10～H26.9【基盤研究】セルロース系金属イオン捕集材の構造決定と吸着機構の解明 

図 2. 金属イオン捕集率と pH の関係 
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平成 27 年度 研究成果発表会 

 

バナナ繊維を用いた金属イオン捕集材の開発 
 

 ○梶山 哲人*1)、井上 潤*2) 
 
■キーワード バナナ繊維、シッフ塩基、レアメタル、レアアース、金属イオン捕集材 
 
1. バナナ繊維系金属イオン捕集材の構造解析に成功  

2. インジウムイオンを選択的に捕集 

3. 廃棄時の減容化が容易  
 
■研究の目的 

 世界中で植物の茎や葉などが大量に廃棄されており、バイオマス資源として有効活用が検討されてい

る。本研究では、収穫物の十倍以上が廃棄されているバナナ葉部に着目し、バナナ繊維表面に金属イオ

ンを捕集する配位子を導入した新規バイオマス系金属イオン捕集材（以下、捕集材という）を合成し、

構造解析を行った。合成した捕集材の金属イオン捕集能について検討した。 

■研究内容 

(1) 実験方法 

 アルカリ処理したバナナ繊維（BF）〔1〕にメタクリル酸グリシジル（GMA）を導

入した BF-g-GMA を合成した〔2〕。GMA 鎖先端に導入したシッフ塩基は、5-ブロモ

サリチルアルデヒドとジエチレントリアミンをエタノール中で反応させて合成

した〔3〕。カラムに充填した BF-g-GMA とシッフ塩基の溶液を 24 時間室温で反応さ

せ、図 1に示す捕集材を得た。レアアースの捕集能評価は、以下の条件で行った。

水相はレアアースを1.0×10-4 moldm-3、過塩素酸ナトリウムを1.0×10-1 moldm-3、

MES を 1.0×10-1 moldm-3、酢酸を 1.0×10-1 moldm-3、酢酸ナトリウムを 1.0×10-1 

moldm-3に調製した。水相 30 cm3に対して捕集材 0.3 g を遠心沈殿管に加え、1

時間振とうした。レアメタルの捕集能評価は、以下の条件で行った。水相はレア

メタルを 1.0×10-4 moldm-3、過塩素酸ナトリウムを 1.0×10-1 moldm-3、酢酸を

1.0×10-2 moldm-3に調製した。水相 30 cm3に対して捕集材 0.3 g を遠心沈殿管に

加え、5日間振とうした。いずれも誘導プラズマ発光分光分析装置（ICP-AES）を

用いて金属イオン濃度を測定し、吸着量を求めた。 

 

(2) 結果と考察 

 捕集材グラフト鎖の重合率（％とグラフト鎖及

び配位子の導入度（mol/g）を計算したところ、

消費されたモノマーは 75％、捕集材へのグラフト

率は 130％、捕集実験に用いた 0.3g 中には 2.4×

10-4mol の配位子が導入されたことが分かった。 

 捕集率とpHの関係を図2に示す。La3+、Pr3+、 Eu3+、

Nd3+ そして Tb3+に関しては約 30％の吸着率を示した。

In3+と Ga3+の分離を検討したところ、In3+では、pH が

1.4から 1.8において約15％から25％の吸着率を示

した。対して Ga3+は、pH が 1.4 から 1.8 ではほとん

ど吸着性を示さなかった。したがって、pH が 1.4 か

ら 1.8 では In3+と Ga3+の分離が可能である。 

 

■研究の新規性・優位性  

 従来は廃棄されていた天然資源由来材料で、石

油由来材料である従来品合よりも環境に配慮。 

 廃棄時に燃焼させても新たな二酸化炭素は発

生しない。また、燃焼させることにより廃棄物

の減容化が容易。 

■産業への展開・提案  

① 既存の金属イオン捕集材からの置き換え 

② 安価な水浄化材料への展開 

■研究に関連した知財  

・特願 2014-211950

参考文献 

〔1〕Tetsuto Kajiyama, et al., Int. Polym. Process., pp.58-63（2013） 

〔2〕Lei Shi, et al., Europ. J. Med. Chem., Vol.42, pp.558-564（2007） 

〔3〕Charu Tyagi, et al., J. Appl. Polym. Sci., Vol.111, pp.1381-1390（2009） 
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図 2. 金属イオン捕集率と pH の関係 
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図 1. 捕集材 

図2．金属イオン捕集率とpHの関係
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ガラスカレット工場から排出されるガラス含有汚泥の減量・処理技術の開発

○田中 真美 *1)、中澤 亮二 *1)、佐々木 直里*2)、小林 宏輝 *1)

■キーワード　ガラスリサイクル、廃棄物処理、微生物機能の有効利用、セルロース分解菌

1．ガラスカレット工場に自生する微生物を利用した汚泥の減量化
2．栄養成分の添加による微生物処理効率の向上
3．汚泥からガラスを回収し新たに資源化するフローを提案

■研究の目的

ガラスビンを粉砕しカレットと呼ばれるガラス粒に加工した後、ガラス製造原料として再資源化が行われ

ている。一方で、カレット製造に伴いビンのラベルや細かなガラスを含む汚泥が発生しており、その処理

が課題となっている。そこで、汚泥の減量及び発生量抑制を目的として研究を実施した。

■研究内容

カレット工場から排出される汚泥を観察したところ、その主成分はラベル由来の紙(セルロース)であっ

た。一方で、カレット原料となるビンを屋外に長期間放置した際に汚泥発生量が減少すると言われている。

これは、工場に自生する微生物によるラベル紙の分解が関係しているものと推測され、この分解現象を汚

泥の減量及び発生量抑制へ利用できると考えた。そこで、本研究では微生物による汚泥の減量・処理技術

を提案し、自生微生物による汚泥処理試験及び分解に関与する微生物の分離・同定を行った。

(1)自生微生物による分解試験

微生物による分解現象を確認するため、自生微生物が網

羅的に存在していると考えられる工場循環水を採取し、模

擬ラベル紙としてセルロース粉末を加えて培養後、セルロー

ス残渣量を測定した。さらにリン・窒素・酵母エキスを加えて、

栄養添加による分解の促進効果を調べた。

工場循環水を用いた分解試験の結果を図1に示す。培養

開始時に比べ、循環水を培養するだけでセルロース残渣量

の減少が確認された。また、窒素・リンといった単純な栄

養分を添加することによって、分解を促進できることが明ら

かになった。

(2)分解微生物の特定

カレット工場からセルロース分解微生物を分離し、菌種を同定した。その結果、細菌 Cellvibrio  mixtus（セ

ルビブリオ ミクスタス、以下、CM菌という）が分離・同定された。

(3)CM 菌接種及び湿式分級の併用によるカレット汚泥処理試験

CM菌を用いた汚泥分解処理を検討した。滅菌した汚泥にCM菌と栄養成分を加えて振とう培養し、残渣

量を測定した。さらに微生物処理後の汚泥を湿式分級し、ガラス質を回収した。その結果、微生物処理に

より汚泥量はほとんど減少しなかったが、有機物とガラス質が絡まる分級不良が改善され、比較的不純物

の少ないガラスを回収することができた。CM菌がカレット汚泥分解に関与していることが確認されたととも

に、汚泥から回収されたガラスの土壌改良材等への再資源化の可能性が示された。

■研究の新規性・優位性

カレット汚泥は有機物及びガラスが含有した特
殊な汚泥であり、微生物処理による減量化は
新規性が高い。現在のところ有償で埋立て処理
されていることもあり、本研究は廃棄コストの
低減と、埋立てによる環境負荷の低減に貢献
できる。

■産業への展開・提案

①ガラスカレット業及びセルロース系廃棄物を
排出する企業への普及

②カレット汚泥用の微生物製剤等の製品化

*1) 環境技術グループ、*2) 生活技術開発セクター
 H25.4～ H25.3、H26.4～ H26.3【基盤研究】ガラスカレット工場から排出されるガラス含有汚泥の減量・処理技術の開発
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ガラスカレット工場から排出されるガラス含有汚泥の減量・処理技術の開発 
 

 ○田中 真美*1)、中澤 亮二*1)、佐々木 直里*2)、小林 宏輝*1) 
 
■キーワード ガラスリサイクル、廃棄物処理、微生物機能の有効利用、セルロース分解菌 
 
1. ガラスカレット工場に自生する微生物を利用した汚泥の減量化  

2. 栄養成分の添加による微生物処理効率の向上 

3. 汚泥からガラスを回収し新たに資源化するフローを提案  
 
■研究の目的 

ガラスビンを粉砕しカレットと呼ばれるガラス粒に加工したのちガラス製造原料として再資源化が

行われている。一方で、カレット製造に伴いビンのラベルや細かなガラスを含む汚泥が発生しており、

その処理が課題となっている。そこで、汚泥の減量及び発生量抑制を目的として研究を実施した。 

■研究内容 

カレット工場から排出される汚泥を観察したところ、その主成分はラベル由来の紙(セルロース)であっ

た。一方で、カレット原料となるビンを屋外に長期間放置した際に汚泥発生量が減少すると言われてい

る。これは、工場に自生する微生物によるラベル紙の分解が関係しているものと推測され、この分解現

象を汚泥の減量及び発生量抑制へ利用できると考えた。そこで、本研究では微生物による汚泥の減量・

処理技術を提案し、自生微生物による汚泥処理試験及び分解に関与する微生物の分離・同定を行った。 

 

(1) 自生微生物による分解試験 

 微生物による分解現象を確認するため、自生微生物が網

羅的に存在していると考えられる工場循環水を採取し、模

擬ラベル紙としてセルロース粉末を加えて培養後、セルロ

ース残渣量を測定した。さらにリン・窒素・酵母エキスを

加えて、栄養添加による分解の促進効果を調べた。 

工場循環水を用いた分解試験の結果を図 1に示す。培養

開始時に比べ、循環水を培養するだけでセルロース残渣量

の減少が確認された。また、窒素・リンといった単純な栄

養分を添加することによって、分解を促進できることが明

らかになった。 

 

(2) 分解微生物の特定 

カレット工場からセルロース分解微生物を分離し、菌種を同定した。その結果、細菌 Cellvibrio  
mixtus（セルビブリオ ミクスタス、以下 CM 菌という）が分離・同定された。 

 

(3) CM 菌接種及び湿式分級の併用によるカレット汚泥処理試験 

 CM 菌を用いた汚泥分解処理を検討した。滅菌した汚泥に CM 菌と栄養成分を加えて振とう培養し、

残渣量を測定した。さらに微生物処理後の汚泥を湿式分級し、ガラス質を回収した。その結果、微生

物処理により汚泥量はほとんど減少しなかったが、有機物とガラス質が絡まる分級不良が改善され、

比較的不純物の少ないガラスを回収することができた。CM 菌がカレット汚泥分解に関与していること

が確認されたとともに、汚泥から回収されたガラスの土壌改良材等への再資源化の可能性が示された。 

 

 

■研究の新規性・優位性  

カレット汚泥は有機物及びガラスが含有した特殊

な汚泥であり、微生物処理による減量化は新規

性が高い。現在のところ有償で埋立て処理され

ていることもあり、本研究は廃棄コストの低減

と、埋立てによる環境負荷の低減に貢献できる。 

 

■産業への展開・提案  

① ガラスカレット業及びセルロース系廃棄物 

を排出する企業への普及 

② カレット汚泥用の微生物製剤等の製品化 

■研究に関連した知財  

4,5月に出願の予定です、後日加筆希望です

 

*1)環境技術グループ、*2)生活技術開発セクター 

H25.4～H25.3、H26.4～H26.3【基盤研究】ガラスカレット工場から排出されるガラス含有汚泥の減量・処理技術の開発 

図 1. 工場循環水を用いた分解実験 図1．工場循環水を用いた分解実験
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音響粒子速度・音圧センサ（PUプローブ）による音響インテンシティの測定

○西沢 啓子 *1)、神田 浩一 *1)

■キーワード　音響インテンシティ、音圧、粒子速度

1．音響インテンシティ（単位面積を通過する音響エネルギー：W/㎡）は音響材料評価に欠かせない
2．音響インテンシティの測定には、音波が伝搬する空気粒子の振動速度の把握が必要
3．空気粒子の振動速度（粒子速度）を測定できる音響粒子速度・音圧センサ（PUプローブ）を検証

■研究の目的

・材料の遮音性能を示す音響透過損失の測定には、音響インテンシティの把握が重要である。
・音響インテンシティは「音圧」と「粒子速度」の積の時間平均で表す。従来のインテンシティプローブ
（PPプローブ）は粒子速度を近似的に求めていたが、直接測定を可能にした音響粒子速度・音圧センサ（PU
プローブ）が近年開発され、従来のプローブとの測定値を比較し、有用性を検証した。

■研究内容

(1)測定概要
・プローブの特性を基礎的に検証する観点から、音波の進行方向が把握しやすい無響室で、プローブを
通過する音響インテンシティレベル（dB）を測定した。PPプローブ（2マイクロホン音響インテンシティ
プローブ ブリュエル・ケアー製）、PUプローブ（音
響粒子速度・音圧センサ マイクロフロウン製）の
２種類を測定した。無響室での設置状態を図1
に示す。音源及び受音位置は床から1.1m、音源
−受音位置の距離は 3mとした。

・音源は1kHz純音及びランダムノイズとした。
・PUプローブの音響インテンシティレベルはプロー
ブで実測した音圧（P）と粒子速度（U）のクロス
スペクトルから算出した。

(2)測定結果
・1kHz純音
PPプローブ　85.6dB、PUプローブ　85.9dB
音響インテンシティレベルはよく一致した。

・ランダムノイズ
図2に示す通り、100Hz、5kHzを除きPUプロー
ブとPPプローブの音響インテンシティレベルは
概ね一致が見られる。

(3)考察
・周囲からの音の反射が少ない無響室においては、
PPプローブの代わりにPUプローブを用いて音響
インテンシティを測定できる可能性が示された。

・従来の PPプローブは、2 マイクロホンの音圧
差から近似的に粒子速度（U）を求めていたが、
PUプローブで直接測定し、音響インテンシティ
を得られることは、音響透過損失の精度向上に
役立つ。

・PUプローブは試料近接音場での測定が可能である。近接音場の粒子速度の分布から試料の振動形状
を把握した報告〔1〕がある。音響透過の詳細な検証が可能となり、今後の活用が期待される。

■研究の新規性・優位性

従来のPPプローブについては、無響室における
音響透過損失測定（JIS A 1441）が規定されてい
るが、無響室でPUプローブとPPプローブの基礎
的特性を比較・検証した報告は見当たらない。

■産業への展開・提案

①実測した音響粒子速度から音響インテンシ
ティを得る⇒音響透過損失の精度向上

②近接音場での粒子速度から試料の振動形状
の把握⇒音響透過の詳細な検証

参考文献
〔1〕佐久間哲哉 他 , 日本建築学会大会学術講演梗概集 , pp.209-210 (2010）
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音響粒子速度・音圧センサ（PU プローブ）による音響インテンシティの測定 
 

 ○西沢 啓子*1)、神田 浩一*1) 
 
■キーワード 音響インテンシティ、音圧、粒子速度 
 
1. 音響インテンシティ（単位面積を通過する音響エネルギー：W/㎡）は音響材料評価に欠かせない  

2. 音響インテンシティの測定には、音波が伝搬する空気粒子の振動速度の把握が必要 

3. 空気粒子の振動速度（粒子速度）を測定できる音響粒子速度・音圧センサ（PU プローブ）を検証  
 
■研究の目的 

・材料の遮音性能を示す音響透過損失の測定には、音響インテンシティの把握が重要である。 

・音響インテンシティは「音圧」と「粒子速度」の積の時間平均で表す。従来のインテンシティプロー 
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ンシティプローブ ブリュエル・ケアー製）、PU プローブ（音響粒子速度・音圧センサ マイクロフ

ロウン製）の２種類を測定した。無響室での設置状態を図1に示す。音源及び受音位置は床から1.1m、
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(2) 測定結果 
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 PP プローブ 85.6dB、PU プローブ 85.9dB 
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的特性を比較・検証した報告は見当たらない。         

■産業への展開・提案  

① 実測した音響粒子速度から音響インテンシ

ティを得る⇒音響透過損失の精度向上 
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参考文献 

〔1〕佐久間哲哉他, 日本建築学会大会学術講演梗概集, pp.209-210 (2010） 
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シリカマトリックス(鋳型 )内で安定な六価のクロム酸化物量子ドットの

挙動と新規触媒への応用

○染川 正一 *1)、渡辺 洋人*1)、緒明 佑哉 *2)、今井 宏明 *2)

■キーワード　六価のクロム酸化物、再生可能な触媒 /酸化剤、ナノサイズ、室温からVOC 処理

1．ゼオライト(0.5nm)とメソポーラスシリカ(2～ 50nm)の間の細孔を持つポーラスシリカ鋳型を利用
2．シリカ鋳型内に、熱安定性を有するナノサイズ(1nm 前後)の六価のクロム酸化物を合成
3．再生可能な酸化剤 /触媒機能を用いた室温から連続的にVOC(悪臭等 )処理が可能な環境浄化材料

■研究の目的

健康被害や悪臭苦情の原因となりうるVOC(揮発性有機化合物)の処理技術開発が注目されてきた。処
理方法としては、例えば触媒燃焼式や吸着式がある。しかしながら、触媒は 250-350℃程度の反応温度
が必要であり、逆に吸着材は温度をかけると100℃手前から脱着が始まりかつ吸着量が有限である。本研
究の目的は、室温から高温反応条件まで幅広い温度帯で機能する新しいVOC 処理材料の開発である。

■研究内容

一般に、六価のクロム酸化物は酸化剤として機
能するため、有機物の部分酸化反応等に利用され
ているが、通常加熱条件下では、不安定なため分
解して安定な三価のクロム酸化物になりやすい。一
方、三価のクロム酸化物は熱安定性を有し、加熱
条件下では VOC 燃焼用触媒としての機能を持つ。
本研究において、1nm 程度のシリカ細孔内で作製し
たクロム酸化物は加熱条件下でも六価が安定に存
在しやすいことが分かった。
そこで、室温～中温域では酸化剤として、高温

域では触媒として機能させると同時に六価への再
酸化が起こりやすいことを利用して、室温から高温
領域まで連続的なVOC 処理が可能な技術を開発した。図1は得られた
サンプル(図1a、赤色：六価のクロム酸化物)を室温でエタノール混合
空気にさらした際の色の変化を示している。時間が経つにつれ黒くなっ
た(図1b-d)。これは、六価のクロム酸化物の作用でエタノールが分解
され、コーキング物質として細孔内に堆積したためと推測された。これ
を再加熱すると再び赤くなった(図1e)。
図 2は VOC のモデル物質としてエタノールを用いた昇温反応法による

活性評価の結果を示す。エタノール(C2H5OH)が完全に燃焼すると二酸
化炭素(2CO2)と水(3H2O)が生成する。縦軸はサンプル通過後のエタノー
ルあるいは CO2 の濃度、横軸は反応層の温度を示す。30℃から5℃/分
の速度で昇温を行い、最終的に430℃まで昇温させた。その結果、室
温から430℃までの昇温過程において、ほとんど VOCは漏れなかった。
本技術において、クロム酸化物を合成するための前駆体のクロムの価数は安全な三価、酸化剤として反

応した後も三価等の低価数側にシフトし、350℃以上の細孔空間内においてのみ有毒な六価が生成する。
それらを踏まえ、六価のクロム酸化物を安全に使用できるようなシステムを検討している。

■研究の新規性・優位性

従来加熱条件下では不安定とされてきた六価の
クロム酸化物をシリカの細孔内に比較的濃い濃
度で安定に存在させることに成功した。
強い酸化力を利用して、室温から200℃付近ま
では酸化剤、高温領域では触媒として機能させ
ることで、幅広い温度帯で連続的にVOC 処理
が可能である。

■産業への展開・提案

①高温多湿条件等の特殊環境下でのVOC 処理
②再生可能な毒ガスフィルター
③不定期に流れてくる小型のVOCガス処理用装置
④再生可能な有機合成触媒

■研究に関連した知財

・特願 2014-016833

謝辞
本件は科研費基盤 C(24550181)研究の一環として実施されたものである。

*1) 材料技術グループ、*2) 慶應義塾大学
 H26.4～ H27.3【共同研究】多孔質シリカの細孔空間を活用した機能性量子ドットの用途開発の研究
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(2CO2)と水(3H2O)が生成する。縦軸はサンプル通過後のエタノールあるい

は CO2の濃度、横軸は反応層の温度を示す。30℃から 5℃/分の速度で昇温

を行い、最終的に 430℃まで昇温させた。その結果、室温から 430℃までの

昇温過程において、ほとんど VOC は漏れなかった。 

本技術において、クロム酸化物を合成するための前駆体のクロムの価数は安全な三価、酸化剤とし

て反応した後も三価等の低価数側にシフトし、350℃以上の細孔空間内においてのみ有毒な六価が生成

する。それらを踏まえ、六価のクロム酸化物を安全に使用できるようなシステムを検討している。 

 

■研究の新規性・優位性  

従来加熱条件下では不安定とされてきた六価

のクロム酸化物をシリカの細孔内に比較的濃

い濃度で安定に存在させることに成功した。 

強い酸化力を利用して、室温から200℃付近ま

では酸化剤、高温領域では触媒として機能させ

ることで、幅広い温度帯で連続的にVOC処理が

可能である。 

■産業への展開・提案  

① 高温多湿条件等の特殊環境下でのVOC処理 

② 再生可能な毒ガスフィルター 

③ 不定期に流れてくる小型のVOCガス処理用装置 

④ 再生可能な有機合成触媒 

■研究に関連した知財  

・特願2014-016833
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H26.4～H27.3【共同研究】多孔質シリカの細孔空間を活用した機能性量子ドットの用途開発の研究 
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絞り加工用潤滑油の環境負荷低減化技術の開発

○中村 健太 *1)、奥出 裕亮 *1)、村木 正芳 *2)

■キーワード　絞り加工、加工油、ステンレス鋼板（SUS304）、油溶性ポリマー

1．潤滑油が必要な絞り加工で使用する加工油の組成から環境汚染物質を排除
2．汚染原因物質である金属系極圧剤の代替として無灰系ポリマーを提案
3．無灰系ポリマーの加工性は金属系極圧剤に匹敵

■研究の目的

ステンレス鋼板の加工油には、凝着防止用に化学構造に金属を含む極圧剤が添加されている。極圧剤
は焼却処分時に大気汚染物質を生成するため、処方量の低減が求められている。そこで、金属を含まず、
水素、炭素、酸素から構成されるポリマーを代替とした場合の、SUS304 の絞り性を評価する。

■研究内容

(1)供試ポリマーと試料油
ポリマーには、ポリメチルメタクリレート（以下、

PMMAという）と、耐摩耗性に優れる〔1〕ポリラウリ
ルヒドロキシルエチルアクリレート（以下、PLA/HEA
という）を用いた。ポリマーは、合成パラフィンに
溶解させて試験に供した。また、ポリマー添加の効
果を確認するために、従来ステンレス鋼板の加工に
利用される市販油も用いた。表1に試料油の詳細と
試験温度における動粘度を示す。
(2)ポリマー添加油の絞り性

パンチとダイは SKD11製で、パンチ外径は
29.15mm、ダイ内径は 30.04 mm、パンチとダイの肩
半径は 3 mmである。被加工材は直径 60mm、板厚
0.3mm の SUS304-BAで、絞り比が 2.4となる条件で
試験した。試験条件はパンチ速度5mm/s、しわ押
え荷重4.7kN、室温 25℃とした。試験は、試料油を
1枚目の加工時にダイ表面に塗油し、2回目以降は
給油をせずに加工した。
図1に加工ごとの最大パンチ荷重の変化を示す。

図中の×は破断を示し、C-Clは最大パンチ荷重を
過ぎた点で破断したため、15回目のデータがプロッ
トされている。ここで、連続加工できる回数は、
C-Clで 14回と最も多く、次いで PLA/HEAで 11回、
C-Sで 8回、PMMAで 3回の順であった。なお、基
油では1回目の加工で破断した。
いずれも破断の原因はダイと被加工材の凝着によ

るもので、市販油ではダイ表面に極圧剤由来の反応
性のトライボ膜が形成され、ポリマー添加油では表面に吸着性のトライボ膜が形成されたために凝着を抑
制できたと考えられる。ポリマーの吸着性と反応性は別の実験で評価しており、PMMAの方が PLA/HEAに
比べて吸着性はやや優れるものの、反応性は劣ることが分かっている。つまり、ポリマーの種類による違
いは、PLA/HEAの方が反応性に優れるためと考えられる。

■研究の新規性・優位性

従来ステンレス鋼板の絞り加工においては、反
応性の高い極圧剤が利用されていた。しかし、
環境保護の観点から、金属を含有しないタイプ
の添加剤の開発が望まれているが、未だに実
現に至ってはいない。本研究で水素、炭素、
酸素から構成されるポリマーのみで、金属を含

む添加剤以上の性能が得られたことに、新規性
と優位性がある。

■産業への展開・提案

①環境を意識した加工といった付加価値の付与
②実験手法を用いた加工油性能の定量的評価
③絞り・しごき加工に適したポリマーの開発

参考文献
〔1〕村木正芳 他 , トライボロジスト, Vol.59, No.8, pp.507-514 (2014)

*1)機械技術グループ、*2)湘南工科大学
 H26.4〜 H27.3【基盤研究】油溶性ポリマー添加油の絞り加工におけるトライボロジー特性の解明
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図 1. 加工回数ごとの最大パンチ荷重の推移

表 1. 試料油の添加剤と試験温度(25℃)における動粘度

図1．加工回数ごとの最大パンチ荷重の推移

表1．試料油の添加剤と試験温度(25℃)における動粘度
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テラヘルツ連続波を用いた材料の電気特性評価

○時田 幸一 *1)、太田 優一 *1)

■キーワード　テラヘルツ、連続波、電気特性

1．テラヘルツ連続波を用いた透過法での材料測定
2．テラヘルツ波を透過する材料であれば、非接触・非破壊での測定が可能
3．0.1THzから1.8THzまでの周波数範囲において、実周波数での材料の誘電特性評価を行った

■研究の目的

一般に製品開発においては、使用される材料の電気特性評価が不可欠となる。テラヘルツ波は電波の
透過性と光の直進性を併せ持ち、デバイスや集積回路等に使用される誘電体や半導体材料の多くを透過す
るため、テラヘルツ分光により非接触・非破壊での電気特性評価が期待できる。
本研究では、テラヘルツ連続波を用いた透過法により材料の電気特性評価を行った。

■研究内容

(1)研究内容
本研究では、2つのレーザーを用いてテラヘルツ波を発

生させる「CW-テラヘルツ波分光システム〔1〕」を用いた。測
定試料は図1に示すようにシステムの光学系内に配置し、
透過スペクトルを取得する。試料なしのときと試料ありのと
きの透過スペクトルから、試料の複素屈折率を求め、最終
的に電気特性を計算する〔1〕（図 2）。

(2)本研究で得られた電気特性
今回は樹脂やセラミック等、複数種類の測定試料に対し

て測定を行った。結果の一例として、66- ナイロン（厚さ
2mm）のテラヘルツ帯における誘電特性を図3に示す。この
結果はパルスを用いた測定方法であるテラヘルツ時間領域
分光法（以下、THz-TDSという）による先行研究〔2〕と近い値
が得られた。

■研究の新規性・優位性

・現在広く用いられているTHz-TDSとは異なり、
連続波を用いた実周波数での測定である

・THz-TDSと比べ高い周波数分解能が実現でき
るため、吸収線等シャープな周波数特性を
持つ材料の評価に有効である

・既存の電気特性評価方法に比べ、非接触・
非破壊で測定が可能であり、複雑な試料形
状への加工が不要である

■産業への展開・提案

①電気特性評価（誘電体の高周波誘電特性、半
導体の電気抵抗率等）の視点から、新規材
料開発を支援

②さまざまな分野との連携も含めたテラヘルツ
波の産業応用を検討

参考文献
〔1〕A. Roggenbuck et al., New Journal of Physics, Vol.12, 043017 (2010)
〔2〕永井直人 , レーザー研究 , Vol.33, pp.848-854 (2005)

*1)電子半導体技術グループ
 H25.10 〜 H26.9【基盤研究】テラヘルツ連続波を用いた誘電体・半導体の電気特性評価
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1. テラヘルツ連続波を用いた透過法での材料測定  

2. テラヘルツ波を透過する材料であれば、非接触・非破壊での測定が可能 

3. 0.1 THz から 1.8 THz までの周波数範囲において、実周波数での材料の誘電特性評価を行った 
 
■研究の目的 

一般に製品開発においては、使用される材料の電気特性評価が不可欠となる。テラヘルツ波は
電波の透過性と光の直進性を併せ持ち、デバイスや集積回路等に使用される誘電体や半導体材料
の多くを透過するため，テラヘルツ分光により非接触・非破壊での電気特性評価が期待できる。 
 本研究では、テラヘルツ連続波を用いた透過法により材料の電気特性評価を行った。 
■研究内容 
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破壊で測定が可能であり、複雑な試料形状へ

の加工が不要である 
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① 電気特性評価（誘電体の高周波誘電特性、

半導体の電気抵抗率等）の視点から、新規

材料開発を支援 

② さまざまな分野との連携も含めたテラヘル

ツ波の産業応用を検討 

 

 

 

参考文献 

〔1〕A Roggenbuck et al., New Journal of Physics, Vol.12, 043017 (2010) 
〔2〕永井直人, レーザー研究, Vol.33, pp.848-854 (2005) 

 

*1)電子半導体技術グループ 

H25.10～H26.9【基盤研究】テラヘルツ連続波を用いた誘電体・半導体の電気特性評価 

 

 図3．66-ナイロンの誘電特性
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図 2．透過法による電気特性測定の概念図
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不完全な評価セットに対する検索システムの性能評価指標の開発

○大平 倫宏 *1)、富山 真一 *2)

■キーワード　検索システム、評価指標、ランキング、機械学習

1．人手をかけずに検索システムの評価が可能
2．コストが低いため中小企業に適している
3．新規に検索対象が追加された場合に対応可能

■研究の目的

検索エンジンの性能を評価する際には、検索語と対応する検索結果との関連性について、あらかじめ決

めておく必要がある。これを人手で行うのはコストがかかるため、一定数の既知の関連性(不完全な評価セッ

ト)だけを用いて評価が行えることが望ましい。本研究では、機械学習等の手法を用いて、不完全な評価セッ

トを基に検索システムの性能を評価するための方法及び指標を開発した。

■研究内容

(1)機械学習法によって未知の関連性を推定する方法

図1のように、関連性が既知である評価セットを基に、機

械学習を利用して、未知の検索対象の関連性を推定する方法

の開発を行った。機械学習法としては、サポートベクターマ

シンを用いた。NTCIR-6 CLIR〔1〕の読売新聞、毎日新聞のデー

タを利用して実験を行った。得られた推定結果から、従来使

用されている検索ランキングの評価指標であるnDCG〔2〕を用

いて、評価セットが完全に評価されている場合の nDCGとの

比を求めたのが図2である。

(2)未知の関連性の影響を考慮した指標

関連性の推定によらずに、関連性が未知の場合の影響を

考慮した指標が存在する〔2〕。本研究では、従来の方法では

考慮されていなかった検索意図を考慮した指標を開発した。

その性能評価指標に対して、評価セットが完全に評価されて

いる場合の指標値との相対誤差を求めたのが、図3である。

対象データとしては、NTCIR-9 INTENT〔1〕を利用している。

(3)まとめ

(1)の方法は、図2のように、評価の定まっている文書の

数が増えるほど正確となり、適合度が100％に収束してゆく。

(2)の指標については、図3のように、提案法は未知の文

書数が増加しても安定しており、検索意図を考慮しない従来

の方法であるinf-nDCG〔2〕と比べて、同程度の結果となって

いる。

■研究の新規性・優位性

・人手をかけずに検索システムを評価可能とな
り、中小企業でも高性能な検索エンジンの開
発が可能となる。

・(2)の指標については、従来の指標よりも正
確に検索意図を反映することができる。

■産業への展開・提案

①商品レコメンデーションエンジンへの応用
②医療画像診断システムヘの応用
③海外特許検索システムへの応用

参考文献
〔1〕NTCIR, http://research.nii.ac.jp/ntcir/index-ja.html
〔2〕Emine Yilmaz, Evangelos Kanoulas, Javed A. Aslam, Proceedings of the 31st Annual International ACM 

SIGIR Conference on Research and Development in Information Retrieval, July 20-24 (2008)

*1)生活技術開発セクター、*2)情報技術グループ
 H26.4〜 H27.3【基盤研究】不完全な評価セットに対する検索エンジンの性能評価指標の開発

図2．利用文書数に対する(1)の指標の変化

図3．未知書数に対する(2)の指標の変化

図1．既知の関連性を利用して未知の関連性
を推定
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自己強制空冷システムの放熱促進を目的としたヒートシンクの開発

○富山 真一 *1)、大平 倫宏 *2)

■キーワード　放熱、ヒートシンク、自己強制空冷システム

1．ヒートシンクの形状変更だけで放熱を促進
2．伝熱の状態をシミュレーションで確認しながら実施
3．ヒートシンク底面の風速が高められる

■研究の目的

廃熱を利用した空冷システムとして、熱電変換素子とヒートシンクを用いた自己強制空冷システムが提案
されている。しかし、熱電変換素子を発熱部品とヒートシンクの間に挟むため、放熱不足になる可能性が
ある。本研究では、伝熱の状態をシミュレーションで確認しながら、自己強制空冷システムに対して放熱
を促進させるヒートシンクの開発を行った。

■研究内容

(1)自己強制空冷システム
新藤が提案した自己強制空冷システム〔1〕を図1に示す。熱電

変換素子から出力された電圧をファンに供給することで、外部
からの電源供給なしで強制空冷が可能となる。本研究では、ヒー
トシンクの形状だけを検討し、放熱の促進を図った。

(2)ヒートシンクの提案
発熱部品は、中央が最も高温になることとヒートシンク底面

は、風速が低いため熱がこもりやすいことを考慮し、ヒートシ
ンクの形状の開発を行った。その際、伝熱の状態をシミュレー
ションで確認しながら行った。
本研究で提案したヒートシンクの形状を図2に示す。この形

状により、ヒートシンク中央部分の熱伝導と熱伝達、ヒートシ
ンク底面における熱伝達の向上が期待できる。

(3)温度測定による評価
ヒートシンクのフィン厚とフィン間隔が一定、ベース面が平面

であるヒートシンク(以下、従来形状という)と提案形状を自
己強制空冷システムに実装し、発熱部品の温度測定を行った。
その結果を表1に示す。
従来形状より提案形状は、温度上昇が抑制されている。し

かし、発熱量が大きい場合、従来形状とほぼ同じ温度になる
といった課題が挙げられる。

(4)まとめ
自己強制空冷システムの放熱促進を目的としたヒートシンク

の開発を行った。また、温度測定を行い、従来形状より提案
形状は発熱部品の温度上昇を抑制していることを確認した。提
案形状は発熱量が大きい場合、従来形状とほぼ同じ温度にな
る。そのため、この改善を行うことが今後の課題である。

■研究の新規性・優位性

ヒートシンク底面の風速を高くすることで、放熱
を促進している点に新規性がある。また、ヒー
トシンクの形状のみ変更しているため、安価で
放熱を促進できる点が優位性として挙げられる。

■産業への展開・提案

①ヒートシンク開発企業との共同研究実施によ
る製品化

②廃熱利用による空冷技術の提案

参考文献
〔1〕新藤尊彦, 東芝レビュー, Vol.58, No.12, pp.70-71 (2003)

*1)情報技術グループ、*2)生活技術開発セクター
 H25.10 〜 H26.9【基盤研究】自己強制空冷システムの放熱効率の向上

表1．温度測定結果

発熱量[W] 形状 温度[℃] 熱抵抗[℃/W]

3.88
従来 67.0 10.8

提案 62.4 9.64

6.06
従来 81.6 9.34

提案 79.7 9.03
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自己強制空冷システムの放熱促進を目的としたヒートシンクの開発 
 ○富山 真一*1)、大平 倫宏*2) 

 
■キーワード 放熱、ヒートシンク、自己強制空冷システム 
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参考文献 
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図 2. 提案形状を実装したヒートシンク

図 1. 自己強制空冷システム 図1．自己強制空冷システム

図2．提案形状を実装したヒートシンク
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レイヤ構造無線センサネットワークの効率的な伝送制御手法

○中川 善継 *1)、入月 康晴 *1)、山口 隆志 *1)

■キーワード　マルチレイヤ、無線センサネットワーク、拡張伝送、中間ノード装置

1．2つの異なるネットワークを介在するデュアル無線搭載ルータ
2．レイヤ構造によりデータの収集と転送を区分し伝送タイミングを効率化
3．出力増幅により遠方へ複数段ホップすることでスループットが向上

■はじめに

行政や自治体が主となる環境モニタリングをはじめ、

屋外での活用が主となる農林事業などにおいても無線

センサネットワーク技術を通信インフラの一部として

利用することにより、業務効率や品質の向上に貢献す

るものとして普及が進んでいる。一般に、屋外の活用

においてはデータを伝搬する経路の距離が電信柱のよ

うに延伸し、かつ伝搬経路が放射状に広がることが

想定される。このため、データを収集する地点に近づ

くに従い、伝送トラフィックの不平衡が発生するととも

に、より広範囲にセンサが設置されるに伴って伝送到

達の信頼性が低下する原因となり得る。

■研究内容

(1)提案方式

複数の小規模なクラスタネットワークを包含する基

幹ネットワークを考える（図1）。この2つのネットワー

クは通信の規模に応じて通信チャネル、ネットワーク

トポロジが異なり独立している。各クラスタの代表ノー

ドは、クラスタ内のセンサ情報を収集する機能を持つ

一方、クラスタ間で収集したセンサ情報をこの代表ノー

ド間で転送する機能を合わせ持つ。このことから、ク

ラスタレイヤとそれより広範囲な基幹レイヤとを接合す

る中間ノードとして位置し、本ノードをマルチレイヤ中

間ノード装置と呼ぶ。中間ノードにおいて、収集と転

送にかかる無線通信のチャネルが異なるため、複数

ノードからデータを収集するシーケンスと中間ノードか

らデータを転送するシーケンスを同時に実行可能であ

り、単一ネットワークを広域化する従来方式に比べ、
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参考文献
〔1〕中川善継 , 山口隆志 , 入月康晴, 研究報告, Vol.8, pp.6-9 (2013)
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*1)情報技術グループ

図1．無線センサネットワークの広域化概念図

図2．評価対象とするホッピングモデル

図3．従来手法と提案手法との伝送効率の対比

表1．モデルのパラメータ

ノード転送量 5ms/回(1.2kbit/ max)

クラスタ内センサノード数 10 （総数 50）

ホップ数
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2または 3（提案手法）

送受切替割合 50%
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カルマンフィルタとその改良　−オンライン異常値検出・除去への対応−

○金田 泰昌 *1)、入月 康晴 *1)

■キーワード　カルマンフィルタ、異常値、外れ値

1．オンライン信号処理により観測ノイズを低減することが可能
2．異常値や外れ値と呼ばれる特殊なノイズを少ない遅延で検出・除去することが可能 
3．特殊ノイズの検出・除去に必要なパラメータ調整が不要

■研究の目的

観測ノイズを低減する手法としてカルマンフィルタ（以下、KFという）が広く用いられている。しかし、異
常値や外れ値と呼ばれる特殊なノイズがセンサに混入した場合、KFでは対応できない。そこで、本研究では、
これら特殊ノイズを検出・除去する手法を開発する。また、特殊ノイズの検出・除去に必要なパラメータの
設計論を確立し、パラメータの調整が不要な手法を開発する。

■研究内容

(1)提案手法の概要
KFは、数学的には図1(a)の最適化問題に帰着される。提案手法は、

これにL1 正則化項と呼ばれる項を追加したものである（図1(b)）。こ
こでλは設計パラメータである。L1 正則化を利用することでゼロの値
が正確に推定できる〔1〕。一方、異常値はまれに発生する値であるため、
通常はゼロの値をとる。そこで、提案手法では、L1 正則化を利用して
異常値を推定することで、より正確な推定が可能となる。また、提案
手法ではパラメータλが観測ノイズの分散値から設計できることを数学
的に証明している（本要旨では説明省略）〔2〕。

(2)評価条件
評価環境を図2に示す。提案手法をFPGA（Cyclone Ⅲ / Nios II/

e 50MHz）に実装し、テスト信号に対する異常値除去結果を観測する（な
お、今回は検出結果の評価は行わない）。テスト信号は異常値を伴う
正弦波（振幅1V、周波数1Hz）とし、Signal Generatorから発生させる。

(3)結果
図 3より、KFでは異常値が

除去できていないが、提案手
法では除去できていることが分
かる。また、図 4より、異常
値除去の代表的な手法である
メディアンフィルタは、異常値
を除去するためにデータ長Nを
大きくする必要があるため、異
常値を除去する際に大きな遅
延が生じていることが分かる。

■研究の新規性・優位性

メディアンフィルタに比べて特殊ノイズの除去によ
る遅延が少ない。また、特殊ノイズの検出が可
能である。
特殊ノイズの検出・除去に必要なパラメータの設
計論を数学的に導出することで、設計に理論的
な妥当性を与えることができる。また、パラメー
タが自動的に決定されるため、調整が不要となる。

■産業への展開・提案

①迷光ノイズ、クラッタの低減
②非接触型センサ（超音波センサ、レーダ計測、
画像計測、など）のノイズ低減

③異常値検出の応用（リアルタイム故障検出、
リアルタイムネットワーク侵入検知、など）

参考文献
〔1〕J．Mattingley and S．Boyd, IEEE Signal Processing Magazine (2010)
〔2〕Y．Kaneda, et, al., Proc．IECON, pp.2210-2215 (2012)
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H24.4～H25.3【基盤研究】外れ値除去フィルタリングの開発 

図 4. メディアンフィルタによる結果図 3. KF vs. 提案手法 

 
   (a)KF        (b)提案手法 
 

 図1．KFの数学的表現とその改良

図2．評価環境

図3．KF vs. 提案手法 図 4．メディアンフィルタによる結果
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気球型インタフェース（Aerotop Interface）

○飛田 博章 *1)

■キーワード　AR（拡張現実）システム、移動型システム

1．システム自体がユーザにアプローチする新しい AR（拡張現実）システム
2．気球型インタフェースの特徴
3．今後の応用、展開

■はじめに

人間や環境を拡張するAR（拡張現実）システムが数多く存在する。例えば、壁全体が対話的なディスプ

レイとなることで、デジタルサイネージやホワイトボードが拡張される。また、机全体が対話的なディスプ

レイになることで、共同作業やゲームなどを支援するシステムが実現される。こうした ARシステムでは、大

型ディスプレイを使うため、大勢のユーザが同時に利用できる点に特徴がある。しかし、システム自体が

大型で固定されているため、ユーザはシステムが設置されている場所に移動しなければならない。提案す

る気球型インタフェースは、システム自体がユーザにアプローチする新しい ARシステムである。

■研究内容

移動型システムは、ロボット研究の分野ですでに

研究されており、特に地上を移動するものが数多く

紹介されている。しかし、住空間である地上には、

多くの障害物や段差があり、そうしたものを克服す

るために特殊なセンサーや動力が必要になる。

気球型インタフェースは浮遊しながら移動するの

で、地上の障害物は回避できる。加えて、気球型

インタフェースは、大きさや形を自由にデザインで

きるので、用途やユーザの規模に合わせて自由に

システムを実装できる。気球内部は、ヘリウムで満

たされているため、使用が終われば小さく折り畳む

ことができる（図1（上））。

浮遊して移動できる気球型インタフェースは、こ

れまでの大型ディスプレイシステムでは難しかった

新しいアプリケーションを可能にする。例えば、遠

隔コミュニケーションを支援するテレプレゼンスシ

ステム、ゲームに応用可能なマーカーベースのAR 

システムや、移動するスクリーンシステムなどが気

球により拡張される（図1（下））。

■今後の展開

これまで国際学会等でプレゼンテーションやデモンストレーションを行ってきた。提案コンセプトは多く

の研究者に好意的に受け入れられ、また、さまざまなフィードバックも得ることができた。今後は、長時

間の運用や、コンセプトの拡張等を考えていく予定でいる。特に、教育、デジタルサイネージや、メディア

アートとしての応用に興味を持っている。

*1)産業技術大学院大学
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*1)公立大学法人首都大学東京 産業技術大学院大学 

表 1. 気球型インタフェース 図1．気球型インタフェース
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ConfVisor：コンベンションプランナー業務管理システム

○松尾 徳朗 *1)

■キーワード　コンベンションビジネス、インバウンドツーリズム、MICE

1．コンベンションビジネスフローを実際の業務に基づき類型化
2．実務で利用可能な業務管理システムを設計、実装、運用
3．コンベンションプランナー業務の効率化が実現

■研究内容

コンベンションプランナーにとって、誘致から開催ま
でには膨大かつ煩雑な業務が含まれている。さらに、
イベント参加者数ベースの損益分岐点も存在しており、
業務のみならず財務マネジメントの側面においても十
分な知識が必要とされる。参加者を確保するためには、
コンベンション参加者の参加モチベーションを理解し
た運営とサービス提供が必須となる〔1〕〔2〕〔3〕。また、
処理すべき業務間にはサービスの品質向上と関連した
業務順序が存在しており、今後の我が国のコンベンショ
ン件数増加のためには、コンベンションプランナーが
継続してイベントを開催する仕組みが必要である。その
方策の一つとしてコンベンションプランナーの業務負担
を軽減することが望まれる。多くの場合、コンベンショ
ンプランナーの不要な業務発生は、コンベンションプ
ランナーの業務とサービスに関する知識不足に起因することが多く、これらの現状と問題を克服するための
支援が望ましい。そこで、著者らは新規にコンベンションプランナーの業務を管理し、コンベンションのた
めの標準的マニュアルを提供するシステムConfVisorを開発し、サービスを提供している〔4〕。
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参考文献
〔1〕M. Oppermann, K. Chon, Annals of Tourism Research, Vol.24, No.1, pp.178-191 (1997)
〔2〕Y. Kim, Y. Lee, C. Love, Journal of Convention & Event Tourism, Vol.10, No.3, pp.211-230 (2009)
〔3〕J. Choi, Journal of Convention & Event Tourism, No.6, No.4, pp.65-80 (2004)
〔4〕T. Matsuo, T. Fukushima, International Congress on Advanced Applied Informatics (2015) (to appear)
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90 GHz帯アプリケーション用要素回路の開発1

○藤原 康平 *1)、小林 丈士 *1)

■キーワード　Wバンド、フィンライン、マイクロストリップ回路

1．導波管回路から平面回路への変換回路
2．テフロンプリント基板で回路を構成
3．電磁界シミュレータで回路設計

■研究の目的

ミリ波回路を製造に適するマイクロストリップ回路等の平面回路で構成するために、電磁界シミュレータ

で要素回路である導波管平面回路変換器とバンドパスフィルタの設計と試作を行う。また、評価の際にプ

ローブステーションで評価を行わず、ミリ波ヘッドとベクトルネットワークアナライザ(VNA)で比較的容易に

測定が行えるように留意した。

■研究内容

(1)プリント基板材の選定

ミリ波回路でよく用いられるアルミナ材は、高周波特性が良好で

あるが、加工が難しく価格が高価である。本研究では、まず

90 GHz帯の平面回路のプリント基板材に低損失テフロン基板を選定

して開発を実施した。表1に採用したプリント基板材の諸特性を示す。

(2)導波管平面回路変換器の開発

一般的にミリ波回路では伝送損失を低減するために導波管で信号

の伝送を行う。本研究では、要素回路をマイクロストリップ線路で

構成することと、測定評価をWR-10 型導波管のヘッドとVNAで行う

ため、導波管のような立体回路から平面回路へ変換することが必要

である。図1に開発した変換器の設計値と実測の伝達特性（S21パ

ラメータ）を示す。この結果から、変換器は75 GHz から102 GHz

において損失 0.75 dB の平坦性を持つ。

(3)バンドパスフィルタの開発

パスバンドを90± 2 GHzとするバンドパスフィルタを開発した。

このフィルタは、測定評価を導波管のヘッドで実施するために、先

行して開発した導波管平面回路変換器とバンドパスフィルタを組み

合わせて構成した。

図2に電磁界シミュレータで設計したS21パラメータ（黒線）を

示す。この結果、実機（青線）ではパスバンドが 97 GHzへシフトし

ている。これは製造時にエッチング条件により設計時の線幅よりも

全体的に約50 µm減少しているからである。これを再度電磁界シミュ

レータへフィードバックして特性を計算すると実機と振る舞いがほぼ

一致した（赤線）。したがって、次期開発ではエッチング時にこの条

件を加味して製造を行えば所望の特性を得られると考えられる。

■研究の新規性・優位性

高周波特性が良好であるが、加工が難しくかつ
高価であったアルミナではなく、本研究では製
造に伴う加工や取り扱いが容易なテフロン基板
で回路を構成した。

■産業への展開・提案

①廉価なミリ波回路の開発
②周波数変換器への応用

参考文献
〔1〕L. J. Lavedan, Electronics Letters, Vol.13, No.20, pp.604-605 (1977)

*1)電子半導体技術グループ
 H26.4〜 H27.3【基盤研究】90 GHz帯アプリケーション用要素技術の開発

図1．設計した変換器の伝達特性（赤）、
実測した結果（青）

図 2．設計した伝達特性（黒）、実測し
た結果（青）、減少した線幅で再
計算した結果（赤）
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マイクロヒータの開発

○山岡 英彦 *1)

■キーワード　マイクロヒータ、中空、白金電極、アンカー

1．低消費電力：10mW＠ 400℃、高速応答（10m 秒で400℃）によりパルス駆動可能
2．高信頼性　：熱衝撃による応力を緩和できる構造
3．低コスト　：高価な工程を極力削減し、工程数を減少

■研究の目的

MEMS技術を用いたマイクロヒータは、ガスセンサや流量センサ等のさまざまなデバイスに用いられている。
しかし課題として、さらなる低消費電力化、高信頼性化、低コスト化が挙がっている。
本研究では、中小企業もMEMS 技術に新規参入しやすい低コストプロセスを採用できる構造設計を行い、

上記課題に対する対策立案及び効果検証を実施した。

■研究内容

(1)デバイス構造設計及びプロセス設計
「ヒータ部の熱容量削減」、「高価なプロセス数の

削減」、「熱衝撃による応力低減」の3点を考慮した。

①ヒータ部の熱容量削減
従来構造（図1）にあるメンブレンを削除し、ヒー

タ単体中空構造（図2）とする。（メンブレンの熱
容量削減）

②コスト
上記メンブレンの削除による成膜工程削減及び

ヒータパターンを用いた構造体作製。（フォト工程
削減）

③熱応力
マイクロヒータは加熱と冷却を頻繁に繰り返す

ため、熱応力による破壊対策が必要。片側を自
由端とすることで、応力による破壊を抑制する。

(2)特性評価
①消費電力

ソースメータ（KEITHLEY 2400)で定電流駆動し、
電圧値を読み取ることで消費電力を算出した。ヒー
タ温度は電気抵抗率の温度係数を用いて算出した。
結果、約 400℃で 9.9mWを達成した（図3左参照）。

②熱応答性
ソースメータ（KEITHLEY 2400)で定電流駆動し、

電圧値の変動を読み取ることで熱応答性を評価し
た。結果、室温から400℃に達するまでの時間が
10m 秒以内であることを確認した（図3右参照）。

■研究の新規性・優位性

・低消費電力
　ヒータ単体中空構造
・低コスト
　高価な工程の削減（成膜・フォトリソ等）
・高信頼性
　熱衝撃による応力を緩和できる構造

■産業への展開・提案

① MEMSデバイスへの参入促進
② MEMSデバイスを用いた機器への応用

■研究に関連した知財

・特願 2014-144888

参考文献
〔1〕特開 2011-80809「ガスセンサ素子及びその製造方法」北陸電気工業株式会社
〔2〕特開 2012-107999「ガス検知素子」　新コスモス電機株式会社
〔3〕木村光照 , Savemation Rev, pp.4-12 (2001)

*1)電子半導体技術グループ
 H25.4〜 H26.3【基盤研究】マイクロヒータの開発
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図 3．本研究のマイクロヒータの電気特性 

左：定電流駆動時の電圧変動、右：消費電力とヒータ温度 

マイクロヒータの開発 
 ○山岡 英彦*1) 

 
■キーワード マイクロヒータ、中空、白金電極、アンカー 
 
1. 低消費電力：10mW＠400℃、高速応答（10m 秒で 400℃）によりパルス駆動可能  

2. 高信頼性 ：熱衝撃による応力を緩和できる構造 

3. 低コスト ：高価な工程を極力削減し、工程数を減少  
 
■研究の目的 

 MEMS 技術を用いたマイクロヒータは、ガスセンサや流量センサ等のさまざまなデバイスに用いられて

いる。しかし課題として、さらなる低消費電力化、高信頼性化、低コスト化が挙がっている。 

 本研究では、中小企業も MEMS 技術に新規参入しやすい低コストプロセスを採用できる構造設計を行

い、上記課題に対する対策立案及び効果検証を実施した。 

■研究内容 

(1) デバイス構造設計およびプロセス設計 

 「ヒータ部の熱容量削減」、「高価なプロセス数の削減」、

「熱衝撃による応力低減」の 3点を考慮した。 

① ヒータ部の熱容量削減 

 従来構造（図 1）にあるメンブレンを削除し、ヒータ

単体中空構造（図 2）とする。（メンブレンの熱容量削減） 

② コスト 

 上記メンブレンの削除による成膜工程削減及びヒータ

パターンを用いた構造体作製。（フォト工程削減） 

③ 熱応力 

 マイクロヒータは加熱と冷却を頻繁に繰り返すため、

熱応力による破壊対策が必要。片側を自由端とすること

で、応力による破壊を抑制する。 

 

(2) 特性評価 

① 消費電力 

 ソースメータ（KEITHLEY 2400)で定電流駆動し、電

圧値を読み取ることで消費電力を算出した。ヒータ温

度は電気抵抗率の温度係数を用いて算出した。結果、

約 400℃で 9.9mW を達成した（図 3左参照）。 

② 熱応答性 

 ソースメータ（KEITHLEY 2400)で定電流駆動し、電

圧値の変動を読み取ることで熱応答性を評価した。結

果、室温から 400℃に達するまでの時間が 10m 秒以内

であることを確認した（図 3右参照）。 
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狭ビームアンテナを用いたGHz帯測定手法の提案

○佐々木 秀勝 *1)、髙橋 文緒 *1)

■キーワード　GHz帯、EMI測定、仰角制御、SVSWR法

1．狭ビームアンテナ及び仰角制御を用いて直接波のみ受信する測定環境を提案した
2．試験ごとに床面に追加敷設する電波吸収体が不要となる
3．GHz帯の測定空間評価方法であるSVSWR法の要求を満たす測定手法である

■研究の目的

近年、製品の高周波化の影響を受けEMI測定の規制は、GHz帯に拡大している。GHz帯の EMI測定では、
反射波の影響を防ぐために床面に電波吸収体を追加敷設し、自由空間を模擬している。しかし、実際には
この追加の電波吸収体の吸収特性や敷設方法などが測定結果に影響を及ぼす問題がある。本研究では、
追加敷設する電波吸収体を用いずにGHz帯の EMI測定環境を提案することである。

■研究内容

(1)従来手法との比較
従来手法を図1に示す。床面に追加敷設した電波吸収体によって反射波を減衰させることで、国際規格

CISPR16-1-4で規定する測定空間の要求事項（SVSWR が 6dB以内）を満たしている。
提案手法を図2に示す。狭ビームアンテナ（反射波を受信しないアンテナとして今回定義している）を用

いることで直接波を受信し、反射波への受信感度を大きく下げることにより測定空間の要求事項を満たして
いる。床面への電波吸収体の追加は不要となる。
受信アンテナの高さを上げたときに発生する不感帯を防ぐため、仰角制御を行っている（図3参照）。

(2)SVSWR 法による評価
GHz帯の測定空間の有効性は、国際規格 CISPR16-1-4に規定されているSVSWR 法で評価される。従来

手法と提案手法の評価結果を図 4及び図 5に示す。図 5より、本提案手法は GHz帯の EMI測定空間の要
求事項を満足していることを確認した。

■研究の新規性・優位性

測定空間として不連続性がなく、測定エリア内
であれば場所の依存性を受けない。

■産業への展開・提案

新規の測定手法として提案し、試験所間の差の
低減及び測定結果の安定性に貢献する。

*1)電子・機械グループ
 H24.10 〜 H25.9【基盤研究】狭ビーム幅アンテナを用いたGHz帯測定手法の提案
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誘電率測定の不確かさ評価

○加藤 悠人*1)、堀部 雅弘 *1)、飴谷 充隆 *1)、黒川 悟 *1)

■キーワード　誘電率、電磁波、計量トレーサビリティ

1．材料の誘電率計測技術とそのトレーサビリティの確立
2．反射伝送法と共振法について不確かさ評価手法を開発
3．2017年度までに誘電率の計量標準整備を予定

■はじめに

昨今の電磁波利用の高周波化を受けて、広帯域にわたる材料評価技術のニーズが拡大している。また、
さまざまな分野・材料で電磁波利用が進むにつれ、異業種間における測定結果の同等性の保証、つまりト
レーサビリティが不可欠となってきている。産総研では、このような要求を踏まえ、誘電率の計量標準の
供給に向けて、誘電率計測技術とその不確かさ評価手法の開発を行っている。

■研究内容

(1)誘電率標準の整備計画
誘電率の計量標準は計量標準整備計画〔1〕

に沿って整備を行う予定である（表1）。測定
方法としては、高損失材料評価については反
射伝送法、低損失材料評価については共振法
の利用を検討しており、現在、計測技術とその
不確かさ評価手法の開発を行っている。また、
測定の国際同等性を確保するために、日本が
幹事国となり、9カ国が参加する誘電率測定の
国際比較を計画中で、技術プロトコルの作成を
進めている。
(2)反射伝送法

この方法は高損失材料評価に適し、材料に
入射した電磁波の反射・透過量から誘電率を
求める。周波数に応じて、材料を同軸線路や
導波管に封入する同軸・導波管法とアンテナを
用いるフリースペース法に分類される。産総研
では、誘電率算出方法と測定機器の校正方法
を検討し、不確かさを最小にする測定システム
を開発した〔2〕（図1）。また、2種類のミリ波帯
材料評価装置を整備した（図2、測定範囲：30
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(3)共振法

この方法は低損失材料評価に適し、共振器
に試料挿入前後の共振周波数とQ 値の変化か
ら誘電率を求める。 産総研では、Split 
cylinder共振器（20, 28, 35, 40, 50 GHz）
を整備し、共振パラメータ抽出方法と測定機
器の校正方法を検討することで、不確かさを
最小にする測定システムを開発した〔3〕（図 3）。

■まとめ

産総研では誘電率計測のトレーサビリティの確立に向けて、計測技術と不確かさ評価手法の開発を進め、
依頼試験の実施や標準物質の供給、国内巡回試験の推進などを通して、開発した技術の社会還元を行う
予定である。

参考文献
〔1〕経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_hyojun/report_01.html
〔2〕Y．Kato et al., IEEE Trans．on Instrum．Meas., Vol.64, No.6, pp.1748-1753 (2015)
〔3〕Y．Kato, M．Horibe, IEICE Trans．Electron., Vol.E97-C, No.6, pp.575-582 (2014)

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所

EMC・半導体 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

表 1. 誘電率標準の整備計画 
 

 
 

 

 
 

 

図 3. 誘電正接とその 95％信頼区間（共振パラメータ抽出方法で比較）

誘電率測定の不確かさ評価 
 ○加藤 悠人*1)、堀部 雅弘*1)、飴谷 充隆*1)、黒川 悟*1) 

 
■キーワード 誘電率、電磁波、計量トレーサビリティ 
 
1. 材料の誘電率計測技術とそのトレーサビリティの確立  

2. 反射伝送法と共振法について不確かさ評価手法を開発 

3. 2017 年度までに誘電率の計量標準整備を予定  
 
■はじめに 

昨今の電磁波利用の高周波化を受けて、広帯域にわたる材料評価技術のニーズが拡大している。また、

さまざまな分野・材料で電磁波利用が進むにつれ、異業種間における測定結果の同等性の保証、つまり

トレーサビリティが不可欠となってきている。産総研では、このような要求を踏まえ、誘電率の計量標

準の供給に向けて、誘電率計測技術とその不確かさ評価手法の開発を行っている。 
 

■研究内容 

(1) 誘電率標準の整備計画 

 誘電率の計量標準は計量標準整備計画〔1〕

に沿って整備を行う予定である（表 1）。測定

方法としては、高損失材料評価については反

射伝送法、低損失材料評価については共振法

の利用を検討しており、現在、計測技術とそ

の不確かさ評価手法の開発を行っている。ま

た、測定の国際同等性を確保するために、日

本が幹事国となり、9カ国が参加する誘電率

測定の国際比較を計画中で、技術プロトコル

の作成を進めている。 

(2) 反射伝送法 

 この方法は高損失材料評価に適し、材料に

入射した電磁波の反射・透過量から誘電率を

求める。周波数に応じて、材料を同軸線路や

導波管に封入する同軸・導波管法とアンテナ

を用いるフリースペース法に分類される。産

総研では、誘電率算出方法と測定機器の校正

方法を検討し、不確かさを最小にする測定シ

ステムを開発した（図 1、〔2〕）。また、2種

類のミリ波帯材料評価装置を整備した（図 2、

測定範囲：30～330 GHz）。 

(3) 共振法 

 この方法は低損失材料評価に適し、共振器

に試料挿入前後の共振周波数と Q値の変化か

ら誘電率を求める。産総研では、Split cylinder

共振器（20, 28, 35, 40, 50 GHz）を整備し、

共振パラメータ抽出方法と測定機器の校正方

法を検討することで、不確かさを最小にする

測定システムを開発した（図 3、〔3〕）。 
 

■まとめ 

産総研では誘電率計測のトレーサビリティの確立に向けて、計測技術と不確かさ評価手法の開発を進

め、依頼試験の実施や標準物質の供給、国内巡回試験の推進などを通して、開発した技術の社会還元を

行う予定である。 
 

参考文献 

〔1〕経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_hyojun/report_01.html 

〔2〕Y. Kato et al., IEEE Trans. on Instrum. Meas., Vol. 64, No. 6, pp.1748-1753 (2015) 
〔3〕Y. Kato and M. Horibe, IEICE Trans. Electron., Vol. E97-C, No. 6, pp.575-582 (2014) 

 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 

PTFE, 24 GHz

図1．誘電率とその95％信頼区間

図3．誘電正接とその95％信頼区間（共振パラメータ抽出方法で比較）

図 2．ミリ波帯材料評価装置

表1．誘電率標準の整備計画

整備計画 周波数帯 材料定数の範囲
2017年度まで 1-30 GHz εr < 10, tanδ～10

‒4（低損失材料）
2022年度まで 1-110 GHz εr < 30, tanδ～ 0.01（高損失材料）

EMC・半導体 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

表 1. 誘電率標準の整備計画 
 

 
 

 

 
 

 

図 3. 誘電正接とその 95％信頼区間（共振パラメータ抽出方法で比較）

誘電率測定の不確かさ評価 
 ○加藤 悠人*1)、堀部 雅弘*1)、飴谷 充隆*1)、黒川 悟*1) 

 
■キーワード 誘電率、電磁波、計量トレーサビリティ 
 
1. 材料の誘電率計測技術とそのトレーサビリティの確立  

2. 反射伝送法と共振法について不確かさ評価手法を開発 

3. 2017 年度までに誘電率の計量標準整備を予定  
 
■はじめに 

昨今の電磁波利用の高周波化を受けて、広帯域にわたる材料評価技術のニーズが拡大している。また、

さまざまな分野・材料で電磁波利用が進むにつれ、異業種間における測定結果の同等性の保証、つまり

トレーサビリティが不可欠となってきている。産総研では、このような要求を踏まえ、誘電率の計量標

準の供給に向けて、誘電率計測技術とその不確かさ評価手法の開発を行っている。 
 

■研究内容 

(1) 誘電率標準の整備計画 

 誘電率の計量標準は計量標準整備計画〔1〕

に沿って整備を行う予定である（表 1）。測定

方法としては、高損失材料評価については反

射伝送法、低損失材料評価については共振法

の利用を検討しており、現在、計測技術とそ

の不確かさ評価手法の開発を行っている。ま

た、測定の国際同等性を確保するために、日

本が幹事国となり、9カ国が参加する誘電率

測定の国際比較を計画中で、技術プロトコル

の作成を進めている。 

(2) 反射伝送法 

 この方法は高損失材料評価に適し、材料に

入射した電磁波の反射・透過量から誘電率を

求める。周波数に応じて、材料を同軸線路や

導波管に封入する同軸・導波管法とアンテナ

を用いるフリースペース法に分類される。産

総研では、誘電率算出方法と測定機器の校正

方法を検討し、不確かさを最小にする測定シ

ステムを開発した（図 1、〔2〕）。また、2種

類のミリ波帯材料評価装置を整備した（図 2、

測定範囲：30～330 GHz）。 

(3) 共振法 

 この方法は低損失材料評価に適し、共振器

に試料挿入前後の共振周波数と Q値の変化か

ら誘電率を求める。産総研では、Split cylinder

共振器（20, 28, 35, 40, 50 GHz）を整備し、

共振パラメータ抽出方法と測定機器の校正方

法を検討することで、不確かさを最小にする

測定システムを開発した（図 3、〔3〕）。 
 

■まとめ 

産総研では誘電率計測のトレーサビリティの確立に向けて、計測技術と不確かさ評価手法の開発を進

め、依頼試験の実施や標準物質の供給、国内巡回試験の推進などを通して、開発した技術の社会還元を

行う予定である。 
 

参考文献 

〔1〕経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_hyojun/report_01.html 

〔2〕Y. Kato et al., IEEE Trans. on Instrum. Meas., Vol. 64, No. 6, pp.1748-1753 (2015) 
〔3〕Y. Kato and M. Horibe, IEICE Trans. Electron., Vol. E97-C, No. 6, pp.575-582 (2014) 

 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 

PTFE, 24 GHz

EMC・半導体 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

表 1. 誘電率標準の整備計画 
 

 
 

 

 
 

 

図 3. 誘電正接とその 95％信頼区間（共振パラメータ抽出方法で比較）

誘電率測定の不確かさ評価 
 ○加藤 悠人*1)、堀部 雅弘*1)、飴谷 充隆*1)、黒川 悟*1) 

 
■キーワード 誘電率、電磁波、計量トレーサビリティ 
 
1. 材料の誘電率計測技術とそのトレーサビリティの確立  

2. 反射伝送法と共振法について不確かさ評価手法を開発 

3. 2017 年度までに誘電率の計量標準整備を予定  
 
■はじめに 

昨今の電磁波利用の高周波化を受けて、広帯域にわたる材料評価技術のニーズが拡大している。また、

さまざまな分野・材料で電磁波利用が進むにつれ、異業種間における測定結果の同等性の保証、つまり

トレーサビリティが不可欠となってきている。産総研では、このような要求を踏まえ、誘電率の計量標

準の供給に向けて、誘電率計測技術とその不確かさ評価手法の開発を行っている。 
 

■研究内容 

(1) 誘電率標準の整備計画 

 誘電率の計量標準は計量標準整備計画〔1〕

に沿って整備を行う予定である（表 1）。測定

方法としては、高損失材料評価については反

射伝送法、低損失材料評価については共振法

の利用を検討しており、現在、計測技術とそ

の不確かさ評価手法の開発を行っている。ま

た、測定の国際同等性を確保するために、日

本が幹事国となり、9カ国が参加する誘電率

測定の国際比較を計画中で、技術プロトコル

の作成を進めている。 

(2) 反射伝送法 

 この方法は高損失材料評価に適し、材料に

入射した電磁波の反射・透過量から誘電率を

求める。周波数に応じて、材料を同軸線路や

導波管に封入する同軸・導波管法とアンテナ

を用いるフリースペース法に分類される。産

総研では、誘電率算出方法と測定機器の校正

方法を検討し、不確かさを最小にする測定シ

ステムを開発した（図 1、〔2〕）。また、2種

類のミリ波帯材料評価装置を整備した（図 2、

測定範囲：30～330 GHz）。 

(3) 共振法 

 この方法は低損失材料評価に適し、共振器

に試料挿入前後の共振周波数と Q値の変化か

ら誘電率を求める。産総研では、Split cylinder

共振器（20, 28, 35, 40, 50 GHz）を整備し、

共振パラメータ抽出方法と測定機器の校正方

法を検討することで、不確かさを最小にする

測定システムを開発した（図 3、〔3〕）。 
 

■まとめ 

産総研では誘電率計測のトレーサビリティの確立に向けて、計測技術と不確かさ評価手法の開発を進

め、依頼試験の実施や標準物質の供給、国内巡回試験の推進などを通して、開発した技術の社会還元を

行う予定である。 
 

参考文献 

〔1〕経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_hyojun/report_01.html 

〔2〕Y. Kato et al., IEEE Trans. on Instrum. Meas., Vol. 64, No. 6, pp.1748-1753 (2015) 
〔3〕Y. Kato and M. Horibe, IEICE Trans. Electron., Vol. E97-C, No. 6, pp.575-582 (2014) 

 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 

PTFE, 24 GHz

平成27年度　研究成果発表会
EMC・半導体

｜　42　｜



製品内部における伝導妨害波の伝搬モード変換モデルの検証

○大橋 弘幸 *1)、渡部 雄太 *1)、大森 学 *1)

■キーワード　EMC、伝導妨害波、雑音端子電圧、ノイズ対策

1．伝導妨害波測定における製品の内部回路を汎用的な等価回路に置き換える手法を検討
2．等価回路のパラメータは製品の電源端子から周波数特性を測定し、決定する
3．製品の設計情報がなくても実施できる簡便なノイズ対策シミュレーション

■研究の目的

本研究では、内部回路が不明な製品に対してノイズ対策部品を取り付けた場合の伝導妨害波の抑制量を

計算する手法として、製品を汎用的な等価回路に置き換える手法を検討した。伝導妨害波の発生源として

代表的な製品であるスイッチング電源のパラメータを使用し、対策後の伝導妨害波について計算結果と実

測結果を比較した結果、本手法の有効性を確認できた。

■研究内容

(1)伝導妨害波測定の等価回路

提案した伝導妨害波測定系の等価回路図を

図1に示す。伝導妨害波は EUT内部のノイズ源
V0a、Vob に起因して発生し、電源線の L-PE 間、

N-PE間を伝搬し、EMIレシーバの入力インピーダ

ンス Zmesa、Zmesb の端子電圧 Vl、Vn として測定される。

(2)実験手順

スイッチング電源に対して提案手法を用いて

実験を行った。まず、等価回路のインピーダン

ス Za、Zb、Zc を決定するため、電源端子間（L相、

N相、PE）のインピーダンスの特性をネットワー

クアナライザで測定した。つづいて、ノイズ源

電圧 V0a、Vob は伝導妨害波の測定結果 Vl、Vn から

式(1)より求めた。

次に、電源端子にコンデンサ（L-PE間）を取

り付けた場合の伝導妨害波の大きさを等価回路

に基づいて計算し、実測結果と比較した。

(3)結果

計算結果が図2(a)、実測結果が図2(b)であ

る。電源端子 L-N 間で発生するノーマルモード

の伝導妨害波は実測結果と比較して平均で

4.6dB の誤差範囲内で算定できた。実用にはさ

らなる精度向上が必要だが、本手法により対策

部品による伝導妨害波への影響を推定できる。

■研究の新規性・優位性

特定の製品を回路モデル化し、伝導妨害波のシ
ミュレーションをする試みは一般的である。し
かし製品を限定せずにノイズ対策時の伝導妨害
波を計算する手法の取り組みは行われていない。

■産業への展開・提案

①試験段階におけるノイズ対策支援
②ノイズフィルタの設計支援
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を計算する手法として、製品を汎用的な等価回路に置き換える手法を検討した。伝導妨害波の発生源と

して代表的な製品であるスイッチング電源のパラメータを使用し、対策後の伝導妨害波について計算結

果と実測結果を比較した結果、本手法の有効性を確認できた。 

■研究内容 

(1) 伝導妨害波測定の等価回路 

提案した伝導妨害波測定系の等価回路図を図 1

に示す。伝導妨害波は EUT 内部のノイズ源 V0a、Vob
に起因して発生し、電源線の L-PE 間、N-PE 間を

伝搬し、EMI レシーバの入力インピーダンス Zmesa、

Zmesbの端子電圧 Vl、Vnとして測定される。 

 

(2) 実験手順 

スイッチング電源に対して提案手法を用いて実

験を行った。まず、等価回路のインピーダンス Za、

Zb、Zcを決定するため、電源端子間（L 相、N 相、

PE）のインピーダンスの特性をネットワークアナライ

ザで測定した。つづいて、ノイズ源電圧 V0a、Vob
は伝導妨害波の測定結果 Vl、Vn から式(1)より求

めた。 

次に、電源端子にコンデンサ（L-PE 間）を取り

付けた場合の伝導妨害波の大きさを等価回路に

基づいて計算し、実測結果と比較した。 

 

(3) 結果 

計算結果が図 2(a)、実測結果が図 2(b)である。

電源端子L-N間で発生するノーマルモードの伝導

妨害波は実測結果と比較して平均で4.6dBの誤差

範囲内で算定できた。実用にはさらなる精度向上

が必要だが、本手法により対策部品による伝導妨

害波への影響を推定できる。 

 

 

■研究の新規性・優位性  

特定の製品を回路モデル化し、伝導妨害波のシ

ミュレーションをする試みは一般的である。しか

し製品を限定せずにノイズ対策時の伝導妨害波

を計算する手法の取り組みは行われていない。 

■産業への展開・提案  

① 試験段階におけるノイズ対策支援 

② ノイズフィルタの設計支援 

 

 

参考文献 

〔1〕大橋弘幸, 研究報告, Vol.7, pp.78-81 (2012) 

 

*1)電子・機械グループ 

H25.10～H26.9【基盤研究】製品内部における電動妨害波の伝搬モード変換モデルの検証 

図 2. ノイズ対策後の電動妨害波 
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2chベクトルシグナルアナライザを用いたEMI電磁波の位相測定

○飴谷 充隆 *1)、黒川 悟 *1)

■キーワード　ベクトルシグナルアナライザ、空間位相測定、放射妨害波計測

1．2ch のベクトルシグナルアナライザにより放射妨害波の空間位相測定が可能に
2．空間位相測定により、外来波と所望波の識別、近傍界遠方界変換などを実現
3．電波暗室内ではない実環境における放射妨害測定の精度向上（設置場所試験等への応用）

■背景

近年、電子情報通信機器に対する放射妨害波試験(EMI試験 )の必要性が高まっている。正確なEMI試
験を実施するためには、電波暗室の利用が不可欠であるが、その維持・管理には大きなコストが発生する。
また、装置が大型となるパワーエレクトロニクス機器等では、装置単体では試験を合格していても、他の
接続機器との相互影響によって、設置場所において新たな放射ノイズが発生してしまうことが報告されてお
り、設置場所での放射 EMI試験法標準化の重要性が高まっている。
このような背景を踏まえて、当研究グループでは、EMI試験対象品の設置場所において、電波暗室内で

の計測と同精度の結果を得ることが可能な近接 EMI試験法の開発を目指して研究を行っている。

■研究内容

(1)提案システムの構成
提案するシステムは図1に示す3つの装置

（2chベクトルシグナルアナライザ、台車ロボッ
ト、光マイクロ波伝送装置）から構成される。
2chベクトルシグナルアナライザの一方のチャ
ンネルに位置固定のダイポールアンテナを接
続し、もう一方のチャンネルに走査用ダイ
ポールアンテナを光マイクロ波伝送装置を経
由して接続する。走査用ダイポールアンテナ
は、台車ロボットに装着し、台車ロボットで
EUTの周囲を動かすことによって、チャンネ
ル間の位相差分布（＝空間位相）を計測する。
(2)測定結果

500 MHzの放射妨害波が EUTから放射さ
れ、495 MHzの外来波が存在している測定
環境において、EUTの周りの位相差分布を上
記のシステムを用いて測定した。測定結果を
図２に示す。図から分かるように、EUTから
放射される500 MHzの電磁波の位相差は
EUTから同心円状に放射されるため位相変化
が小さいが、495 MHzの信号は外来波であ
るため、波面が平面に近く、EUTの周囲では
位相変化が大きくなることが確認できる。以
上のことから、空間位相分布を測定すること
で外来波と所望波を識別することが可能で
あることが分かる。

■まとめと今後の展開

2chベクトルシグナルアナライザによる空間位相分布測定によって、外来波と所望波の識別が可能となる
ことを示した。今後は近傍界遠方界変換理論〔1〕によって、EUTから1 m の距離の電界分布の測定結果から
3 m 及び10 m 距離における電界強度の推定を行う予定である。また、具体的な設置場所試験法の開発及
び国際標準化を行う予定である。

参考文献
〔1〕Stuart Gregson et al., Principles of Planar Near-Field Antenna Measurements, IET Electromagnetic waves 

series 53 (2007)

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所
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2ch ベクトルシグナルアナライザを用いた EMI 電磁波の位相測定 
 

 ○飴谷 充隆*1)、黒川 悟*1) 
 
■キーワード ベクトルシグナルアナライザ、空間位相測定、放射妨害波計測 
 
1. 2ch のベクトルシグナルアナライザにより放射妨害波の空間位相測定が可能に  

2. 空間位相測定により、外来波と所望波の識別、近傍界遠方界変換などを実現 

3. 電波暗室内ではない実環境における放射妨害測定の精度向上（設置場所試験等への応用）  
 
■背景 

近年、電子情報通信機器に対する放射妨害波試験(EMI 試験)の必要性が高まっている。正確な EMI 試

験を実施するためには、電波暗室の利用が不可欠であるが、その維持・管理には大きなコストが発生す

る。また、装置が大型となるパワーエレクトロニクス機器等では、装置単体では試験を合格していても、

他の接続機器との相互影響によって、設置場所において新たな放射ノイズが発生してしまうことが報告

されており、設置場所での放射 EMI 試験法標準化の重要性が高まっている。 

このような背景を踏まえて、当研究グループでは、EMI 試験対象品の設置場所において、電波暗室内

での計測と同精度の結果を得ることが可能な近接 EMI 試験法の開発を目指して研究を行っている。 

■研究内容 

(1) 提案システムの構成 

提案するシステムは図1に示す3つの装

置（2ch ベクトルシグナルアナライザ、台

車ロボット、光マイクロ波伝送装置）から

構成される。2ch ベクトルシグナルアナラ

イザの一方のチャンネルに位置固定のダ

イポールアンテナを接続し、もう一方のチ

ャンネルに走査用ダイポールアンテナを

光マイクロ波伝送装置を経由して接続す

る。走査用ダイポールアンテナは、台車ロ

ボットに装着し、台車ロボットで EUT の周

囲を動かすことによって、チャンネル間の

位相差分布（＝空間位相）を計測する。 

(2) 測定結果 

500 MHzの放射妨害波がEUTから放射され、

495 MHzの外来波が存在している測定環境に

おいて、EUTの周りの位相差分布を上記の

することが可能であることが分かる。 

 

■まとめと今後の展開 

 2chベクトルシグナルアナライザによる空間位相分布測定によって、外来波と所望波の識別が可能と

なることを示した。今後は近傍界遠方界変換理論〔1〕によって、EUTから1 mの距離の電界分布の測定結

果から3 m及び10 m距離における電界強度の推定を行う予定である。また、具体的な設置場所試験法の

開発及び国際標準化を行う予定である。 
参考文献 

〔1〕Stuart Gregson, et al., Principles of Planar Near-Field Antenna Measurements, IET Electromagnetic waves 
series 53 (2007) 

 
*1)国立研究開発法人 産業技術総合研究所 物理計測標準研究部門 

 

495 MHz は外来波 

500 MHz は所望波 

図 2. 外来波と所望波の位相差分布測定結果 

図1．提案システムの構成装置

図2．外来波と所望波の位相差分布測定結果
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プログラマブルSoCによる液面センサの開発

○村井 弘道 *1)、小針 保明 *2)、小針 良寛 *2)、川又 剛 *3)

■キーワード　液面センサ、PSoC、レベルスイッチ

1．プログラマブル SoCによる再設計のメリット
2．センサのインテリジェント化
3．アナログ信号処理のソフトウェア処理化

■はじめに

本開発は既存のディスクリート部品で構成された液面センサをCypress 社のプログラマブル SoCである
PSoC3で再設計を行い、ディスクリート部品の削減とPSoC3内の MCUを利用したセンサのインテリジェント
化を行った。これにより、センサの仕様変更に対する柔軟性、デジタル信号処理によるノイズ耐性の向上、
異なる比誘電率の液体に対するセンシングが可能となるなど、多くのメリットが得られたので報告する。

■開発概要

(1)センサの概要
液面センサは同軸電極構造を有しており、その静電容量を計測

することによって既知の比誘電率を有する液体のレベルを計測す
るものである。ここでは図1に示す舶用エンジンのオイルレベル
を監視するレベルセンサを最新のAutomotive Gradeの PSoC3で
再設計を行った。

(2)液面レベル計測原理
液面レベルの計測は予め定められた周波数の信号で電極間の

静電容量を計測することによって求める。PSoC3では、この信号
源としてDMAとDACを使用し水晶発振器精度の信号を生成し計
測信号として利用している。フロントエンド回路では、PSoC3内の
アナログモジュールで構成した計装アンプに必要な信号を生成す
る。計装アンプで増幅された信号は ADCでデジタル化され、MCU
では、ノイズ除去等のデジタル信号処理を行った後に液面レベル
の算出処理を行う。また、MCUでは、液面低下等のアラームを出
力するか否かの判断を液面レベルの時系列値から行う。

(3)プログラマブル SoCのメリット
既設計システムをプログラマブル SoC、特に今回のようにアナロ

グ回路も含めたSoCとすることで、アナログ部品の使用個数を大
幅に削減し、回路の安定度を高めることが可能となった。また、
アラーム出力等は、時系列の過去値からメジアン、異常値排除等
の統計処理を行うことによって、不必要なアラーム出力を行わな
いなどセンサとしての安定度も向上させることが可能となった。

(4)今後の展開
今回使用したPSoC3では、演算能力

の制約からフロントエンド回路でのアナ
ログ処理が必要であったが、上位の
PSoC5では演算能力が大幅に向上して
いることから、フロントエンド回路を
簡略化し、所要の信号レベルまで増幅
した後、直ちに ADCを行いアナログ処
理の大部分をソフトウェアで実行可能
となると予想される。この手法を共通
基盤とし、各種センサへの応用を行っ
ていきたい。

*1)株式会社ティ・エフ・ディ、*2)株式会社大洋バルブ製作所、*3)マルカワテクナート
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■キーワード 液面センサ、PSoC、レベルスイッチ 
 
1. プログラマブル SoC による再設計のメリット  

2. センサのインテリジェント化 

3. アナログ信号処理のソフトウェア処理化  
 
■はじめに 

本開発は既存のディスクリート部品で構成された液面センサを Cypress社のプログラマブル SoCであ 

る PSoC3 で再設計を行い、ディスクリート部品の削減と PSoC3 内の MCU を利用したセンサのインテリジ

ェント化を行った。これにより、センサの仕様変更に対する柔軟性、デジタル信号処理によるノイズ耐

性の向上、異なる比誘電率の液体に対するセンシングが可能となるなど、多くのメリットが得られたの

で報告する。 

 

■開発概要 

(1) センサの概要 

 液面センサは同軸電極構造を有し

の安定度も向上させることが可能となった。 

 

(4) 今後の展開 

今回使用した PSoC3 では、演算能力の制約

からフロントエンド回路でのアナログ処理が

必要であったが、上位の PSoC5 では演算能力

が大幅に向上していることから、フロントエ

ンド回路を簡略化し、所要の信号レベルまで

増幅した後、直ちに ADC を行いアナログ処理

の大部分をソフトウェアで実行可能となると

予想される。この手法を共通基盤とし、各種

センサへの応用を行っていきたい。 
 
 
*1)株式会社ティ・エフ・ディ、*2)株式会社大洋バルブ製作所、*3)マルカワテクナート 

 

図 3. PSoC によるブロック構成 
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図1．液面センサ（レベルスイッチ）

図2．静電容量計測(都産技研試作加工室 )

図 3．PSoCによるブロック構成
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デスクトップ温調機[PELNUS] 高機能モデルの開発

○野村 健司 *1)

■キーワード　共同開発、温調機、マイコン基板、カスタマイズ

1．既存製品をマイコン制御化することで低コスト、高信頼性を両立
2．機能の追加や変更などのカスタマイズにも短期間で柔軟に対応可能
3．都産技研との共同開発で製品の高機能化が実現

■目的、背景

「PELNUS」（図1）とは、“− 55℃から＋150℃までの温度をデスクトップで制御する装置”である。半導

体の熱負荷試験など、試験体の温度を正確にコントロールすることが求められる用途に適している。

既存製品の電気的制御部分は、デジタル温度調節器とリレーの組み合わせによって実現していた。客先

から各種カスタマイズや、機能の変更、追加を求められた際は、その都度リレーの追加や配線の変更で対

応しており、配線の煩雑化による誤配線のリスク、リレーの On/Offでは制御しきれない機能への対応など

の課題が生じていた。

そこで、機能の追加や変更、カスタマイズにも短期間で柔軟に対応でき、信頼性の高い高機能モデルの

開発が必要であった。

■取り組み内容

機能の追加・変更に柔軟に対応するための方式を検

討した結果、各種センサーやリレーをマイコンによる

制御に変更し、ソフトウェアの変更で対応することが

最適との結論に至った。そこで、既存製品の機能や、

すでに使用頂いている客先からのフィードバック、そし

て今後求められるであろう機能の分析をトータルで行

い、都産技研のアドバイスを得ながらマイコン制御化

の仕様を策定した。客先要求に応じて、機能をソフト

的に変更することが可能な形とすることで、配線もシ

ンプルになり、製造工数や部材を減らすことに成功し

た。

さらに、新規でマイコン基板（図 2）を開発するに

あたり、今後の拡張性を考慮し、絶縁された入力4系

統、オープンドレイン出力4系統、オープンドレイン

出力とリレー出力の二種類から選択できる出力2系統

を用意し、汎用性の高い入出力を実現した。このことも、

配線のしやすさに寄与している。

また、既存製品内部の配線や部材レイアウトの見直

しを行ったことで、ソフトウェアはもちろん、製品全体

のハードウェアの信頼性も向上した。

都産技研が基板回路設計とソフトウェアの基本設計

の面から、弊社がハードウェア面からと、両方向から

の最適化を行うことで、製品の大きな特徴の一つでも

ある「小型」というメリットが損なわれることなく、高

い柔軟性と信頼性を両立させた高機能化が実現した。

■今後の展開

現在まで、「PELNUS」は大手企業の開発チームや研究チームを中心に採用されている。将来的に「PELNUS」

は、単体で熱損失測定器として機能する技術革新的な装置へ発展させ、広く世界へ広めて行くことを目指し、

引き続き都産技研と共同研究を進めている。
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低ひずみ出力を実現できる単相7レベル変換器の検討

○綾野 秀樹 *1)、大隅 竜太 *1)

■キーワード　マルチレベルインバータ、7レベルインバータ、THD、二次電池

1．線間電圧が 7レベルとなる単相インバータを実現
2．従来のアドバンスド型3レベルインバータと同じ構成で直流電圧源は電圧値を2：1に設定
3．電圧THDを従来の2レベルインバータの約1/3、3レベルインバータの約2/3に低減

■はじめに

電力変換器においては、出力電圧の高品質化が求められており、多段出力が可能なマルチレベル変換器
が検討されている。従来のマルチレベル変換器は、多数のスイッチング素子を用いて構成するため、制御
回路の複雑化やドライブ回路数の増加が生じる。しかし、マルチレベル変換器は、電圧ひずみの低減を少
ないスイッチング回数で実現でき、スイッチング損失の低減にも貢献できる。本研究では、二次電池を用
いたシステムを対象に単相7レベルインバータを製作し、電圧THDの低減効果を評価する〔1〕。

■検討内容

(1)システム構成
図1に、提案する単相7レベルインバータのシステム

構成を示す。制御回路では、マイコンで指令値を演算し、
ゲートドライブ回路を介してスイッチ素子にゲート駆動
信号を与える。主回路構成は、アドバンスド型3レベル
インバータと同等であり、DCリンク間に上下アームのス
イッチ素子を接続し、その中点と2個の電圧源の中点の
間に逆直列接続した2個のスイッチ素子を設けている。
提案システムの特徴は、一方の電圧源の電圧値を他方
の2倍に設定している点である。測定では、一方を
80V、他方を40Vとしている。スイッチ素子にはIGBTを
使用した。キャリア周波数は 2kHz、デッドタイムは 3µs
としている。図 2に周波数 50Hz、振幅 120Vの正弦波
指令を与えた場合の実測波形を示す。変化幅が 7段の
線間電圧を良好に出力していることを確認できる。

(2)電圧 THDの評価
図3に、出力線間電圧の指令をパラメータとして変化

させた電圧THDの評価結果を示す。提案方式における
実測結果は、シミュレーション結果と極めてよく一致し
ている。この結果から、シミュレーションの妥当性を確
認できる。提案方式と従来方式を比較した結果、いず
れの出力電圧においても提案する7レベルインバータの
電圧THDが最も小さいことが確認できる。線間電圧指
令が120Vの場合の電圧THDは、従来の2レベルインバー
タ、3レベルインバータ、提案する7レベルインバータ
がそれぞれ 52％、27％、18％となり、提案方式の電圧
THDは 2レベルインバータの1/3、3レベルインバータの
1/2となる。

■まとめ

従来のアドバンスド型3レベルインバータと同じ回路構成で素子数を増価させることなく、一方の直流電
圧源を他方の2倍となるように設定した単相7レベルインバータの制御手法を提案した。さらに、ミニモデ
ルを製作し、提案する7レベルインバータが良好に波形を出力できることを実測により確認した。また、シ
ミュレーションと実測により電圧THDを評価し、電圧THDを従来の2レベルインバータの約1/3に、3レベ
ルインバータの約1/2に低減可能であることを示した。
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3. 電圧 THD を従来の 2レベルインバータの約 1/3、3 レベルインバータの約 2/3 に低減  
 
■はじめに 

電力変換器においては、出力電圧の高品質化が求められており、多段出力が可能なマルチレベル変換

器が検討されている。従来のマルチレベル変換器は、多数のスイッチング素子を用いて構成するため、

制御回路の複雑化やドライブ回路数の増加が生じる。しかし、マルチレベル変換器は、電圧ひずみの低

減を少ないスイッチング回数で実現でき、スイッチング損失の低減にも貢献できる。本研究では、二次

電池を用いたシステムを対象に単相 7レベルインバータを製作し、電圧 THD の低減効果を評価する〔1〕。 

■検討内容 

(1) システム構成 

図 1に、提案する単相 7 レベルインバータのシステ

ム構成を示す。制御回路では、マイコンで指令値を演

算し、ゲートドライブ回路を介してスイッチ素子にゲ

ート駆動信号を与える。主回路構成は、アドバンスド

型 3レベルインバータと同等であり、DC リンク間に上

下アームのスイッチ素子を接続し、その中点と 2 個の

電圧源の中点の間に逆直列接続した 2 個のスイッチ素

子を設けている。提案システムの特徴は、一方の電圧

源の電圧値を他方の 2倍に設定している点である。測

定では、一方を 80V、他方を 40V としている。スイッチ

素子には IGBT を使用した。キャリア周波数は 2kHz、

デッドタイムは 3µs としている。図 2に周波数 50Hz、

振幅120Vの正弦波指令を与えた場合の実測波形を示す。

変化幅が 7段の線間電圧を良好に出力していることを

確認できる。 

 

(2) 電圧 THD の評価 

図3に、出力線間電圧の指令をパラメータとして変化

させた電圧THDの評価結果を示す。提案方式における実

測結果は、シミュレーション結果と極めてよく一致し

ている。この結果から、シミュレーションの妥当性を

確認できる。提案方式と従来方式を比較した結果、い

ずれの出力電圧においても提案する7レベルインバー

タの電圧THDが最も小さいことが確認できる。線間電圧

指令が120Vの場合の電圧THDは、従来の2レベルインバ

ータ、3レベルインバータ、提案する7レベルインバー

タがそれぞれ52％、27％、18％となり、提案方式の電

圧THDは2レベルインバータの1/3、3レベルインバータの1/2となる。 

 

■まとめ 

従来のアドバンスド型3レベルインバータと同じ回路構成で素子数を増価させることなく、一方の直

流電圧源を他方の2倍となるように設定した単相7レベルインバータの制御手法を提案した。さらに、ミ

ニモデルを製作し、提案する7レベルインバータが良好に波形を出力できることを実測により確認した。

また、シミュレーションと実測により電圧THDを評価し、電圧THDを従来の2レベルインバータの約1/3に、

3レベルインバータの約1/2に低減可能であることを示した。 
参考文献 

〔1〕綾野秀樹，大隅竜太，坂本祥太郎，松井義弘, 電気学会論文誌D，Vol.134，No.10，pp.904-912 (2014) 

 
*1)独立行政法人国立高等専門学校機構 東京工業高等専門学校 
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狭間隔部品実装技術を用いた部品内蔵基板の開発

○菊地 克弥 *1)、氏家 昌章 *2)、青柳 昌宏 *1)、高山 慎也 *2)

■キーワード　狭間隔部品実装技術、部品内蔵基板、電源ネットワークインピーダンス

1．0.1mm の狭間隔部品実装技術を部品内蔵基板(部品内蔵インターポーザ )へ応用
2．0402サイズキャパシタ部品内蔵インターポーザによる超低電源インピーダンス化に成功
3．将来の低消費電力で高速な信号処理に対応できる三次元 LSI集積回路システムに寄与

■はじめに

情報ネットワーク社会の実現には、携帯情報端末などの電子機器の高性能化が不可欠である。これま
で電子機器に使用されるLSIは、最小構成単位であるトランジスタを微細化することにより高性能化・高集
積化してきた。しかし、次世代以降のトランジスタ技術では、寸法が小さいため素子間の特性ばらつきの
問題が顕在化し、製品の歩留まりが著しく低下すると懸念されている。そのため、トランジスタの微細化に
よらず、電子機器全体の処理性能を向上させることが必要であり、これに応える技術として三次元 LSI集積
回路技術が注目を集めている。
また、医療機器、自動車、ロボット、産業機器、情報通信

機器、情報家電などの幅広い産業で電子機器が使用され、総
エネルギー消費量のうち電子機器が占める割合が年々増加して
いる。そのため、省エネルギーへの取り組みは優先度の高い
課題となっている。電子回路の消費電力を削減するには、電
源電圧をより低くする必要があるが、電源ノイズの許容量も小
さくなるため、電源ネットワークを高周波帯域まで超低インピー
ダンス化し、電源ノイズの発生を抑制することができるパッケー
ジ基板(インターポーザ )が求められている。そのため、超広
周波数帯域に超低電源ネットワークインピーダンスを実現する
部品内蔵基板(以下、部品内蔵インターポーザという)を開発
したので、その結果について報告する。

■0.1mm 狭間隔部品内蔵インターポーザ

三次元LSI集積回路システムの電源供給系の根幹を成すキャ
パシタ内蔵インターポーザとして、薄膜キャパシタ内蔵シリコン
インターポーザ等の開発を行ってきたが、シリコンインターポー
ザは半導体プロセスにて製造されること、基板サイズが最大で
直径300 mm になることからインターポーザの取れ数が少ない
ことにより、インターポーザ1個の価格が高くなる傾向がある。
そのため、基板サイズが大きく、またプロセスコストの大幅な
低減が可能な有機樹脂による新たな高機能インターポーザの
開発を試みた。今回、アリーナの保有する0.1 ㎜間隔の狭間
隔部品実装技術をインターポーザ内層部に応用して0402サイ
ズのキャパシタを高密度に実装し、超広周波数帯域で超低イン
ピーダンスの電源ネットワークを持つ高機能な部品内蔵イン
ターポーザを開発した。高い信頼性を持つ 0402サイズチップ
キャパシタ部品をインターポーザに内蔵することでも、10 GHz
まで 0.1 Ω以下の電源ネットワークを実現でき、将来の三次元
LSI集積回路システム等含めた低消費電力かつ高機能な実用レ
ベルの電子システムに大きく貢献できると期待される。

■まとめ

アリーナが保有するチップ部品の狭間隔実装技術をキャパ
シタ内蔵インターポーザに応用した、狭間隔チップキャパシタ
部品内蔵基板(部品内蔵インターポーザ )を開発した。今後、
アクティブデバイスを用いてデバイス動作時の電源ノイズの影
響について検証する予定である。

参考文献
〔1〕菊地克弥他， 第 24回マイクロエレクトロニクスシンポジウム予稿集， 

pp.73-76 (2014)

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所、*2)株式会社アリーナ
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*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所、*2)株式会社アリーナ 
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都産技研におけるJNLA登録試験（鉄鋼・非鉄金属分野：金属材料引張試験）

○櫻庭 健一郎 *1)*2)、小船 諭史 *1)*2)、森口 正夫 *1)*2)、新垣 翔 *1)*2)

■キーワード　JNLA、鉄鋼・非鉄金属分野、金属材料引張試験、国際 MRA

1．金属材料引張試験の品質強化
2．第三者機関による認定で試験結果の信頼性を保証
3．国際的に通用する試験報告書の発行（国際 MRA 対応）

■背　景

金属材料の「引張強さ」は、製品の安全性を確保する重要な因子の一つであり、各材料についてJISに
も規定されている。この「引張強さ」は製品の破壊強度に直接関係することから、検査値の信頼性保証は
必要不可欠である。都産技研では、「引張強さ」の測定方法である金属材料引張試験（JIS Z 2241）につ
いて、試験結果の信頼性確保（品質向上）及び国際的に通用する試験報告書の発行を目指し、JNLA（試
験事業者登録制度）の登録認定を試みた。

■金属材料引張試験に係る測定値の不確かさ評価

(1)金属材料引張試験概要
金属材料引張試験は、JIS Z 2241に規定されるダンベル

形試験片（図1）を用いて行われる。試験片に対し、一軸
試験機により定速度で引張荷重を加え、試験片を破断させ
る（図2）。この時に得られた試験荷重から、次式にて引張
強さRm を算出する。

Rm＝Fm/So ・・・・・・・・・・・・・・・・・(1)
（Fm：最大試験力、So：試験片平行部の原断面積）
(2)引張強さの不確かさ算出

引張強さの不確かさ要因を図3に示す。引張強さ測定の
合成標準不確かさuc は、次式から導かれる。

4号試験片の場合

uc＝（cd×ud）2＋（cF×uF）2  ・・・・・・・・・・・(2)

（ud：長さに起因する標準不確かさ、uF：最大試験力測定に
起因する標準不確かさ、cd 及び cF：感度係数）
ここで、長さに起因する標準不確かさは、①マイクロメー

タの校正値の標準不確かさ、②マイクロメータ使用時の温
度による標準不確かさ、③マイクロメータの器差による標準
不確かさ、④マイクロメータの分解能による標準不確かさ、
⑤直径測定作業の繰り返し性による標準不確かさからなり、
最大試験力測定に起因する標準不確かさは、①一軸試験
機の校正値の標準不確かさ、②一軸試験機使用時の温度
による標準不確かさ、③一軸試験機の偏差による標準不確
かさ、④一軸試験機の分解能による標準不確かさ、⑤引張
強さ試験作業の再現性による標準不確かさからなるとした。
それぞれの不確かさ要因について評価を行った結果、都産
技研における引張強さ測定の拡張不確かさ（4号試験片の
場合）は、2.1％（k ＝2、信頼性の水準約 95％）となった。
(3)JNLA 登録認定

本取組みの結果、JNLA 登録認定を受けることができた。

■今後の展開

工業製品の安全性確保において、製品・材料の強度評価
試験は必要不可欠である。今後は、硬さ試験等の材料試
験及び製品（ねじ・ボルト等）の強度評価試験についても
試験所登録認定を目指す。信頼性の高い強度評価試験を提
供し、都内中小企業の更なる国際競争力向上を支援する。

*1)実証試験セクター、*2)品質保証推進センター
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 omm SFR / ・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 

（Fm：最大試験力、So：試験片平行部の原断面積） 
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 引張強さの不確かさ要因を図3に示す。引張強さ測定の
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（ud：長さに起因する標準不確かさ、uF：最大試験力測定

に起因する標準不確かさ、cd及びcF：感度係数） 
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(3) JNLA登録認定 
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図 3. 引張強さの不確かさ要因 

試験前 試験後 

 

5 号試験片 

4 号試験片 

図1．試験片形状

図2．金属材料引張試験方法

図3．引張強さの不確かさ要因
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JCSS直流抵抗器校正における品質の維持・管理への取り組み

○倉持 幸佑 *1)*2)、佐々木 正史 *1)*2)、沼尻 治彦 *1)*2)

■キーワード　直流抵抗器、ISO/IEC 17025、JCSS

1．信頼性確保のための取り組み
2．校正担当者の違いによる信頼性の評価
3．品質の維持・管理における信頼性の向上

■背景

都産技研では、平成18年度からJCSS（計量法校正事業者登録制度）登録認定を受け、その電気区分
では直流抵抗器のJCSS 校正を依頼試験として行っている。実際の校正において、測定値自体の信頼性が
確保されていることはもちろん重要であるが、それ以外においても品質の維持・管理を行うためにさまざま
な取り組みを行っている。本報告では、その取り組みの内容について詳しく述べる。

■取り組み内容

(1)校正担当者の違いによる信頼性の評価
ISO/IEC 17025において、品質の維持・管理のために重要な項目の一つとなるのが、校正担当者の違い

による信頼性の評価である。担当者の力量の違いによって結果が異ならないよう、管理規定で校正手順等
を定めている。その上で、都産技研では校正担当者の資格付与認定時や技術能力維持のため、定期的に
内部で「測定監査」を実施することで信頼性を高めている。

(2)測定監査の手法
表1に示す公称値1Ωの標準抵抗器を使用して測定

監査を行った。特定二次標準器を基準として、図1に
示すようなディジタルマルチメータを用いた抵抗比校
正法により、被校正器の抵抗値及び不確かさを算出し
た。測定監査では、外部の技能試験を受けた測定者
の結果を参照値として、監査対象者の評価を行った。
これにより、技能試験を受けていない測定者の信頼
性の確保が可能となる。評価手法は、JIS Q17043の
附属書 B（技能試験の統計手法）に記載されたEn 値
を用いた。En値の算出式を式1に示す。
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■まとめ 

今回の測定監査により、校正担当者の違いによる信頼性の評価ができ、JCSS 直流抵抗器校正における

品質の維持・管理について、より一層の信頼性向上を図ることができた。 

 
*1)実証試験セクター、*2)品質保証推進センター 

表 1. 使用機器 
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測 定 者
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=-0.04623

（式 1）

図 2. 測定者ごとの結果と En 値 

(3)監査結果の判定
例として、平成 27年 4月に行った監査結果を図 2

に示す。測定は、測定者A、B、Cの 3名で行い、測
定者Aを参照値として測定者 B、Cの評価を行った。
図中のプロット及びエラーバーは、それぞれ抵抗値と
拡張不確かさを表している。En 値は、管理規定によ
り|En|≦1.0であることが定められている。式1より
En 値を算出した結果、測定者 B、Cともに規定範囲以
内であった。したがって、校正担当者としての十分な
技術能力が認められ、校正結果における信頼性が確
認できた。

■まとめ

今回の測定監査により、校正担当者の違いによる信頼性の評価ができ、JCSS直流抵抗器校正における
品質の維持・管理について、より一層の信頼性向上を図ることができた。

*1)実証試験セクター、*2)品質保証推進センター
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図2．測定者ごとの結果とEn 値

表1．使用機器
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直流電圧校正の不確かさ評価

○水野 裕正*1)*2)、沼尻 治彦 *2)*3)、佐々木 正史 *2)*3)

■キーワード　直流電圧（direct voltage）、校正（calibration）、traceability、不確かさ（uncertainty）

1．国際規格ISO/IEC17025 準拠の直流電圧校正方法を確立した
2．直流電圧校正作業の自動化が可能となり、校正作業の効率化が図れた
3．電圧検出器にディジタルマルチメータを使用することで不確かさが低減化され、信頼性が向上した

■研究の目的

製品の信頼性や安全性を確保するために、計測器のトレーサビリティを証明する校正が重要となってい
る。また、品質管理の技術的根幹である計測手法及び結果表示の国際規格準拠が求められている。本研
究は、製造業等で基準器として使用しているキャリブレータ（直流電圧）の校正についてISO/IEC17025及
びISO-GUM に準拠する校正方法を確立し、依頼試験等で中小企業に標準供給することを目的とした。

■研究内容

(1)直流電圧の校正方法
直流電圧の校正システムを図1に示す。都産技研の直流電圧校正

システムは国家標準につながる日本電気計器検定所にて年1度、電
圧発生装置の10Vを校正してトレーサビリティを確保している。こ
の基準の10Vと分圧器を使用してキャリブレータ（直流電圧）を校
正している。

(2)分圧器の校正
直流電圧の校正回路を図2に示す。図 2の左側に表示している

R1-1からR5の抵抗器で分圧器を構成している。R1-1とR1-2は10kΩ、
R2からR5は 20kΩを使用した。図2のセレクタスイッチを自動操作
することで分圧比(0.8、0.6、0.4、0.2、0.1)が得られる。この分
圧比の校正結果は、おのおの 0.02ppm、0.05ppm、0.03ppm、0.02ppm、
0.02ppm の標準不確かさであった。

(3)数学モデルと不確かさ要因
ISO-GUM には不確かさ評価を行う時には数学モデル（式）を記載

して行うこととなっている。数学モデルを式1に示す。
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て行うこととなっている。数学モデルを式 1に示す。 
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 H25.4～ H26.3【基盤研究】直流電圧の校正方法の確立

表1．100Vレンジ校正結果と拡張不確かさ

100V
レンジ

校正結果
（V）

拡張不確かさ
（k = 2）（ppm）

100V  99.99962 4.7

80V  79.99973 4.7

60V  59.99978 4.7

40V  39.99983 4.7

20V  19.99991 4.7

10V  9.999949 4.7
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直流電圧校正の不確かさ評価 
 

 ○水野 裕正*1)、沼尻 治彦*2)、佐々木 正史*2) 
 
■キーワード 直流電圧（direct voltage）、校正（calibration）、traceability、不確かさ（uncertainty） 
 
1. 国際規格 ISO/IEC17025 準拠の直流電圧校正方法を確立した  

2. 直流電圧校正作業の自動化が可能となり、校正作業の効率化が図れた 
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図 1．直流電圧の校正システム
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世界に通用するトレーサビリティの確立した精密校正システムの開発

○沼知 朋之*1)

■キーワード　精密校正、トレーサビリティ、ISO対応

1．ゼナーダイオード電圧標準器等「安定した標準器を起点としたトレーサビリティの確立」
2．高速かつ精密な「校正の自動化」の実現
3．ISOが要求する計測の不確かさ評価等面倒な事項に自動的に対応するシステムの開発

■背景

製品を製造すると安全性や国際規格への適合試験を行う必要がある。その際に使用する計測器も国際

標準への適合を確認し、宣言することの重要性が増してきている。MTAジャパン（株）は、この「計測器の

国際標準への適合を確認」するためのシステムと、必要なハードウエアの開発を行っている。特に、2000

年以降は、ISOの要求で「世界に通じる形で」工場の計測器と国家標準（国際標準）とのつながりを示さ

ないと先進国への輸出が困難になってきている。都産技研の「校正用」基準器は、各々の量（直流電圧、

抵抗、直流電流、交流電流等）毎に国家標準とのトレーサビリティが確保されている。したがって、都産

技研と共同研究を行い、トレーサビリティを確認することで国家標準（国際標準）とトレーサブルであるこ

とが確認でき、宣言できることになる。

こうした背景のもとで MTAジャパン（株）は、企業（工場）の生産ラインで数多く使用されている

DMM(Digital Multimeter)の全機能（直流電圧、交流電圧、直流電流、交流電流、抵抗）自動校正ソフト

ウエア及び基準器であるCalibratorの全機能自動校正システム開発を完了し、販売を開始している。

■システム全体の特徴

開発したシステムの特徴は

以下の通り。

(1)Calibratorの校正は実行

できる校正事業者自体が

非常に少ない（メーカ、指

定校正機関、認定校正事

業者のごく一部）。そうし

た校正事業者に校正を依

頼しても1ヶ月以上かかる。

今回のシステムを使用すれ

ば数日で校正完了。（スピー

ドアップ）

(2)校正点の数は、上記の

既存校正事業者では限定

されている。今回開発した

システムを使用すると、校

正点は飛躍的に増加（直

線性を評価できる）、精度

も向上、ISOから要求され

ている不確かさ評価も自

動でできる。（精度向上、校正対象ポイント著増）

(3)面倒な不確かさ評価バジェットテーブルが自動作成される。（全ての校正点に対し）

(4)全世界の国際標準へトレーサビリティを宣言できる。

(5)コンパクトなシステムであり、東南アジアの工業団地等、信頼できる校正事業者がない市場への対応が

容易。（運送可能なシステム）

■今後の展開

上記(5)の実証試験としてマレーシアで校正事業を開始予定。それがうまくいけば、他の東南アジア諸

国（フィリピン、インドネシア、ベトナム等）へ展開予定。

*1)MTAジャパン株式会社
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高放射材の分光放射率角度依存性評価

○中島 敏晴 *1)、磯田 和貴 *1)

■キーワード　高放射材、分光放射率、角度依存性、放射温度計、FT-IR、黒体炉

1．波長領域 2～2µm における分光放射率の角度依存性の評価
2．評価対象は、高い放射率特性を有する放射材やセラミックヒータを対象とした
3．分光放射率データから全放射率を算出し、放射温度計による測温のためのパラメータとする

■研究の目的

・現場における放射温度計を用いた測定の正確さ及び信頼性向上。
・加熱・乾燥技術分野における生産性や加工性の効率化促進及び高品質化。
・都産技研ブランド試験への新たな試験項目として追加及びオーダーメード開発支援体制の整備。

■研究内容

(1)実験方法
・評価対象とした高放射材は、4 種の黒色塗料塗布板
（アルミ板ベース）やアルマイト処理板などの放射材
及びマイクロヒータやセラミックヒータなどの発熱体
を用いた。

・評価に当たり、赤外分光光度計（FT-IR）と黒体炉で
構成する赤外分光放射率測定装置と、評価対象を取
り付けるサンプルステージを組み合わせて評価システ
ムを構築した。

・温度範囲は、放射材の場合100～ 500℃、発熱体の
場合100～800℃、角度範囲は、水平方向0～±70度
である。また、測定波長範囲は 2～20µmとした。

(2)結果及び考察
・図1に、O 社黒色塗料塗布板の表面温度500℃にお
ける放射率角度依存性特性を示す。波長範囲
8～20µm において、水平角度 0～40度では放射率
変動が±1.0％以内（放射率換算値）と小さいが、50
度以上では放射率変動が顕著となり、この角度以上
での放射温度計による測温では、放射率補正が必要
である。なお、測定の再現性は、±3.0％以内（放
射換算値）であった。

・図1の結果から、8～14µm の波長域における全放射
率を求め、これを基に表面温度を500℃に安定させ
た同じ黒色塗料塗布板の表面温度を放射温度計（感
度波長 8～14µm）で測定した角度毎の温度値を図2
に示す。この結果から±0.5％以内の精度での測定
が可能であることが分かった。

■研究の新規性・優位性

波長領域 2～20µm における分光放射率の角度
依存性についての評価であり、これまで、波長
域を特定化した放射測温のための放射率の方
向性に関する研究事例はあるが、分光放射率と
して評価した例はない。
本研究の成果は、現場における実用的な放射
測温や効率的な加熱・乾燥技術分野への活用
が期待できる。

■産業への展開・提案

①ブランド試験「光学特性計測技術」での取り
組みにより、都内中小企業はもとより、関連技
術分野への技術支援に積極的に活用していく

②放射温度計を用いた依頼試験等での測定の
高精度化及び信頼性向上に寄与する

③平成 27年度発行予定の技術ガイドへの掲載
により、計測手法の普及展開を図る

参考文献
〔1〕石井順太郎, 第 22回熱物性シンポジウム予稿集 , pp.97-99 (2001)

*1) 光音技術グループ
 H25.10 ～ H26.9【基盤研究】高放射材の分光放射率角度依存性評価
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3. 分光放射率データから全放射率を算出し、放射温度計による測温のためのパラメータとする  
 
■研究の目的 

・現場における放射温度計を用いた測定の正確さ及び信頼性向上。 

・加熱・乾燥技術分野における生産性や加工性の効率化促進及び高品質化。 

・都産技研ブランド試験への新たな試験項目として追加及びオーダーメード開発支援体制の整備。 

■研究内容 

(1) 実験方法 

・評価対象とした高放射材は、4種の黒色塗料塗布板（ア

ルミ板ベース）やアルマイト処理板などの放射材及びマ

イクロヒータやセラミックヒータなどの発熱体を用いた。 

・評価に当たり、赤外分光光度計（FT-IR）と黒体炉で

構成する赤外分光放射率測定装置と、評価対象を取り付

けるサンプルステージを組み合わせて評価システムを

構築した。 

・温度範囲は、放射材の場合 100～500℃、発熱体の場合

100～800℃、角度範囲は、水平方向 0～±70 度である。

また、測定波長範囲は 2～20μm とした。 

 

(2) 結果及び考察 

・図1に、O社黒色塗料塗布板の表面温度500℃における

放射率角度依存性特性を示す。波長範囲8～20μmにおい

て、水平角度0～40度では放射率変動が±1.0％以内（放

射率換算値）と小さいが、50度以上では放射率変動が顕

著となり、この角度以上での放射温度計による測温では、

放射率補正が必要である。なお、測定の再現性は、±

3.0％以内（放射換算値）であった。 

・図 1 の結果から、8～14μm の波長域における全放射

率を求め、これを基に表面温度を 500℃に安定させた同

じ黒色塗料塗布板の表面温度を放射温度計（感度波長 8

～14μm）で測定した角度毎の温度値を図 2 に示す。この

結果から±0.5℃以内の精度での測定が可能であることが

分かった。 

 

■研究の新規性・優位性  

 波長領域2～20μmにおける分光放射率の角度

依存性についての評価であり、これまで、波長

域を特定化した放射測温のための放射率の方

向性に関する研究事例はあるが、分光放射率と

して評価した例はない。 

本研究の成果は、現場における実用的な放射測

温や効率的な加熱・乾燥技術分野への活用が期

待できる。 

■産業への展開・提案  

① ブランド試験「光学計測技術」での取り組み

により、都内中小企業はもとより、関連技術

分野への技術支援に積極的に活用していく 

② 放射温度計を用いた依頼試験等での測定の

高精度化及び信頼性向上に寄与する 

③ 平成27年度発行予定の技術ガイドへの掲載

により、計測手法の普及展開を図る 

 

参考文献 

〔1〕石井順太郎, 第22回熱物性シンポジウム予稿集, pp.97-99 (2001) 
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H25.10～H26.9【基盤研究】高放射材の分光放射率角度依存性評価 
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図 1. O 社黒色塗料塗布板の分光放射率角度特性 
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熱拡散率測定の信頼性及び黒化処理の影響

○沼尻 治彦 *1)*2)、佐々木 正史 *1)*2)、倉持 幸佑 *1)*2)、大久保 一宏 *1)

■キーワード　熱拡散率、黒化処理、キセノンフラッシュアナライザー

1．省エネルギーや回路の集積化に伴う熱対策などに用いる材料開発を支援
2．黒化処理などの要因が測定結果に与える影響を評価
3．キセノンフラッシュアナライザーを用いた熱拡散率測定の信頼性向上

■研究の目的

・省エネルギーのための熱利用や回路の小型集積化による熱対策等、材料・素材開発の指標に利用
・キセノンフラッシュアナライザー(XeFA)を用いた熱拡散率測定の結果に影響を与える要因の評価
・特に黒化処理が結果に与える影響について把握
・ライセンス制機器利用の信頼性向上による製品開発支援の強化

■研究内容

(1)黒化処理の影響
フラッシュ法による熱拡散率測定では、試料の片面

から光を当て反対面から放出される熱を測定することで
結果を得る。光の吸収をよくするとともに反射を防ぐた
め、試料に対して黒鉛スプレーを用いて黒化処理を施さ
なくてはならない。そのためスプレー成分の影響が懸
念されている。今回、黒化処理の必要のない黒色セラ
ミックスを用いて段階的に黒化処理の膜厚を変えて処理
を施し、測定値との関係からゼロ外挿し、無処理の結
果と比較した。膜厚を変えて測定した結果の直線近似
式の切片と無処理での測定結果が1％未満で一致した
(図1)。このことから、ゼロ外挿することで1％未満の
高精度での測定が可能となることが分かった。また精
度を必要としない場合、黒化処理を施して測定した結果
を用いてもセラミックス系の1mm 厚のもので4～ 5％の
精度となることが分かった。
(2)その他の要因と妥当性確認

その他、測定結果に影響を及ぼすと考えられる要因
として繰返し性、厚さ依存性、温度依存性について評
価を行った。さらにその結果を踏まえて、国家標準にト
レーサブルな校正値が付随した認証標準物質(等方性
黒鉛 )を用いることで測定値の妥当性確認を行った。
産業技術総合研究所により測定された値(校正値 )と
都産技研が測定した値との比較を行った結果、その差
は1％と非常に小さく、不確かさの範囲内で十分に一致
する結果を得た(図 2)。
(3)まとめ

XeFAを用いた熱拡散率測定の信頼性について、黒化処理の影響を中心に評価を行った。黒化処理の影
響については処理を複数回行いゼロ外挿することで、その影響をキャンセルすることが可能となることが分
かった。また他の要因を評価した上で測定の妥当性確認を行った結果、都産技研が所有するXeFAを用い
て測定した熱拡散率は十分信頼性のあるものであることが確認できた。

■研究の新規性・優位性

ゼロ外挿を行うことで黒化処理の影響を評価す
ることが可能となった。

■産業への展開・提案

①測定精度を数値で示すことによる信頼性向上
②黒化処理の影響に対する明確なアドバイス

謝辞
本研究は、産業技術連携推進会議 知的基盤部会 計測分科会 温度・熱研究会において行われた「熱拡散率測定ラウンド
ロビンテスト」〔1〕での都産技研の結果〔2〕に加え、都産技研独自に行った評価結果を加えたものである。
参考文献

〔1〕阿子島めぐみ 他 , Proceedings of The 35th Japan Symposium on Thermophysical Properties, B308 (2014)
〔2〕沼尻治彦 他 , 電気学会研究会資料，IM-14-011～ 016，pp.23-28 （2014）

*1)実証試験セクター、*2)品質保証推進センター
 H26.4～ H27.3【基盤研究】キセノンフラッシュアナライザーによる熱拡散率測定の信頼性向上
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濾材誘電形エアフィルタ（CMEA）の開発

○吉長 和男 *1)、加藤 仁士 *1)

■キーワード　エアフィルタ、PM2.5対策、新材料、高集塵

1．カーボン和紙（CJP）混紗技術を活用した高機能低環境負荷の濾材誘電型エアフィルタの開発
2．従来技術との比較
3．微細粒子の捕集

■開発の背景

現状の空気清浄システム機器集塵・吸着フィルタは、「機械式（濾過式）」と「電気式（帯電吸着式）」の
2種類に大分類される。「機械式（濾過式）」は HEPA(ULPA)が主流であり、数十年にわたり大きな技術的
革新はないのが実情であり、今後も大幅な性能向上は見込めない。「電気式（帯電吸着式）」は吸気側を
通過する空気中粒子にコロナ放電によって生じたイオンを付着させることによ
り、プラスもしくはマイナスの電荷を与え、フィルタ側を粒子と反対電荷を帯
電させ、クーロン力により吸着させるものである。従来の帯電フィルタは、ス
テンレスやアルマイトアルミ板、めっき銅板等の金属性もしくは導電性粒子を高
分子材料に混入させた導電性繊維素材を使用したものが大半であり、種々の
問題が見受けられる。
これら従来技術に対して、導電性カーボン繊維と和紙を組み合わせた独自

の混紗技術及びさまざまな分野に活用してきたノウハウを生かし、高集塵かつ
低圧損失、省エネルギー、軽量、低コスト、焼却可能、臭い成分等微細粒子
の大幅な吸着性能向上を目指し、交換時の安全性や環境負荷の低減にも貢献
する、「濾材誘電形エアフィルタ（Charged media electric air fi lter：
CMEA）」の開発を行う。

■基礎実験結果

●《第1回》自動車用エンジン排気ガスの触媒試験機を
用いて、陰極には SUSを用いて粒径1～1.5µm のアル
ミナ粒子を使用して粒子吸着実験を行った。比較実
験試料は、150×150 ㎜サイズの① CJP（帯電）、②
SUS 板（金属）③ CJP（非帯電）それぞれに2㎜径の
穴を90 個開けて試験機内の陽極に設置し、①②に
5kVを印加し、アルミナ粉塵気体を1,000mL/s流入させ、
その吸着量を測定した。
【結果】① 62.5mg ② 29.5mg ③ 7.5mgとなり、①カーボン和紙は② SUS 板の2.12倍の吸着が認められた。
●《第2回》擬似 PM2.5としてタバコ粒子（粒径 0.1～ 0.3µm）の吸着性について試験を行った。対比実験
試料の陽極電極には① CJP、②アルミホイル、③濾紙それぞれ同じサイズの試料に40 個の穴を開け、タ
バコ10本の煙を充填した環境にて電圧を可印し、吸着量を測定した。
【結果】吸着重量は① 3.75mg、② 2.65mg、③ 0.55mgとなり、①カーボン和紙は②アルミ（金属）製電
極の1.42倍の吸着が認められた。また、対比補足のために、濾紙や和紙に黒鉛、墨、炭素電極棒の粉
末、活性炭の粉末を塗って同様の試験を行ったが、導電性や効果は見られなかった。

●《第3回》第1回と同様の試験設備にて、パルプモールド（PM）の構造体にCJPを貼付けたフィルタに
て試験を行った。また、アルミナ粉は 2種類の粒径のものを使用した。
気体粒子濃度：400～800µg/m3、印加電圧：5kV、気体流入量：1,000mL/s

表 3．第 3回基礎実験結果

・アルミナ粒径 0.5～1.5µm（100％）1.0～1.5µm（50％）

試料 PM+CJP（立体） PM+CJP（平滑） 金属（平滑 SUS） PM+CJP（非印加） PM のみ

捕集量(mg) 84.2 58.8 30.2 6.8 7.1

・アルミナ粒径 0.1～1.2µm（100％）0.2～ 0.4µm（50％）

試料 PM+CJP（立体） PM+CJP（平滑） 金属（平滑 SUS） PM+CJP（非印加） PM のみ

捕集量(mg) 87.6 56.7 32.5 6.9 7.9

■今後の展開

最適な形状を検証の上、パルプ溶液に導電性カーボン繊維を混合し、パルプモールドにて一体成型する
ことにより、風応力や自重に対する強度を備えかつ生産効率と可用性の高いエアフィルタ及び空気清浄シス
テムの実用化を目指したい。

*1) 株式会社 MITOMI

表1．第1回基礎実験結果

素材
CJP

(帯電）
金属板SUS
(帯電 )

CJP
(非帯電）

捕集量(mg) ① 62.5 ② 29.5 ③ 7.5

表 2．第 2回基礎実験結果

素材 CJP 金属(Al) 濾紙

捕集量(mg) ① 37.5 ② 26.5 ③ 5.5

ものづくり基盤技術 
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試料 PM+CJP（立体） PM+CJP（平滑） 金属（平滑SUS） PM+CJP（非印加） PMのみ 

捕集量(mg) 84.2 58.8 30.2 6.8 7.1 

・アルミナ粒径0.1～1.2µm（100％）0.2～0.4µm（50％） 

試料 PM+CJP（立体） PM+CJP（平滑） 金属（平滑SUS） PM+CJP（非印加） PMのみ 

捕集量(mg) 87.6 56.7 32.5 6.9 7.9 

 
■今後の展開 
最適な形状を検証の上、パルプ溶液に導電性カーボン繊維を混合し、パルプモールドにて一体成型す

ることにより、風応力や自重に対する強度を備えかつ生産効率と可用性の高いエアフィルタ及び空気清

浄システムの実用化を目指したい。 

 
*1)株式会社 MITOMI 

図 1. 試作 CMEA 

表 1. 第 1 回基礎実験結果 

素材 CJP(帯電） 金属板SUS(帯電) CJP(非帯電）

捕集量(mg) ①62.5 ②29.5 ③7.5 

 

表 2. 第 2 回基礎実験結果 

素材 CJP  金属(Al) 濾紙 

捕集量(mg) ①37.5 ②26.5 ③5.5 

表 3. 第 3 回基礎実験結果 

図1．試作 CMEA
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古紙からのバイオエタノール生産

○廣川 隆彦 *1)、松本 佳久*1)、高橋 亮 *1)、高見 和清 *1)、戸川 孝則 *2)、

岡本 昌広*3)、上山 紀代美 *3)、吉田 誠 *3)、折原 紀子 *3)、小原 裕三*4)

■キーワード　古紙、分別、糖化発酵、バイオエタノール

1．バイオエタノール原料に適した古紙の品目を明らかにした
2．固体並行複発酵法により古紙をバイオエタノールに変換した
3．古紙由来のバイオエタノールに土壌還元消毒効果があることを確認した

■はじめに

古紙は神奈川県内での回収量が多いが、再生紙原料としての需要は減退している。そこで、横浜市資源
リサイクル事業協同組合の資源分別回収技術を活用して、未利用の古紙から高効率で糖化発酵する品目の
みをバイオエタノール原料として分別収集し、経済的に社会実装可能な古紙バイオエタノール生産技術を開
発することを目指した。また、古紙由来のバイオエタノールをバイオ燃料や農業用土壌消毒剤として利用す
ることの可能性を評価した。

■結果

(1)未利用古紙の評価
古紙を22品目に分類し、それぞれを市

販セルラーゼで糖化した時の液化率とグル
コース収率を調べたところ、図1に示すよ
うに、再生紙原料として循環利用されてい
ない未利用古紙品目を記した白抜き赤色
マークが右上に多く位置しており、未利用
古紙にエタノール原料として適した品目が
多いことが示された。この結果を基に、選
別した品目の古紙を原料としてバイオエタ
ノールを製造する方法について特許出願を
済ませた（特願 2014-089290）。
(2)古紙の固体並行複発酵

排水量が少なくかつ小型分散型の生産
プロセスとして有望な固体並行複発酵（同
時糖化発酵）法を用いて古紙のバイオエタ
ノール化を試みた。48時間の糖化発酵で、
約 8㎏（湿重量）の古紙から約18％(w/v)
エタノール水溶液を約2 L回収でき、量論値
の約70％の収率を達成した。
(3)低濃度エタノールを用いた土壌管理技術の開発

固体並行複発酵で得られたバイオエタノールの土壌消毒効果について調べた結果、0.3％(w/v)以上で、
市販エタノールを用いた場合と同程度の効果が得られることが分かった。また、小規模圃場において実施
した模擬試料による土壌還元消毒試験では、市販エタノールに比べて消毒後10～21日目の殺菌成分濃度
が高くなり、副成分が総合的に土壌還元消毒効果の安定性に寄与することを示す結果が得られた。さらに、
土壌還元消毒効果が高すぎる場合に起こる土壌還元消毒後の土壌微生物活性（硝酸化成能）の回復度に
ついて調べた結果、模擬バイオエタノール試料や1.0％(w/v)エタノールを用いた場合も水処理と差がない
ことが分かった。

■今後の展開

古紙の固体並行複発酵では、酵素糖化の進行に伴い、反応物の増粘、
造粒が観察された。造粒は発酵やエタノール回収を阻害するため、造粒
の抑制が必要である。現在、コンクリートミキサー型の反応槽をラボス
ケールで試作し、槽内撹拌翼の形状などを検討している（図2）。反応槽
の形状が決まり次第、ベンチスケールでの試作、プラントスケールの実
機の製作を予定している。
また、土壌消毒技術の都市農業での実証試験を進め、都市バイオマ

ス資源である古紙から製造したエタノールを都市農業で消費する地産地
消を目指していく。

*1) 神奈川県産業技術センター、*2) 横浜市資源リサイクル事業協同組合、*3) 神奈川県農業技術センター、
*4)独立行政法人農業環境技術研究所

環境・省エネルギー 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

古紙からのバイオエタノール生産 
 

 ○廣川 隆彦*1)、松本 佳久*1)、高橋 亮*1)、高見 和清*1)、戸川 孝則*2)、 

岡本 昌広*3)、上山 紀代美*3)、吉田 誠*3)、折原 紀子*3)、小原 裕三*4) 

 

■キーワード 古紙、分別、糖化発酵、バイオエタノール 

 

1. バイオエタノール原料に適した古紙の品目を明らかにした  

2. 固体並行複発酵法により古紙をバイオエタノールに変換した 

3. 古紙由来のバイオエタノールに土壌還元消毒効果があることを確認した  

 

■はじめに 

古紙は県内での回収量が多いが、再生紙原料としての需要は減退している。そこで、横浜市資源リサ

イクル事業協同組合の資源分別回収技術を活用して、未利用の古紙から高効率で糖化発酵する品目のみ

をバイオエタノール原料として分別収集し、経済的に社会実装可能な古紙バイオエタノール生産技術を

開発することを目指した。また、古紙由来のバイオエタノールをバイオ燃料や農業用土壌消毒剤として

利用することの可能性を評価した。 

■結果 

(1) 未利用古紙の評価 

古紙を 22 品目に分類し、それぞれを市販セルラ

ーゼで糖化した時の液化率とグルコース収率を調

べたところ、図 1に示すように、再生紙原料とし

て循環利用されていない未利用古紙品目を記した

白抜き赤色マークが右上に多く位置しており、未

利用古紙にエタノール原料として適した品目が多

いことが示された。この結果を基に、選別した品

目の古紙を原料としてバイオエタノールを製造す

る方法について特許出願を済ませた（特願

2014-089290）。 

 

(2) 古紙の固体並行複発酵 

排水量が少なくかつ小型分散型の生産プロセスとして有望な固体並行複発酵（同時糖化発酵）法を

用いて古紙のバイオエタノール化を試みた。48 時間の糖化発酵で、約 8㎏（湿重量）の古紙から約

2L の約 18％(w/v)エタノール水溶液を回収でき、量論値の約 70％の収率を達成した。 

 

(3) 低濃度エタノールを用いた土壌管理技術の開発 

固体並行複発酵で得られたバイオエタノールの土壌消毒効果について調べた結果、0.3％(w/v)以上

で、市販エタノールを用いた場合と同程度の効果が得られることが分かった。また、小規模圃場にお

いて実施した模擬試料による土壌還元消毒試験では、市販エタノールに比べて消毒後10～21日目の殺

菌成分濃度が高くなり、副成分が総合的に土壌還元消毒効果の安定性に寄与することを示す結果が得

られた。さらに、土壌還元消毒効果が高すぎる場合に起こる土壌還元消毒後の土壌微生物活性（硝酸

化成能）の回復度について調べた結果、模擬バイオエタノール試料や1.0％(w/v)エタノールを用いた

場合も水処理と差がないことが分かった。 

■今後の展開 

古紙の固体並行複発酵では、酵素糖化の進行に伴い、反応物の増

粘、造粒が観察された。造粒は発酵やエタノール回収を阻害するた

め、造粒の抑制が必要である。現在、コンクリートミキサー型の反

応槽をラボスケールで試作し、槽内撹拌翼の形状などを検討してい

る（図2）。反応槽の形状が決まり次第、ベンチスケールでの試作、

プラントスケールの実機の製作を予定している。 

また、土壌消毒技術の都市農業での実証試験を進め、都市バイオ

マス資源である古紙から製造したエタノールを都市農業で消費する

地産地消を目指していく。 

 
*1)神奈川県産業技術センター、*2)横浜市資源リサイクル事業協同組合、*3)神奈川県農業技術センター、 

*4)独立行政法人 農業環境技術研究所 

 

図 2. ラボスケールの反応槽試作品

図1．各種古紙品目の液化率とグルコース収率
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水素エネルギー材料の表面高機能化処理

○田村 元紀 *1)

■キーワード　水素エネルギー材料、水素バリア機能、薄膜コーティング

1．水素エネルギーや燃料電池の普及に伴い、水素エネルギー材料の水素環境脆化が顕在化
2．水素環境脆化防止に水素バリア機能膜が有効
3．水素透過機構に及ぼす材料の表面構造を把握し制御することが重要

■はじめに

化石燃料の代替エネルギーとして期待されているのが水素である。水素は金属の表面より侵入して脆化
させるため、その防止技術が課題となる場合がある。水素の侵入を防止する表面処理技術は、拡大が期
待される水素エネルギーや燃料電池関連部材の表面に広く適用できる可能性がある。本講演では、水素
用材料として推奨されているSUS316L ステンレス鋼に表面処理を施した場合の、水素透過率の測定法、水
素透過機構の考え方、有効な表面処理方法、今後の展望等について講演する。

■取り組み内容

(1)水素エネルギー材料
高圧水素ガス中では、金属材料中の水素吸収量が高くなり、オーステナイト系ステンレ鋼 SUS304でも、

引張強度や疲労き裂進展速度に影響を与える。SUS316Lや A6061-T6などは、影響が少なく水素用材料とし
て推奨されている〔1〕。

(2)水素バリア機能膜の報告例
核融合炉、燃料電池、耐食部材などを対象に、水素透過挙動に関

していくつか報告例があり〔2〕、緻密なセラミックス皮膜が水素バリア機
能に優れていることが知られている(表1）。皮膜生成方法は多様であ
るが、数µm の厚さの皮膜で、水素侵入を数オーダー減らすことが可能
である。しかし、水素透過量の削減比率は、論文によって大きな違い
がある。これは、皮膜の微細構造制御が必ずしも十分とはいえず、水
素透過挙動がその影響を受けているためと考えられる。

(3)水素透過機構
水素透過率の測定は、図1に示す差圧式測定装置で実施した（JIS K7126-2）。基材 SUS316L（0.1mm 厚）

の片面に約2µm の皮膜をコーティングした。水素分子は皮膜表面に吸着し、皮膜と基材中を原子として拡
散すると考えられる。本実験範囲では、水素透過は皮膜と基材中の水素拡散律速となった。

(4)薄膜コーティング
イオンプレーティングで生成した皮膜 Al2O3、TiN、

TiC、c-BNは、いずれも顕著な水素バリア機能を発
揮し、試験温度が低いほど、また、皮膜の結晶粒
径が小さいほど水素透過量が少ないことが分かっ
た〔3〕。柱状構造や表面に酸化物が生成した皮膜で
は、水素透過量が大きくなる傾向となった。

(5)プラズマ窒化
プラズマ窒化処理で窒化鉄層が生成し、水素透

過量が削減できることを確認した。

■今後の展開

各種表面処理の微細構造（結晶粒径、結晶層、配向性等）に、水素透過挙動が影響を受けると考えられ、
その相関関係を把握する。

参考文献
〔1〕田村元紀 , 柴田浩司, 日本金属学会誌 , 第 69巻, pp.1039-1048 （2005）
〔2〕G. W. Hollenberg, E. P. Simonen, G. Kalinin, A. Terlain, Fusion Engineering Design, Vol.28, pp.190-208 （1995）
〔3〕M. Tamura, M. Noma, M. Yamashita, Surface & Coatings Technology, Vol.260, pp.148-154 （2014）

*1)電気通信大学

表1．水素バリア機能膜の報告例

皮膜の種類 水素透過量の削減比率

Al2O3 10 〜10000

TiC 10 〜10000

TiN 10 〜10000

Cr2O3 10

BN 100

Test temperature:
〜773K

Metallic seal

Susceptor
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2
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2
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図1．水素透過率の測定
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超臨界法によるバイオディーゼル燃料の実用化開発

○高橋 収 *1)、最上 要 *1)、野口 典久*1)、早藤 茂人*1)

■キーワード　超臨界、バイオディーゼル、BDF、商業プラント

1．当社開発の超臨界 BDF製造技術をライセンスした米国企業において、商業プラント建設が進行中
2．超臨界法は、動物油脂など低品質の原料をBDF化可能である
3．本技術の改良として、二段法と触媒の検討を進めている

■はじめに

温暖化ガス排出抑制を目的として、再生可能なバイオマス由来の燃料利用が世界中で進められている。
我が国ではバイオディーゼル燃料（BDF）が軽油に混合利用されているが、混合割合は極めて低い。これ
は国内にバイオ燃料の原料が乏しく、かつ原料となる廃食用油の回収コストが大きいためである。したがっ
て、優れた技術を開発した場合、それを国内に適用するだけでなく、海外に視野を広げた展開が重要となる。
ここでは、当社で開発した超臨界法 BDFの概要とそれが米国企業にライセンスされ商業プラントの建設に
まで至ったこと、さらに最近の開発状況について報告する。

■検討状況

(1)超臨界 BDF技術の開発
当社の開発は創業者が京都大学大学院で BDFの研究を

開始した1992年に遡る。BDFは、植物油とメタノールから
アルカリ触媒を用いるエステル交換反応により脂肪酸メチル
エステルとして得られるが、遊離脂肪酸量の多い低質原料
の場合、アルカリ触媒は低収率で使用できない。そのため
酸触媒法が用いられるが、水分の影響を強く受ける。これ
に対して超臨界メタノール法は図1、2に示すように、これ
らの欠点がない優れた方法となる。
当社は、2001年と2006 年に超臨界 BDFの基本特許を

米国で取得し、その特許技術を2011年に米国オハイオ州
の企業に技術ライセンスした。以降該社では商業プラント
の設計を行い、昨年にはイリノイ州の企業に商業プラントを
納入することが決定し、現在その建設が進められている。
図3にはそのプラントと同型の写真を示す。このプラントの
生産能力は 5百万ガロン（約1.9万 kL）/年で、無触媒、1
段法によりBDFが生産される。当面はコーン油を原料とし
て使用するが、将来的には遊離脂肪酸100％原料も使用可
能な設計となっている。

(2)改良研究
現在は、超臨界法の一層のコストダウンを目的として、

低温低圧での操作が可能な二段法の検討を行っている。二
段法とは、原料油脂を加水分解により脂肪酸とグリセリンと
し、得られた脂肪酸をメタノールによりエステル化する。こ
れにより、一段法では 300℃以上の温度が必要であったも
のが、二段法では 200℃台で反応が進行することを確認し
た。今回は反応条件の影響や触媒の効果について発表する。

■今後の展開

(1)米国での商業プラント第1号機に続き、2号機以降の商
業化に繋がる活動の展開

(2)低コスト条件の検討
(3)原料多様化の検討

参考文献
〔1〕http://www.patriotrenewablefuels.com/?p=2227 より

*1) 創イノベーション株式会社
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図 1. 遊離脂肪酸含有率の影響 
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図 3. BDF 商業プラント写真〔1〕 

図 2. 水分含有率の影響 
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室内照明で機能する光触媒の研究

○吉田 浩之*1)、西村 祐二 *1)、城之内 一成 *1)、魯 云 *2)

■キーワード　可視光応答型光触媒、放電プラズマ焼結、酸化チタン、窒素ドープ

1．室内照明（可視光下）で使用できる光触媒
2．多孔質化により光触媒フィルタへの応用可能
3．一度の操作で粉末から可視光応答型光触媒バルク体が作製可能

■はじめに

近年、空気浄化、水浄化、抗菌、防汚等の機能を有するTiO2 光触媒が注目されており、各種用途への
利用が拡大されているが、一般に、太陽光下または紫外光源下では光触媒機能が発現するが、紫外線が
ほとんどない環境下では機能が発現しない。
本研究では、さらなる実用化へ向けて光触媒の課題の一つとされる可視光応答光触媒の高効率・簡易な

作製プロセスを確立するとともに高機能化を目的とする。放電プラズマ焼結（Spark Plasma Sintering：以下、
SPSとする。）法を用いて焼結プロセス中にTiO2 と尿素との反応焼結を行い、可視光応答する光触媒焼結
体を作製し、その結晶構造、表面形態及び光触媒機能を解析し、尿素の添加量による可視光応答光触媒
活性への影響について検討した。

■内容

(1)実験
TiO2 粉末（平均粒径7nm、アナターゼ型）に尿素粉末

を 0、10、20、30wt％になるよう添加試料粉末を得た。
この試料粉末を内径φ20mm のグラファイトダイに3g充填
し、SPS 装置(SPA-1030、住友石炭鉱（株）)で焼結（温
度 973K、圧力30MPa、保持時間 3min）し、光触媒焼結
体を作製した。光触媒機能の評価は、JIS R 1703-2を参
考に実施した。具体的には、底付円筒状の試験セル(内
径φ20mm、高さ50 ㎜ )内に洗浄した光触媒焼結体(円板
状焼結体)を配置し、色素溶液（メチレンブルー(MB)水
溶液(濃度10µmol・L－1、7mL)）を満たす。これに、可視
光（光源：蛍光灯・照度5000Lx）を照射し、得られたMB
水溶液の濃度曲線より可視光照射開始20min から180min
までの傾きを最小二乗法により求め、これを分解活性指
数 R とした。なお、MB水溶液は可視光照射のみでも一部
分解が起こるため、その影響を除去した。

(2)結果及び考察
図1に、作製した光触媒焼結体の外観写真を示した。

30wt％尿素を添加した光触媒焼結体は、割れが発生した。
これは尿素量が多く、焼結時に焼結ダイから昇華する量が
増えたため、割れたものと考えられる。また表面の色は、
尿素の添加量を増やすにつれて、白色から黄色みを帯び
た色へ変化し、可視光を吸収していることが示唆された。
図2は、分解活性指数と尿素添加量との関係を示したも
のである。尿素を添加していない焼結体の光触媒機能は
マイナスを示しており、光触媒機能が発現していないこと
が分かる。これは機能が発現していないとともに、事前に吸着したMBが溶出され、濃度が高くなってしまっ
たことを示している。これに対し、尿素を添加した光触媒焼結体は光触媒機能が発現しており、また添加
量の増加に伴って高くなった。

■まとめ

本研究では、可視光応答型光触媒を作製し、その特性評価を行った。その結果は以下のとおりである。
(1)尿素の添加量を30wt％とした光触媒焼結体は割れが発生したが、添加量 20wt％までの光触媒焼結体

を作製することができた。
(2) MB水溶液による光触媒機能を評価した結果、尿素添加量の増加とともに、可視光下における光触媒活

性は向上した。

*1) 千葉県産業支援技術研究所、*2) 千葉大学大学院
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図1．作製した可視光応答型光触媒焼結体
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な作製プロセスを確立するとともに高機能化を目的とする。放電プラズマ焼結（Spark Plasma 

Sintering：以下、SPS とする。）法を用いて焼結プロセス中に TiO2と尿素との反応焼結を行い、可視光

応答する光触媒焼結体を作製し、その結晶構造、表面形態及び光触媒機能を解析し、尿素の添加量によ

る可視光応答光触媒活性への影響について検討した。 

■内容 

(1) 実験 

TiO2粉末（平均粒径 7nm、アナターゼ型）に尿素粉末を 0、

10、20、30wt％になるよう添加試料粉末を得た。この試料

粉末を内径φ20mm のグラファイトダイに 3g 充填し、SPS

装置(SPA-1030、住友石炭鉱（株）)で焼結（温度 973K、圧

力 30MPa、保持時間 3min）し、光触媒焼結体を作製した。

光触媒機能の評価は、JIS R 1703-2 を参考に実施した。具

体的には、底付円筒状の試験セル(内径φ20mm、高さ 50 ㎜)

内に洗浄した光触媒焼結体(円板状焼結体)を配置し、色素

溶液（メチレンブルー(MB)水溶液(濃度 10µmol・L－1、7mL)）

を満たす。これに、可視光（光源：蛍光灯・照度 5000Lx）

を照射し、得られた MB 水溶液の濃度曲線より可視光照射

開始 20min から 180min までの傾きを最小二乗法により求

め、これを分解活性指数 Rとした。なお、MB 水溶液は可視

光照射のみでも一部分解が起こるため、その影響を除去し

た。 

 

(2) 結果及び考察 

図 1に、作製した光触媒焼結体の外観写真を示した。30wt％

尿素を添加した光触媒焼結体は、割れが発生した。これは

尿素量が多く、焼結時に焼結ダイから昇華する量が増えた

ため、割れたものと考えられる。また表面の色は、尿素の

添加量を増やすにつれて、白色から黄色みを帯びた色へ変

化し、可視光を吸収していることが示唆された。図 2は、分解活性指数と尿素添加量との関係を示し

たものである。尿素を添加していない焼結体の光触媒機能はマイナスを示しており、光触媒機能が発

現していないことが分かる。これは機能が発現していないとともに、事前に吸着した MB が溶出され、

濃度が高くなってしまったことを示している。これに対し、尿素を添加した光触媒焼結体は光触媒機

能が発現しており、また添加量の増加に伴って高くなった。 

■まとめ 

本研究では、可視光応答型光触媒を作製し、その特性評価を行った。その結果は以下のとおりである。 

(1) 尿素の添加量を 30wt％とした光触媒焼結体は割れが発生したが、添加量 20wt％までの光触媒焼結

体を作製することができた。 

(2) MB水溶液による光触媒機能を評価した結果、尿素添加量の増加とともに、可視光下における光触媒

活性は向上した。 
 
*1)千葉県産業支援技術研究所、*2)国立大学法人 千葉大学大学院 
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PPバージンペレット

バージン 1回再生材原料 n回再生材原料

n回再生材

図1．成形と粉砕の繰り返しによる再生ポリプロピレン試験片の作製

再生ポリプロピレン材料の耐候性評価

○佐藤 圭祐 *1)

■キーワード　高分子劣化、ポリプロピレン、リサイクル、耐候性

1．成形と粉砕の繰り返しによる再生プラスチック試験片の作製
2．再生プラスチックの耐候性試験
3．劣化挙動におけるリサイクルの影響

■背景

プラスチックの劣化は製品の事故原因の一つとして指摘されており、それらの評価・解析技術の開発に

ついてのニーズは多く、これまで種々の取り組みがなされてきたものの利用可能な手法やデータベースのよ

うな形では成果がとりまとめられていない。プラスチックの劣化要因は多くて複雑であり、劣化の評価は長

期間を要する場合が多いため、取り組みにくい課題である。一方、環境や資源保護のためにリサイクルが

推進され、コストが低く環境への負荷を抑えた再生品は増加している。本研究では、工場内リサイクルを

想定した再生ポリプロピレン材料の耐候性試験を実施して劣化挙動を評価した。

■内容

(1)再生ポリプロピレン試験片の作製

試験片の作製は射出成形により行い、温度や圧力などの射出成形条件は、JIS K 6921-2に準拠してダ

ンベルとプレートを作製した。図1に示すようにバージンペレットより成形したダンベル試験片は、暴露と

評価試験に使用する分を取り除き、ランナーとスプルーを含めてすべて粉砕機により粉砕し、それを1回再

生材の原料とした。同様に成形と粉砕の操作を繰り返してバージン及び1～ 5回再生材による試験片を作

製した。

(2)耐候性試験（屋外暴露試験と促進暴露試験）

屋外暴露は、東大阪市立産業技術支援センター（東大阪市）の屋上（北緯 34度40 分、経度135度 36分）

で平成 25年12月14日に開始した。促進暴露はサンシャインウェザーメーター(WEL-SUN-HCHB、スガ試験

機(株)製 )で実施し、試験条件はJIS K 7350-4に準拠し、ブラックパネル温度制御により行った。ブラッ

クパネル温度は63±3℃、120 分中18分のサイクルで水噴霧を行い、フィルタは紫外拡張フィルタを使用

した。いずれの暴露においても、放射照度計に

より暴露試験中の波長領域(300nm ～ 400nm）

の放射照度を観測し、予定の放射露光量を受け

た試験片を取り出して劣化の評価試験を行った。

(3)再生ポリプロピレン材料の劣化挙動

図2に耐候性試験を実施した再生ポリプロピ

レン試験片の引張強さ変化率を示した。屋外暴

露で放射露光量100MJ/m2 を受けた試験片では

リサイクル回数が進むに従って引張強さ変化率

が低下する傾向を示した。さらに、密度や衝撃、

酸化誘導時間などのデータを評価して、劣化挙

動におけるリサイクルの影響を解析した。

■今後の展開

今後はリサイクルの影響を含めたデータを積み重ねて行くことで、利用しやすいデータベース化を目指し

ていきたい。

*1) 一般財団法人化学研究評価機構 高分子試験・評価センター
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ほうろうの不具合の評価方法について

○吉野 徹 *1)、大久保 一宏 *2)、佐々木 正史 *2)*3)、渡辺 茂幸 *4)、清水 綾 *5)、佐藤 健二 *6)

■キーワード　ほうろう、爪とび、評価方法

1．ほうろうの不具合の一種、「爪（つま）とび」の評価システムを構築
2．コンパクトな評価装置
3．測定者間のばらつきが小さい評価方法

■研究の目的

ほうろうの不具合に「爪（つま）とび」という現象が知られている。現在、市場に出回っているほうろう
製品のほとんどは、耐爪とび性能に優れたほうろう用鋼板が用いられている。しかし、その価格は近年高
騰しており、より一般的な鋼板への代替を可能とする耐爪とび性能の高い釉薬が求められている。その開
発に必要不可欠な、耐爪とび性能の評価システムの構築を本研究の目的とした。

■研究内容

釉薬を焼成する際に発生した水素が鋼板中に溶解し、冷却後、鋼板から放出された水素が釉薬と鋼板と
の界面に溜まる。そして、圧力が高まり、最終的に釉薬を剥離することで爪とびが生じると考えられている
（図1）。爪とびが生じるまでには、ほうろう製造後数日から数週間程度時間を要し、釉薬を開発する上で
その評価方法が課題といえる。
欧州のほうろう用鋼板の規格には、鋼板の水素透過能の評価方法がある〔1〕。鋼板を電極として用い、水

の電気分解により鋼板表面に高濃度の水素を発生させ、鋼板の反対側へ水素が透過するまでの時間を計測
することで、鋼板の水素透過能を評価する方法である。これを応用したもので、片面を釉薬で覆った試験
片を用い、金属側で水素を発生させることで反対側の釉薬層で爪とびを強制的に生じさせ、その生じるま
での時間を基に耐爪とび性能の指標（TFS：Time for fi rst Fish Scale）を求める方法が提案されている〔2〕。
しかし、国内ではこの方法は未だ普及していないのが現状である。本評価方法の今後の普及、ひいては活
発な釉薬開発を後押しするために、本研究ではより簡便かつ再現性の高い評価方法の構築を目指した。
今回作製した装置は手のひらサイズで、直立させたビデオカメラに設置可能な形状を有している（図2）。

実際にほうろうサンプル A～ Eについて測定を行ったところ、概ね 30 分以内に爪とびを観測し、爪とび発
生サンプル（サンプル C）については有意に低いTFS値を示した（図3）。また、従来見た目で爪とびを検出
していたが、はじけ飛ぶ瞬間の見極めはかなり難しい。この点を改善するために、ビデオカメラで動画だけ
でなく音声を収録し、爪とび発生時の破裂音を爪とび発生時の特定に用いた。これにより、測定者間のば
らつきの低減につながるものと期待される。

■研究の新規性・優位性

コンパクトなシステム
再現性の高い検出方法

■産業への展開・提案

①耐爪とび性能の高い釉薬の開発が可能に
②耐爪とび性能の高い鋼板の選定に利用可能

参考文献
〔1〕EN 10209:2013
〔2〕V. Duchamp, K. Lips，XXI International Enamellers Congress，pp.207-221（2008）

*1) 環境技術グループ、*2) 実証試験セクター、*3) 品質保証推進センター、*4) 光音技術グループ、*5) 経営企画室、
*6) 機械技術グループ
 H24.4～ H25.3【基盤研究】琺瑯の評価システムの開発
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■研究の目的 

 ほうろうの不具合に「爪（つま）とび」という現象が知られている。現在、市場に出回っているほう

ろう製品のほとんどは、耐爪とび性能に優れたほうろう用鋼板が用いられている。しかし、その価格は
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 釉薬を焼成する際に発生した水素が鋼板中に溶解し、冷却後、鋼板から放出された水素が釉薬と鋼板

との界面に溜まる。そして、圧力が高まり、最終的に釉薬を剥離することで爪とびが生じると考えられ

ている（図 1）。爪とびが生じるまでには、ほうろう製造後数日から数週間程度時間を要し、釉薬を開発

する上でその評価方法が課題といえる。 

 欧州のほうろう用鋼板の規格には、鋼板の水素透過能の評価方法がある（EN 10209:2013）。鋼板を電

極として用い、水の電気分解により鋼板表面に高濃度の水素を発生させ、鋼板の反対側へ水素が透過す

るまでの時間を計測することで、鋼板の水素透過能を評価する方法である。これを応用したもので、片

面を釉薬で覆った試験片を用い、金属側で水素を発生させることで反対側の釉薬層で爪とびを強制的に

生じさせ、その生じるまでの時間を基に耐爪とび性能の指標（TFS：Time for first Fish Scale）を求

める方法が提案されている〔2〕。しかし、国内ではこの方法は未だ普及していないのが現状である。本評

価方法の今後の普及、ひいては活発な釉薬開発を後押しするために、本研究ではより簡便かつ再現性の

高い評価方法の構築を目指した。 

今回作製した装置は手のひらサイズで、直立させたビデオカメラに設置可能な形状を有している（図

2）。実際にほうろうサンプル A～Eについて測定を行ったところ、概ね 30 分以内に爪とびを観測し、爪

とび発生サンプル（サンプル C）については有意に低い TFS 値を示した（図 3）。また、従来見た目で爪

とびを検出していたが、はじけ飛ぶ瞬間の見極めはかなり難しい。この点を改善するために、ビデオカ

メラで動画だけでなく音声を収録し、爪とび発生時の破裂音を爪とび発生時の特定に用いた。これによ

り、測定者間のばらつきの低減につながるものと期待される。 
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ポリマーナノコンポジット作製への取り組み

○安田 健 *1)、山中 寿行 *1)

■キーワード　ナノシリカ、溶融混練、正透過率

1．ナノシリカとポリスチレンを溶融混練
2．溶融混練前にホットプレス
3．光の正透過率により、混練状態を評価

■研究の目的

ナノ材料をポリマー中に均一に分散させることができれば、少量の高機能の材料(フィラー)を添加する
ことで高機能なコンポジットが創生できる。本研究では、ポリスチレンとナノフィラーであるシリカを用いて
ポリマーナノコンポジットを作製することを目的とし、第一段階としてプラスチック中にナノフィラーをナノレ
ベルで分散させる技術を確立させる。

■研究内容

(1)材料
本研究では、樹脂材料としてポリスチレン（以下、PSという）、フィラー

としてシリカを用いた。図1に使用したシリカのSEM 写真を示す。バッチ
式二軸混練機ラボプラストミル（（株）東洋精機製作所製）を用いて2つ
の方法でポリマーコンポジットを作製した。その混練方法を表1に示す。
作製するすべてのコンポジットは、体積比でPS：シリカ＝99：1とした。
(2)評価方法

本研究では、作製したコンポジットの評価方法として、正透過率の測
定を行った。透明であるPSにシリカがナノレベルで分散していれば、光
は透過するため、正透過率の大小を評価基準とした。
(3)結果と考察とまとめ

表1の混練方法1において、設定温度180℃、混練時間 600sで回転
数を変えて作製したコンポジットの400nmの光の正透過率を図2に示す。
設定温度180℃、回転数 300rpmで混練時間を変えて作製したコンポジッ
トの400nm における光の正透過率を図3に示す。どちらも混練条件によ
らずほぼ一定の値を示している。表1の混練方法 2で、設定温度
180℃、回転数 300rpm、混練時間180s、プレス圧力20MPa の条件で、
プレス温度を変えたときのコンポジットにおける光の正透過率を図 4に
示す。混練方法を変えることで、正透過率は高くなったが、まだまだ白
濁しているため、今後装置の改良などが必要である。

■研究の新規性・優位性

①少量の高機能フィラーを添加することで機能発現
②分散具合を定量的かつ簡易に評価

■産業への展開・提案

①新規コンポジットの提案
②コンポジット作製方法の技術指導

*1)材料技術グループ
 H25.11～ H26.9（研究期間を記載）【基盤研究】ポリマーナノコンポジットの混練技術の開発

表1．混練方法

混練方法1 混練方法 2
①二軸混練機内に、PSを少しずつ投入 ①指定量のPS、シリカをホットプレス機でプレス
②同様にシリカを少しずつ投入 ②簡易的に複合された複合体を粉砕
③ PS、シリカをすべて投入後、5分間待つ ③②で粉砕した複合体を投入し、5分間待つ
④指定回転数で指定時間混練する ④指定回転数、指定時間混練する
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ポリマーナノコンポジット作製への取り組み  
○安田 健*1)、山中 寿行*1) 

 
■キーワード ナノシリカ、溶融混練、正透過率 
 
1． ナノシリカとポリスチレンを溶融混練  

2． 溶融混練前にホットプレス 

3． 光の正透過率により、混練状態を評価  

■研究の目的 

ナノ材料をポリマー中に均一に分散させることができれば、少量の高機能の材料(フィラー)を添加す

ることで高機能なコンポジットが創生できる。本研究では、ポリスチレンとナノフィラーであるシリカ

を用いてポリマーナノコンポジットを作製することを目的とし、第一段階としてプラスチック中にナノ

フィラーをナノレベルで分散させる技術を確立させる。 

■研究内容 

(1) 材料 
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表 1. 混練方法 

図1．シリカの SEM 写真
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e-テキスタイルの燃料電池部材への応用

○峯 英一 *1)、窪寺 健吾 *2)、小野澤 明良 *1)、樋口 明久*3)、伊東 洋一 *4)、首藤 登志夫 *5)、志村 渉 *5)

■キーワード　導電性テキスタイル、スクリーン印刷、燃料電池

1．e-テキスタイルの燃料電池への応用
2．スクリーン印刷によるテキスタイル加工
3．ものづくり技術の活用

■研究の目的

直接メタノール型燃料電池(DMFC)では、燃料のエネルギー密度が水素に比べて高く、燃料の取扱いや
備蓄性に優れている。分散型電源や非常用電源として優れた特徴を持つが、発電出力が低いことが欠点で
ある。本研究では、出力向上のためのスムーズな生成物除去と反応物供給を実現する流路を導電性テキス
タイルで構成し、DMFC の発電出力向上と低コスト化の両立を図った。

■研究内容

（1）燃料電池構造と導電性テキスタイル
DMFCは、メタノール水溶液を燃料とした化学反応により発電

する。本研究では、電極に燃料を供給・排出する流路を図1の
ように金属線から成るテキスタイルを電極と流路ブロックの間に
挟みこんだ構造とした。この中で、e-テキスタイルは、電極と
流路ブロック間のスペーサーであり、発生した電子の導通箇所と
しても機能する。テキスタイルの構造による導電性や、隣接部材
への接触抵抗が発電性能に影響するため、導電性の向上が発電
性能の向上に必要となる。

（2）e-テキスタイル構造と導電性
e-テキスタイルは、織り方である組織や単位長さ当たりの糸

の本数である糸密度によって諸物性が変化するが、面方向の電
気特性については不明な点が多い。平織の導電性テキスタイル
の面方向について導電性を評価した結果を図2に示す。テキスタ
イルの糸密度が高いほど抵抗が低くなり、低荷重側での差が顕
著だった。経糸と緯糸の交点である組織点が多いほど、電気接
点数が増加するためと考えられる。

（3）スクリーン印刷による表面加工
スクリーン印刷はスクリーン捺染に代表されるテキスタイル加

工法である。本研究ではこのスクリーン印刷法でe-テキスタイ
ルに印刷層を形成し、接触抵抗の低減を図った。印刷加工前後
のテキスタイルの拡大像を図 3に示す。図 3右の黒色部が印刷
層である。金属線間の目開きを閉塞することなく塗布されており、
テキスタイルの構造を維持していることが分かる。開口部は燃料
が流通する部分であるため、燃料電池用 e-テキスタイル部材の
加工法としてスクリーン印刷が適していることが分かった。

■研究の新規性・優位性

DMFC の出力を向上する流路構造の考案及び中
小企業で利活用できるものづくり技術(製織加
工、印刷加工)に基づいた流路部材の開発

■産業への展開・提案

①展示会・学協会発表によるPR 活動
②事業化を希望する企業への技術供与
③都内中小企業に対する技術指導

■研究に関連した知財

・特願 2013-2565

謝辞
本研究は、東京都の「都市課題解決のための技術戦略プログラム」の支援により実施された。

*1)表面技術グループ、*2)繊維・化学グループ、*3)城東支所、*4)技術開発支援部、*5)首都大学東京
 H24.4～ H27.3 高性能燃料電池発電システムの開発
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大電流パルススパッタ膜の成膜技術の開発

○寺西 義一 *1)、近藤 ゆりこ*1)、長坂 浩志 *1)、清水 徹英 *2)

■キーワード　大電流パルススパッタ成膜、密着性、耐久性、

1．大電流パルススパッタ成膜法の技術開発を行った
2．従来スパッタ膜と比較して膜の密着性、平滑性などの優れた膜特性を確認した
3．精密機械部品や精密金型などへの製品応用が期待できる

■研究の目的

精密機械部品や精密金型などの耐摩耗性・耐腐食性向上などを目的に、表面に硬質膜を成膜することが

行われている。高出力インパルスマグネトロンスパッタ(以下、HIPIMSという)成膜技術は、低温で緻密か

つ密着性の高い薄膜を形成できるものと期待されている〔1〕が、十分に解明されていない。本研究では、従

来のマグネトロンスパッタ成膜法と比較して、優れたHIPIMS成膜法の技術開発を目的とした。

■研究内容

(1)実験方法

成膜装置として、HIPIMS用パルス電源システムSIPP2000(Melec 製 )を装備した、PVDコーティングシス

テム DominoMini(Sulzer Metaplas製 )を用いた。HIPIMSプロセスの比較対象として、同 HIPIMS用電源を

従来のマグネトロンスパッタ（以下、DCMSという）モードに切り替え、同じ成膜チャンバー内で DCMS成膜

法によりTiAlN 膜を成膜した。詳細な実験条件を表1に示す。また、膜の評価には、原子間力顕微鏡など

による表面測定、マイクロビッカース等による硬さ測定、スクラッチによる膜密着性、摩擦摩耗試験機によ

る膜耐久性の評価を行った。

(2)結果

図1にスクラッチによる膜密着性の評価結果を示す。従来 DCMS膜は、45Nほどで剥離が生じているが、

HIPIMS膜は約60Nまで剥離しない。よって、HIPIMS膜は従来DCMS膜よりも密着性に優れることが分かった。

摩擦摩耗試験による比較測定結果についてもHIPIMS膜は、従来 DCMS膜よりも優れていた。硬度について

HIPIMS膜は、従来 DCMS膜の約 3割以上（約1570Hv→約 2290Hv）向上した。また表面粗さ（Ra)について

もHIPIMS膜は、従来 DCMS膜の約 2割（約160nm →約130nm)平滑性が向上していることが分かった。

■研究の新規性・優位性

従来のDCMS膜に対して、HIPIMS膜の表面粗さ
（Ra)は平滑性が約 2割向上し、硬度が約 3割
向上したことで、密着性、耐久性も高い成膜が
可能となった

■産業への展開・提案

従来膜より平滑性等の優位性を生かした成膜技
術を開発することで、精密機械部品や精密金型
などへの製品応用が期待できる。

参考文献
〔1〕K. Sarakinos, J. Alami, S. Konstantinidis, Surface and Coatings Technology, Vol.204, pp.1661-1684 (2010)

*1) 表面技術グループ、*2) 首都大学東京
 H24.4～ H25.3【基盤研究】精密金型を対象としたHiPIMS法による成膜技術の開発

表1．HIPIMS、DC の実験条件

コーティング
システム

DominoMini
( 独 Sulzer Metaplas製 )

成膜モード HIPIMS DCMS

基板材料 HSS(JIS:SKH51)

ターゲット材料
(寸法 )

TiAl 33/67at%
(45x7.5[cm2])

T-S 間距離 70[mm]

プロセス圧力 0.5[Pa]

基板加熱 450[℃]

バイアス電圧 -50[V]

平均出力 7.5[kW]

ガス流量(Ar/N2) 100/30[sccm] 70/70[sccm]

パルス条件
Ton:50[µs]
f=1[kHz]

-
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1. 大電流パルススパッタ成膜法の技術開発を行った  

2. 従来スパッタ膜と比較して膜の密着性、平滑性などの優れた膜特性を確認した 

3. 精密機械部品や精密金型などへの製品応用が期待できる 
 
■研究の目的 

精密機械部品や精密金型などの耐摩耗性・耐腐食性向上などを目的に、表面に硬質膜を成膜すること

が行われている。高出力インパルスマグネトロンスパッタ(以下、HIPIMS という)成膜技術は、低温で緻

密かつ密着性の高い薄膜を形成できるものと期待されている〔1〕が、十分に解明されていない。本研究

では、従来のマグネトロンスパッタ成膜法と比較して、優れた HIPIMS 成膜法の技術開発を目的とした。 

■研究内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究の新規性・優位性  

従来の DCMS 膜に対して、HIPIMS 膜の表面粗さ

（Ra)は平滑性が約 2 割向上し、硬度が約 3 割

向上したことで、密着性、耐久性も高い成膜が

可能となった 
 

■産業への展開・提案  

従来膜より平滑性等の優位性を生かした成膜

技術を開発することで、精密機械部品や精密金

型などへの製品応用が期待できる。

参考文献 

〔1〕Sarakinos, K., Alami, J., Konstantinidis, S., Surface and Coatings Technology, Vol. 204, pp.1661-1684 (2010) 

 

*1)表面技術グループ、*2)首都大学東京 

H24.4～H25.3【基盤研究】精密金型を対象とした HiPIMS 法による成膜技術の開発  

コーティング 

システム 
DominoMini (独 Sulzer Metaplas 社製)

成膜モード HIPIMS DCMS 

基板材料 HSS(JIS:SKH51) 

ターゲット材料 

(寸法) 

TiAl 33/67at% 

(45x7.5[cm2]) 

T-S 間距離 70[mm] 

プロセス圧力 0.5[Pa] 

基板加熱 450[0C] 

バイアス電圧 -50[V] 

平均出力 7.5[KW] 

ガス流量(Ar/N2) 100/30[sccm] 70/70[sccm] 

パルス条件 
Ton:50[μs] 

f=1[kHz] 
- 

表 1. HIPIMS、DC の実験条件 

(1) 実験方法  

成膜装置として、HIPIMS 用パルス電源システム SIPP2000(Melec 製)を装備した、PVD コーティング

システム DominoMini(Sulzer Metaplas 製)を用いた。HIPIMS プロセスの比較対象として、同 HIPIMS

用電源を従来のマグネトロンスパッタ（以下、DCMS という）モードに切り替え、同じ成膜チャンバー

内で従来の DCMS 成膜法により TiAlN 膜を成膜した。詳細な実験条件を表 1 に示す。また、膜の評価

には、原子間力顕微鏡などによる表面測定、マイクロビッカース等による硬さ測定、スクラッチによ

る膜密着性、摩擦摩耗試験機による膜耐久性の評価を行った。 

(2) 結果 

図 1にスクラッチによる膜密着性の評価結果を示す。従来 DCMS 膜は、45N ほどで剥離が生じている

が、HIPIMS 膜は約 60N まで剥離しない。よって、HIPIMS 膜は従来 DCMS 膜よりも密着性に優れること

が分かった。摩擦摩耗試験による比較測定結果についても HIPIMS 膜は、従来 DCMS 膜よりも優れてい

た。硬度について HIPIMS 膜は、従来 DCMS 膜の約 3 割以上（約 1570Hv→約 2290Hv）向上した。また

表面粗さ（Ra)についても HIPIMS 膜は、従来 DCMS 膜の約 2 割（約 160nm→約 130nm)平滑性が向上し

ていることが分かった。 

図 1. スクラッチ試験結果 
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図1．スクラッチ試験結果
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全固体電池用マイクロ構造化セラミックスの製造技術開発

○藤巻 研吾 *1)、平野 康之*2)、棟方 裕一 *3)、金村 聖志 *3)

■キーワード　全固体電池、精密切削、金型、セラミックス

1．精密切削による微細パターン成形用の金型加工技術を開発
2．金型によるマイクロ構造化セラミックスの低コスト生産を実現
3．固体電解質以外のさまざまな材料への微細パターン成形へ応用可能

■研究の目的

次世代の安全な蓄電池として、電解液の代わりに固体電解質を利用し、電極や電解質がセラミックスで
できた全固体電池〔1〕が注目されている。全固体電池の実用化のためには、表面に微細な凹凸パターン
を持った固体電解質のマイクロ構造化セラミックスが必要である。そこで金型を用いて安価にマイクロ構造
化セラミックスを製造する技術を開発することを目的として研究を行った。

■研究内容

(1)金型加工技術の開発
精密切削による金型加工の様子を図1に示す。金型の材料は

SUS420J2改良鋼（プリハードン、硬度 27〜35HRC）とした。加工
装置は robonano α-0iB（ファナック（株）製）、スピンドルは
Xpeed1200（エア軸受、タービン駆動）（（株）ナカニシ製）、切削
工具は超硬合金製スクエアエンドミル（直径 0.05mm、刃長 0.075mm、
2枚刃、ノンコート）を使用した。
各種加工条件を検討した結果、粗加工において1パス当たりの

切込み2µm、送り100mm/min、回転数 50000min-1、仕上げ加工に
おいて 1パス当たりの切込み1µm、送り20mm/min、回転数
50000min-1とすることで、極小径の切削工具を折損させることなく、
10mm×10mm の範囲に幅 50µm、深さ50µm の直交溝の構造を持っ
た金型の加工を実現した。なお、粗加工と仕上げ加工の間で工具
交換を1回行った。

（2）材料成形技術の開発
市販の固体電解質粉末は、粒子が粗く微細な金型による成形に

は適していないため、粒子サイズを1µm 以下に粉砕処理を行った。
そこへ固体電解質の粒子同士を結合するためのバインダーを添加
した。当初は金型へ充填した後の離型が難しく金型に抜け勾配を
設ける必要があったが、バインダーの量や成形圧力などの条件を
検討することで、抜け勾配のない上記の金型によって微細パターン
の成形を実現した。
成形した膜に対して高温炉を用いて脱バインダー及び焼成を行っ

て製作したマイクロ構造化セラミックスを図2に示す。温度や炉内
の保持方法などのプロセスを検討することで、割れや反りを生じる
ことなくマイクロ構造化セラミックスを焼成することに成功した。

■研究の新規性・優位性

微細なパターンを持ったセラミックスの量産技
術はほとんど確立されておらず、金型により低
コストで製造できる点で優位性が高い。

■産業への展開・提案

①都内中小企業より製造装置を製品化予定
②他のセラミックス材料や樹脂などのパターン
成形に応用可能

謝辞
本研究は、東京都の「都市課題解決のための技術戦略プログラム」の支援により実施された。
参考文献

〔1〕金村聖志，学術の動向，Vol.16，No.5，pp.38-41 (2011)
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ンを持った固体電解質のマイクロ構造化セラミックスが必要である。そこで金型を用いて安価にマイク

ロ構造化セラミックスを製造する技術を開発することを目的として研究を行った。 

■研究内容 

(1) 金型加工技術の開発 

精密切削による金型加工の様子を図 1に示す。金型の材料  

は SUS420J2 改良鋼（プリハードン、硬度 27～35 HRC）とし

た。加工装置は robonano α-0iB（ファナック（株）製）、ス

ピンドルは Xpeed1200（エア軸受、タービン駆動）（（株）ナ

カニシ製）、切削工具は超硬合金製スクエアエンドミル（直

径 0.05mm、刃長 0.075mm、2 枚刃、ノンコート）を使用した。 

各種加工条件を検討した結果、粗加工において 1パス当た

りの切込み 2μm、送り 100mm/min、回転数 50000min-1、仕上

げ加工において1パス当たりの切込み1μm、送り20mm/min、

回転数 50000min-1とすることで、極小径の切削工具を折損さ

せることなく、10mm×10mm の範囲に幅 50μm、深さ 50μm の

直交溝の構造を持った金型の加工を実現した。なお、粗加工

と仕上げ加工の間で工具交換を 1回行った。 

 

（2）材料成形技術の開発 

市販の固体電解質粉末は、粒子が粗く微細な金型による成

形には適していないため、粒子サイズを 1μm 以下に粉砕処

理を行った。そこへ固体電解質の粒子同士を結合するための

バインダーを添加した。当初は金型へ充填した後の離型が難

しく金型に抜け勾配を設ける必要があったが、バインダーの

量や成形圧力などの条件を検討することで、抜け勾配のない
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成形した膜に対して高温炉を用いて脱バインダー及び焼
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■研究の新規性・優位性  

微細なパターンを持ったセラミックスの量産

技術はほとんど確立されておらず、金型により

低コストで製造できる点で優位性が高い。 

 

■産業への展開・提案  

① 都内中小企業より製造装置を製品化予定 

② 他のセラミックス材料や樹脂などのパター

ン成形に応用可能 

 
謝辞 

本研究は、東京都の「都市課題解決のための技術戦略プログラム」の支援により実施された。 

参考文献 

〔1〕金村聖志，学術の動向，Vol.16，No.5，pp.38-41 (2011)  

 

*1)機械技術グループ、*2)城南支所、*3)首都大学東京 

図 2. マイクロ構造化セラミックス 

図 1. 金型加工の様子 図1．金型加工の様子

図2．マイクロ構造化セラミックス
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金属間化合物の寸法制御によるマグネシウム焼結合金の高強度・高延性化

○岩岡 拓 *1)、青沼 昌幸 *1)、中村 満 *2)

■キーワード　粉末冶金、マグネシウム、金属間化合物、共晶融液

1．難焼結マグネシウムへの粉末冶金法の適用による鋳造、圧延、切削以外の製造法の提案
2．焼結を阻害する酸化皮膜の無害化のため、共晶融液による焼結をねらった助剤の検討
3．強度特性の金属間化合物の寸法依存性を明らかにし、高強度・高延性化を示唆

■研究の目的

マグネシウムは軽量化ポテンシャル（比強度、比剛性）が優れる金属である〔1〕。この潜在的性質を発揮
させるため、マグネシウムに適合した合金や材料プロセスが盛んに検討されている。本研究では、焼結が
困難な純マグネシウム粉末に低融点金属粉末を添加することで、共晶融液による酸化皮膜の無害化と液相
焼結を図り、マグネシウム合金の粉末冶金プロセスを提案することを目的とする。

■研究内容

(1)実験方法
純マグネシウム粉末に各元素粉末（Sn、Bi、Sb）を単独添加した二元系混合粉を用意した。各混合粉を

黒鉛型に充填し、550℃で10min の通電焼結を行った。その後、生成相や結晶粒の観察を行うために、最
終的に0.25µm のダイヤモンドによるバフ研磨で観察面を鏡面まで仕上げた後、各相や粒界が見分けられる
程度に適宜腐食を行った。金属間化合物の形態観察及び同定には、FIBによる断面作製後にTEM-EDX 及
び電子線回折を用いた。焼結体の強度特性は抗折試験により抗折力と曲げ歪を求めて評価した。
(2)結果と考察

図1は、Mg-Bi焼結体のTEM 像及び各相の電子線回折パターンを示す。焼結界の酸化皮膜（MgO）の形
態に沿ってMg3Bi2 が形成されており、焼結中に生成された共晶融液が MgO の複雑な形状に適合した後、
焼結界に金属間化合物を形成することで焼結が達成されたと考えられる。図2は、各焼結体の強度（抗折
力）と延性（曲げ歪）の関係を示す。金属間化合物の寸法制御により点線に沿って両特性が向上し、二元
系混合粉の焼結体の中では、Mg-Sn系が強度と延性に優れる結果となった。

■研究の新規性・優位性

マグネシウムの液相による粉末冶金法の適用及
び市販合金にない組成を検討。安価な元素粉
末添加により熱的に安定な金属間化合物を形
成し、熱処理や塑性加工等を併用せず、焼結
のままで熱的強化と高強度・高延性化を示唆

■産業への展開・提案

①粉末を原料とするマグネシウム合金プロセス
の提案

②新しいマグネシウム合金素材の開発
■研究に関連した知財

・特願 2014-092371

謝辞
本研究の一部は科研費：若手研究 B（26820330）の助成により実施されました。
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■研究の新規性・優位性  

マグネシウムの液相による粉末冶金法の適用

及び市販合金にない組成を検討。安価な元素粉

末添加により熱的に安定な金属間化合物を形

成し、熱処理や塑性加工等を併用せず、焼結の

ままで熱的強化と高強度・高延性化を示唆 

■産業への展開・提案  

① 粉末を原料とするマグネシウム合金プロセ

スの提案 

② 新しいマグネシウム合金素材の開発 

■研究に関連した知財  

・特願 2014-092371
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元素添加による異材摩擦攪拌接合界面での金属間化合物層厚さの抑制

○青沼 昌幸 *1)、岩岡 拓 *1)

■キーワード　摩擦攪拌接合（FSW）、異種金属溶接、チタン、金属間化合物

1．溶接法での元素添加とFSWとの併用により、接合界面の脆化層（金属間化合物層）厚さは減少した
2．添加元素の合金元素との反応と脆化層の除去効果により、界面の脆化層厚さの抑制が可能である
3．母材組成に合わせた添加元素を用いることで、他の合金に対しても有効な方法と推測される

■研究の目的

摩擦攪拌接合（Friction Stir Welding：FSW）は、接合中の温度が低い固相接合法であり、異種金属接
合に有効な接合法とされる。本研究では、強度低下要因となる異材接合界面の脆化層（金属間化合物層）
生成の抑制を目的として、FSWと従来溶接法による第三元素の事前添加を併用し、接合界面での金属間化
合物生成の抑制効果と、接合界面微細構造の改善効果について検討を行った。

■研究内容

本研究では、Tiと反応性の高い Alを含む Mg-Al-Zn 合金と、
工業用純チタン(CP-Ti)との異材接合界面における、Ti-Al系
金属間化合物層厚さの減少を目的に検討を行った。本研究の
接合の概要図を図1に示す。後に FSW での接合界面となる
Mg-Al-Zn 合金の突き合わせ位置に対し、アーク溶接法での
ビードオンプレートにより事前に細線を溶融添加した。添加
元素は、Tiと全率固溶体を生成し、Alとは金属間化合物を
生成するZr(99.5％ )とした。添加後、Zrを添加した領域を
CP-Tiと突き合わせてFSWにより接合し、接合界面における
金属間化合物層厚さの抑制効果について検討した。
Mg-Al-Zn 合金側の攪拌部には、添加したZrが粒状あるい

は片状となって分布しているのが確認された。SEM-EDSによ
る特性 X線像観察により、分布したZrの表面には Alとの反
応相が確認され、Zrが Mg-Al-Zn 合金に含まれるAlと反応
することで、基地に固溶した Al量を減少させる効果が確認さ
れた。また、分布した Zr片へのTi-Al系金属間化合物の付
着も確認され、接合界面に生成したTi-Al系金属間化合物が
Zr片との摩擦によって除去される効果も認められた。
図 2に接合界面の二次電子像とEDSによる線分析結果を

示す。Zr無添加の接合界面には、Al-Ti系金属間化合物層が
観察されたが、Zrを添加した接合界面では、Zr無添加と比
較してAlの検出強度が減少しているのが確認された。接合界
面の層についてSTEM-HAADF像による観察を行った結果、Zr
を添加した接合界面では厚さ500nm 未満のごく薄い Al濃化
層が観察された。
これらのことから、事前のZr添加により、Mg-Al-Zn 合金

に固溶した AlとZrとが優先的に反応し、さらに、Zr片が接
合界面を摩擦することによるTi-Al系金属間化合物層の除去
効果が得られ、接合界面での金属間化合物層の厚さを抑制す
る効果を得られることが明らかとなった。

■研究の新規性・優位性

摩擦攪拌接合法(FSW)による異種金属接合は、
従来法に比べて高強度の接合部を得られるが、
本研究での方法により、さらに高品質な異種金
属接合が可能となる。

■産業への展開・提案

①接合が困難な異材組み合わせでの接合施工
②ボルト締結部の置換による軽量化・低コスト化
③金属間化合物抑制による接合部特性の向上

謝辞
本研究の一部は、科学研究費補助金（24560902）により実施されました。
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近赤外分光法を用いた光学活性医薬品の識別

坂本 知昭 *1)、村山 広大 *2)、○藤巻 康人*3)、北川 雅博 *4)、小金井 誠司 *5) *6)、

小宮山 誠 *2)、香取 典子 *1)、合田 幸広*1)

■キーワード　近赤外分光法、光学活性、医薬品品質管理、PAT（Process Analytical Technology）

1．近赤外分光法を光学活性医薬品の識別に適用できる可能性を示した
2．前処理なしで錠剤のまま近赤外スペクトルを測定できた
3．1錠あたり1秒の測定で解析に十分なスペクトルが得られた

■研究の目的

近赤外分光法（以下、NIRSという）は、非破壊・非接触・迅速な分析が可能な分光法である。近年、
医薬品の工程管理ツールとして用いられるようになってきたが、汎用分析法としての発展にはさらなる研究
が必要である。本研究では、製剤製造工程のリアルタイム計測を視野に入れ、固形製剤（錠剤）を非破壊
で迅速に識別できるツールとしての適用可能性を検討した。

■研究内容

【緒言】　NIRSは、近赤外領域（800nm 〜2500nmまたは12500cm-1 〜 4000cm-1）の光を用いた分光法で、
粉体、液体、固体などサンプルの形状を選ばず、非破壊・非接触・迅速な分析が可能な手法である。農業・
食品産業分野では、農産物や加工食品の塩分、糖分、食味、粒度などさまざまなパラメータの計測に利用
され、医科学分野でも脳の血流量や血中酸素濃度測定などに応用されてきた。近年は医薬品分野でも応
用研究が進められ、原料受け入れ検査や混合均一性の確認などに用いられるようになってきた。
本研究では、近赤外分光法の適用可能性の一つとして、固形製剤（錠剤）の非破壊品質評価試験を行っ

た。特異性がありながらもエネルギーが弱く、利用が難しかった短波長側の領域に対して、分散形近赤外
分光器を用いたスペクトル解析を試みた。

【実験】　スペクトル測定には、高密度InGaAsフォトダイオードアレイ検出器を搭載した新開発のポリクロ
メーター方式の分散形近赤外分光器（プロトタイプ P-NIRs 横河電機（株）製）を用いた。リアルタイム計
測への応用を視野に入れ、積算回数は1回（測定時間1秒）とし、拡散反射法及び透過法によって測定した。
サンプルにはキノロン系抗菌剤であるレボフロキサシン（LVFX：光学活性体）とオフロキサシン（OFXN：ラ
セミ体）を用い、主として短波長側の領域（800nm 〜1300nm）を解析に利用した。

【結果及び考察】　LVFXでは1240nm に観測されたCH第二
倍音（不斉炭素の CH）が、OFLXでは 20nm 長波長側にシ
フトしていた一方で、カルボン酸由来の OH 第一倍音とCO
伸縮振動の結合音は、両者とも1390nm に観測された。こ
うしたスペクトルの差異は、結晶中の分子配列の違いに起
因するものと考えられる。また、錠剤の拡散反射測定では、
CH 第二倍音及びカルボン酸由来 OHと CO の結合音が
1180nm 付近に観測された。これらの吸収を用いることによ
り、光学活性医薬品であっても、錠剤のまま主薬成分の識
別が可能であることが示された。

■研究の新規性・優位性

新開発の分散形近赤外分光器を用いることで、
エネルギーが弱い短波長側のスペクトルを測定・
解析し、錠剤のまま主薬成分を識別できた。

■産業への展開・提案

① NIRSを用いた医薬品の品質評価
②医薬品製造工程のリアルタイム計測
③医薬品固形製剤の出荷前全数検査

謝辞　本研究の一部は、厚生労働科研費補助金により実施された。
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ロキサシン（OFXN：ラセミ体）を用い、主として短波長側の領域（800nm～1300nm）を解析に利用した。 

 

【結果及び考察】 LVFX では 1240nm に観測された CH

第二倍音（不斉炭素の CH）が、OFLX では 20 nm 長波長

側にシフトしていた一方で、カルボン酸由来の OH 第一

倍音と CO 伸縮振動の結合音は、両者とも 1390nm に観測

された。こうしたスペクトルの差異は、結晶中の分子配

列の違いに起因するものと考えられる。また、錠剤の拡

散反射測定では、CH 第二倍音及びカルボン酸由来 OH と

CO の結合音が 1180nm 付近に観測された。これらの吸収

を用いることにより、光学活性医薬品であっても、錠剤

のまま主薬成分の識別が可能であることが示された。 

 

 

 

■研究の新規性・優位性  

新開発の分散形近赤外分光器を用いることで、

エネルギーが弱い短波長側のスペクトルを測

定・解析し、錠剤のまま主薬成分を識別できた。 

 

■産業への展開・提案  

① NIRSを用いた医薬品の品質評価 

② 医薬品製造工程のリアルタイム計測 

③ 医薬品固形製剤の出荷前全数検査

謝辞 本研究の一部は、厚生労働科研費補助金により実施された。 
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高剛性サンドイッチコアの開発

○髙橋 俊也 *1)、西川 康博 *1)、阿保 友二郎 *1)

■キーワード　サンドイッチ構造、高剛性、セル構造体

1．スキン材の剥離を改善
2．曲げ剛性が向上したサンドイッチコア
3．衝撃吸収特性を有したサンドイッチコア

■研究の目的

ハニカムパネルは、サンドイッチコア材（以下、コア材という）の両端面にスキン材を接着したものであり、

軽量で高剛性な構造として交通機械から家具まで幅広い分野で使用されている。

ハニカムパネルの高い剛性は、スキン材の曲げ剛性によるものであり、コア材の曲げ剛性は、ハニカム

パネルの曲げ剛性の計算時には無視されるほど低い。また、曲げ荷重を受けた場合にコア材とスキン材が

剥離しやすいという課題がある。そこで本研究では、コア材の構造を改善し、スキン材との剥離を改善し、

さらに曲げ剛性が高く、衝撃吸収特性を有したコア材を開発した。

■研究内容

(1)コア材の構造設計

スキン材とコア材の剥離を改善するため、接着面積を増加させ、さ

らにコア材自身に曲げ剛性を与えるため、図1のように多面体構造の

凹凸を規則的に持つ板を作製した。作製した凹凸板を図1のように

凹凸がかみ合う状態で接着した。図1において赤い面は凹凸の接着

面、黄色の面は積層時の接着面、あるいはスキン材との接着面であ

る。図1で接着したものを、図2のように積層してコア材を作製した。

(2)曲げ試験による検証

コア材はインクジェット式三次元造型装置で造形した凹凸板を接

着、積層し、表面にスキン材を接着して作製した。3点曲げ試験によ

り、スキン材とコア材の剥離と曲げ剛性について検討した。曲げ試

験の結果を図3に示す。開発したコア材自体が曲げ剛性を持つため、

曲げ剛性がハニカムパネルよりも1.74倍高くなった。破壊時には、

スキン材とコア材は剥離せず、コア材の内部で破壊し、破壊荷重も

ハニカムパネルよりも高い荷重であった。

(3)圧縮試験による検証

圧縮試験の結果を図 4に示す。図 4から圧縮応力が一定になるプ

ラトー領域が確認できた。この領域では一定荷重でコア材の凹凸が

崩壊し続けている。そのため、衝撃荷重の作用時にも、凹凸の崩壊

にエネルギーが使用されるため、衝撃吸収特性が期待できる。

(4)まとめ

同一厚さのハニカムパネルよりも曲げ剛性の高いサンドイッチコア

材が開発できた。また、曲げ荷重作用時にスキン材との剥離は発生

しなかった。さらに、圧縮試験の結果から衝撃吸収能が期待できる。

■研究の新規性・優位性

①金型で成型可能な形状・接着で積層
 ⇒安価に作製可能
②ハニカムパネルよりも高剛性、難剥離
 ⇒曲げ荷重に強い

■産業への展開・提案

①高剛性のコア材として自動車などの構造材や
家具への適当を提案

■研究に関連した知財

・特願 2014-192135

*1)電子・機械グループ
 H25.4〜 H26.3【基盤研究】高剛性サンドイッチ構造の開発
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コア材破壊 

スキン材剥離

図 4. 圧縮試験結果 

図1．開発した凹凸板の形状及び接着

図2．凹凸板の積層

図3．曲げ試験結果

図 4．圧縮試験結果
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耐熱 CFRP製サンドイッチパネルの特性評価

○小山 昌志 *1)、後藤 健 *2)、荻野 成樹 *3)、石田 雄一 *2)

■キーワード　CFRP、ポリイミド、サンドイッチパネル、耐熱性、高温曲げ特性

1．耐熱樹脂を用いたCFRP 製サンドイッチパネルの開発
2．サンドイットパネルの高温耐熱特性評価の実施
3．250℃～300℃の温度環境における構造体への適用可能性を示唆

■背景

人工衛星や航空機などの機体には、軽量・高剛性といった特徴を有したサンドイッチパネルが用いられ

ており、現在、人工衛星ではコア材にアルミハニカム、スキン材に炭素繊維強化プラスチック(CFRP)を用

いたハニカムサンドイッチパネルが広く使用されている。しかし、金星探査など太陽近くの観測用人工衛星

では従来のサンドイッチパネルが満たしている軽量性、高い寸法安定性、低温での安定した機械特性に加

えて、250℃～300℃に耐えうる高い耐熱性も要求される。そこで、本研究では、高耐熱性のポリイミド樹

脂を母材として使用したポリイミドCFRPハニカムサンドイッチパネルに着目した。サンドイッチパネルの機

械特性の評価方法として、常温及び高温のフラットワイズ引張試験及び四点曲げ試験を行い、フラットワイ

ズ引張強度、曲げ剛性、曲げ強度を取得し、その結果を基に、ポリイミドCFRPハニカムサンドイッチパネ

ルの耐熱構造体への適用可能性を検討した。

■試験内容、結果

(1)ポリイミドCFRPハニカム

強化繊維に炭素繊維（T300、東レ（株）製）を用い、母材をポリ

イミドとしたCFRPにより成形されたハニカムコアをコア材として、同

材料をスキン材としたサンドイッチパネルを作製した。作製にあたり、

スキン材の硬化時にコア材と接着を行うCo-Cure法と、先にスキン

材の硬化を行い、板材を作製し、母材樹脂であるポリイミドでコア

材と接着するTwo-Step法の2種の成形方法を採用した。

(2)高温特性評価

サンドイッチパネルのスキン材とコア材の接着強度を測定のため

に、図1に示すフラットワイズ引張試験をASTM-C292に準拠し、常

温から300℃の測定温度域で実施した。また、パネルの曲げ特性と

して、曲げ剛性及び曲げ強度をASTM-C393に準拠し同様の温度域

で試験を実施した。

(3)測定結果

図2に示すフラットワイズ試験の結果から、どちらの成形条件で

作製したパネルにおいても、1.0MPaを超える高いフラットワイズ強度

を示すことが確認された。また、Co-Cure法で作製したパネルでは、

300℃でも強度を維持することが確認された。この結果から、スキン

材とコアの接着強度は高温でも維持が可能であることが示された。

図 3には Co-Cure 法で作製したパネルの曲げ剛性及び曲げ強度

の測定結果を示す。図中のオレンジ色のプロットは曲げ剛性を示し、

棒グラフは曲げ強度を示している。この結果から、曲げ剛性は常温

と300℃でほぼ同等程度の値を示しており、高い耐熱特性を有する

ことが示された。また、曲げ強度においても300℃で約 65％の強度

保持率を有していることが確認された。この結果から本サンドイッチ

パネルは耐熱部材としての適用可能性が示唆された。

■まとめ

本研究により、ポリイミドCFRP 製サンドイッチパネルの300℃付近までの構造体への適用の可能性が示

唆された。今後成形性の改良等などの実用に向けた技術開発が必要である。

*1) 明星大学、*2) 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、*3) 東京理科大学
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ポリカーボネートをマトリックス樹脂とした炭素繊維強化複合材料の力学特性向上

○小熊 広之*1)、熊谷 知哉 *1)、坂本 大輔 *1)、井上 裕之*1)、関根 正裕 *1)

■キーワード　CFRTP、熱可塑性樹脂、オゾン酸化処理、曲げ強度、空洞率、界面

1．リサイクル性等に優れる熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維強化複合材料の力学特性を評価した
2．成形圧力と曲げ強さ、空洞率との関係を明らかにした
3．樹脂と炭素繊維との界面接着性を向上させるため、オゾン酸化処理を行った

■はじめに

炭素繊維強化複合材料(CFRP)には熱硬化性樹脂が広く用いられているが、リサイクルが困難であり硬化
に時間がかかる等の問題が指摘されている。そこで、使用樹脂に熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維強化熱
可塑性樹脂複合材料(CFRTP)が注目されている。しかし、溶融粘度の高い熱可塑性樹脂を連続炭素繊維
織物の繊維束内に含浸させることは難しく、炭素繊維(CF)と熱可塑性樹脂は界面での接着性が低いという
問題もある。本研究では、連続強化繊維として平織のCF織物、熱可塑性樹脂は耐衝撃性が高く、透明性、
耐候性、寸法安定性、自己消火性等に優れるポリカーボネート(PC)を用いてCFRTPを作製した。また、
CFとPCとの界面接着性を向上させるためPCシ－ト表面にオゾン酸化処理を行い、強度向上に対する効果
を検証した。

■結果と考察

1．成形圧力と曲げ強さ、空洞率との関係
CF織物にPCシートを重ね、300℃、3MPaで加温加圧す

ることにより作製したCF-PCプリプレグシートを8枚積層
し、成形温度300℃、成形圧力を2～10MPaとした際の曲
げ強さと空洞率との関係を図1に示した。成形圧力が高く
なるとCFRTP内の空洞率が減少し、炭素繊維の体積率(Vf)
が増加し、曲げ強さが 33％向上することが分かった。

2．PCシートに対するオゾン酸化処理の効果
PCシートをオゾン酸化処理し接触角を測定すると図2の

通り親水性が大幅に向上した。これは、図3に示した赤外
分光光度計(IR)による測定結果から、酸化処理により親
水性を示すヒドロキシ基(-OH)が生成されたためと考察し
た。また、曲げ強さは図 4の通り14％向上した。これは、
オゾン酸化処理の効果によりCFとPC 界面接着性が向上し
たためと推測した。

■まとめ

熱可塑性樹脂にPCを使用してCFRTPを作製したところ、成形圧力を2MPa から10MPaに上げると空洞率
が低下し、曲げ強さが 33％向上した。また、PCにオゾン酸化処理を行うとさらに14％強度が向上した。
これは酸化処理の効果により、CFとPC 界面接着性が向上したためと推測した。

*1) 埼玉県産業技術総合センター

環境・省エネルギー 
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1. リサイクル性等に優れる熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維強化複合材料の力学特性を評価した  

2. 成形圧力と曲げ強さ、空洞率との関係を明らかにした 

3. 樹脂と炭素繊維との界面接着性を向上させるため、オゾン酸化処理を行った 

   

■はじめに 

 炭素繊維強化複合材料(CFRP)には熱硬化性樹脂が広く用いられているが、リサイクルが困難であり硬

化に時間がかかる等の問題が指摘されている。そこで、使用樹脂に熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維強化

熱可塑性樹脂複合材料(CFRTP)が注目されている。しかし、溶融粘度の高い熱可塑性樹脂を連続炭素繊

維織物の繊維束内に含浸させることは難しく、炭素繊維(CF)と熱可塑性樹脂は界面での接着性が低いと

いう問題もある。本研究では、連続強化繊維として平織の CF 織物、熱可塑性樹脂は耐衝撃性が高く、

透明性、耐候性、寸法安定性、自己消火性等に優れるポリカーボネート(PC)を用いて CFRTP を作製した。

また、CF と PC との界面接着性を向上させるため PC シ－ト表面にオゾン酸化処理を行い、強度向上に対

する効果を検証した。 

■結果と考察 
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■まとめ 

 熱可塑性樹脂にPCを使用してCFRTPを作製したところ、成形圧力を2MPaから10MPaに上げると空洞率が

低下し、曲げ強さが33％向上した。また、PCにオゾン酸化処理を行うとさらに14％強度が向上した。こ

れは酸化処理の効果により、CFとPC界面接着性が向上したためと推測した。 
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6月25日（木）

デザイン支援室

ロボット/メカトロニクス



都産技研のロボット開発事業の紹介

○坂下 和広*1)、益田 俊樹 *1)、佐々木 智典 *1)、村上 真之*1)、森田 裕介 *1)、瓦田 研介 *2)*3)

■キーワード　ロボット、おもてなしロボット、事業化推進、プロジェクト

1．少子高齢化による人口減少に対し、ロボットによる労働力の補充の実現は重要である
2．生活支援型ロボットの市場は中小企業に向くが、実現する技術は多岐にわたり複雑で難しい
3．ロボットベース、RTM(Robot Middleware)、安全認証支援により、中小企業のロボット事業を支援

■背景と目的

人口減少に伴い労働力を補うために、ロボットの積極的な活用が望まれる。また、2020 年の東京オリン
ピック・パラリンピックでは、ロボットが人と協調して活躍する姿を国内外の観光客が目にすることで、東
京の洗練された技術を世界中に発信し、日本のおもてなしの心を理解してもらう絶好の機会である。生活
支援型ロボットは少量多品種で小市場規模が予想され、中小企業の事業市場に適している。一方、事業化
には、複雑多岐な総合技術を理解し、ロボットによる新サービスを提供する必要がある。この発表では、
そのための方策に基づき展開する都産技研のロボット開発事業について紹介する。

■事業の紹介

(1)ロボットとネットワーク
多くのベンチャー企業がIOT事業の実現に向

かって活動している。単体で販売していた製品
を、クラウドとスマートフォンにつなげることで、
サービスの質を高め、続 と々新たな事業が生み
出されている。今後、ロボットがこのハードウ
エアに置き換わることで、さらにサービスの質
の向上が期待できる。例えば、単体のカメラが、
ネットワークカメラになることで、顧客はスマー
トフォンで家を監視できるようになった。監視
ロボットがネットワークにつながると、スマート
フォンでロボットを移動させて好きな場所を監
視できるようになる。この変遷を図1に示す。
中小企業にはロボットとネットワークによる、新
しいサービスの開発に注力してもらえる環境を
提供予定である。

(2)ロボット事業の事業化支援
ロボットの開発では、少なくとも機械、電子回路、組み込み技術、サー

ビス構築に伴う情報処理技術などのさまざまな技術を熟知し、それをバ
ランスよく統合することが必要である。また、事業化には安全に対する
備えも必要で、これにはISO 13482の認証取得と保険適用が望まれる。
これらの、課題を解決しやすくするために、ロボットベース、RTMとい

うプラットフォームの開発を進めた。ロボットベースを活用することで、
機構系、組み込み系の複雑な開発から解放される。RTM の導入により、
モジュラー化されたプログラム開発が可能となる。積極的に既存のモ
ジュールを再活用することで短期間でプロトタイプを開発することができ
る。また、ロボットベースを活用することで、安全認証が取得しやすい
環境を提供する予定である。

■まとめ、今後の展開

ロボットベースとRTM の導入で中小企業がネットワークを活用したロ
ボットによる新しいサービスの創造に注力できるようにしたい。また、都
産技研では、平成 27年度に安全認証試験関連設備、短期間でのロボッ
ト試作が可能な先端加工設備、さらにはロボットの疑似実証スペースな
どを増強することを検討している。

本事業は東京都の長期ビジョンに対応した「ロボット産業活性化事業」（平成 27年度の新規事業）として実施される。

*1)ロボット開発セクター、*2)ロボット事業推進部、*3)経営企画室
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小型移動検査ロボットDIR-3

（インフラ点検など狭隘部を検査する技術）

○神村 明哉 *1)

■キーワード　インフラ点検、小型移動ロボット、遠隔操作・情報取得、高段差乗り越え

1．小型で低コスト、機動性に優れた遠隔操作移動検査ロボットを開発
2．コの字型アームにより高さ18cm の段差を自動で昇降
3．簡単操作、映像・センサ情報の記録が可能なユーザインタフェース

■研究のねらい

近年、人が入ることが困難な狭い場所や危険な場所における小型移動ロボットの活躍が注目されている。
例えば、家屋の床下検査は、高さ4、50cm 程の狭い隙間に人が入り這って作業を行う重労働で、日本にお
ける高湿度の気候、シロアリ対策、地震被害の調査などを背景に、小型移動ロボットの実用的な活躍の場
として期待されている。本研究では、床下検査だけでなく、インフラ点検など狭くて危険なさまざまな現場
に投入可能な、小型でありながら高段差を乗り越えることができる低コストの移動検査ロボットの開発を進
めている。

■研究内容

図1に、小型移動検査ロボットDIR-3の外観を示す。
DIR-3の最大の特徴として、ボディの中央を結ぶ“コ
の字型アーム”を前後させることで自分の1.5 倍の高
さ（18cm）まで自動で登り降りすることができる（図
2左）。また、図2右に示すように、コの字型アーム
を使うことでほぼ真上や真下の観察が行え、ひっくり
返っても自動で復帰できるなどの特徴がある。
実際の床下点検では、図3左のようにロボットから

の映像を見ながらリモコンで操作して、床下の状態を
調査する。図3の右はサーモグラフィ表示をして、高
温の物体を検知している様子である。
DIR-3は姿勢センサ、温度センサ、湿度センサ、ガ

スセンサ、赤外線センサ、線量計を搭載しており、遠
隔からさまざまな情報を取得することが可能である。
将来は機動性を活かして災害現場などでも活躍が

期待できる。

■連携可能な技術、知財

● 高段差乗り越え可能な移動ロボット機構
● 開発した超小型サーボ基板、センサ・GPIO 基板、遠隔操作技術（産総研登録ノウハウ、プログラム）
● 特開 2014-19209(2014/02/03)「クローラ走行装置」
● 特開 2014-19210(2014/02/03)「クローラ走行型探索用ロボット」
● 特許第 4635259 号(2010/12/03)「クローラロボット」

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所
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小型移動検査ロボット DIR-3 

（インフラ点検など狭隘部を検査する技術） 
 

 ○神村 明哉*1)  
 
■キーワード インフラ点検、小型移動ロボット、遠隔操作・情報取得、高段差乗り越え 
 
1. 小型で低コスト、機動性に優れた遠隔操作移動検査ロボットを開発  

2. コの字型アームにより高さ 18cm の段差を自動で昇降 

3. 簡単操作、映像・センサ情報の記録が可能なユーザインタフェース  
 
■研究のねらい 
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人の水上活動を支援するロボティックビークルの研究開発

○武居 直行 *1)

■キーワード　水上、搭乗型、支援、ロボット

1．人が歩くように立って水上を移動できる
2．ハンズフリーでの操縦なので道具を持って作業ができる
3．リアルにバランス感覚を必要とするアミューズメントにもなる

■背景

近年、Segwayや Wingletといった人の体重移動で操縦するロボティックビークルが多数開発され、注目

を集めている。陸上での移動手段としては同様のものが開発され、今後も盛んになることが予想される。

一方、水上におけるパーソナルモビリティとしては水上バイクもあるが、船舶による移動が主流であり、進

路を変更する際に舵を切って船体の向きを変えるための時間を要し、また旋回するための水上面積が必要

となるので、小回りが利かず繊細な移動が難しい。水上を自由に移動できる乗り物があれば、水質調査や

清掃活動、養殖場での作業の他、アミューズメントなどの幅広い用途での利用が期待できる。

■研究開発

上記の背景のもと、著者らはこれまでに水上で人の体重移動により、前後・左右・その場旋回が可能な

全方位推進型水上移動機を開発してきた〔1〕〔2〕〔3〕。

開発当初は、水上での機体のバランスが悪く、座り乗りであったが、機体配置の改善により、立ち乗り

が可能となった。

また、機体の傾きを加速度センサにより計測し、操縦意図として利用していたが、傾斜を検知する手法

は機体を傾ける必要があるため、手すりを持っていないと操縦が難しかった。新たにフォースプレートによ

る荷重分布を操縦意図として用いる方法を採用することで、手すりを持たずにハンズフリーでの操縦が可

能となった。

さらに、重心・浮心・復元力を考慮して機体形状の最適化を行った最新機 MINAMO（Multidirectional 

INtuitive Aquatic Mobility）を開発した（図1〜3）。従来機に比べ1/6の傾きに抑えることができ、初

めての搭乗者でも安心して乗ることができるようになった。

■今後の展開

今後は、さらに操縦しやすいように改善するとともに、風や波、流れなどの外乱環境下における特性を

調査し、性能向上を図っていきたい。

参考文献
〔1〕N．Takesue, A．Imaeda, H．Fujimoto, Industrial Robot: An International Journal, Vol.38, Iss.3, pp.246-

251 (2011)
〔2〕本多周吾, 武居直行, 藤本英雄 , 日本機械学会ロボティクス・メカトロニクス講演会 2011, 1A2-M07, (2011)
〔3〕D．Kobayashi, N．Takesue, Proc．2014 IEEE International Conference on Robotics and Biomimetics 

(ROBIO2014), pp.741-746 (2014)
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接地点の切換えを考慮したヘビ型ロボットの多様な運動制御

○田中 基康 *1)

■キーワード　ヘビ型ロボット、冗長性、接地点切換え、障害物回避、段差昇降

1．ヘビ型ロボットの特徴と応用先
2．接地位置の切換えと冗長性を利用した制御方法
3．実現した多様な動作の例

■はじめに

ヘビ型ロボットは生物のヘビを模倣したロボットである。細長い形状で多様な動作を行うことができるた
め、管内のような狭所の検査や、瓦礫が散在する災害現場の探索といった活動での活躍が期待されている。
生物のヘビは環境に対して体幹の接触位置や力を適応的に変化させ、瓦礫が散らばる複雑な3次元環境
であっても移動することができる。ヘビ型ロボットもヘビ同様に複雑環境での移動が可能なはずであるが、
関節数が多い上に接触位置が切換わっていく複雑なシステムとなるため、その制御方法は確立されていな
い。著者らは主に動作制御の観点で、複雑な環境におけるヘビ型ロボットの多様な動作の実現を目指して
研究を行っている。本報告では、著者が最近行っている研究内容をいくつか紹介する。

■研究紹介

開発したヘビ型ロボット「T2 Snake-2」〔1〕を図1に示す。このロボッ
トはピッチ関節とヨー関節が交互に連結されており、ピッチ関節と同
軸上に受動車輪が配置してある。受動車輪は、ヘビ同様の異方性
摩擦特性（体幹方向に滑りやすく、体幹と垂直方向に滑りにくい）を
付与するために用いている。受動車輪には駆動力が生じないため、
ヘビ型ロボットは推進の際に体全体を屈曲させる必要がある。著者
らは車輪が横滑りしないと仮定してヘビ型ロボットの運動学モデルを
導出し、モデルにおける「冗長性」と呼ばれる性質を利用すること
で多様な制御を行っている。

(1)接地点切換えを用いた障害物回避〔2〕〔3〕

ロボットは、地面と接触している部分、すなわち接地点が変わる
と数式モデルが変化する。ヘビ型ロボットにおいては、数式モデル
の変化に伴い冗長性も変化する。文献〔2〕では、接地点の切換えと
冗長性を利用する制御方法を提案した。この制御方法を利用すると、
ロボット先頭の任意軌道への追従を実現しながら、移動してくる障
害物の回避〔2〕や、ロボット全身の障害物回避〔3〕が可能となる。ヘ
ビ型ロボットを遠隔で操作する場合、カメラ等の情報を元に操作を
行うわけだが、全身の動きを人間が指示することは非常に難しく現
実的ではない。一方、提案した制御則を用いると、操作者は先頭の
みの運動を指示するだけで済む。後続部分は障害物を自動で認識し、
自律的に回避するのである。操作者の負担軽減という観点からも、
有用な制御方法であると言える。

(2)段差昇降制御〔4〕

文献〔4〕では、平行な2平面で構成された段差環境の昇降を実現する制御方法を提案した。段差環境
では関節をうまく動作させなければ受動車輪が環境と接触できず、推進することができない。さらに接触
点についても逐次変化していく。文献〔4〕の制御則を用いると、環境とロボットとの接触をうまく保ち、段
差昇降を自律的に行うことができる。

■おわりに

本報告では、著者が行っているヘビ型ロボットに関する最近の研究を紹介した。今後は、より複雑な3
次元環境を対象とした制御方法について研究を進める予定である。

参考文献
〔1〕https://sites.google.com/site/motoyasutanakalab/
〔2〕M. Tanaka, F. Matsuno, Advanced Robotics, Vol.28, issue6, pp.415-429, (2014)
〔3〕M. Tanaka, K. Kon, K. Tanaka, IEEE Trans. on Control Systems Technology (Accepted)
〔4〕M. Tanaka, K. Tanaka, IEEE Trans. on Robotics, Vol.31, No.2, pp.511-520 (2015)
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接地点の切換えを考慮したヘビ型ロボットの多様な運動制御 
○田中 基康*1) 

 
■キーワード ヘビ型ロボット、冗長性、接地点切換え、障害物回避、段差昇降 
 
1. ヘビ型ロボットの特徴と応用先  

2. 接地位置の切換えと冗長性を利用した制御方法 

3. 実現した多様な動作の例  
 
■はじめに 

ヘビ型ロボットは生物のヘビを模倣したロボットである。細長い形状で多様な動作を行うことができ

るため、管内のような狭所の検査や、瓦礫が散在する災害現場の探索といった活動での活躍が期待され

ている。生物のヘビは環境に対して体幹の接触位置や力を適応的に変化させ、瓦礫が散らばる複雑な３

次元環境であっても移動することができる。ヘビ型ロボットもヘビ同様に複雑環境での移動が可能なは

ずであるが、関節数が多い上に接触位置が切換わっていく複雑なシステムとなるため、その制御方法は

確立されていない。著者らは主に動作制御の観点で、複雑な環境におけるヘビ型ロボットの多様な動作

の実現を目指して研究を行っている。本報告では、著者が最近行っている研究内容をいくつか紹介する。 

■研究紹介 

 開発したヘビ型ロボット「T2 Snake-2」〔1〕を図 1に示す。このロボッ

トはピッチ関節とヨー関節が交互に連結されており、ピッチ関節と同軸

上に受動車輪が配置してある。受動車輪は、ヘビ同様の異方性摩擦特性

（体幹方向に滑りやすく、体幹と垂直方向に滑りにくい）を付与するた

めに用いている。受動車輪には駆動力が生じないため、ヘビ型ロボット

は推進の際に体全体を屈曲させる必要がある。著者らは車輪が横滑りし

ないと仮定してヘビ型ロボットの運動学モデルを導出し、モデルにおけ

る「冗長性」と呼ばれる性質を利用することで多様な制御を行っている。 

 

(1) 接地点切換えを用いた障害物回避〔2〕〔3〕 

ロボットは、地面と接触している部分、すなわち接地点が変わると

数式モデルが変化する。ヘビ型ロボットにおいては、数式モデルの変

化に伴い冗長性も変化する。文献〔2〕では、接地点の切換えと冗長

性を利用する制御方法を提案した。この制御方法を利用すると、ロボ

ット先頭の任意軌道への追従を実現しながら、移動してくる障害物の

回避〔2〕や、ロボット全身の障害物回避〔3〕が可能となる。ヘビ型ロボ

ットを遠隔で操作する場合、カメラ等の情報を元に操作を行うわけだ

が、全身の動きを人間が指示することは非常に難しく現実的ではない。

一方、提案した制御則を用いると、操作者は先頭のみの運動を指示す

るだけで済む。後続部分は障害物を自動で認識し、自律的に回避する

のである。操作者の負担軽減という観点からも、有用な制御方法であ

ると言える。 

 

(2) 段差昇降制御〔4〕 

文献〔4〕では、平行な２平面で構成された段差環境の昇降を実現する制御方法を提案した。段差

環境では関節をうまく動作させなければ受動車輪が環境と接触できず、推進することができない。さ

らに接触点についても逐次変化していく。文献[4]の制御則を用いると、環境とロボットとの接触を

うまく保ち、段差昇降を自律的に行うことができる。 

■おわりに 

 本報告では、著者が行っているヘビ型ロボットに関する最近の研究を紹介した。今後は、より複雑な

3次元環境を対象とした制御方法について研究を進める予定である。 

 
参考文献 

〔1〕https://sites.google.com/site/motoyasutanakalab/ 

〔2〕M. Tanaka and F. Matsuno, Advanced Robotics, Vol.28, issue6, pp.415-429, (2014) 

〔3〕M. Tanaka, K .Kon, and K. Tanaka, IEEE Trans. on Control Systems Technology (Accepted) 

〔4〕M. Tanaka and K. Tanaka, IEEE Trans. on Robotics, Vol.31, No.2, pp.511-520 (2015) 

 
*1)国立大学法人 電気通信大学 

図 1. T2 Snake-2〔1〕 

図 2. 全身の障害物回避の様子〔3〕

図 3. 段差昇りの様子〔4〕 

図1．T2 Snake-2〔1〕

図 2．全身の障害物回避の様子〔3〕

図 3．段差昇りの様子〔4〕
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RTMを活用した課題解決型ロボティクスの提案

○松日楽 信人*1)

■キーワード　RTミドルウェア、ロボット、プロトタイピング、課題解決

1．ロボット用ミドルウエアによるプロトタイプロボット開発
2．カメラマンロボットによる実証と課題
3．短期開発によるビジネスチャンス創出の増大

■はじめに

ロボットへの期待は大変高まっており、政府のロボット新戦略、ロボット白書、IT企業のロボット買収な
ど、ロボットとAIが注目されている。しかし、何を解決するのかという観点が不十分である。本研究では、
課題解決のために地域で研究‐開発‐実証‐実用の循環が継続できる環境構築をも目指している。その一
例として、RTミドルウエア（RTM）という共通ソフトウエアを活用して開発したカメラマンロボットについて紹
介する。短期間でのプロトタイプの開発には十分と考える。

■RTMとロボット開発

(1)RTミドルウエアとは
● RTM はソフトウエアをモジュール化する仕組みであり、イン

タフェースが国際標準として定義されていることから、他者
が開発したソフトウエアも容易に組み合わせ、システム化す
ることが可能であり、開発者が増えるほど効果がある。

● RTM は講習会、コンテストを通じて普及活動をしており、開
発したモジュールの仕様書、マニュアルを残すことが定めら
れているので、継続性、応用性が高い。

(2)課題解決のためのシステム化技術
● 課題、目的を明確にしてシステムを設計する。不足の部分は自分たちで開発する。
● 組み合わせだけでは目的とするシステムは実現できず、設計技術も必要とされる。

(3)カメラマンロボットの実現：部分的な実装ではなく一連の作業を実現することが重要である。
● 図1に示すロボットにおいては、ロボットが人を見つけ、顔が中央に来る位置に移動し、声掛けして写
真を撮り、印刷する。成功率は現状7割程度である。

● RTCからなるロボットシステム構成を図2に示す。必ずしも個々の精度を上げるだけではなく、システム
として精度を上げる。

● 他のロボットへの適用が可能であ
る。センサや移動機構の位置や
特性を変換することで、ソフトウェ
アはそのまま使用できる。

(4)課題と応用
● RTMの管理、実用化対応を考える

フェーズにある。
● 写真を印刷するだけではなく、

サーバーに送ることで定点観測も
できる。RTM同様に、インターネッ
トを介した共通通信プロトコル
RSNP（Robot Service Network 
Protocol, by RSi）の採用により
遠隔地からの操作も可能である。

■まとめ

RTMを活用したプロトタイプロボット開発を提案し、カメラマンロボットを実現した。短期間でデモが可
能である。お台場・江東区を中心とした「ベイエリアおもてなしロボット研究会」では、RTM、RSNPを実装
した共通プラットフォームとして、オリンピックを視野に入れた課題解決に取り組んでいる。なお、本ロボッ
トシステムは研究成果発表会にて展示実演を行っている。

*1)芝浦工業大学
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RTM を活用した課題解決型ロボティクスの提案 
 

松日楽 信人*1) 
 
■キーワード RT ミドルウエア、ロボット、プロトタイピング、課題解決 
 
1. ロボット用ミドルウエアによるプロトタイプロボット開発  

2. カメラマンロボットによる実証と課題 

3. 短期開発によるビジネスチャンス創出の増大 
 
■はじめに 

ロボットへの期待は大変高まっており、政府のロボット新戦略、ロボット白書、IT 企業のロボット買

収など、ロボットと AI が注目されている。しかし、何を解決するのかという観点が不十分である。本

研究では、課題解決のために地域で研究‐開発‐実証‐実用の循環が継続できる環境構築をも目指して

いる。その一例として、RT ミドルウエア（RTM）という共通ソフトウエアを活用して開発したカメラマ

ンロボットについて紹介する。短期間でのプロトタイプの開発には十分と考える。 

■RTM とロボット開発 

(1) RT ミドルウエアとは 

 RTM はソフトウエアをモジュール化する仕組みであり、イ

ンタフェースが国際標準として定義されていることから、他者

が開発したソフトウエアも容易に組み合わせ、システム化

することが可能であり、開発者が増えるほど効果がある。 

 RTMは講習会、コンテストを通じて普及活動をしており、

開発したモジュールの仕様書、マニュアルを残すことが定

められているので、継続性、応用性が高い。 

 

(2) 課題解決のためのシステム化技術 

 課題、目的を明確にしてシステムを設計する。不足の部分は自分たちで開発する。 

 組み合わせだけでは目的とするシステムは実現できず、設計技術も必要とされる。 

 

(3) カメラマンロボットの実現：部分的な実装ではなく一連の作業を実現することが重要である。 

 図1に示すロボットにおいては、ロボットが人を見つけ、顔が中央に来る位置に移動し、声掛けし

て写真を撮り、印刷する。成功率は7割程度である。 

 RTCからなるロボットシステム構成を図2に示す。必ずしも個々の精度を上げるだけではなく、シス

テムとして精度を上げる。 

 他のロボットへの適用が可能である。セン

サや移動機構の位置や特性を変換するこ

とで、ソフトウエアはそのまま使用できる。 

 

(4) 課題と応用 

 RTM の管理、実用化対応を考えるフェーズ

にある。 

 写真を印刷するだけではなく、サーバーに

送ることで定点観測もできる。RTM 同様に、

インターネットを介した共通通信プロト

コルRSNP（Robot Service Network Protocol, 

by RSi）も採用していることから、巡回や

遠隔地からの操作も可能である。 

■まとめ 

 RTMを活用したプロトタイプロボット開発を提案し、カメラマンロボットを実現した。短期間でデモ

が可能である。お台場・江東区を中心とした「ベイエリアおもてなしロボット研究会」では、RTM、RSNP

を実装した共通プラットフォームとして、オリンピックを視野に入れた課題解決に取り組んでいる。な

お、本ロボットシステムは研究成果発表会にて展示実演を行っている。 

 
*1)学校法人 芝浦工業大学 

図 1. 2 台のカメラマンロボット 

図 2. カメラマンロボットの RT ミドルウエアシステム 

図1．2台のカメラマンロボット

図2．カメラマンロボットの RTミドルウエアシステム
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千葉工業大学未来ロボット技術研究センターのロボット開発

○平井 成興 *1)

■キーワード　レスキューロボット、原発対応版災害対応ロボット、パーソナルモビリティ

1．レスキューロボットから原発対応版Quince へ
2．櫻シリーズによる民間技術移転
3．未来型パーソナルモビリティの産学共同開発

■はじめに

千葉工業大学未来ロボット技術研究センター(fuRo)は、3つの柱からなるコンセプトでロボットの研究
開発を行っている。1つ目は未来のロボットの研究開発をすること、2つ目は産学連携（産業界＝企業と大
学が共同で研究を進めること）をしながらロボットの新産業を立ち上げること、そして3つ目がロボットの
プロダクトデザインとは何かということを追及することで、機能とデザインを一体化して無駄を省くと同時に、
デザインを追求することからロボットの性能の向上を目指している。本稿はこれらの代表的なロボット開発
事例を紹介する。

■事例紹介

(1)レスキューロボット
被災現場の状況調査を行うことを目的に開発された移動型ロボットで、

Quince はその代表例である。特に、閉鎖空間（地下、ビル内）は危険
性が高く、隊員の二次災害を防止するためのロボットとして開発された。
東日本大震災で発生した福島第一原子力発電所の事故現場の状況を探査
するために活用されたのが、この Quinceをベースとしてさまざまな改造
を施した原発対応版Quinceである。ベースとなっている優れた踏破性で、
破壊された建屋内の探索を可能とし、現場の線量分布計測、冷却システ
ムの健全性確認など、多大なる成果を挙げた。

(2)櫻シリーズ
櫻シリーズとは原発対応版Quinceの運用経験に基づき、ソフトウェア

については操作・操縦性能の良さを継承しつつ、ハードウェアについては、
登坂性能、防水性能、耐久性などを飛躍的に向上させたボディを設計し、
モータ、電気制御系などを新たに開発したものである。これまでに櫻壱
號、櫻弐號の２種類のモデルが開発され、民間企業に技術移転され製品
化されている。図1に示すのは櫻弐號である。

(3)HullcII
HallucII（ハルクツー） は、環境と共存できる未来の乗り物のコンセプ

トモデルである｡56 個のモータを多関節ホイール・モジュールとして8脚
装備し、これによりビークル（車両）モード、インセクト（昆虫）モード
及びアニマル（動物）モードの3形態に変形が可能となっている。路面
の状態に応じて形態を変形、走行と歩行を切り替えることで、従来にな
い高い移動性能を実現したものである。

(4)ILY-A
ILY-A（アイリー・エー）は、本センターとアイシン精機（株）が共同で

企画・開発した未来の電動小型モビリティである。3輪構成の1人乗りで、
4 種類の形態に変形させることで多種な用途に対応できる。新開発の「知
能化安全技術」により、突然飛び出してくる人や障害物などを動・静止
物体に関わらず認識し、自動で車体の速度を減速して制動制御する。安
全かつ気軽に使え、人々の行動範囲を広げることで、若者からアクティブ
シニアまでのあらゆる世代の人々に向けた行動範囲を広げるライフスタイルの提案と新たな“生活ツール”
の確立を目指している。

■まとめ

当センターでは他にもユニークなロボットを多数開発している。また、ロボット教育用教材なども手掛け、
実習授業で活用するなどロボット技術の社会普及に関わる幅広い活動を行っている。スカイツリータウン
キャンパスやホームページ（http://furo.org/）もご訪問、閲覧いただければ幸いである。

*1) 千葉工業大学
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千葉工業大学未来ロボット技術研究センターのロボット開発 
 ○平井 成興*1) 

 
■キーワード レスキューロボット、原発対応版災害対応ロボット、パーソナルモビリティ 
 
1. レスキューロボットから原発対応版 Quince へ  

2. 櫻シリーズによる民間技術移転 

3. 未来型パーソナルモビリティの産学共同開発 
 
■はじめに 

千葉工業大学未来ロボット技術研究センター(fuRo)は、3 つの柱からなるコンセプトでロボットの研

究開発を行っている。1 つ目は未来のロボットの研究開発をするということ、2 つ目は産学連携（産業

界＝企業と大学が共同で研究を進めること）をしながらロボットの新産業を立ち上げること、そして 3

つ目がロボットのプロダクトデザインとは何かということを追及することで、機能とデザインを一体化

して無駄を省くと同時に、デザインを追求することからロボットの性能の向上を目指している。本稿は

これらの代表的なロボット開発事例を紹介する。 

■事例紹介 

(1) レスキューロボット 

被災現場の状況調査を行うことを目的に開発された移動型ロボット

で、Quince はその代表例である。特に、閉鎖空間（地下、ビル内）は

危険性が高く、隊員の二次災害を防止するためのロボットとして開発

された。東日本大震災で発生した福島第一原子力発電所の事故現場の

状況を探査するために活用されたのが、この Quince をベースとしてさ

まざまな改造を施した原発対応版 Quince である。ベースとなっている

優れた踏破性で、破壊された建屋内の探索を可能とし、現場の線量分

布計測、冷却システムの健全性確認など、多大なる成果を挙げた。 

(2) 櫻シリーズ 

櫻シリーズとは原発対応版Quinceの運用経験に基づき、ソフトウェ

アについては操作・操縦性能の良さを継承しつつ、ハードウェアにつ

いては、登坂性能、防水性能、耐久性などを飛躍的に向上させたボデ

ィを設計し、モータ、電気制御系などを新たに開発したものである。

これまでに櫻壱號、櫻弐號の２種類のモデルが開発され、民間企業に

技術移転され製品化されている。図1に示すのは櫻弐號である。 

(3) HullcII 

HallucII（ハルクツー） は、環境と共存できる未来の乗り物のコン

セプトモデルである｡56個のモータを多関節ホイール・モジュールとし

て8脚装備し、これによりビークル（車両）モード、インセクト（昆虫）

モード及びアニマル（動物）モードの3形態に変形が可能となっている。

路面の状態に応じて形態を変形、走行と歩行を切り替えることで、従

来にない高い移動性能を実現したものである。 

(4) ILY-A 

ILY-A（アイリー・エー）は、本センターとアイシン精機（株）が共

同で企画・開発した未来の電動小型モビリティである。３輪構成の１

人乗りで、4種類の形態に変形させることで多種な用途に対応できる。

新開発の「知能化安全技術」により、突然飛び出してくる人や障害物

などを動・静止物体に関わらず認識し、自動で車体の速度を減速して

制動制御する。安全かつ気軽に使え、人々の行動範囲を広げることで、若者からアクティブシニアま

でのあらゆる世代の人々に向けた行動範囲を広げるライフスタイルの提案と新たな“生活ツール”の

確立を目指している。 

■まとめ 

当センターでは他にもユニークなロボットを多数開発している。また、ロボット教育用教材なども手

掛け、実習授業で活用するなどロボット技術の社会普及に関わる幅広い活動を行っている。スカイツリ

ータウンキャンパスやホームページ（http://furo.org/）もご訪問、閲覧いただければ幸いである。 
 
*1)学校法人 千葉工業大学 

図 1. 櫻弐號 

図 2. HullcII 

図 3. ILY-A 
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産学公金連携による「おもてなしロボット」の開発

○山口 仁一 *1)、矢光 由貴夫 *2)

■キーワード　おもてなしロボット、産学連携、地域活性化、日野市

1．2013年に開催の国体での出場者や観客へのおもてなしを目的に製作
2．日野市内事業者の技術力の発信と、産産・産学連携の促進となる開発プロジェクト
3．デザインドリブンアプローチによるロボット開発

■背景

東京都日野市は、昭和初期から大手企業を誘致し、工業都市として発展してきた歴史を持ち、2003年か
ら2008年にかけては製造品出荷額で都内第１位を誇っていた。しかし、近年は大規模工場の市外移転が
相次ぎ、製造品出荷額も第2位となり、製造事業所数も低下が続いていた。
このような状況のなか、日野市がスポーツ祭東京 2013（第 68回国民体育大会）の3競技の会場に決定

した。同大会には市外から大勢の出場者、観客が訪れることが予想され、「ものづくりのまち日野」を対外
的にPRできる絶好の機会と考えた。そこで、日野市工業振興基本構想に基づき、「市内企業の製品・技術
のみえる化」を目的に、ロボットをプラットフォームとした市内ものづくり産業のPRを検討した結果、市内
6社が名乗りを上げて実行委員会を組織。それぞれの企業の強みを生かしつつ、首都大学東京、東京都立
産業技術研究センター、多摩信用金庫と連携し、日野市の工業をPRできるロボットを製作。スポーツ祭
東京 2013をはじめとするさまざまなイベントに出展し、日野市のPRを行っている。

■おもてなしロボットの概要

図1に開発したロボット（日野おもてなしロボット）を示す。本ロボット
の身長は1.1m 程、横幅と奥行きは60cm 程で、日野市の鳥カワセミをモチー
フとし、ロボットとの触れ合いをテーマに日野市の工業を体感できるデザイ
ンコンセプトで開発された。そして、知的財産に着目した連携手法を用いて、
各事業者が持つ強みを安定に結合させながら、5ヶ月弱という短期間で製
作された。2014年には関節の柔軟動作が可能なバージョンアップも実施さ
れた。
外装は、複数のパーツをプラスチックの塊から3次元切削加工により削

り出し、それらをはめあい結合して構成し、ボルトの頭等が露出しない、
彫刻的な佇まいを有する。羽根の裏側には、LEDが仕込んであり、呼吸を
しているかのように光り、外界の音に反応して色や点滅間隔が変化する。
首部には、6軸方向の距離センサを搭載し、頭部の上面を撫でることで、
外部ディスプレイの画面を操作することができる。バッテリーは、制御装
置用と駆動装置用の2つを搭載し、制御装置は 8時間程度、駆動装置は
5時間程度の動作が可能で、駆動装置用バッテリーは、制御装置を動作さ
せたまま交換でき、システムを再起動せずに長時間の運用ができる。安全
性を高めるために2足歩行ロボットの設計技術が応用されており、高い転
倒安全性と受動駆動性、また、衝突が想定される方向への柔軟性を有し、
衝突時の対人安全性を高めている。2014 年には、柔軟制御関節システム
を開発してロボットの関節部に組み込むことで、安全かつ柔軟な動作がで
きる。ロボットの移動機構部は、東京都立産業技術研究センターで開発されたT型ロボットベースを改造
して用い、ソフトウェアは、産業技術総合研究所が開発・配布しているRTミドルウエア: OpenRTM-aistを
用いて開発することで、高い汎用性を有している。また、フレーム骨格構造に外装をはめあい結合する構
造により、さまざまなデザインの外装にも対応が容易となっている。

■まとめ

2013年には外装を中心に全体設計・製作を、2014 年には人間と安全かつ柔軟な物理的インタラクション
を可能とする柔軟制御関節システムの研究開発を行い、同システムをロボットの関節部に組み込むバージョ
ンアップを実施した。今後は、要望の多い動作の実現や音声機能の追加など、情緒的インタラクション機
能を導入し、より高度なおもてなしができるように研究開発を進める予定である。

参考文献

〔1〕広報ひの, 平成 26年10月1日号, pp.1-2 (2014)

〔2〕e･コロンブス, 1月号増刊, pp.30-31 (2015)

*1)ヤマグチロボット研究所(日野おもてなしロボット実行委員会会長 )、*2)日野市まちづくり部産業振興課
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生活技術開発セクターの活用状況

○大泉 幸乃 *1)

■キーワード　快適性評価、安全性評価、製品化支援、日射環境試験装置、カラーAM（3Dプリンタ）

1．生活関連製品の性能から使いやすさまで総合的な評価が可能
2．屋外環境を模擬できる日射環境試験装置が人気
3．製品化支援強化のために都産技研初のインクジェット式カラーAM（3Dプリンタ）を導入

■背景

都産技研では、生活関連製品の開発支援を強化するために、2013年10月に墨田支所に「生活技術開発

セクター」を開設した。このセクターでは、生活関連製品に求められる「快適・健康」「安全・安心」に関

する性能、使いやすさについての評価機器を充実させて、感性工学や生理計測に基づく高付加価値なもの

づくりを目指している。

■活用状況

● 生活技術開発セクター（以下、生活 Sという）は 3担当で構成されている（図1）

生活 Sを総合的に利用することにより、高付加価値製品の開発が可能に

なる。

①快適性評価：  人が製品を利用する状況を想定して、製品の使いやすさ

を客観的に評価

②安全性評価：  製品の品質や耐久性、化学的安全性の評価

③製品化支援：  新たなアイデアを形にするための製品企画や試作品製作

● 生活 S開設後は利用件数が約160％にアップ（図2）

製品の使用環境を再現した評価、人間の使用感に関連する評価が人気。

利用件数の多い機器は、日射環境試験装置（図3）、多点接触圧測定装置、

シート型圧力測定器、生理計測機器、におい識別装置、流体可視化装置

等で都外からの利用も増加。

例えば、日射環境試験装置では疑似太陽光による屋外製品の温度上昇

や運動による人体の発熱状態を観測できる。壁材の断熱効果の評価、屋外

用デジタルサイネージの動作確認、レジャー製品の耐久性、冷却用品の実

証試験等に利用されている。

● 利用業界の拡大

生活 Sは卸売・小売業やサービス業等の非製造業の利用率

が高い。サービス業では番組制作業、出版業、検査機関、学校、

クリーニング業等が利用している。製造業では繊維工業から、

玩具、文具、装身具、電気製品、通信機器、自動車、紙製品、

家具等に拡大している。

■今後の展開

快適性、安全性、健康に配慮した生活関連製品の開発支援強化のために2014 年10月に生活製品開発

ラボを開設した。縫製機器に加え、インクジェット式カラーAM（3Dプリンタ）（図4）、3Dハンディスキャナ、

レーザー加工機を導入し、試作品作製機能を充実させた。

繊維製品と電子機器、プラスチック製品等を組み合わせ

た製品試作が可能となった。2020 年東京オリンピック・

パラリンピックを控え、スポーツ用品、健康用品等の新

製品開発、また、外国人観光客向けのクールジャパンを

意識したデザイン性のある生活用品、アパレル製品に電

子機器を組み込んだウェアブル製品の開発等を支援して

いく。

*1)墨田支所

クールジャパン 
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図 4. カラーAM（3D プリンタ）と試作例 
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長野県工業技術総合センターにおける人間生活関連技術支援事例の紹介

○北野 哲彦 *1)、宮嶋 隆司 *1)

■キーワード　製品開発、生体計測、デザイン支援、3Dプリンター

1．長野県工業技術総合センターの人間生活関連計測・評価機器の紹介
2．製品開発支援事例①　「らくらくん」お薬用コップの開発
3．製品開発支援事例②　救急救命士用点滴資器材携行ケース「IVnoteTM」と専用針回収容器の開発

■はじめに

長野県工業技術総合センターでは、人間生活科学部（松本市）が主に人間生活関連技術の支援を行っ
ている。具体的な担当技術は、人間生活工学技術（人間工学、生体計測、デザイン支援、感性工学、繊維・
木工技術含む）、健康・医療・福祉機器関連技術である。所有する計測・評価機器を活用し、人の動作等
を考慮した製品開発に関する県内企業支援に取り組んでおり、ここでは、機器及び支援事例の一部を紹介
する。

■支援事例（取り組み内容）

(1)計測・評価・試作機器
人間生活科学部では、同分野で技術支援に活用している機器を、「色

彩評価システム」「感性計測システム」「製品デザイン試作開発システム」
と総称している。「色彩評価システム」は製品の色を中心とした製品
の劣化の程度を評価することができる。「感性計測システム」（図1）
では指の接触力センサーなどにより、動作や生理反応の計測を行うこ
とができる。製品の使いやすさの評価の支援に活用されている。「デ
ザイン試作支援システム」は、3Dスキャナによる計測や3Dプリンター
やレーザー加工機で様々な試作をすることができ、製品デザインや使
いやすさの評価に活用されている。
(2)支援事例①
「らくらくん」お薬用コップの開発支援
介護系の NPO 法人より委託を受け、高齢者や幼児を対象にした薬

を飲みやすくするための容器の開発支援を行った。多種類の薬を一度
に容易に飲むことを目指したものである。委託者のアイデアをシミュ
レーション評価と3Dプリンターによって具現化し、その使いやすさを
評価して、試作品の機能向上を行った。委託者は県内企業と連携して
製品化に取り組み、平成26年7月に“「らくらくん」お薬用コップ”（図2）
として販売を開始した。

（3）支援事例②
救急救命士用点滴資器材携行ケース「IVnoteTM」と専用針回収容器

の開発支援
点滴資器材携行ケース（図3）は、静脈留置針や輸液ライン、輸液、

消毒綿など静脈確保に関する資器材が使いやすく収納され、携行しや
すくしたケースである。この発案は長野県下の消防署に所属する現役
の5人の救急救命士で、点滴に関係する資器材をコンパクトにまとめ
て携行できるケースを試作しアイデアを考案した。信州メディカル産業
振興会の救急医療機器開発部会の活動を通じて、有限会社等々力製
作所と共に製品開発を行った。同ケース専用の使用済み針回収容器
について、3Dプリンターで試作を繰り返し使用感の評価などを行った。
平成 26年 6月に発売を開始した。

■まとめ

長野県工業技術総合センターでは、長野市などにある他部署とも連携しながら、計測機器などを活用し
人間生活関連技術分野の製品開発の支援を行ってきている。また、同時に、民間の製品開発経験者がデ
ザイン支援を中心に、外部専門家と連携して製品開発をプロデュースする地域資源製品開発支援センター
と呼ぶ事業も進めている。今後も所有する各種機器や同事業を活用し人の動作に考慮した付加価値の高い
ものづくり支援を進めていく。

*1)長野県工業技術総合センター

クールジャパン 

平成 27 年度 研究成果発表会 
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長野県工業技術総合センターにおける人間生活関連技術支援事例の紹介 
 

 ○北野 哲彦*1)、宮嶋 隆司*1) 
 
■キーワード 製品開発、生体計測、デザイン支援、3D プリンター 
 
1. 長野県工業技術総合センターの人間生活関連計測・評価機器の紹介  

2. 製品開発支援事例① 「らくらくん」お薬用コップの開発 

3. 製品開発支援事例② 救急救命士用点滴資器材携行ケース「IVnoteTM」と専用針回収容器の開発  
 
■はじめに 

長野県工業技術総合センターでは、人間生活科学部（松本市）が主に人間生活関連技術の支援を行っ

ている。具体的な担当技術は、人間生活工学技術（人間工学、生体計測、デザイン支援、感性工学、繊

維・木工技術含む）、健康・医療・福祉機器関連技術である。所有する計測・評価機器を活用し、人の

動作等を考慮した製品開発に関する県内企業支援に取り組んでおり、ここでは、機器及び支援事例の一

部を紹介する。 

■支援事例（取り組み内容） 

(1) 計測・評価・試作機器 

 人間生活科学部では、同分野で技術支援に活用している機器を、

「色彩評価システム」「感性計測システム」「製品デザイン試作開

発システム」と総称している。「色彩評価システム」は製品の色を

中心とした製品の劣化の程度を評価することができる。「感性計測

システム」（図 1）では指の接触力センサーなどにより、動作や生

理反応の計測を行うことができる。製品の使いやすさの評価の支援

に活用されている。「デザイン試作支援システム」は、3D スキャナ

による計測や3Dプリンターやレーザー加工機で様々な試作をすること

ができ、製品デザインや使いやすさの評価に活用されている。 

(2) 支援事例① 

 「らくらくん」お薬用コップの開発支援 

 介護系の NPO 法人より委託を受け、高齢者や幼児を対象にした薬

を飲みやすくするための容器の開発支援を行った。多種類の薬を一

度に容易に飲むことを目指したものである。委託者のアイデアをシ

ミュレーション評価と 3D プリンターによって具現化し、その使い

やすさを評価して、試作品の機能向上を行った。委託者は県内企業

と連携して製品化に取り組み、平成 26 年 7 月に“「らくらくん」お

薬用コップ”（図 2）として販売を開始した。 

（3）支援事例② 

 救急救命士用点滴資器材携行ケース「IVnoteTM」と専用針回収容

器の開発支援 

 点滴資器材携行ケース（図 3）は、静脈留置針や輸液ライン、輸

液、消毒綿など静脈確保に関する資器材が使いやすく収納され、携

行しやすくしたケースである。この発案は長野県下の消防署に所属

する現役の 5人の救急救命士で、点滴に関係する資器材をコンパク

トにまとめて携行できるケースを試作しアイデアを考案した。信州

メディカル産業振興会の救急医療機器開発部会の活動を通じて、有

限会社等々力製作所と共に製品開発を行った。同ケース専用の使用

済み針回収容器について、3Dプリンターで試作を繰り返し使用感の評価

などを行った。平成 26 年 6 月に発売を開始した。 

■まとめ 

長野県工業技術総合センターでは、長野市などにある他部署とも連携しながら、計測機器などを活用

し人間生活関連技術分野の製品開発の支援を行ってきている。また、同時に、民間の製品開発経験者が

デザイン支援を中心に、外部専門家と連携して製品開発をプロデュースする地域資源製品開発支援セン

ターと呼ぶ事業も進めている。今後も所有する各種機器や同事業を活用し人の動作に考慮した付加価値

の高いものづくり支援を進めていく。 
 
*1) 長野県工業技術総合センター 

図 3. 点滴資器材携行ケース 
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岐阜県における木工産業への技術支援

○長谷川 良一 *1)

■キーワード　木製家具、曲げ木、座り心地、製品評価

1．高品質な木製家具加工技術“圧縮、曲げ加工”
2．身体計測、高齢者ニーズを考慮した座り心地
3．製品の評価技術

■はじめに

岐阜県は、県土面積の82％が森林で占められている森林資源が豊富な県である。このため、木材資源
を活用した産業が各地域で存在する。特に、飛騨高山地域では、古くから豊富な木材資源と、匠の技と称
される高度な加工技術とが相まって、木製家具の産地として有名になった。現在、使用する材料は、外材
に依存しているが、木製いす、テーブルにおいては全国1位の出荷額を誇り、高いブランド力を有する製品
を製造している。岐阜県生活技術研究所は、これら主要な木工産業の支援機関として、素材から製品まで
の研究開発を実施しており、その取り組み事例を以下に紹介する。

■研究支援事例

(1)適正な曲げ加工技術
飛騨の家具の特徴である曲げ木の基本原理は、トーネット法

による曲げ加工である。その工程は、木材を90～100℃で蒸
す→型にはめて曲げる→型にはめたまま乾燥し、形状を固定す
る。図1に製造現場における曲げ工程の含水率変化を示すが、
蒸煮時の含水率のばらつきが大きく、その後の不良につながっ
ているという現状がある。さらに現在では、木材の種類が増え、
かつデザイン性のため曲げ形状も多様化している。そこで、蒸
煮と乾燥工程に焦点を当て、各樹種の製造条件のデータを収集
し、高品質な家具づくりのための情報提供を行っている。
(2)座り心地の良い椅子

木製椅子のデザインは、外観的形状の検討が優先となり、
基本設計値に対する検討は少ない。そこで、実際の着座時の人
の背形状の計測、背板の位置、座面高さの違いによる座り心地
に関するアンケート調査、筋電位や体圧分布計測など客観的評
価による設計情報を収集した。活用事例として人の自然な背形
状による設計指針を提案した。それを基に、共同研究に参加し
た地元メーカー5社から13アイテム商品化している。図2にロー
バックチェアの設計指針と製品開発例を示す。
(3)高齢者、個別需要へ対応した椅子

加齢に伴い、背中が大きく彎曲した人のための椅子を開発し
た。図3に開発椅子による姿勢改善を示す。この椅子は、彎曲
した背形状の計測に基づき、骨盤部と腰部の支持面が背中の形
状に沿うように角度調整が可能である。よって、通常の椅子で
は、背もたれの支持形状が合わず、頭部が下を向いていたとこ
ろ、これにより前を向いた姿勢が可能となり、食事の介助負担
が軽減された。その他の事例としては、腰痛者にやさしい椅子
を開発した。これは血液循環を良くする観点と筋肉の負担を軽
減する観点の2方向から、岐阜大学医学部、家具メーカーとの
産学官共同により実施した。これらは「円背者用椅子」「腰にや
さしい椅子」として商品化されている。
(4)製品の評価技術

部材段階での性能確認だけでなく、実物製品における強度、耐久性、使用環境下における品質を確認す
ることが出来る各種試験機を所有している。家具に関しては、JIS、ISO 試験に準拠した試験を実施しており、
高品質な製品、ブランド化に寄与している。

*1)岐阜県生活技術研究所

クールジャパン 
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■キーワード  木製家具、曲げ木、座り心地、製品評価 
 
1. 高品質な木製家具加工技術“圧縮、曲げ加工”   
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飛騨の家具の特徴である曲げ木の基本原理は、トーネット法

による曲げ加工である。その工程は、木材を 90～100℃で蒸す→

型にはめて曲げる→型にはめたまま乾燥し、形状を固定です。
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 木製椅子のデザインは、外観的形状の検討が優先となり、基

本設計値に対する検討は少ない。そこで、実際の着座時の人の

背形状の計測、背板の位置、座面高さの違いによる座り心地に

関するアンケート調査、筋電位や体圧分布計測など客観的評価

による設計情報を収集した。活用事例として人の自然な背形状

による設計指針を提案した。それを基に、共同研究に参加した

地元メーカー5社から 13 アイテム商品化している。図 2にロー

バックチェアの設計指針と製品開発例を示す。 

(3) 高齢者、個別需要へ対応した椅子 

 加齢に伴い、背中が大きく彎曲した人のための椅子を開発し
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図 3. 背中が曲がった高齢者のための椅子 
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図 2．設計指針と商品開発例

図3．背中が曲がった高齢者のための椅子

平成27年度　研究成果発表会
東京オリンピック・パラリンピックに向けたクールジャパン

｜　97　｜



子供の学習姿勢に関する研究を基に開発した製品の事例紹介

○友延 憲幸 *1)、河原 雅典 *2)、楠本 幸裕 *1)、椛嶋 隆 *3)、中山 貴裕 *4)、

横田 圭蔵 *5)、隈本 知伸 *6)、石川 弘之*1)、刈谷 臣吾 *1)

■キーワード　子供、学習姿勢、学童椅子用クッション、学習台、机上作業用グリップ

1．「子供の姿勢が悪い」と感じる教師がいる学校は、7割以上存在する
2．小学校で独自に授業中の姿勢を調査した結果、子供の姿勢が悪いことを確認した
3．姿勢を悪くする要因を探り、改善する仕掛けを検討し、独自の視点で製品開発を実施した

■取り組みの流れ

※：2013 福岡デザインアワード入賞受賞、※※：2014 福岡デザインアワード大賞受賞

■今後の展開

各製品、適切な姿勢に導くことを客観的に確認したが、今後は各製品の使用により適切な姿勢に導くこ

とが、学力向上につながるかどうかフィールド調査の実施を検討している。

*1)福岡県工業技術センター インテリア研究所、*2)富山大学、*3)株式会社イケヒコ・コーポレーション、  
*4)ナカヤマ木工、*5)有限会社ヨコタウッドワーク、*6)独楽工房隈本木工所

クールジャパン 

平成 27 年度 研究成果発表会 
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富山県生活工学研究所におけるスポーツ分野の取り組み

○浦上 晃 *1)、溝口 正人*1)

■キーワード　打撃用具、反発性能、竹複合バット、ホッケースティック、バット公認試験

1．富山県工業技術センター生活工学研究所の概要と施設紹介
2．打撃特性を改善した竹複合バットの商品化事例とホッケースティックの開発について
3．国内競技団体との連携によるバット公認試験について

■はじめに（生活工学研究所の紹介）

生活工学研究所が所在する富山県南砺市にはさまざまなスポーツ用品の製造企業が集積していることか
ら、当所では「スポーツ科学試験室」を設置して、用具やウエアなどのスポーツ分野に関する試験研究に
取り組んでいる。スポーツ関連企業の商品開発を支援するために、多くの専用装置を導入しており、公設
試では国内唯一のスポーツ工学の研究拠点となっている。特色のある保有設備を図1～4に示す。
本報では、これまでに実施してきたスポーツ用具に関する取り組み事例について紹介する。

■スポーツ用具の開発事例

(1)竹複合バットの開発
プロ野球等で使用される木製バットは、打撃時の衝

撃により折れたり割けたりするケースが少なくなく、高
価でもあるため、主に練習用バットとして、貼り合せた
竹材を旋削加工した竹バットが多用されている。しかし、
竹バットは木製バットと比べて剛性が小さい、反発に劣
る、しなりやすく手に響くなどの欠点がある。そこで当
所では、竹バットの芯部に強化木を組み込むことで、
従来の木製に匹敵する反発性能を有する竹複合バット
を県内企業と共同で開発した。開発した竹複合バット
の反発性試験結果を図5に示す。
豊富かつ安価な資源確保が可能な竹材を活用した複

合バットの開発により、野球界への高性能な用具の安
定供給に貢献している。
(2)ホッケースティックの開発

五輪種目でもあるグラウンドホッケーのスティック
は、素材が FRPになった現在も木製時代の伝統的な形
状が踏襲されているが、最大反発点がシャフト上に位
置することから、選手は屈んだ姿勢でボールを打撃し
ており、身体的負担が大きい上、ドリブルなどのボー
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ESR・放射線照射法によるスーパーオキシドアニオン及び OHラジカル消去能の評価

○中川 清子 *1)、関口 正之*1)

■キーワード　ESR、スピントラップ、放射線照射、抗酸化能評価

1．水の放射線分解を利用したスーパーオキシドアニオン(O2
-)及び OHラジカル消去能の評価

2．OHラジカル消去能の相対比が、反応速度定数の相対比を再現
3．既存の装置を利用したシステムの構築が可能

■研究の目的

OHラジカルやスーパーオキシドアニオンなどの活性酸素種は発がんリスクがあり、食品や化粧品の抗酸

化能を正しく評価する手法が求められている。そこで、水の放射線分解とラジカルをトラップ剤に捕獲して

ESR（電子スピン共鳴）で測定する方法を組み合わせて、正確な抗酸化能評価をするための条件を検討した。

■研究内容

(1)OHラジカル消去能の評価

スピントラップ剤 DMPO（5,5-ジメチル -1-ピロリン N-オキシド）と抗酸化物質を溶解した水溶液を亜酸

化窒素でバブリングしながらフローし、直径1cm の穴をあけた厚さ5cm の鉛製コリメーターを通してX線（電

圧：450kV、電流：10mA）を照射した（図1参照）。照射した溶液は ESR 測定用の扁平セルに導入し、生成

したDMPO-OHラジカルを定量した。

抗酸化物質を添加すると、DMPO-OHの生成量が減少した。DMPO-OHの減衰率を抗酸化物質とDMPO の濃

度比に対してプロットすると一次の直線が得られ、傾きが OHラジカル消去能に比例する値となる。得られ

た傾きの比を表1に示す。得られたOHラジカル消去能の比（第3カラム）は、パルスラジオリシス法で求

められているOHラジカルとの反応速度定数の比（第5カラム）とよく一致していることがわかる。X線照射

を利用して、OHラジカル消去能の評価が可能であることが示された。

(2)スーパーオキシドアニオン消去能の評価

ギ酸ナトリウム、スピントラップ剤 CYPMPO（5-(2,2-ジメチル -1,3-プロポキシシクロホスフォリル)-5-

メチル -1- ピロリン N-オキシド）と抗酸化物質を溶解した水溶液を高さ2mm のステンレス容器に入れ、ア

ルミ箔で覆った試料に電子線（電圧：250kV、電流：1mA、照射速度：60m/min）を照射した。照射した溶

液は毛細管に採取し、生成したCYPMPO-HO2 ラジカルを定量した。コーヒー酸を添加すると、CYPMPO-HO2

の生成量が減少した。CYPMPO-HO2 の減衰率をコーヒー酸とCYPMPO の濃度比に対してプロットすると一次

の直線が得られ、本手法によりスーパーオキシドアニオン消去能の評価が可能であると考えられる。

■研究の新規性・優位性

酵素反応や光照射で活性酸素種を生成すると、
二次反応の影響で正確な評価が困難である。
本手法により、抗酸化能評価の精度が向上する。

■産業への展開・提案

①抗酸化能評価法の確立及び普及
② ESRを利用した依頼試験の拡充
③ ESRを利用した測定システムの共同開発

参考文献
〔1〕G. V. Buxton, C. L. Greenstock, W. P. Helman, and A. B. Ross, J. Phys. Chem. Ref. Data, Vol.17, p.513 (1988)
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図1．OHラジカル消去能評価システム
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プロットすると一次の直線が得られ、本手法によりスーパーオキシドアニオン消去能の評価が可能で

あると考えられる。 

 

■研究の新規性・優位性  

酵素反応や光照射で活性酸素種を生成すると、

二次反応の影響で正確な評価が困難である。 

本手法により、抗酸化能評価の精度が向上する。 

■産業への展開・提案  

① 抗酸化能評価法の確立および普及 

② ESRを利用した依頼試験の拡充 

③ ESRを利用した測定システムの共同開発 
 

参考文献 

〔1〕G. V. Buxton, C. L. Greenstock, W. P. Helman, and A. B. Ross, J. Phys. Chem. Ref. Data, Vol.17, p.513 (1988) 

 

*1)バイオ応用技術グループ 

H26.4～H27.3【基盤研究】ESR・放射線照射法によるスーパーオキシドアニオンおよび OH ラジカル消去能の評価 

図 1. OH ラジカル消去能評価システム 

抗酸化物質
求められたＯＨラジ

カル消去能 a

ＯＨラジカル消去能

の相対値 b

反応速度定数 c

/109M-1s-1 速度定数の相対値 d

p-クマリン酸 6.3 1.00 8.7 1.00

ヒドロキノン 15.6 2.48 20 2.30
カテコール 7.3 1.16 11 1.26
チミジン 3.6 0.57 4.8 0.55

マニトール 1.2 0.19 1.5 0.17
a. ＤＭＰＯと抗酸化物質の競争反応プロットの傾きから得られた値
b. p-クマリン酸に対するOHラジカル消去能の相対値

c. パルスラジオリシス法で測定されたOHラジカルとの反応速度定数 1)

d. p-クマリン酸に対する反応速度定数の相対値

表 1. 抗酸化物質の OH ラジカルとの相対反応速度比

X線
(450kV,10mA)

スピントラップ剤
と抗酸化物質を
溶かした水溶液

送液ポンプ

直径1cmの

穴を開けた
鉛ブロック

ESR測定 扁平セル

亜酸化窒素

減圧弁 表1．抗酸化物質の OHラジカルとの相対反応速度比
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ゲル状配向コラーゲン線維束の開発 -人工腱マトリクス創成に向けた基盤技術 -

○畑山 博哉 *1)、柚木 俊二 *1)、海老澤 瑞枝 *2)、大藪 淑美 *1)、近藤 英司 *3)、安田 和則 *3)

■キーワード　コラーゲン線維束、配向、人工腱、生体吸収性、せん断応力、細胞認識

1．自家腱移植に替わる生体吸収性の人工腱が求められている
2．腱の一次構造である配向コラーゲン線維を、ゲル状線維束として作製することに初めて成功
3．今後は、配向コラーゲン線維を高次に組み上げ、生体吸収性人工腱としての実用化を目指す

■研究の目的

関節外科領域においては患者へのリスクが高い自家腱移植がスタンダードであるが、これを代替する生
体吸収性人工腱マトリクスの開発が求められている。従来の人工材料は、埋植後の経時劣化により断裂を
きたす場合、あるいは摩耗粉による炎症惹起性が問題視されていた。そこで我々は、生体腱を模倣した‘階
層化コラーゲン線維束’が生体吸収性人工腱マトリクスになるという仮説のもと、まずは生体腱の一次構造
を模倣した配向コラーゲン線維束の作製技術を開発した。

■研究内容

(1)ゲル状配向コラーゲン線維束を作製するための要件
コラーゲンの線維化時にせん断を付与するとナノサイズ

のコラーゲン線維が配向しながら基板に付着することは
知られていたが、本研究は、動的粘弾性装置を活用し
（図1）、ミリメートルサイズの厚みを持つゲル状配向コラー
ゲン線維束の作製に初めて成功した。作製の鍵となる条
件を以下に示す。
① 流動性を喪失する直前までコラーゲン濃度を高める
（市販品の上限が1.0％に対し、2.4％まで増加）
② 体温応答性のコラーゲン線維化速度を飛躍的に高め

る（特願 2014-210057）
③ 加速されたコラーゲン線維化工程の一定期間だけせん断を付与する
④ コラーゲンゾルにあらかじめ架橋剤を含ませ、ゲルの硬さを増加させて回収を容易にする

(2)人工腱開発の基盤技術になる可能性
配向コラーゲン線維束上で線維芽細胞を培養したところ、配向軸に沿って細胞が伸展している様子が確認

された（図2）。生体が認識するレベルにまでコラーゲン線維の配向度が高められていることが示唆された。

■研究の新規性・優位性

せん断配向法はスケールアップ及び機械的制御
が容易であり、医療機器の製造技術として有望
である。ゲル状に配向コラーゲン線維を作製で
きたので、構造の階層化が初めて可能になった。

■産業への展開・提案

国立大医学部において人工腱としての有効性を実
証し、企業との新医療機器開発へと展開したい。

■研究に関連した知財

・特願 2014-210057、特願 2014-210060

謝辞
本研究の一部は、（独）日本学術振興会 科学研究費補助金（課題番号：24500534）の支援を受けて実施された。
参考文献

〔1〕S.Yunoki et al., J Biomed Mater Res A, Published online, 26 February (2015)
〔2〕特願 2014-210057「コラーゲン水溶液及びそれを用いたゲルの製造方法」
〔3〕特願 2014-210060「コラーゲンゲルの作製方法およびコラーゲンゲル」

*1)バイオ応用技術グループ、*2)光音技術グループ、*3)北海道大学大学院
 H25.4〜 H26.3【基盤研究】せん断応力によるコラーゲン配向技術の開発

動的粘弾性測定による 

せん断付与 

・濃縮コラーゲン 

・架橋剤

・等張液 

ゲル状配向
コラーゲン繊維束

線維化

ゲル状配向コラーゲン線維束の概観 コラーゲン線維配向構造 配向コラーゲン線維束の上で
伸展した培養細胞

図1．ゲル状配向コラーゲン繊維束の作製

動的粘弾性測定による 

せん断付与 

・濃縮コラーゲン 

・架橋剤

・等張液 

ゲル状配向
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線維化

ゲル状配向コラーゲン線維束の概観 コラーゲン線維配向構造 配向コラーゲン線維束の上で
伸展した培養細胞

図2．作製したゲル状配向コラーゲン線維束の細胞認識
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蛍光イムノクロマトリーダーの高感度化

○村井 弘道 *1)、櫻井 正明 *2)

■キーワード　イムノクロマト、希土類蛍光錯体、時間分解法、レーダー信号処理

1．強蛍光性を有する希土類蛍光錯体
2．蛍光イムノクロマトリーダーとレーダー技術の類似性
3．レーダー信号処理による高感度化

■はじめに

インフルエンザ簡易検査等に代表される抗原抗体反応を利用した迅速検査では、イムノクロマト法がよく

利用されている。近年、そのイムノクロマト法の高感度化のための開発が各方面で行われており、特に蛍

光物質を利用した高感度化は、一般的なものとなってきている。本開発では、通信やレーダー技術の観点

から高感度化の検討、評価を実施したので概要を紹介する。

■開発内容

(1)蛍光物質について

蛍光イムノクロマト法では、各種の蛍光物質が利用されているが、

ここでは強蛍光性を有する希土類蛍光錯体 Eu3+ を蛍光物質として

選択した。（図1は 365nm の励起ビームを照射）この材料は蛍光ス

ペクトル 615nmで安定しており、狭いピーク特性を有する。また、

ストークシフトが大きく蛍光寿命も数百µsと長いことが特徴であ

る。この特徴を生かし、バックグラウンドの蛍光を避けるために時

間分解法がよく利用されている。

(2)レーダー技術から見た蛍光検出

励起光を照射することによって蛍光が発せられるという点におい

て、波長の相違を無視して考えるとレーダーの原理と似通っている

ことが容易に想像される。そこで、近距離マスクに相当する部分を

バックグランド蛍光時間領域に設定し、標的とする蛍光のみを抽出

するためにレンジゲート（図2の黄色枠）を設ける。このようにして、

電波またはレーザーレーダーと同様の信号を得ることができる。

(3)実験

図 3の装置で評価を実施した。主要諸元は以下のとおりである。

・励起光：365nm、1W（日亜化学工業（株）製）

・受光部：光電子増倍管（浜松ホトニクス（株）製）

・信号処理：ヘテロダイン方式＋GNU Radio Software

励起された蛍光は集光光学系、光電子増倍管により電気信号に

変換される。その信号をADコンバータでデジタル信号とし、ソフ

トウェアのみで各種のレーダー信号処理を行う。主要なソフトウェ

アは、GNU Radio Softwareで動作記述はC++で行った。その結果、

単純な時間分解法より高いS/N比が得られた。また、想定外であっ

たが、外来ノイズに対する耐性が高いことも確かめられた。

(4)まとめ

臨床関連システムは通信、レーダー技術とは一見、無縁のよう

に思えるが、アナロジーを用いると多くの共通点が見いだせること

がある。今後も通信やレーダーの要素技術の臨床応用を進めてい

く予定である。

*1)株式会社ティ・エフ・ディ、*2)株式会社試薬工房
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血中脂質を測る高感度分光器

○古川 祐光 *1)、栗林 亮介 *1)、渡部 愛理 *1)

■キーワード　非侵襲血液検査　予防医療、生活習慣病、血中脂質、フーリエ分光法

1．生体微弱光を高速・高感度分光
2．非侵襲で血中成分を常時モニタリング
3．食事のカロリー管理など予防医学へ活用

■日本のメタボ

肥満度の指標とされているBMI（Body Mass Index）が、30kg/m2 を超える人の割合は日本人で5％以下

である。しかしながら、35％のアメリカに比べても、循環器・脳血管疾患の割合はむしろ高くなっている。

血管・心臓に負担をかける血中脂質は、見た目で判らないために各個人での血液計測が重要であり、知っ

てコントロールしなければならない。我々は高感度分光分析技術を開発し、血中脂質を手軽に測れる測定

器を目指している。

■研究内容

（1）高感度分光器〔1〕

生体組織は光散乱が強いため、拡散反射での

検出が主流であるが、生体内情報を得るために

は透過光の検出が理想的である。透過光は微弱

であるという問題があるが、我々は高感度な分光

分析器を開発することで、安全な光入射強度でリ

アルタイムの測定を可能とした。

図1に開発した装置の外観を示す。指にハロゲ

ンランプから出た近赤外光を照射し、その透過光

は干渉計によって、インターフェログラムとなり、

ラインセンサーで検出される（図2(a））。PCにて

フーリエ変換処理を行なうことで、図2(b)のよう

に、指の近赤外吸光度スペクトルが得られる。

（2）血中脂質の測定

近赤外吸光度スペクトルにおいて、脂質に多く

含まれる成分は、波長1200nm の吸収として現れ

るが、大部分は皮下脂肪などによるものである。

開発した高感度分光器では、血管の脈波に追随

するため、脈動する血中脂質成分を脈動しない皮

下脂肪から分けることが可能となる。

この手法を用いて、食事前後の血中脂質成分

を推定したところ、食後に中性脂肪が高くなり、

約 4時間後にピークを迎える様子が計測された。

■まとめと展望

非侵襲血液計測の研究は、従来より血糖値計測に偏っているが、いくつかの理由によって現在でも実現

しない技術となっている。このため、糖尿病になった方は必要に迫られて、たとえ多少の痛みを伴っても

自己血糖測定器（SMBG）などの観血的測定に頼らざるを得ないのが現状である。しかしながら、予備軍の

方、未病の方は、切迫感が薄いため、痛みを伴う測定は行わない。このような人々にこそ、気軽に行える

非侵襲血液計測は必要なのだろうと考える。

非侵襲血中脂質測定は、摂取カロリー管理や健康管理について目に見える形で示す技術であり、未病の

早い段階から生活改善を行える指標を提示できるようになれば、生活習慣病を減らすことが可能である。

参考文献
〔1〕R．Kuribayashi, H．Furukawa, Proc．SPIE 9313, p.931314 (2015)

*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所
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参考文献 

〔1〕R. Kuribayashi and H. Furukawa, Proc. SPIE 9313, p.931314 (2015) 

 
*1)国立研究開発法人産業技術総合研究所 
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酵素サイクリング法を用いたホルムアルデヒド高感度センサーの開発

○瀧本 悠貴 *1)、月精 智子 *1)、城 照彰 *2)、紋川 亮 *1)、和田 俊明 *3)、左成 信之*3)

■キーワード　ホルムアルデヒド、酵素サイクリング法、水溶性テトラゾリウム塩

1．酵素サイクリング法を用いた高感度かつ高選択的なホルムアルデヒドセンサー
2．簡易で小型化可能
3．酵素の種類を変えることで、さまざまな物質の検出に応用可能

■研究の目的

ホルムアルデヒドは、防腐剤や樹脂などに広く使われている揮発性有機化合物であるが、低濃度でシッ
クハウス症候群や癌などを引き起こすリスクがあるため、簡易で高感度なセンサー開発が求められている。
本研究では、酵素サイクリング法と吸光度測定を用いて、簡易かつ高感度、高選択性及び迅速な応答性を
持ったホルムアルデヒドバイオセンサーの開発を行った。

■研究内容

(1)実験方法
酵素サイクリング法において、ホルムアルデヒド(FA)は、FA 脱水素

酵素(FALDH)とNAD+ によりギ酸へと酸化する（図1）。生成した NADH
とジホラーゼ(DI)によりテトラゾリウム塩(WST-8)を還元し、ホルマザ
ン色素を生成する。その 460nm における吸光度を測定することで、FA
の検出を行う。
リン酸緩衝液(pH8.0、100mM)を用いて、EDTA 0.1mM、NAD+ 0.3mM、

FALDH 1.0U/mL、DI 1.0U/mL、WST-8 1.0mMとなるように反応溶液を調
整した。FA 溶液測定では、FA 溶液(10〜 500ppb)を反応溶液に加え
て撹拌し、3分後に吸光度を測定した。FAガス測定では、パーミエーター
で目的濃度(5〜80ppb)に制御したFAガスを反応溶液に5分間バブリ
ングした後、吸光度を測定した。
(2)結果及び考察

FA 溶液及び FAガスの吸光度測定結果を図2及び図 3に示す。FA 溶液測定において、FA 濃度と吸光度
の間には直線性があり、定量性が確認された。検出限界は 3.3ppbであった。また、FAガス測定において
も直線性があり、定量性が確認された。検出限界は1.5ppbであった。さらに、FAに対する高い選択性が
得られ、ギ酸、アセトン、エタノール及びメタノールは検出されず、アセトアルデヒドもほぼ検出されなかっ
た（図4）。以上より、高感度かつ高選択的にFAを検出することに成功した。

■研究の新規性・優位性

本研究で開発したセンサーは、HPLCや GC/MS
と比較して、小型で携帯可能であり、操作も容
易である。また、酵素を用いることで、従来の
ガス検知管や化学センサーと比べ、高感度か
つ高選択性を有している。

■産業への展開・提案

①特許使用許諾
②ホルムアルデヒドガスセンサーの製品化
③酵素の種類を変え、他の物質のセンサーに応用

■研究に関連した知財

・特願 2014-001895

参考文献
〔1〕A. Monkawa, T. Gessei, Y. Takimoto, N. Jo, T. Wada, N. Sanari, Sens. Actuators B: Chem., Vol.210, pp.241-247 （2015）

*1)バイオ応用技術グループ、*2)開発企画室、*3)柴田科学株式会社
 H24.4〜 H25.3【共同研究】ホルムアルデヒド検出用高感度バイオセンサの開発
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市販の銀含有創傷被覆材の抗菌性と細胞毒性のin vitro評価

○柚木 俊二 *1)、光田 益士 *2)、藤井 恭子 *1)、大藪 淑美 *1)、岩嵜 徹治 *2)

■キーワード　銀イオン、スルファジアジン銀、銀ナノ結晶、創傷管理、感染、徐放

1．市販の銀含有創傷被覆材は多様である。基材としては不織布、ハイドロコロイド、フォーム材などが
利用され、基材分子に銀をイオン結合させたもの、あるいは銀塩、有機銀化合物、銀ナノ結晶などを
複合化したものがある。しかし、どれも同様の性質であると、臨床現場で理解される傾向がある。

2．抗菌性と細胞毒性のバランスが、市販品の間で異なっていた。基材からの銀イオンの徐放性の違いだ
けではバランスの違いを説明できず、基材との複合要因で創傷被覆材の特性が決まっていることが示
唆された〔1〕。

■研究の目的

市販の銀含有創傷被覆材の抗菌性と細胞毒性をin vitroで並列評価し、創傷被覆材の種類によって抗
菌性と細胞毒性のバランスが異なることを実証する。

■研究内容

表1．試験に用いた市販の銀含有創傷被覆材の特性

商 品 名 製 造 者 基　材 銀

Biohesive Ag A（国産） ハイドロコロイド スルファジアジン銀（AgSD）

Aquacel Ag B（輸入） 不織布 イオン

Algisite Ag C（輸入） 不織布 イオン

Mepilex Ag D（輸入） フォーム材 硫酸銀

Polymem Ag E（輸入） フォーム材 銀ナノ結晶

抗菌剤は細胞毒性も示すため、抗菌性が高くなるほど細胞毒性が増加するという単純な相関が予想され
たが、in vitroでの並列評価の結果は予想に反していた。抗菌性が弱く細胞毒性が強い製品もあった。
銀イオンの溶出量も評価したが、このバランスの違いを説明できなかった。基材の性質との複合要因が考
えられた。抗菌性／細胞毒性のバランスに差異があることを理解して創傷管理を行うべきである。

■研究の新規性・優位性

銀含有創傷被覆材の特性を並列評価した結果
は、臨床における創傷管理にとって重要な情報
となる。医療機器メーカーとしては、自社製品
の特徴を科学的に主張することができる。

■産業への展開・提案

都産技研では、動物細胞による医療機器の安
全性試験を実施できる。多様な評価系と組み合
わせ、Evidence-Based Medicineの加速に貢献
する。

参考文献
〔1〕S.Yunoki et al., Chronic Wound Care Management Research, Vol.2, pp.1-9 (2015)

*1)バイオ応用技術グループ、*2)アルケア株式会社 医工学研究所
 H26.4〜 H27.3【共同研究 A】創傷治癒評価のための皮膚モデルの構築と新規セラミド含有ドレッシング材の機能検証
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の特徴を科学的に主張することができる。 

■産業への展開・提案  

都産技研では、動物細胞による医療機器の安全

性試験を実施できる。多様な評価系と組み合わ

せ、Evidence-Based Medicineの加速に貢献する。 

 

参考文献 

〔1〕Yunoki et al., Chronic Wound Care Management Research, Vol.2, pp.1-9 (2015) 

 

*1)バイオ応用技術グループ、*2)アルケア株式会社 医工学研究所 

H26.4～H27.3【共同研究 A】創傷治癒評価のための皮膚モデルの構築と新規セラミド含有ドレッシング材の機能検証 

商品名 製造者 基材 銀 

Biohesive Ag A （国産） ハイドロコロイド スルファジアジン銀（AgSD） 

Aquacel Ag B（輸入） 不織布 イオン 

Algisite Ag C（輸入） 不織布 イオン 

Mepilex Ag D（輸入） フォーム材 硫酸銀 

Polymem Ag E（輸入） フォーム材 銀ナノ結晶 

表 1. 試験に用いた市販の銀含有創傷被覆材の特性 
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図 1. 黄色ブドウ球菌に対する創傷被覆材の抗菌性 CFU  

   はコロニー形成単位を示し、初菌数は 3.4×107CFC 

で実施した。データは平均値±標準偏差（n=3） 

*：p<0.05、**：p<0.01 

図 2. 線維芽細胞 V79 を用いた細胞毒性試験 

データは平均値±標準偏差（n=3） 

*：p<0.05、**：p<0.01。 

図1. 黄色ブドウ球菌に対する創傷被覆材の抗菌性  
CFU はコロニー形成単位を示し、初菌数は 3.4×
107CFC で実施した。データは平均値±標準偏差（n=3）  
　　*：p<0.05、**：p<0.01

図 2. 線維芽細胞 V79を用いた細胞毒性試験  
データは平均値±標準偏差（n=3）  
　　*：p<0.05、**：p<0.01。
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熱ルミネッセンス（TL）法による照射食品の検知

-ドロマイト（標準鉱物）を用いた校正照射の課題と標準化の試み -

○関口 正之*1)、中川 清子 *1)

■キーワード　熱ルミネッセンス、ドロマイト、照射食品検知法、校正照射

1．TL法による照射食品検知法の判定に影響を与える照射場の雰囲気、測定条件を評価した
2．そのツールとしてドロマイト（標準鉱物）でTL標準試料を作成し、その特性と精度を調べた
3．LiF素子よりTL試料の状態、校正照射に適合した評価ができ、発光ピークの識別も容易であった

■背景と目的

熱ルミネッセンス（TL）法は、地層や土器等の年代測定、医療での放射線治療、放射線や放射性物質
使用施設における被曝管理、また、食品の放射線処理の有無を検知し、食品衛生法上の行政管理（照射
履歴表示を含む）に使用される。測定対象は、鉱物質であり放射線照射により特異な熱発光を示す。TL
法では、試料皿の熱伝導、質量、厚さ、昇温速度や試料量が発光ピーク温度をシフトさせ、再照射線源と
照射場の雰囲気は発光量に影響を与える。現在、TL法は EN1788(2001)及び厚生労働省通知 食安発 0910
第 2号(2012)で照射食品検知の公定試験法とされ、手順や判定基準が示されているが、両者には一部不
整合な部分が残る。標準化に必要な校正照射に関して両者とも線量評価に具体的な指針がなく、試料皿の
規定も異なる。昇温時の温度校正は熱電対、またはTLD-100（LiF: Mg.Ti）の発光ピークによる補正が示
されているが、発光ピーク温度は試料と測定条件に影響を受けるため実試料に近い形での評価が望ましい。
食品から分離した鉱物試料に適合した手法をとることで試験所間の測定結果の変動を最小限にし、判定の
閾値にある試料の誤判定を避け、判定の信頼性を高めることができる。そこで、TL 測定装置の性能評価
及び TL法による照射食品の検知試験の標準化への使用の可否を検討するため、ドロマイトで作製したTL
標準試料の熱発光特性（ピーク温度及び発光量の安定性及び照射場の影響等）を調べた。

■照射食品検知に使用するTL法の適正化と信頼性向上（依頼試験、相談対応、規格基準の改訂）

(1)ドロマイト(JDo-1:産総研,フランスECISS702-1)で作製
した標準TL素子の特性の評価（発光スペクトル、積算発
光量、アニーリングと繰り返し測定安定性）  
⇒TLD-100と同等

(2)標準 TL素子による照射場の評価(試料皿、散乱γ線等) 
⇒薄層のドロマイトTL素子は実試料の状態を反映

(3)TLD-100及び他の線量計との比較  
⇒水等価ではないが試料鉱物質の照射による応答に対応

■まとめ、今後の展開

(1)TL標準試料の発光量は、試料皿に付加したドロマイトの重量ではなく、発光能で基準化することにより
素子間の発光量の変動を低減し、TLD-100に比べ精度の高い測定が可能であった。

(2)実試料と同等レベルの重量に標準試料を作製でき、実際の食品分離鉱物質とほぼ同等の発光能を持つ
鉱物質を使用することで同時に照射することも可能である。試料皿へのドロマイトの固着が比較的安定
なため、輸送してTL 装置間及び校正照射に使用する照射装置間の条件の比較検討に利用できる。

(3)TLD-100 や他の線量計素子に比べ薄層であるため、試料皿近傍での照射環境や昇温条件を精度よく比
較することができる。

参考文献
〔1〕宮原誠 , 厚労科研究成果データベース, 文献番号200501058A (2006)

*1)バイオ応用技術グループ
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図3．137Csγ線照射装置 図 4．TL 測定装置

図 5.ドロマイト(JDo-1)のTL発光曲線
（137Csγ線未照射:―,照射:―）

図1.試料皿中の線量計とTL標準素子
(100µLの鉱物懸濁液を乾燥して作製 )

図 2.JDo-1を付加した金属板
(25µLの鉱物懸濁液を乾燥して作製 )
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6月26日（金）

研修室242

ロボット/メカトロニクス



おもてなしのコミュニティ・セントリック・システム構築のための

ソーシャルロボティクスとソーシャルビッグデータ

○山口 亨 *1)

■キーワード　ロボティクス、ビッグデータ、ソーシャルシステム、QOL＆防災コミュニティ支援

1．普及が始まるソーシャルロボットがもたらす新たなソーシャルビックデータのイノベーション
2．平常時の QOLコミュニティと被災時の防災コミュニティ両方に活用のソーシャルロボット
3．ソーシャルロボットの QOL＆防災コミュニティ活用事例とソーシャルビッグデータへの展開

■はじめに

近年、大地震等の災害が引き起こすさまざまな場面において、ロボット技術の活用が求められている。
本研究では、災害時の被害の最小化・復興の円滑化を目的とし、防災活動へ繋がる日常支援型ロボットシ
ステムをソーシャルロボティクス活用事例として開発した。さらに、そのソーシャルビックデータへの展開も
あわせて紹介する。

■支援事例とその展開

事例の避難生活は、平常時における周囲の環境が大きく変化し不便な生活を送ることになるため、QOL
が低下し、親族や近隣の知人が遠隔地で避難生活を送ることが、孤独や不安から心的なストレスを増加さ
せることになる。避難生活において、支援するコールセンタでは、少ない情報量（ログ）から生活の様子
を推測しなければならないため、ケアを十分に行うことができない。一方で、対面型のコミュニケーション
は、顔の表情から読み取れる情報量が多く、非常に有効であり、遠隔地にいる親族や知人とのコミュニケー
ションにもこのプレゼンス機能は有用である。南相馬PJの実施例では、利用場面を図1のように平時から
避難生活までを想定し、生活ログ取得とその利活用を考慮しテレプレゼンス機能を備え、ロボットとのノン
バーバル（非言語）コミュニケーションを達成するロボットのシステムを構築する。図2にネットワーク部と
して利用するRSNP、図 3にソーシャルロボット概要と実験風景を示す。

■まとめ

ソーシャルロボットの一例として、避難生活ログに基づいたテレプレゼンス機能をロボットシステムに実
装した。テレプレゼンス機能については、「相手の顔を見て話す」ということに良い評価を得た。また、ロ
グ獲得に有効であることを示した。今後の展開で獲得したソーシャルビックデータの活用を示す。

参考文献
〔1〕尾上聡，山本健太，田中一晶，中西英之, 情報処理学会論文誌 , No.54, Vol.4, pp.1462-1469 (2013)
〔2〕中西英之, 日本ロボット学会誌，Vol.29, No.1, pp.23-26 (2011)
〔3〕村上友樹, 中西英之, 野上大輔 , 石黒浩, 情報処理学会研究報告．HCI, ヒューマンコンピュータインタラクショ

ン研究会報告, pp.27-34 (2008)

*1)首都大学東京
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参考文献 
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*1)首都大学東京 

 

図 1. 実施事例：南相馬避難生活アシストロボット活用 PJ
 

図2．ネットワーク部（RSNP 構成概要）
（RSNPとは RSi規定の通信プロトコル）

図 3．アシストロボットスマイリ―概要と実験風景
（利用ロボットスマイリ―は、VECTOR 社製）

図1．実施事例：南相馬避難生活アシストロボット活用 PJ
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本研究では、災害時の被害の最小化・復興の円滑化を目的とし、防災活動へ繋がる日常支援型ロボット

システムをソーシャルロボティクス活用事例として開発した。さらに、そのソーシャルビックデータへ

の展開もあわせて紹介する。 

 

■支援事例とその展開 
事例の避難生活は、平常時における周囲の環境が大きく変化し不便な生活を送ることになるため、QOL

が低下し、親族や近隣の知人が遠隔地で避難生活を送ることが、孤独や不安から心的なストレスを増加
させることになる。避難生活において、支援するコールセンタでは、少ない情報量（ログ）から生活の
様子を推測しなければならないため、ケアを十分に行うことができない。一方で、対面型のコミュニケ
ーションは、顔の表情から読み取れる情報量が多く、非常に有効であり、遠隔地にいる親族や知人との
コミュニケーションにもこのプレゼンス機能は有用である。南相馬 PJ の実施例では、利用場面を図 1
のように平時から避難生活までを想定し、生活ログ取得とその利活用を考慮しテレプレゼンス機能を備
え、ロボットとのノンバーバル（非言語）コミュニケーションを達成するロボットのシステムを構築す
る。図 2にネットワーク部として利用する RSNP、図 3にソーシャルロボット概要と実験風景を示す。 
 

 

■まとめ 
ソーシャルロボットの一例として、避難生活ログに基づいたテレプレゼンス機能をロボットシステム

に実装した。テレプレゼンス機能については、「相手の顔を見て話す」ということに良い評価を得た。
また、ログ獲得に有効であることを示した。今後の展開で獲得したソーシャルビックデータの活用を示す。 
 
参考文献 
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スマートフォン連動型ロボットパートナー

○久保田 直行 *1)、Janos Botzheim *1)、武田 隆宏 *1)

■キーワード　ロボットパートナー、スマートフォン、高齢者、見守り

1．スマートフォンの機能を活用したロボットパートナーとセンサネットワークシステムの統合
2．高齢者の見守りを考慮したコミュニケーションシステムと情報支援システム
3．高齢者にとってのユーザビリティを考慮したアプリケーションの設計指針

■背景

・超高齢社会における独居高齢者への見守りや外出の促し、日常生活での情報支援などが必要である

・高齢者は、スマートデバイスへの興味が増し、使いやすいアプリケーションの開発が急務である

・地域自治体において、高齢者の安否確認などを行うため、SNSの導入が検討されている

■スマートフォン連動型ロボットパートナー

(1)人と人、人と情報、人と環境をつなぐ「ライフハブ」

・ QOL(Quality of Life)の向上には、人々が住む

地域の質（Quality of Community; QOC）の向

上も重要である。本研究では、人と人、人と情報、

人と環境をつなぐためのインタフェースとして、

「ライフハブ」の概念を提案し、ロボットパート

ナーとスマートデバイスを活用してきた（図1）。

(2)スマートデバイスとロボットパートナー

・ スマートデバイスのタッチインタフェースやセンサ、通信機能を活用す

ることにより、低価格なロボットのハードウェアの開発を実現する。

・ スマートデバイスで、個人情報や各種データを一元管理し、使用する

シーンにあわせて、ロボットパートナーからシニアカーへと装着し、

日常生活の情報支援を切れ目なく行う（図2）。

・ 高齢者にとってのユーザビリティを考慮し、目的にあわせたメニュー

を階層的に表示することにより、情報支援を行う（図3）。

(3)見守り・コミュニケーションシステム

・ ロボットの内蔵センサ、センサネットワークデバイスとの連携により、

ライフログを収集し、日常生活のパタンを抽出する（図4）。

・ コミュニケーションモードとして、基本日常発話、情報支援発話、シ

ナリオ発話を実装した。基本発話モードは、「あいさつ」や「独り言」

の他、スマートフォンにダウンロードされたコンテンツに基づく発話

や各種個人データを参照しながら、会話を行う。

・ 発話形式として、ランダム発話の他、設定された時間

に基づく発話を行う時間依存発話、各種センサの反応

状態にあわせて発話を行う、イベント駆動型発話を行

うシステムを開発した。

・ 人と人をつなぐために、ツイッターなどで書き込まれ

た内容をダウンロードし、ロボットが発話するとともに、

音声認識された内容を書き込むシステムを開発した。

■今後の展開

・ 高齢者の嗜好や日常生活パタンに基づく情報推薦システムの構築

・ 人と人をつなぎ、コミュニティを活性化するための対話コンテンツの開発

*1)首都大学東京

ロボット/メカトロニクス 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

スマートフォン連動型ロボットパートナー 
 

 ○久保田 直行*1)、Janos Botzheim*1)、武田 隆宏*1) 
 
■キーワード ロボットパートナー、スマートフォン、高齢者、見守り  
 
1. スマートフォンの機能を活用したロボットパートナーとセンサネットワークシステムの統合  

2. 高齢者の見守りを考慮したコミュニケーションシステムと情報支援システム 

3. 高齢者にとってのユーザビリティを考慮したアプリケーションの設計指針  
 
■背景 

・ 超高齢社会における独居高齢者への見守りや外出の促し、日常生活での情報支援などが必要である。 

・ 高齢者は、スマートデバイスへの興味が増し、使いやすいアプリケーションの開発が急務である。 

・ 地域自治体において、高齢者の安否確認などを行うため、SNS の導入が検討されている。 

 

■スマートフォン連動型ロボットパートナー 

開発した。 

 

 

■今後の展開 

・ 高齢者の嗜好や日常生活パタンに基づく情報推薦システムの構築 

・ 人と人をつなぎ、コミュニティを活性化するための対話コンテンツの開発 
 
*1)首都大学東京 

 

ロボット/メカトロニクス 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

スマートフォン連動型ロボットパートナー 
 

 ○久保田 直行*1)、Janos Botzheim*1)、武田 隆宏*1) 
 
■キーワード ロボットパートナー、スマートフォン、高齢者、見守り  
 
1. スマートフォンの機能を活用したロボットパートナーとセンサネットワークシステムの統合  

2. 高齢者の見守りを考慮したコミュニケーションシステムと情報支援システム 

3. 高齢者にとってのユーザビリティを考慮したアプリケーションの設計指針  
 
■背景 

・ 超高齢社会における独居高齢者への見守りや外出の促し、日常生活での情報支援などが必要である。 

・ 高齢者は、スマートデバイスへの興味が増し、使いやすいアプリケーションの開発が急務である。 

・ 地域自治体において、高齢者の安否確認などを行うため、SNS の導入が検討されている。 

 

■スマートフォン連動型ロボットパートナー 

開発した。 

 

 

■今後の展開 

・ 高齢者の嗜好や日常生活パタンに基づく情報推薦システムの構築 

・ 人と人をつなぎ、コミュニティを活性化するための対話コンテンツの開発 
 
*1)首都大学東京 

 

図2．スマートデバイスとの連動

図3．高齢者向けアプリケーション

図 4．ライフログ計測の例

ロボット/メカトロニクス 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 
 

スマートフォン連動型ロボットパートナー 
 

 ○久保田 直行*1)、Janos Botzheim*1)、武田 隆宏*1) 
 
■キーワード ロボットパートナー、スマートフォン、高齢者、見守り  
 
1. スマートフォンの機能を活用したロボットパートナーとセンサネットワークシステムの統合  

2. 高齢者の見守りを考慮したコミュニケーションシステムと情報支援システム 

3. 高齢者にとってのユーザビリティを考慮したアプリケーションの設計指針  
 
■背景 

・ 超高齢社会における独居高齢者への見守りや外出の促し、日常生活での情報支援などが必要である。 

・ 高齢者は、スマートデバイスへの興味が増し、使いやすいアプリケーションの開発が急務である。 

・ 地域自治体において、高齢者の安否確認などを行うため、SNS の導入が検討されている。 

 

■スマートフォン連動型ロボットパートナー 

開発した。 

 

 

■今後の展開 

・ 高齢者の嗜好や日常生活パタンに基づく情報推薦システムの構築 

・ 人と人をつなぎ、コミュニティを活性化するための対話コンテンツの開発 
 
*1)首都大学東京 

 

 

図1．高齢者のためのライフハブとしてのロボットパートナー

平成27年度　研究成果発表会
ロボット／メカトロニクス

｜　114　｜



1mm の変位量を有する静電アクチュエータの試作

○長谷川 孝 *1)、殿谷 保雄 *1)

■キーワード　アクチュエータ、高電圧、気中放電、絶縁体、研磨紙

1．1mm の変位量で駆動する静電アクチュエータを実現するための手法として、印加電圧の向上を検討
2．電極間での放電と帯電による密着を避けるために、研磨紙を貼付した絶縁体を電極間に介在
3．卓上型3Dプリンタを用いてアクチュエータを試作

■研究の目的

静電アクチュエータは構造が単純であるため、小型・軽量化でき、制御性にも優れている。そのため、
MEMSの駆動機構として活用されている。しかしながら、出力が小さいことが弱点である。本研究では、静
電アクチュエータのさらなる用途拡大を目指して、3Dプリンタを用いて1mm の変位量を有する静電アクチュ
エータの試作に取り組み、前記弱点の改善手法を検討した。

■研究内容

(1)電極間における気中放電の回避
静電アクチュエータの出力は、印加電圧の二乗に比例する〔1〕。したがっ

て出力（変位量）を向上させるには、印加電圧を大きくすればよい。と
ころが、空気の絶縁破壊電圧は、1mm の離隔において3kV以下である。
そのため、電極間距離を1mm にして3kVを超える電圧を印加すると、電
極間で放電が発生し、所望の静電気力が得られない〔1〕。そこで絶縁体
である高誘電率ガラス布基材（比誘電率：約10、板厚：約 0.6mm）をア
クチュエータ固定部電極上に接着し（図1(a)参照）、駆動部と固定部の
電極間に介在させることで、電極間で発生する放電を回避した。
(2)帯電による駆動部電極と絶縁体との密着の抑制

絶縁体を電極間に介在すると、絶縁体が帯電して駆動部電極が絶縁
体に密着し、アクチュエータの往復運動を妨げる。そこで、絶縁体表面
に研磨紙を貼付することで、絶縁体表面に凹凸を設けて、帯電下での駆
動部電極と絶縁体との密着を抑制した（図1(b)参照）。
(3)駆動回路の作成

ファンクションジェネレータでパルス信号を入力し、Nチャンネル
MOSFETとリレーを用いて、コンバータ出力電圧の ON/OFFが入力パルス
(0- 約 5Vpp)の周期とシンクロする設計とした（図2参照）。主な仕様とし
ては、出力電圧：0～±15kV、波形：パルス波、周波数：DC～10Hz程
度(リレーに依存)、である。
(4)アクチュエータの試作と評価

卓上型3Dプリンタを用いて試作した試作機の写真を図3に示す。試
作機の電極は、φ50mm 平行平板電極である。評価結果を表1に示す。
(5)まとめ

アクチュエータ駆動部と固定部の
電極間に絶縁体を介在させ、駆動
部電極の絶縁体への密着を抑制す
ることで、往復回数 5Hz以下で1mm
以上の変位量を有する静電アクチュ
エータが実現できた。
今後はさらなる高出力化に向け

て、最適な絶縁体と密着抑制手法
を検討していく。また、高電圧を取
り扱うので、感電に十分配慮した安
全設計が課題である。

■研究の新規性・優位性
静電アクチュエータは、制御性に優れている。現在は
MEMSでの活用が中心となっているが、本研究の課題を
克服することで MEMS以外の用途での活用が期待できる。

■産業への展開・提案
① mm オーダ可動域の高精度小型マニピュレータ
②小型・軽量化したロボットアクチュエータでの
製品応用が考えられる

参考文献
〔1〕Kothari Dp and Nagrath Ij, Electric Machines (Sigma Series) (2006)

*1)城東支所
 H25.10 ～ H26.9【基盤研究】RP技術を利用した静電アクチュエータの開発

表1．試作機による評価結果

入力ﾊﾟﾙｽ
周波数[Hz]

最小駆動電圧
（設定値）[kV]

変位量
[mm]

2 10.5

1 以上
3 12.0

4 13.5

5 15.0
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■研究内容 
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そのため、電極間距離を 1mm にして 3kV を超える電圧を印加すると、電

極間で放電が発生し、所望の静電気力が得られない[1]。そこで絶縁体で

ある高誘電率ガラス布基材（比誘電率：約 10、板厚：約 0.6mm）をアク

チュエータ固定部電極上に接着し（図 1(a)参照）、駆動部と固定部の電極

間に介在させることで、電極間で発生する放電を回避した。 

(2) 帯電による駆動部電極と絶縁体との密着の抑制 

 絶縁体を電極間に介在すると、絶縁体が帯電して駆動部電極が絶縁体

に密着し、アクチュエータの往復運動を妨げる。そこで、絶縁体表面に

研磨紙を貼付することで、絶縁体表面に凹凸を設けて、帯電下での駆動

部電極と絶縁体との密着を抑制した（図 1(b)参照）。 
 

(3) 駆動回路の作成 

ファンクションジェネレータでパルス信号を入力し、NチャンネルMOSFETとリ

レーを用いて、コンバータ出力電圧のON/OFFが入力パルス(0-約5Vpp)の周期

とシンクロする設計とした（図2参照）。主な仕様としては、出力電圧：

0～±15kV、波形：パルス波、周波数：DC～10Hz程度(リレーに依存)、である。 
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今後はさらなる高出力化に向けて、最適
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■研究の新規性・優位性  

静電アクチュエータは、制御性に優れている。
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運搬ロボットの研究開発

○益田 俊樹 *1)、森田 裕介 *1)、佐々木 智典 *1)、小林 祐介 *1)、小林 隆一 *2)、坂下 和広*1)

■キーワード　ロボット、運搬、不整地、人追従

1．屋内外での不整地対応可能な運搬ロボットの開発
2．人追従機能による半自律的な運搬ロボット
3．施設内における実機実験の検討

■研究の目的

労働力確保のために、人に代わるロボットが必要である。しかしながら、産業に役立つロボットは少ない。
産業の中で「運搬」という作業は、農業等の第一次産業から第三次産業までどの産業においても必要不可
欠である。そこで、本研究では、都産技研内で使用することを目指した運搬ロボットの研究開発を行った。
今回は、運搬ロボットの研究開発過程や実機実験を行った結果を示す。

■研究内容

(1)運搬ロボットの仕様、解析、シミュレーション
運搬ロボットの仕様として、運搬重量100 ㎏を想定し、屋外

環境として、電動車椅子の試験規格から10度の傾斜、40 ㎜の
段差が踏破可能であれば十分だと判断した。ロボットの車輪は
4つとし、車輪配置は、旋回しやすいように十字型とした。これ
らの仕様に対して、運搬ロボットの運搬部が耐えられるかどうか
機構解析ソフトSolidWorksSimulationを用いて、静的、動的解
析を行った。また、10度の傾斜、40 ㎜の段差に対して踏破が
可能なトルクの算出を行い、機構解析ソフトRecureDynを用いて、
踏破可能かどうかを検証した(図1)。
これらの結果より、運搬ロボットを設計した(図 2)。アクチュ

エータとなるモータは 200W24Vの RE50（Maxon 製）を使用し、
コストを抑えるために、小型バイクの部品（タイヤ、サスペンショ
ン、フロントフォーク、チェーン、スプロケット）を使用した。モー
タとバイク部品との接続はプーリーとタイミングベルトを採用し、
モータのトルクが不足した場合でもプーリーやスプロケットを付
け替えることによって減速比を変更することが可能である。また、
バッテリはリチウムリン酸鉄イオン電池(24V4400mAh)を使用し
た。前方部分に人追従用のセンサXtion(Asus製 )を搭載した。

(2)運搬ロボットの実験と施設実験の検討
実機実験として、100kgの重量を載せた実験、10度の登板実験、

40 ㎜の段差の乗越実験を行った結果、シミュレーション同様に、
問題なく踏破できることを確認した。また、人追従機能は、
OpenRTM-aistを用いて実装し、追従される人とロボットの距離
は、可能な限り近くした方が危険性が低いため、0.5mとしロボッ
トの移動速度は 0.3m/sとした。最後に、都産技研内において
実験を行った。今回シナリオとして、①駐車場⇒②荷物用ドア
⇒③廊下⇒④エレベータ⇒⑤廊下⇒⑥ドア⇒⑦試験室を想定
し、それぞれ局所的に行った。検討結果として、ドア、壁、人
を検知するセンサは搭載されていないため、今後は、衝突軽減化、
障害物の回避手段、人の検出等を行う必要がある。また、ロボッ
ト自体の低重心化、小型化等の改良を行っていく予定である。

■研究の新規性・優位性

運搬ロボットは、工場の特定の場所で使用され
ている。この研究では、一般的な普及を目指し
て、信頼性、安全性を確保し、製品化する。

■産業への展開・提案

①運搬ロボットの安全性を高めて、中小企業と
製品化予定

②都産技研での実装、オリンピック事業への展開
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労働力確保のために、人に代わる代替ロボットが必要である。しかしながら、産業に役立つロボット

は少ない。産業の中で「運搬」という作業は、農業等の第一次産業から第三次産業までどの産業におい

ても必要不可欠である。そこで、本研究では、都産技研内で使用することを目指した運搬ロボットの研

究開発を行った。今回は、運搬ロボットの研究開発過程や実機実験を行った結果を示す。  

■研究内容 

(1) 運搬ロボットの仕様、解析、シミュレーション 

運搬ロボットの仕様として、運搬重量 100 ㎏を想定し、屋

外環境として、電動車椅子の試験規格から10度の傾斜、40 ㎜

の段差が踏破可能であれば十分だと判断した。ロボットの車

輪は 4つとし、車輪配置は、旋回しやすいように十字型とし

た。これらの仕様に対して、運搬ロボットの運搬部が耐えら

れるかどうか機構解析ソフト SolidWorksSimulation を用い

て、静的、動的解析を行った。また、10度の傾斜、40 ㎜の段差

に対して踏破が可能なトルクの算出を行い、機構解析ソフト

RecureDyn を用いて、踏破可能かどうかの結果を示した(図 1)。 

これらの結果より、運搬ロボットを設計した(図 2)。アク
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タイミングベルトを採用し、モータのトルクが不足した場合

でもプーリーやスプロケットを付け替えることによって減

速比を変更することが可能である。また、バッテリはリチウ

ムリン酸鉄イオン電池(24V4400mAh)を使用した。前方部分に

人追従用のセンサ Xtion(Asus 製)を搭載した。 
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実験、40 ㎜の段差の乗越実験を行った結果、シミュレーショ

ン同様に、問題なく踏破できることを確認した。また、人追

従機能は、OpenRTM-aist を用いて実装し、追従される人とロ

ボットの距離は、可能な限り近くした方が危険性が低いため、

0.5m としロボットの移動速度は 0.3m/s とした。最後に、都
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ドア⇒⑦試験室を想定し、それぞれ局所的に行った。検討結

果として、ドア、壁、人を検知するセンサは搭載されていな

いため、今後は、衝突軽減化、障害物の回避手段、人の検出
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USBを用いた機械制御システムのための低コストな安全技術

○村上 真之*1)、森田 裕介 *1)、益田 俊樹 *1)、佐々木 智典 *1)、坂下 和広*1)

■キーワード　保護停止、緊急停止、USB、サービスロボット

1．制御通信にUSBを用いた機械制御システムのための低コストで高信頼な保護停止機能
2．USBの通信を用いずにUSBインタフェースを介した汎用PCから駆動部への緊急停止が可能
3．制御系と独立した回路でUSBの電源線あるいは信号線の電圧レベルを監視

■研究の目的

機械制御システムの多くは、システム全体の動作を統括する上位ユニットと、駆動部を制御する下位ユニッ
トが汎用の通信バスで接続されている。サービスロボット分野では、ロボットを低コスト化して普及を図り
たいことから、上位ユニットには安価なPC、下位ユニットとの通信には USBの使用が想定される。この構
成において、システムの低コスト性を維持した上でのリスク低減手法を提案する。

■研究内容

(1)USBインタフェースを介した保護停止方法の検討
都産技研では、移動サービスロボット用の下位ユニットであるロボットベースを開発している。ロボット

ベースは、上位ユニット(PC)からUSB 経由で速度指令を受け、駆動車輪を動作させる。ロボットベース内
のマイコンの故障によって生じるロボットの危険事象に対し、PCのソフトウェアがロボットベースの駆動電
源を直接遮断する保護停止機能は、リスク低減方策として有用である。PCとロボットベース間に冗長な配
線を設けることなく、そのような機能を低コストかつ高信頼に実装する方法として、一つは、USBケーブル
の電源線(VBUS)の活用がある。緊急時にPCのソフトウェアが VBUS の出力をオフに切り替え、ロボットベー
ス側の電圧監視ICが VBUS の電圧低下を検出し、駆動用電源を遮断すればよい。ただし、ユーザーのソフ
トウェアが VBUS の出力を制御できるのは、一部の組込み用 PCのハードウェアに限られているのが現状で
ある。もう一つの方法は、次に述べるUSBケーブルの信号線の活用である。

(2)USB のサスペンド機能を用いた保護停止
USB のサスペンド要求は、USBデバイスを低消費電力モードに

移行するときに用いられ、PCのハードウェアに依存せず、ユーザー
のソフトウェアによって制御できる。USBデバイス側でサスペンド
機能をサポートするかは任意であるため、上位ユニットからの指
令により駆動用電源を遮断する保護停止にUSBのサスペンド要求
を用いる。
USBでは、データ転送がない場合もバス上では周期的に信号

遷移が生じる。サスペンド要求があると、バスはアイドル状態に
なり、差動信号線の D+とD-は、それぞれ電源レベルとGNDレ
ベルに固定される。図1は、保護停止機能を付加した下位ユニッ
トの概略回路である。D+ 信号線にオープンドレイン出力のバッ
ファICを接続し、D+ 信号が電源レベルを一定時間維持したとき
に駆動用電源を遮断する。USBの信号線への負荷接続は、通信
に影響を与える恐れがあるため、バッファIC (SN74LVC1G07、TI製)
を実装した評価基板を製作し、USBコンプライアンステストで評
価した結果、ハイスピード及びフルスピードとも信号品質テストに
合格した。図2は、ハイスピードの試験時のアイパターンである。

■研究の新規性・優位性

通常、下位ユニットのマイコンを別のデバイス
で監視、あるいは、外付けの保護装置を搭載し、
マイコンの処理を介さずに駆動部の動力を遮断
することで機械システムの安全性を確保する。
機械制御システムの分野によっては、計算能力
が高い上位ユニットでしか危険を判断できない
状況がある。本研究では、上位ユニットのPCか

ら保護停止を発動する機構を提案し、システムの
低コスト性と高信頼性の両立を実現している。

■産業への展開・提案

①サービスロボットの保護停止に活用
②ユーザーアプリケーションによるVBUSの出力
停止を可能とする汎用コンピュータの普及

■研究に関連した知財

・特願 2015-019615

*1)ロボット開発セクター
 H26.10 ～ H27.9【基盤研究】サービスロボットの緊急停止システムの開発
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1. 制御通信に USB を用いた機械制御システムのための低コストで高信頼な保護停止機能  

2. USB の通信を用いずに USB インタフェースを介した汎用 PC から駆動部への緊急停止が可能 

3. 制御系と独立した回路で USB の電源線あるいは信号線の電圧レベルを監視  
 
■研究の目的 

機械制御システムの多くは、システム全体の動作を統括する上位ユニットと、駆動部を制御する下位

ユニットが汎用の通信バスで接続されている。サービスロボット分野では、ロボットを低コスト化して

普及を図りたいことから、上位ユニットには安価な PC、下位ユニットとの通信には USB の使用が想定さ

れる。この構成において、システムの低コスト性を維持した上でのリスク低減手法を提案する。 

■研究内容 

(1) USB インタフェースを介した保護停止方法の検討 

都産技研では、移動サービスロボット用の下位ユニットであるロボットベースを開発している。ロボット

ベースは、上位ユニット(PC)から USB 経由で速度指令を受け、駆動車輪を動作させる。ロボットベース

内のマイコンの故障によって生じるロボットの危険事象に対し、PC のソフトウェアがロボットベースの

駆動電源を直接遮断する保護停止機能は、リスク低減方策として有用である。PC とロボットベース間に

冗長な配線を設けることなく、そのような機能を低コストかつ高信頼に実装する方法として、一つは、

USB ケーブルの電源線(VBUS)の活用がある。緊急時に PC のソフトウェアが VBUSの出力をオフに切り替

え、ロボットベース側の電圧監視 IC が VBUSの電圧低下を検出し、駆動用電源を遮断すればよい。 

ただし、ユーザーのソフトウェアがVBUSの出力を制御できるのは、一

部の組込み用 PC のハードウェアに限られているのが現状である。も

う一つの方法は、次に述べるUSBケーブルの信号線の活用である。 

(2) USB のサスペンド機能を用いた保護停止 

 USBのサスペンド要求は、USBデバイスを低消費電力モードに移

行するときに用いられ、PCのハードウェアに依存せず、ユーザーのソフ

トウェアによって制御できる。USBデバイス側でサスペンド機能をサ

ポートするかは任意であるため、上位ユニットからの指令により

駆動用電源を遮断する保護停止にUSBのサスペンド要求を用いる。 

USBでは、データ転送がない場合もバス上では周期的に信号遷移

が生じる。サスペンド要求があると、バスはアイドル状態になり、

差動信号線のD+とD-は、それぞれ電源レベルとGNDレベルに固定さ

れる。図1は、保護停止機能を付加した下位ユニットの概略回路で

ある。D+信号線にオープンドレイン出力のバッファICを接続し、

D+信号が電源レベルを一定時間維持したときに駆動用電源を遮断

する。USBの信号線への負荷接続は、通信に影響を与える恐れがあ

るため、バッファIC (SN74LVC1G07、TI製)を実装した評価基板を

製作し、USBコンプライアンステストで評価した結果、ハイスピー

ド及びフルスピードとも信号品質テストに合格した。図2は、ハイ

スピードの試験時のアイパターンである。 

 

■研究の新規性・優位性  

通常、下位ユニットのマイコンを別のデバイスで監

視、あるいは、外付けの保護装置を搭載し、マ

イコンの処理を介さずに駆動部の動力を遮断

することで機械システムの安全性を確保する。 

 機械制御システムの分野によっては、計算能力が

高い上位ユニットでしか危険を判断できない状況

がある。本研究では、上位ユニットのPCから保

護停止を発動する機構を提案し、システムの低

コスト性と高信頼性の両立を実現している。 

■産業への展開・提案  

① サービスロボットの保護停止に活用 

② ユーザーアプリケーションによるVBUSの出力停止

を可能とする汎用コンピュータの普及 

■研究に関連した知財  

・特願 2015-019615 
 

 

*1)ロボット開発セクター 

H26.10～H27.9【基盤研究】サービスロボットの緊急停止システムの開発 

図 2. USB 信号のアイパターン 
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図1．下位ユニットの概略回路

図2．USB 信号のアイパターン

0.4

0.2

0.0

-0.2

-0.4

 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

di
ff
e
re

n
ti
al

 s
ig

n
al

, 
V

time, ns

平成27年度　研究成果発表会
ロボット／メカトロニクス

｜　117　｜



人位置・姿勢検出と音声対話によるユーザ対移動ロボット間

インタラクション・システムの試作開発

○佐々木 智典 *1)

■キーワード　人検出、点群データ処理、音声認識、音声合成

1．運動と音声による人間−移動ロボット間インタラクション実施について試作
2．並行動作するソフトウェアモジュールのRTミドルウェアによる統合
3．移動ロボットによる人間の追従運動タスクの実施

■はじめに

人間同士がコミュニケーションを行うときには、視覚、視覚刺激（ジェスチャ動作、歩行運動）、聴覚、
聴覚刺激（音響、音声言語）が同時並行に活用されている。人間とロボットの間でも同様にコミュニケーショ
ンを行えれば、協調作業の実施に有益である。本稿では、移動ロボットが人間の後ろに追従する運動タス
クを題材として試作開発したインタラクション・システムについて述べる。

■取り組み内容

インタラクション・システムは、所定のシナリオに従うコミュニケーションを前提としている。シナリオは
初期状態、追従状態等の場面に対応する状態により構成される。シナリオを実現する状態遷移はユーザの
運動（歩行、ジェスチャ）、発話に応じて進行する。図1にインタラクション・システムの構成を示す。図中
の各ブロックはハード／ソフトウェアのモ
ジュールに対応し、並行動作する。各モ
ジュール間の通信には産業技術総合研究所
において開発されたRTミドルウェア〔1〕を利
用している。
音声認識、音声合成には情報通信研究

機構において開発されたrospeex〔2〕を利用
している。rospeexは、音声認識の前処理
として必要な発話区間検出・雑音抑制信号
処理機能も提供する。音声認識及び音声合
成は、インターネット上のサーバにおいて
実行されるが、ユーザプログラム側は
rospeexのインタフェースを利用することに
より、直接通信の管理を行わずに処理結果
を利用できる。rospeex内部ではサーバと
のデータの送受信に HTTP（Hyper Text 
Transfer Protocol）及び JSON(JavaScript 
Object Notation)が使われる。
rospeexは RTMと異なるミドルウェアであるROSを利用している。このため、両者の接続ができるように、

ROS及び RTMのコンポーネントの両方として機能するモジュールを構築した。両者の処理ループは別々のス
レッドにおいて実行され、両者の間ではキューを介してデータの受け渡しを行う。
ユーザの運動の検出は、深度画像センサによって行われる。深度画像センサ（ASUS Xtionを利用）は

周辺物体上の3次元点群データを取得する。取得された点群データに基づき人間に相当する点群の抽出、
人体位置・姿勢の推定が行われる。ロボット近傍のユーザ候補点群及びシナリオ上の質問への回答から、
追従対象が決定される。追従対象の位置を基に追従のための運動計画が行われ、速度指令が生成される。
この速度指令により車輪ロボットベースの制御が行われる。

■今後の課題

現状のシステムでは音源が単一であり、雑音も比較的小さいことを前提としているが、現実の環境はより
複雑である。人間同士が会話するような距離・状況下でコミュニケーションを行うには、音源位置推定や
ロボットからの発話音の考慮などの音環境理解〔3〕、発話の途中に割り込み話し出すような状況への対応が
必要となる。今後、これらと点群データに基づくユーザ位置推定との統合を検討する。

参考文献
〔1〕安藤慶昭, 神徳徹雄 , 末廣尚士, 計測自動制御学会誌 , Vol.52, pp.778-781 (2013)
〔2〕杉浦孔明, 堀智織 , 是津耕司, 信学技報 , Vol.113, pp.7-10 (2013), http://rospeex.org/top-ja/
〔3〕奥乃博, 中臺一博, 水本武志 , 電子情報通信学会誌 , Vol.95, pp.401-404 (2012)
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■はじめに 
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ニケーションを行えれば、協調作業の実施に有益である。本稿では、移動ロボットが人間の後ろに追従

する運動タスクを題材として試作開発したインタラクション・システムについて述べる。 

■取り組み内容 

 インタラクション・システムは、所定のシナリオに従うコミュニケーションを前提としている。シナ

リオは初期状態、追従状態等の場面に対応する状態により構成される。シナリオを実現する状態遷移は

ユーザの運動（歩行、ジェスチャ）、発話に応じて進行する。図 1にインタラクション・システムの構成を示

す。図中の各ブロックはハード／ソフトウェアのモジュールに対応し、並行動作する。各モジュール間
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 現状のシステムでは音源が単一であり、雑音も比較的小さいことを前提としているが、現実の環境は

より複雑である。人間同士が会話するような距離・状況下でコミュニケーションを行うには、音源位置

推定やロボットからの発話音の考慮などの音環境理解〔3〕、発話の途中に割り込み話し出すような状況

への対応が必要となる。今後、これらと点群データに基づくユーザ位置推定との統合を検討する。 
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移動作業型ロボットのリスクアセスメント

○森田 裕介 *1)、益田 俊樹 *1)、村上 真之*1)、佐々木 智典 *1)、坂下 和広*1)、中坊 嘉宏 *2)、

角 保志 *2)、藤原 清司 *2)、Biggs Geoffrey*2)、花井 亮 *2)、松本 治 *2)、横塚 将志 *2)

■キーワード　サービスロボット、リスクアセスメント、移動作業型ロボット、安全性

1．中小企業によるサービスロボット開発のためのリスクアセスメント手法の提案
2．コンセプトの明確化、危険源の同定、リスク見積り・評価のガイドラインの作成
3．T型ロボットベースを活用したサービスロボットの危険源分析の簡略化

■研究の目的

近年、労働力不足といった社会問題を解決するため、サービスロボットの活用が期待されているが、市
場へ投入された例はまだ少ない。都産技研では、中小企業のサービスロボット分野への参入を促進するた
めに、安全なサービスロボット開発のための具体的なガイドラインの作成を課題としている。ここでは、中
小企業への開発支援のポイントとなるリスクアセスメントについて報告する。

■研究内容

サービスロボット分野の安全規格として、ISO 13482〔1〕

がある。さまざまなサービスロボットに対し、一律に安
全基準を規定することは難しいことから、ISO 13482は、
ロボット製造者によるリスクアセスメントの結果を重視し
ている。それゆえ、ロボット製造者には適切にリスクアセ
スメントを実施する能力が求められる。サービスロボット
のリスクアセスメントは、①コンセプトの明確化、②危険
源の同定、③リスク見積り、④リスク評価の順で行う。そ
して、個々の危険源ごとに適切な保護方策を施し、リス
クを受容可能なレベルまで低減する。
(1)コンセプトの明確化

安全規格では、開発プロセスの妥当性も安全要求事項の規定に含まれて
いる。製品コンセプト立案から開始し、安全に関連する事柄だけではなく、「い
つ」「どこで」「どんな人が」「どのような目的で」使用するかを具体的に明
確化する。コンセプトの明確化のための制約条件の例を下記に示す。
・空間的条件：施設マップ、路面条件、周囲環境（図1）
・対人関係：ロボットの大きさ・重量、周りの人、管理者（図1）

(2)危険源の同定
コンセプトが決まると、危険源チェックリストの活用や開発チーム内でのブレインストーミングを実施し

て、ロボットの危険源を特定する作業に移る。これを危険源の同定と呼ぶ。図2は危険源から危害に至
るプロセスを示したものである。危険源は、ロボットの要求仕様、ユースケース、使用環境から特定する
ことができる。図1はロボットと空間条件、対人関係をモデル化した図である。図1より、ロボットと人
は隔離されておらず、ロボットから直接危害が及ぶ。また、ロボットとガラスがあり、ロボットがガラスを
破損させることで、破片の飛散という間接的な危害も想定できる。このようにシステム全体をモデル化す
ることは、危険源抽出の抜け防止、抜けによるロボットの安全機能の不足を未然に防ぐことに繋がる。

(3)リスク見積り、リスク評価
リスクは危害の酷さと危害の発生確率を組み合わせて見積る。一般的に、リスク見積りは、複数の設

計者間のばらつきが多いことや基準が設計者任せになることから、安全に関する規格書やガイドライン
にはリスクを見積るための判断基準の例が挙げられている。今後は、サービスロボットの具体的な判断
基準の検討を行い、中小企業の開発に受け入れやすいツールの開発に取り組む。

■研究の新規性・優位性

コンセプトを明確化したリスクアセスメントに特
長があり、要求仕様、ユースケース、使用環境
の各々要素がロボットの危険源と密接に関係し
ていることが把握できる。

■産業への展開・提案

①リスクアセスメント雛形の利用
②中小企業が利用しやすいリスクアセスメント手
法の普及

③オリンピック事業への展開

参考文献
〔1〕ISO 13482：  Robots and robotic devices - Safety requirements for personal care robots  

（ロボット及びロボティックデバイス－生活支援ロボットの安全要求事項）

*1)ロボット開発セクター、*2)産業技術総合研究所
 H26.4～ H27.3【共同研究】安全技術を導入した遠隔ショッピングロボットの開発
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中坊 嘉宏*2) 角 保志*2) 藤原 清司*2) Biggs Geoffrey*2) 花井 亮*2) 松本 治*2) 横塚 将志*2) 
 
■キーワード サービスロボット、リスクアセスメント、移動作業型ロボット、安全性 
 
1. 中小企業によるサービスロボット開発のためのリスクアセスメント手法の提案  

2. コンセプトの明確化、危険源の同定、リスク見積り・評価のガイドラインの作成 

3. T 型ロボットベースを活用したサービスロボットの危険源分析の簡略化 
 
■研究の目的 

 近年、労働力不足といった社会問題を解決するため、サービスロボットの活用が期待されているが、

市場へ投入された例はまだ少ない。都産技研では、中小企業のサービスロボット分野への参入を促進す

るために、安全なサービスロボット開発のための具体的なガイドラインの作成を課題としている。ここ

では、中小企業への開発支援のポイントとなるリスクアセスメントについて報告する。 

■研究内容 

サービスロボット分野の安全規格として、ISO 13482〔1〕

がある。さまざまなサービスロボットに対し、一律に安

全基準を規定することは難しいことから、ISO 13482 は、

ロボット製造者によるリスクアセスメントの結果を重視

している。それゆえ、ロボット製造者には適切にリスク

アセスメントを実施する能力が求められる。サービスロ

ボットのリスクアセスメントは、①コンセプトの明確化、

②危険源の同定、③リスク見積り、④リスク評価の順で

行う。そして、個々の危険源ごとに適切な保護方策を施

し、リスクを受容可能なレベルまで低減する。 

(1) コンセプトの明確化 

 安全規格では、開発プロセスの妥当性も安全要求事

 

(2) 危険源の同定 

 コンセプトが決まると、危険源チェックリストの活用や開発チーム内でのブレインストーミングを実

施して、ロボットの危険源を特定する作業に移る。これを危険源の同定と呼ぶ。図 2は危険源から危害

に至るプロセスを示したものである。危険源は、ロボットの要求仕様、ユースケース、使用環境から特

定することができる。図 1はロボットと空間条件、対人関係をモデル化した図である。図 1より、ロボ

ットと人は隔離されておらず、ロボットから直接危害が及ぶ。また、ロボットとガラスがあり、ロボッ

トがガラスを破損させることで、破片の飛散という間接的な危害も想定できる。このようにシステム全

体をモデル化することは、危険源抽出の抜け防止、抜けによるロボットの安全機能の不足を未然に防ぐ

ことに繋がる。 

(3) リスク見積り、リスク評価 

 リスクは危害の酷さと危害の発生確率を組み合わせて見積る。一般的に、リスク見積りは、複数の設

計者間のばらつきが多いことや基準が設計者任せになることから、安全に関する規格書やガイドライン

にはリスクを見積るための判断基準の例が挙げられている。今後は、サービスロボットの具体的な判断

基準の検討を行い、中小企業の開発に受け入れやすいツールの開発に取り組む。 

■研究の新規性・優位性  

コンセプトを明確化したリスクアセスメント

に特長があり、要求仕様、ユースケース、使用

環境の各々要素がロボットの危険源と密接に

関係していることが把握できる。 

■産業への展開・提案  

① リスクアセスメント雛形の利用 

② 中小企業が利用しやすいリスクアセスメン

ト手法の普及 

③ オリンピック事業への展開
参考文献 

〔1〕ISO 13482：Robots and robotic devices - Safety requirements for personal care robots 

（ロボット及びロボティックデバイス－生活支援ロボットの安全要求事項 

*1)ロボット開発セクター、*2)国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

H26.4～H27.3【共同研究】安全技術を導入した遠隔ショッピングロボットの開発 

 

図 2． 危害に至るプロセス

図1．制約条件のモデル化
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ロボットにおいてデザインが機能するもの

○小山 久枝 *1)、大熊 栄一 *1)、矢崎 徹 *1)、飯田 亮瑠 *1)

■キーワード　ロボットと人間の共生、デザインの機能、警戒心を解く親和性、和の心

1．ロボットと人間が共生するためには、人々のロボットに対する強い警戒心を解くことが必須
2．警戒心を解く鍵は、人からロボットに近づきたくなる親和性
3．親和性を生み出すのは、礼儀作法など和の心の研究に裏付けられたデザインの機能

■人々が抱くロボットへの強い警戒心

VECTOR 株式会社が、案内ロボットや介護ロボットを製作し始めて早 4年。展示や実証実験を重ね、分かっ

たことがある。介護現場や一般の消費者は、ロボットに強い警戒心を持っている。通常、ロボットや機構

を毎日のように見慣れている開発者や技術者には、想像し得ない感覚だ。人とロボットが共生する社会を

実現するためには、人々が抱くこの強い警戒心は、必ず超えねばならない課題の一つ。この解決案の一つ

としてデザインがある。デザインが果たす機能とは何かを考えたい。

■和の心の研究から生み出されたデザイン　案内ロボット「コンシェルジュ」「マヌカン」

多くの技術を機構に入れ込まなくて

はならないロボットに対し、開発者は

技術に裏付けられた安全性を消費者

に分かりやすく伝え、使ってみたいと

思わせる工夫が肝要である。つまり親

和性である。親和性とは何か。

・怖くない、あるいは不気味でない

・人なつっこい雰囲気

・人が自ら近寄りたくなる感じ

・高齢者もつい触りたくなる

・高齢者でも簡単に操作ができる

では、ロボットに親和性をもたせる

にはどうしたらよいか。注目したのは

和の心である。常に相手を敬う和の心を研究し、日本古来より伝わる武

士の作法、心地よい接客の技法、人間心理に至るまでを調査・集約す

ることにより、親和性をデザインで機能させたロボットが、VECTOR 株式

会社の案内ロボット「コンシェルジュ」（図1）だ。

「コンシェルジュ」のデザインには、次の6つのポイントを盛り込んだ。

・姿勢（正座から腰を浮かした姿勢、相手に敵意をもたない表現）

・所作（軽いお辞儀で腕は膝に、仲居が客に声を掛けるイメージ）

・視線高さ（見下ろさない低身長、圧迫感の回避）

・安心感（足はなく車輪移動で腕は絵図、不気味さの回避）

・表情（微笑ましい丸顔、安心感や人なつっこさを表現）

・場所、環境への適応（着せ替え方式、場に馴染む心地よさを表現）

同様のポイントに基づき、さらに落ち着きや気品を高めて案内ロボッ

ト「マヌカン」（図2）をデザインした。

■親和性のあるデザインが果たす機能

「コンシェルジュ」や「マヌカン」に限らず、VECTOR 株式会社は常にこの親和性を意識してロボットをデ

ザインしている。理由は、親和性が人々のロボットに対する強い警戒心を解くための重要な機能だからだ。「研

究者や技術者たちの高い技術の総合知である機械体としてのロボット」と「社会的で感覚をもつ生活主体と

しての生身の人間」を取り持つ重要なパイプ的役割、これこそが親和性であり、デザインだからこそ果たす

ことができる機能の一つと考える。

*1)VECTOR 株式会社
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T型ロボットベース（TYPEⅢ）事業化のための量産設計

○前田 政昭 *1)

■キーワード　サービスロボット、ロボットベース、センサーネットワーク、品質・安全性

1．制御基板の見直し
2．DC電源出力対応
3．躯体部の新規設計

■研究内容

弊社は、T型ロボットベース（TYPEⅢ）「都産技研 平成 25年度共同研究」の事業化に向けた量産設計
を担当した。量産設計においては、コスト、機能、性能を重視し、回路基板の実用化技術、部品選定、
コスト計算を推進し、開発を行った。

■取り組み内容

1．制御基板の見直し
MAIN 基板と外部I/F部が一体になっているため、配線接続が集中してしまう（図1）。
モーター駆動1個につきDRV基板を1枚必要とするため、計2枚となる（図3）。

コネクション基板を独立化することにより、配線の集中を回避し、ロボット筐体に基板を収納するときに
場所を限定しないでよいように自由度を持たせた（図4）。
図3の DRV基板回路をMAIN 基板に統合化することによりコストダウン化を図った（図6）。

2．DC電源出力対応
TYPEⅢでは外部への電源供給手段がなかった。テストなどで制御 PCを搭載する場合等、電源供給の方

法必要性を考えた。
図 6の改良後の MAIN 基板では 5V、19V（または12V）の出力可能とした。これにより、BOX 型制御 PC

等への電源供給が可能となった。

3．躯体部の新規設計
曲げ加工で強度を持たす板金加工を採用した。

■今後の展開

1．センサー等の搭載により、走行、安全性を向上させること。
2．遠隔操作走行を可能とすること。
3．自力走行を可能とすること。

*1)株式会社システムクラフト
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6月26日（金）

研修室243

ナノテクノロジー



新規細分化法によるナノ粒子の作製

○川口 雅弘 *1)、渡邊 禎之*1)、林 英男 *1)、徳田 祐樹 *2)、森河 和雄 *1)、中西 正一 *1)*3)

■キーワード　ナノ粒子、MSE、粉砕法、液中プラズマ

1．マイクロスラリーエロージョン技術を応用し、固体材料をナノオーダーで粉砕 
2．液中プラズマ処理技術を応用し、二次粒子を分散
3．任意の固体材料の粒子化に成功

■研究の目的

昨今、日本のナノ粒子市場の成長は著しく、経産省では 2010 年に 400 億円の市場規模が、2020 年には

1000 億円、2030 年には 3000 億円に成長すると予測している。本研究では、マイクロスラリージェットエロー

ジョン(Micro-slurry jet erosion：MSE)法を用いて任意試料の浸食摩耗を行う。また、液中プラズマ処

理を用いて回収した摩耗粉の分散処理を行い、新規細分化法としての可能性について検討する。

■研究内容

(1)浸食摩耗による粒子化

MSE 法による浸食摩耗の概略を図1

に示す。本研究では、試料基板として

グラファイト板(10×10×1［mm］)を用

いた。また、イオン交換水に Al2O3 粒

子(平均粒径 0.3 〜 3µm)を混入し、

投射スラリーとして用いた。浸食摩耗

処理後のスラリーに対して遠心分離処

理を行い、グラファイト粒子を含む懸

濁液を抽出した。

(2)二次粒子の分散処理

グラファイト粒子を含む懸濁液をSi

基板上に滴下・乾燥し、走査電子顕微

鏡 (Scanning Electron Microscope： 

SEM)で観察した結果を図2に示す。図

より、粒径1µmを下回る粒子も存在す

るが、基本的には粒子同士が凝集した

二次粒子となっていることが確認され

た。懸濁液に対してパルス電源を用い

た液中プラズマ処理を適用し、二次粒

子の分散を試みた。図3に液中プラズ

マ処理の概略を示す。また、液中プラ

ズマ処理を施した懸濁液をSi基板上

に滴下・乾燥し、SEMで観察した結果

を図 4に示す。図より、各粒子は概ね粒径1µm 未満であることから、二次粒子の分散に対して液中プラズ

マ処理は効果的であることが分かる。液中プラズマ処理により、粒子表面は水素、あるいは水酸基により

終端化されるため、ゼータ電位が変化し、イオン交換水中で再凝集が起こりにくくなったと考えられる。

■研究の新規性・優位性

従来の細分化法では困難であった粒径100nm
未満の粒子製造に成功した。また、各種分散
処理を組み合わせることで、二次粒子の分散
処理を達成した。

■産業への展開・提案

①粒子製造技術の評価技術への転用として、
H26.11より共同研究を実施中

②製造した粒子を利用した機能性材料の開発と
して、H26.11より共同研究を実施中

■研究に関連した知財

・特願 2014-250421

*1)高度分析開発セクター、*2)城東支所、*3)品質保証推進センター
 H25.4〜 H26.3【基盤研究】新規細分化法によるナノ粒子の作製
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新規細分化法によるナノ粒子の作製  
 

 ○川口 雅弘*1)、渡邊 禎之*1)、林 英男*1)、徳田 祐樹*2)、森河 和雄*1)、中西 正一*1) 
 
■キーワード ナノ粒子、MSE、粉砕法、液中プラズマ 
 
1. マイクロスラリーエロージョン技術を応用し、固体材料をナノオーダーで粉砕  

2. 液中プラズマ処理技術を応用し、二次粒子を分散 

3. 任意の固体材料の粒子化に成功   
 
■研究の目的 

昨今、日本のナノ粒子市場の成長は著しく、経産省の予測では 2010 年に 400 億円の市場規模が、2020

年には 1000 億円、2030 年には 3000 億円に成長すると試算している。本研究では、マイクロスラリージ

ェットエロージョン(Micro-slurry jet erosion：MSE)法を用いて任意試料の浸食摩耗を行う。また、

液中プラズマ処理を用いて回収した摩耗粉の分散処理を行い、新規細分化法としての可能性について検

討する。 

■研究内容 

(1) 浸食摩耗による粒子化 

MSE法による浸食摩耗の概略を図1に

示す。本研究では、試料基板としてグラ

ファイト板(10×10×1 mm)を用いた。ま

た、イオン交換水に Al2O3粒子(平均粒

径 0.3～3 µm)を混入し、投射スラリー

として用いた。浸食摩耗処理後のスラリ

ーに対して遠心分離処理を行い、 グラ

ファイト粒子を含む懸濁液を抽出した。 

 

(2) 二次粒子の分散処理 

 グラファイト粒子を含む懸濁液を Si

基板上に滴下・乾燥し、走査電子顕微鏡

(Scanning Electron Microscope： SEM)

で観察した結果を図 2 に示す。図より、

粒径 1 µm を下回る粒子も存在するが、

基本的には粒子同士が凝集した二次粒

子となっていることが確認された。懸濁

液に対してパルス電源を用いた液中プ

ラズマ処理を適用し、二次粒子の分散を

試みた。図 3に液中プラズマ処理の概略

を示す。また、液中プラズマ処理を施し

た懸濁液を Si 基板上に滴下・乾燥し、

SEM で観察した結果を図 4に示す。図より、各粒子は概ね粒径 1 µm 未満であることから、二次粒子の

分散に対して液中プラズマ処理は効果的であることが分かる。液中プラズマ処理により、粒子表面は

水素、あるいは水酸基により終端化されるため、ゼータ電位が変化し、イオン交換水中で再凝集が起

こりにくくなったと考えられる。 

 

■研究の新規性・優位性  

従来の細分化法では困難であった粒径100nm未

満の粒子製造に成功した。また、各種分散処理

を組み合わせることで、二次粒子の分散処理を

達成した。 

 

 

 

■産業への展開・提案  

① 粒子製造技術の評価技術への転用として、

H26.11より共同研究を実施中 

② 製造した粒子を利用した機能性材料の開発

として、H26.11より共同研究を実施中 

■研究に関連した知財  

・特願 2014-250421
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種々のグラフェン粒子の水分散液の作成と粒度分布の評価に関する検討

○柳 捷凡 *1)、植松 卓彦 *2)

■キーワード　グラフェン、分散、粒度分布

1．グラフェン粒子水分散液の分散安定性の向上
2．GP粒子の粒度分布を評価する各手法の適用範囲の確認
3．GP粒子の粒度分布測定における測定条件の検討

■研究の目的

近年、粉末状グラフェン（以下、GPという）製品が数多く市販されている。これらナノ粉末の用途開発に
おいて、安定した分散液の作製と粒度分布の評価が求められる〔1〕〔2〕。しかし、GP粒子は形状が不規則で
あり、水中で凝集しやすく、粒度分布を適切に評価することが難しい。これらの課題に対処する知見を得
るために、GP粒子の分散安定性の向上及び粒度分布の評価に関する検討を行った。

■研究内容

市販の粉末状（単層・
多層）GP、酸化 GP及
び部分酸化 GPなどの
水分散液を超音波分散
法により作製し、粒度
分布と粒子分散安定性
の重要指標であるゼー
タ電位に及ぼす超音波
印加エネルギーと界面
活性剤の影響を比較検
討した。
粒度分布の測定は、

原子間力顕微鏡（AFM）
写真の画像解析、動的
光散乱法（DLS）、レー
ザー回折散乱法（LD）、
走査型移動度粒子計測
法（SMPS）により行った。
ゼータ電位の測定は、
電気泳動光散乱測定法
（ELS）により行った。

超音波照射と適切な
界面活性剤を添加する
ことにより、ゼータ電
位絶対値が従来品の
1.4倍の分散安定性の高い GP分散液を作製できた。粒度分布の評価に関しては、従来は AFM 等単一の測
定法によって行っていたが、本研究は、LD、DLS及び SMPS の各測定法で測定可能な共通試料を作製し、
各測定法によって同一試料の粒度分布を測定した（図1）。LDとDLS法で測定した粒度分布を個数基準に
換算した結果、個数基準での Median 径の大きさが LD＞ DLS＞SMPS の順になっていることが分かり、測
定法による結果の違いを確認できた。

■研究の新規性・優位性

①分散安定性の高い GP 分散液を作製できた
②複数の測定原理によりGPの粒度分布を比較
検討し、測定法による結果の違いを確認した

■産業への展開・提案

① GP粉末の物性評価・品質管理
②分級によるGP粒子径の制御
③共同研究による塗料・インクの開発
④導電性複合材料の開発

参考文献
〔1〕U. Khan, A. ONell, H. Porwal, P. May, K. Nawaz, J. N. Coleman: Carbon, Vol.50, p.470 (2012)
〔2〕X. Wang, H. Bai, G. Shi: J. Am. Chem. Soc., Vol.133, p.6338 (2011)

*1) 材料技術グループ、*2) 機械技術グループ
 H24.4～ H25.3【基盤研究】グラフェン系ナノ粒子の分散と複合化

ナノテクノロジー 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

種々のグラフェン粒子の水分散液の作成と粒度分布の評価に関する検討 
 

○柳 捷凡*1)、植松 卓彦*2) 
 
■キーワード グラフェン、分散、粒度分布 
 
1. グラフェン粒子水分散液の分散安定性の向上  

2. グラフェン粒子の粒度分布を評価する各手法の適用範囲の確認 

3. グラフェン粒子の粒度分布測定における測定条件の検討  
 
■研究の目的 

近年、粉末状グラフェン（以下、GP という）製品が数多く市販されている。これらナノ粉末の用途開

発において、安定した分散液の作製と粒度分布の評価が求められる〔1〕〔2〕。しかし、GP 粒子は形状が不

規則で水中で凝集しやすく、粒度分布を適切に評価することが難しい。これらの課題に対処する知見を

得るために、GP 粒子の分散安定性の向上及び粒度分布の評価に関する検討を行った。 

■研究内容 

市販の粉末状（単層・

多層）GP、酸化 GP 及び部

分酸化 GP などの水分散

液を超音波分散法により

作製し、粒度分布と粒子

分散安定性の重要指標で

あるゼータ電位に及ぼす

超音波印加エネルギーと

界面活性剤の影響を比較

検討した。 

 粒度分布の測定は、原子

間力顕微鏡（AFM）写真の

画像解析、動的光散乱法

（DLS）、レーザー回折散

乱法（LD）、走査型移動度

粒子計測（SMPS）により

行った。ゼータ電位の測

定は、電気泳動光散乱測

定法（ELS）により行った。 

超音波照射と適切な界

面活性剤を添加すること

により、ゼータ電位絶対

値が従来品の 1.4 倍の分散安定性の高い GP 分散液を作製できた。粒度分布の評価に関しては、従来は

AFM 等単一の測定法によって行っていたが、本研究では LD、DLS 及び SMPS の各測定法で測定可能な共通
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分布を個数基準に換算した結果、個数基準での Median 径の大きさが LD＞DLS＞SMPS の順になっている
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図 1. 多層 GP 粉末（1〜2層粒子が約 30％、多層粒子は約 70％）をイオン性界面活性剤

水溶液に超音波により分散させた後、ろ過処理して作成した同一試料の計測結果 

（a）ELS 法で計測したゼータ電位分布（b）GP 粒子の AFM 像と画像解析により作成し

た粒度分布（c）DLS 法で計測した粒度分布(d) LD 法で計測した粒度分布 
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多層 GP粉末（1〜2層粒子が約 30％、多層粒子は約70％）をイオン性界面活性剤水溶
液に超音波により分散させた後、ろ過処理して作成した同一試料の計測結果(a)GP 粒子
のAFM 像と画像解析により作成した粒度分布、(b)LD 法で計測した粒度分布、(c)DLS法
で計測した粒度分布、(d)ELS法で計測したゼータ電位
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第一原理計算による電子状態解析

○太田 優一 *1)

■キーワード　第一原理計算、密度汎関数理論、電子状態、バンド理論

1．第一原理計算による高精度な物性予測
2．コンピュータシミュレーションによる材料設計
3．新規材料探索

■背景

近年、材料開発の現場でも第一原理計算というコンピュータシミュレーションが活用されている。第一原

理計算とは、基本的に原子の種類と位置を与えるだけで、その系の電子状態を計算する手法のことである。

本発表では、最近注目されている材料を例に第一原理計算による電子状態解析の例を紹介する。

■解析事例

(1)解析手法

密度汎関数理論に基づいた第一原理計算を実施した。計算コードは Gnu GPLで配布されているQuantum 

Espresso〔1〕(QE)を使用した。このコードでは、平面波展開＋擬ポテンシャル法で計算する。下記の計算

例では、スーパーセルを構築し、原子の入れ替えや削除を行うことで欠陥や不純物の状態を模擬した。

(2)窒素(N)ドープ炭化珪素(SiC)の電荷密度分布

次世代パワーデバイスの材料としてSiCが盛んに研究されている。

この材料は結晶成長中に Nが混入することが知られており、その N

がドナーとしての役割を果たす。この Nが炭素(C)サイトに置換して

入るとどうなるかを、第一原理計算によって解析した。計算モデルは

4H-SiCで、Cを1つ Nに置き換えたものを採用した。図1に電荷密

度分布を示す。CとNの両方に高い電荷分布をしていることが分かる。

このように等高線で電荷分布を可視化することで、電荷の偏りや結

合様式を明らかにすることができる。

(3)窒素欠陥を有する窒化ガリウム(GaN)の構造最適化

GaNは青色発光ダイオードの材料として実用化されている〔2〕。この

材料は有機金属気相成長法(MOCVD)などで作製すると、N欠陥が発

生しやすいことが知られている。N欠陥が発生したときに結晶の構造

がどのように変化するかを、原子間に働く力を最小にすることで明ら

かにした。

図2に構造最適化に伴い、Ga 及び N原子が変位している様子を

示す。図中の緑色の矢印が原子間に働いている力を、白い点線で表

記した部分が本来窒素があるべき場所を示している。矢印の方向が

示すように、窒素欠陥に向かって近接するGa原子が変位し、エネル

ギーを低くしようとしている様子が見て取れる。

以上のように、欠陥や不純物といった実験では解析しにくい情報

を第一原理計算によって、高い精度で予測することが可能である。

■今後の展開

・有効遮蔽体法(Efective Screening Medium：ESM)〔3〕による帯電した表面の第一原理計算

・企業や大学などとの共同研究（新規材料開発）

・平成 27年度下半期セミナー開催（第一原理計算による電子状態計算入門）
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理計算とは、基本的に原子の種類と位置を与えるだけで、その系の電子状態を計算する手法のことである。
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ワイドギャップ半導体窒化ホウ素における不純物添加効果

○太田 優一 *1)、時田 幸一 *1)、渡辺 洋人*2)

■キーワード　ワイドギャップ半導体、窒化ホウ素、不純物、第一原理計算

1．深紫外領域にバンドギャップを持つ窒化ホウ素
2．遷移金属ドープの効果検証
3．第一原理計算によるドーパント探索

■研究の目的

窒化ホウ素(BN)は広い禁止帯幅(ワイドバンドギャップ )を有することが知られており、デバイス応用
が期待されている材料である〔1〕。しかし、この結晶の合成は極めて困難であることが知られ、基礎的な物
性も未だ明確になっていない状態である。このような材料には、実験結果を参照せずに電子状態をシミュ
レーションできる第一原理計算が有効である。そこで、本研究では第一原理計算によってBNの不純物添
加により可視光応答する準位を形成する元素を決定した。

■研究内容

(1)計算方法
不純物を添加した状態を模擬するために、BNのスーパーセル

を構築した。これは、例えば B31N32Xという基本単位を持つ結
晶を計算することに相当する。ここでXには遷移金属元素を入
れる。このようにして構築したスーパーセルの例を図1に示す。
図1の例は、立方晶窒化ホウ素(c-BN)で、Bサイトに Xを置換
させたモデルとなっている。

(2)可視光応答する準位を形成する元素の決定
Xに導入する遷移金属元素は原子番号21～30までをそれぞ

れ入れ替えて計算した。まず、バンドギャップ中に準位を形成
するか否かを状態密度図(Density Of States：以下、DOSという)
を計算することによって判断した。これによってバンドギャップ
中に準位形成可能な元素をスクリーニングした。その後、バン
ドギャップを正確に求めるために、F. Tranらによって提案され
た手法でバンドギャップの補正を行った〔2〕。

最終的に各不純物導入の容易さを形成エネルギーで比較し
た。その結果 Niを導入する場合が最も形成エネルギーが低く、
不純物として添加しやすいことが判明した。Niを導入した場合
の c-BNの DOSを図 2に示す。価電子帯上端(VBM)から伝導帯
下端(CBM)の距離がバンドギャップに相当する。このバンド
ギャップの間にアップスピン及びダウンスピンそれぞれ1つずつ
準位が形成されていることが分かる。この準位は Niの d電子
の局在によって作られており、これによってBNの可視光領域で
の応答が可能になることを意味する結果が得られた。

■研究の新規性・優位性

中間バンド(または準位 )を形成する元素を見
出した。これによって可視光応答するBN系デ
バイスの研究開発が可能であることが明らかに
なった。
本研究で採用した第一原理計算では、実験的
に検証しにくい物性の予測も可能であり、材料
の研究開発の指針として活用できる。

最先端の材料の研究開発において第一原理計
算の活用は非常に優位である。

■産業への展開・提案

①新規材料探索
②物性の正確な予測
③実験結果の検証

参考文献
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■研究内容 

(1) 計算方法 

 不純物を添加した状態を模擬するために、BN のスーパーセルを構築

した。これは、例えば B31N32X という基本単位を持つ結晶を計算するこ

とに相当する。ここで Xには遷移金属元素を入れる。このようにして

構築したスーパーセルの例を図 1に示す。図 1の例は、立方晶窒化ホ

ウ素(c-BN)で、Bサイトに Xを置換させたモデルとなっている。 

 

(2) 可視光応答する準位を形成する元素の決定 

 Xに導入する遷移金属元素は原子番号21～30までをそれぞれ入れ替

えて計算した。まず、バンドギャップ中に準位を形成するか否かを状

態密度図(Density Of States：以下、DOSという)を計算することによ

って判断した。これによってバンドギャップ中に準位形成可能な元素

をスクリーニングした。その後、バンドギャップを正確に求めるため

に、F.Tranらによって提案された手法でバンドギャップの補正を行っ

た〔2〕。 

最終的に各不純物導入の容易さを形成エネルギーで比較した。その

結果 Ni を導入する場合が最も形成エネルギーが低く、不純物として添

加しやすいことが判明した。Ni を導入した場合の c-BN の DOS を図 2

に示す。価電子帯上端(VBM)から伝導帯下端(CBM)の距離がバンドギャ

ップに相当する。このバンドギャップの間にアップスピン及びダウン

スピンそれぞれ 1つずつ準位が形成されていることが分かる。この準

位は Ni の d 電子の局在によって作られており、これによって BN の可

視光領域での応答が可能になることを意味する結果が得られた。 

 

■研究の新規性・優位性  

中間バンド(または準位)を形成する元素を見

出した。これによって可視光応答するBN系デバイス

の研究開発が可能であることが明らかになった。 

本研究で採用した第一原理計算では、実験的に

検証しにくい物性の予測も可能であり、材料の

研究開発の指針として活用できる。 

最先端の材料の研究開発において第一原理計

算の活用は非常に優位である。 

 

■産業への展開・提案  

① 新規材料探索 

② 物性の正確な予測 

③ 実験結果の検証 

■研究に関連した知財  

・特許出願予定 

 

参考文献 

〔1〕K.Watanabe et al., Nature Materials, Vol.3, pp.404-409 (2004) 
〔2〕F.Tran et al., Phys. Rev. Lett., Vol.102, pp.226401-1-226401-4 (2009) 
 

*1)電子半導体技術グループ、*2)材料技術グループ、 

H25.10～H26.9【基盤研究】ワイドギャップ半導体窒化ホウ素における不純物添加効果 

図 2. Ni ドープ c-BN の状態密度図 

図1．C-BN のスーパーセルモデル

図2．Niドープc-BN の状態密度図

up spin
down spin
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ナノフォトニクスを応用した微量物質検知技術（技術紹介）

○加澤 エリト *1)

■キーワード　表面プラズモン共鳴、SPR、局在表面プラズモン共鳴、LSPR、ナノフォトニクス

1．表面プラズモン共鳴を用いると、ナノメートルの範囲に存在する微量物質の検知が可能となる
2．表面プラズモンの発生には、金属ナノ構造や金属薄膜が用いられる
3．この物質検知技術は、ウィルス検知や有害ガス検知（ガスセンサ）に応用できる

■はじめに：江戸切子の赤い色

東京都の名産品のひとつである切子グラスや、教会のステンドグラ

スの赤いガラスは、ガラスの中に封じ込められた金ナノ粒子によって

発色している〔1〕。このガラスの発色は、金ナノ粒子の表面で発生する

表面プラズモン共鳴※1 によって、緑色の光が吸収されることに起因し

ている。金ナノ粒子が緑色の光を吸収する様子を図1に示す※2。

※1：Surface Plasmon Resonance:SPRともいう。金属ナノ粒子で生じる場合
には、 特に、 局 在表面プラズモン共 鳴（Localized Surface Plasmon 
Resonance:LSPR）とよばれる。
※ 2：図1は、FDTD 法（時間領域差分法）とよばれる電磁場解析手法を用いて
算出している。グラフより、金ナノ粒子が波長 500nm、すなわち緑色の光を強く
吸収し、赤色の光だけが透過することが分かる。この結果、金ナノ粒子は赤く発
色する。

■プラズモン共鳴を用いた物質検知

金属ナノ粒子に光を照射すると、ナノ粒子表面の自由電子が振動し、

光エネルギーの一部を吸収する。この物理現象を表面プラズモン共

鳴とよび、次に示すような特徴がある。

・周囲の誘電率※3 に応じて共鳴波長が変化する：物質検知

・影響を受ける範囲は数百nm 程度の範囲　　 ：ナノ領域※4

表面プラズモン共鳴を用いると、単に発色するだけでなく、物質検

知が可能になる。物質検知の例を図2に示す。表面プラズモン共鳴

の応答範囲は限定的であるので、バックグラウンドの影響を受けにく

い。この結果、高感度の物質検知が可能となる。

※3：誘電率は媒質固有の値を持つ。通常は媒質の屈折率の2乗に比例する。
※ 4：ナノメートル領域に限定される光学現象をナノフォトニクスとよぶ。表面プラ
ズモン共鳴はナノフォトニクスの一つである。

■高感度・高性能センサへの応用

都産技研では、金属ナノ粒子に生じる表面プラズモン共鳴をセンサ

に応用する研究を行っている。例えば、金属ナノ粒子の周囲を多孔

質体であるメソポーラスシリカで被覆すると、周囲のガス濃度に応じ

て光透過率が変化するようになる〔2〕。プラズモン共鳴をガスセンサに

応用した場合のガス応答特性の一例を図3に示す。表面プラズモン

共鳴を用いることで、市販のガスセンサよりも高速に応答復帰する※5。

※5：グラフは、市販の酸化物半導体式のガスセンサと表面プラズモン共鳴を
応用したガスセンサ（LSPRと記載）をそれぞれ 2000ppm 程度の高濃度アルコー
ル雰囲気に暴露した後、一般大気に戻したときの応答信号を示している。

参考文献
〔1〕化学と工業編集幹事会，化学と工業, Vol.62-4, April (2009)
〔2〕A.Monkawa et al., Sensors and actuators B, Vol.196, pp.1-9 (2014)

特許：特許第 5460113 号、特開 2010-210253 号、特開 2014-59316 号公報、その他1件（未公開）

*1)電子半導体技術グループ

図1．金の光スペクトル

図2．物質検知の例
φ400nm h50nm の金ナノディスク構造
を800nm 間隔で配置し、周囲媒質を変
えたときの光透過スペクトル（実験値）

図3．ガスセンサの応答例
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水素含有DLC膜の表面性状制御による低摩擦化

○徳田 祐樹 *1)、中西 正一 *2)*3)、川口 雅弘 *2)、林 英男 *2)、渡邊 禎之*2)

■キーワード　水素含有 DLC膜、表面性状、低摩擦化、ラマン分光分析

1．「水素含有 DLC膜」と「表面性状制御」のシナジー効果による低摩擦化手法を開発 
2．水素含有 DLC膜の表面性状の制御により40％の摩擦係数低減に成功
3．表面性状制御によりグラファイト化した摩耗粉を摺動界面にトラップすることで低摩擦化を発現

■研究の目的

水素含有 DLC膜は、sp2 結合及び sp3 結合の炭素と水素で構成されたアモルファス構造を持つ硬質炭素
薄膜であり、高硬度や高耐摩耗性、低摩擦係数などの優れた摺動特性を示すことで知られている。本研究
では、水素含有 DLC膜の摺動特性のさらなる改善を実現するため、表面性状（表面粗さやうねりを含む表
面輪郭形状）の制御による低摩擦化の手法について検討を行った。

■研究内容

(1)実験方法
本研究では、下記の2種類の水素含有DLC膜の特性を比較した。
①鏡面研磨 DLC膜：  産業界で一般的に使用されている鏡面研

磨を施した平滑な表面にDLC膜を成膜した
もの

② MSE 加工 DLC膜：  マイクロスラリージェットエロージョン加工
を利用して微細な凹凸形状を作成した表
面にDLC膜を成膜したもの(図1)

上記 2種類のサンプルの摺動特性を摩擦試験機により比較し
た。また同時に、ラマン分光分析による膜構造の解析や SEMに
よる摺動痕観察等の化学分析を実施することで、水素含有 DLC
膜の表面性状が及ぼす摺動特性への影響について膜構造の観点
から解析を行った。

（2）実験結果及び考察
摩擦試験の結果より、鏡面研磨 DLC膜と比較してMSE 加工 DLC

膜では摩擦係数が約 40％低下するとともに、摩擦係数が終始安
定化するという現象が確認された(図 2)。このことから、水素含
有 DLC膜の表面性状を適切に制御することで、摺動特性を向上す
る効果があるものと考えられる。この摺動特性向上メカニズムの
解明に向けた各種化学分析を実施した結果、MSE 加工 DLC 膜で
は摺動痕上における膜構造のグラファイト化が発生しており、か
つ摩擦により生じた摩耗粉が摺動痕上
に堆積していることが確認された。この
ことから、MSE 加工 DLC膜では、表面の
凸部の摩耗により生じた摩耗粉において
グラファイト化が発生しており、この摩
耗粉が表面の凹部にトラップされること
で摺動痕に堆積していたものと考えられ
る（図 3）。その結果、摺動面に介在す
るグラファイト化した摩耗粉が界面での
低せん断抵抗化に寄与し、摩擦係数の
低減に寄与したものと考えられる。

■研究の新規性・優位性

グラファイト化した摩耗粉による低摩擦化効果
を狙った水素含有 DLC 膜は前例がなく、産業
的にも学術的にも新規性が高い。

■産業への展開・提案

①都内中小企業との共同研究を開始予定
②論文や学会発表による成果発信を実施

*1)城東支所、*2)高度分析開発セクター、*3)品質保証推進センター
 H24.4〜 H25.3【基盤研究】水素含有 DLC膜の低摩擦化に向けた表面性状制御とその評価方法
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図3．表面性状制御 DLC膜の低摩擦化メカニズム
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図1．表面性状制御 DLC膜の輪郭形状

図2．摩擦試験結果
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粉末処理前後における13C-DLC の構造変化

○川口 雅弘 *1)、渡邊 禎之*1)、林 英男 *1)、国村 伸祐 *2)

■キーワード　PBIID、13C-DLC、粉末処理

1．PBIID 法を用いて、13C の DLCを成膜
2．溶出法などを用いて、13C-DLC の粉末を精製
3．13C-DLC の各種材料分析

■研究の目的

昨今、優れたトライボロジー特性を有するDLC(diamond-like carbon)膜は、あらゆる産業製品に実装さ
れており、日本の受託成膜加工市場は100 億円を超える規模に成長している。DLC の sp3/sp2 比の定量評
価として固体 NMR 法が挙げられるが、試料を粉末にする必要があるため、粉末処理前後における試料の構
造変化を正確に把握する必要がある。そこで本研究では、13C-DLC の構造変化について検討した。

■研究内容

(1)試料作製
本研究では、重畳型プラズマイオン注入成膜(PBIID)法を用

いて成膜を行った。PBIID 法は、被加工物をアンテナとするこ
とでイオン注入と成膜を両立できる特徴を有する。原料ガスに
13CH4 を用いて 13C の純度100％に近い DLCを成膜した。純鉄
及び純アルミ基板上に成膜した試料を、純水で希釈した塩酸
溶液を用いて基板を溶解させることで、DLC 粉末が得られた。
(2)結果

Al基板上に成膜した13C-DLC 膜の、粉末処理前後のラマン
分光分析結果を図1に示す。図1より、粉末処理を行うことで、
ラマン分光分析結果が明らかに異なることが分かる。この結
果を詳細に検討したところ、粉末処理を行うことで、総じてG
ピークとDピークの中心位置が高波数側へシフトすること及び
各ピークの半値幅が狭くなることを確認した。一方、各試料の
X線光電子分光分析(XPS)を行ったところ、粉末処理前後に
おいてC1sピークの形状及び sp3/(sp2+sp3)比に大きな変化は
ないことを確認した(ここでsp2 は 284.5eV、sp3 は 285.3eVと
なるようにピーク分離を行った)。粉末処理後の試料を走査電
子顕微鏡(SEM)で観察したところ、図2のように膜が曲面化し
た片状粉となっている様子を確認した。
(3)考察

一般に、ラマン分光分析におけるピーク中心位置の高波数
側へのシフト及びピーク半値幅の狭小化は、材料構造の変化
及び内部応力の緩和により引き起こされる。XPS分析結果より、
C1sの分析結果に大きな差異は見出せなかったことから、材料
構造の変化に及ぼす粉末処理の影響は小さいと考えられる。
一方、SEM 観察結果より粉末処理後の膜は曲面化した片状粉
が観察されることから、膜上のDLC内部には一定の応力が掛かっていたが、粉末となることでその応力が
緩和されたことが示唆される。したがって、粉末処理前後のラマン分光分析の結果の差異は、材料構造の
変化よりはむしろ内部応力の緩和の影響が大きいと考えられる。以上より、構造変化に及ぼす粉末処理の
影響は小さく、処理後の粉末を用いた固体 NMRによるsp3/sp2 比の定量評価は十分可能であることが示唆
される。

■研究の新規性・優位性

DLC膜の構造変化に及ぼす粉末処理の影響を明
確にすることで、固体 NMRによるsp3/sp2 比の
定量性向上に資する成果を得ることができた。

■産業への展開・提案

現在遂行中の科研費若手研究 Bの学術的成果
として発信し、固体 NMRによるsp3/sp2 比の定
量評価法として依頼試験環境の充実を図る。

*1)高度分析開発セクター、*2)東京理科大学
 H26.4〜 H29.3【科研費若手研究 B】固体 NMRを用いた DLC 膜構造の定量評価手法の開発

ナノテクノロジー 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

粉末処理前後における 13C-DLC の構造変化  
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■キーワード PBIID、13C-DLC、粉末処理 
 
1. PBIID 法を用いて、13C の DLC を成膜  

2. 溶出法などを用いて、13C-DLC の粉末を精製 

3. 13C-DLC の各種材料分析   
 
■研究の目的 

昨今、優れたトライボロジー特性を有する DLC(diamond-like carbon)膜は、あらゆる産業製品に実装

されており、日本の受託成膜加工市場は 100 億円を超える規模に成長している。DLC の sp3/sp2比の定量

評価として固体 NMR 法が挙げられるが、試料を粉末にする必要があるため、粉末処理前後における試料

の構造変化を正確に把握する必要がある。そこで本研究では、13C-DLC の構造変化について検討した。 

 

■研究内容 

(1) 試料作製 

本研究では、重畳型プラズマイオン注入成膜(PBIID)法

を用いて成膜を行った。PBIID 法は、被加工物をアンテナ

とすることでイオン注入と成膜を両立できる特徴を有す

る。原料ガスに 13CH4を用いることで、13C の純度 100％の

DLC を成膜した。純鉄及び純アルミ基板上に成膜した試料

を、純水で希釈した塩酸溶液を用いて基板を溶解させるこ

とで、DLC 粉末が得られた。 

(2) 結果 

 Al 基板上に成膜した 13C-DLC 膜の、粉末処理前後のラマ

ン分光分析結果を図 1に示す。図 1より、粉末処理を行う

ことで、ラマン分光分析結果が明らかに異なることが分か

る。この結果を詳細に検討したところ、粉末処理を行うこ

とで、総じて Gピークと Dピークの中心位置が高波数側へ

シフトすること及び各ピークの半値幅が狭くなることを

確認した。一方、各試料の X線光電子分光分析(XPS)を行

ったところ、粉末処理前後において C1s ピークの形状及び

sp3/(sp2+sp3)比に大きな変化はないことを確認した(ここ

で sp2は 284.5eV、sp3は 285.3eV となるようにピーク分離

を行った)。粉末処理後の試料を走査電子顕微鏡(SEM)で観

察したところ、図 2のように膜が曲面化した片状粉となっ

ている様子を確認した。 

(3) 考察 

 一般に、ラマン分光分析におけるピーク中心位置の高波数側へのシフト及びピーク半値幅の狭小化

は、材料構造の変化及び内部応力の緩和により引き起こされる。XPS 分析結果より、C1s の分析結果

に大きな差異は見出せなかったことから、材料構造の変化に及ぼす粉末処理の影響は小さいと考えら

れる。一方、SEM 観察結果より粉末処理後の膜は曲面化した片状粉が観察されることから、膜上の DLC

内部には一定の応力が掛かっていたが、粉末となることでその応力が緩和されたことが示唆される。

したがって、粉末処理前後のラマン分光分析の結果の差異は、材料構造の変化よりはむしろ内部応力

の緩和の影響が大きいと考えられる。以上より、構造変化に及ぼす粉末処理の影響は小さく、処理後

の粉末を用いた固体 NMR による sp3/sp2比の定量評価は十分可能であることが示唆される。 

 

■研究の新規性・優位性  

DLC 膜の構造変化に及ぼす粉末処理の影響を明

確にすることで、固体 NMR による sp3/sp2比の

定量性向上に資する成果を得ることができた。 

 

■産業への展開・提案  

現在遂行中の科研費若手研究Bの学術的成果と

して発信し、固体NMRによるsp3/sp2比の定量評

価法として依頼試験環境の充実を図る。 

 
 

*1)高度分析開発セクター、*2)東京理科大学 

H26.4～H29.3【科研費若手研究 B】固体 NMR を用いた DLC 膜構造の定量評価手法の開発 

 

 

図1．ラマン分光分析結果の概略

図2．粉末処理後の試料の観察結果
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TiO2/WO3 複合量子ドットにおける光触媒活性の向上

○渡辺 洋人*1)、染川 正一 *1)、太田 省吾 *2)、鈴木 貴文 *2)、緒明 佑哉 *2)、今井 宏明 *2)

■キーワード　量子ドット、光触媒、ナノ粒子、多孔質シリカ、環境浄化材料

1．約1nm のTiO2/WO3 複合量子ドットを合成
2．複合化させることにより光触媒活性が大幅に向上
3．高機能光触媒構築に向けた、量子ドットの新たな可能性を提示

■研究の目的

近年、粒子サイズが励起子ボーア半径以下になった粒子“量子ドット(QD)”が高活性な新規光触媒とし
て大きな期待を集めている。しかし、量子ドットでは光照射によって生成した電子・正孔対の空間的電荷
分離が困難なため、光触媒活性の大幅な低下が起こるという懸念がある。そこで、本研究では異種量子ドッ
ト界面での電荷移動を利用した複合量子ドット光触媒の可能性を追究した。

■研究内容

本研究では第一に、これまでの研究によって合成法が確立された単独量子ドット〔1〕〔2〕の光触媒活性評
価を行った。多孔質シリカ〔3〕の細孔を鋳型として用い、それぞれ1.2、1.6nm のTiO2、WO3 量子ドットを合
成した。各量子ドットのバンドギャップは、量子サイズ効果の影響を受け、それぞれ 3.3、3.2eVまで増大
した。各量子ドットについてエタノール蒸気の光分解活性を測定し、単独量子ドットの活性の基準とした。
また、TiO2 量子ドットでは、バルクのTiO2 と比較して活性低下が見られた（図1)。

続いて、二段階の量子ドット合成を行い、TiO2/WO3 複合量子ドットの合成を試みた。本研究では、WO3 量
子ドット内包多孔質シリカの細孔内にTiCl3 溶液を浸潤させ、空気中で60℃に加熱することで複合量子ドッ
トの合成を行った。細孔内のTiCl3 は加熱により酸化されて白色のTiO2 が生成するため、Ti3+ 由来の紫色
は徐々に消失する。一方、複合量子ドットの合成系ではTi3+ 由来の吸収の消失とともに、W5+ 由来のブロー
ドな吸収が新たに観測された。系内では、Ti3+ → Ti4+ の酸化とW6+ → W5+ の還元が同時に進行しており、
WO3 が酸化剤として働きながら、TiO2 量子ドットが界面において優先的に進行することを示唆している。最
終的に600℃で焼成した後、無色透明の複合量子ドットを得た。
TiO2/WO3 複合量子ドット界面における電荷移動の検証のため、

単独のTiO2、WO3 量子ドットとTiO2/WO3 複合量子ドットをそれぞ
れ水中で紫外線照射し、W5+ に由来するフォトクロミズムの時間
変化を調査した。その結果、TiO2/WO3 複合量子ドットにおいて
は W5+ 由来の吸収強度の上昇が単独の量子ドットと比較して顕著
に低下することが確認され、複合体では界面での電荷移動が起
こっていることが示唆された。この複合体の光触媒活性を評価
したところ、単独のTiO2 量子ドットと比較して10 倍以上の活性
向上が観測された(図1)。本研究で用いた複合量子ドットの有
効質量近似から推定した価電子帯・伝導帯準位は、単独のTiO2

量子ドットと比較して大きな差がないことから、観測された光触
媒活性の大幅な向上は、主に空間的電荷分離が促進されたこと
に起因すると考えられる。
このように本研究では、異種量子ドットを複合化させることで

空間的電荷分離を促進させ、光触媒として機能させることが可
能であることを明らかにし、複合量子ドットが高機能光触媒系
の構築に有効であることを示した。

■研究の新規性・優位性

①量子ドット技術の光触媒材料への応用
②複合量子ドットの作成技術
③新規光触媒システムの開発

■産業への展開・提案

①高機能光触媒
②多孔質材（吸着材）と光触媒の複合材料

■研究に関連した知財

・特願 2014-223328

参考文献
〔1〕H. Watanabe, K. Fujikata, Y. Oaki, H. Imai, Chem. Commun., Vol.49, pp.8477-8479 (2013)
〔2〕H. Tamaki, H. Watanabe, S. Kamiyama, Y. Oaki, H. Imai, Angew. Chem. Int. Ed., Vol.53, pp.10706-10709 (2014)
〔3〕H. Watanabe, K. Fujikata, Y. Oaki, H. Imai, Mesopor. Mater., Vol.214, pp.41-44 (2015)

*1)材料技術グループ、*2)慶應義塾大学
 H26.4～ H27.3【共同研究】多孔質シリカの細孔空間を活用した機能性量子ドットの用途開発の研究
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促進耐候（光）性試験と発光計測による劣化評価

○杉森 博和 *1)

■キーワード　製品の耐候（光）性、高分子材料、発光計測、レーザー誘起

1．光や熱による高分子材料の劣化をより迅速に評価する方法を検討
2．高分子材料に紫外線レーザー光を照射し、誘起される発光を検出
3．検出される光の量とスペクトルは、高分子材料の劣化度合いと関連性がある

■研究の目的

屋外で使用する製品のライフサイクルを見積もる上で、耐候性の評価は欠かせない。光や熱などで劣化

する高分子材料の耐候性は、促進試験と強度や測色などの各種劣化解析を組み合わせて評価されること

が多いが、この方法は評価全体に時間がかかる。本研究では、高分子材料の表面に紫外線レーザー光を

照射したときに誘起される発光を解析することにより、劣化を迅速に評価する手法の検討を行った。

■研究内容

(1)実験試料と促進耐候（光）性試験

高分子材料として、含有する

添加剤が異なるポリプロピレン

やポリエチレンなどを使用し

た。この高分子材料について、

ブラックライト（図1）、紫外線

カーボンアーク灯による促進耐

光性試験や、恒温槽を使用し

た熱劣化試験を実施した。

(2)新規に検討した劣化評価方法

測定用セルに入れた劣化前

後の試料に波長375 nmの紫外

線レーザー光を照射し（図2）、

そのときに検出される光の量と

スペクトルを計測した。光量の

測定時間は、1試料あたり3分

とした。劣化試験時間が異な

る試料の結果から、劣化の度

合いとの関連性を評価した。

(3)結果と考察

試料にレーザー光を照射することにより、試料からの発光と考えられる光を検出した。検出された光の

量とスペクトルは高分子材料の種類によって異なり、同じポリプロピレンでも添加剤の違いによって結果が

異なることが分かった。また、促進劣化試験により、検出される光量やスペクトルに変化が現れ（図3）、

今回の検出法で劣化の度合いを診断できる可能性が示唆された。

■研究の新規性・優位性

高分子材料の初期劣化診断法として、熱誘起に
よる化学発光計測が研究されているが、半導体
レーザー光による誘起はこれまでほとんど研究
されていない。この方法が確立されれば、熱
誘起による測定よりも、測定時間を短縮できる
可能性がある。

■産業への展開・提案
①新旧材料の耐候（光）性の比較に最適
②この方法が確立されれば、より短時間の促進
試験で劣化の診断が可能となり、開発のス
ピードアップを図ることができる

謝辞
本研究の一部は、（公財）スガウェザリング技術振興財団の研究助成により実施された。
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汚染ガスと光による複合試験

○岡田 明子 *1)、小柴 多佳子 *1)

■キーワード　オゾン、窒素酸化物、紫外線、複合作用

1．汚染ガスと紫外線を同時に暴露する複合試験装置を試作
2．試作した複合装置を用いて染色布の暴露試験を実施
3．汚染ガスと紫外線の複合作用が染色布に与える影響について検討

■研究の目的

繊維製品は、製造から保管、消費過程において光や熱、汚染ガス等、種々の作用を受けることにより変
色する。実使用状況下では、さまざまな作用が重複して起きることも多い。本研究では、汚染ガスとしてオ
ゾン及び窒素酸化物を用いて、それらのガスと紫外線を同時に暴露できる試験装置を試作し、汚染ガスと
紫外線の複合作用が染色布に与える影響について検討した。

■研究内容

(1)実験方法
装置の概略図を図1及び図2に示す（図1.オゾン、紫外線　図2.窒

素酸化物、紫外線）。ガスの供給について、オゾンは試験槽内の濃
度を約10ppm に保つように供給し、窒素酸化物は試験槽に濃度約
30ppm 流量約1 L/min のガスを連続的に供給した。暴露試料には、
アセテート平織及びナイロン添付白布を分散染料（C.I.Disperse 
Blue56、Blue27とYellow42の配合）で染めた染色布4 種を用いた。
暴露による試料の変化は分光光度計により反射率測定を行った。

(2)結果・考察
図3に Blue27とYellow42の配合で染めた染色布のオゾン暴露に

よる色相の変化を示した。アセテート染色布では、オゾン単独の暴
露とオゾンと紫外線を同時に暴露したときの色相の変化が大きく、
ナイロン染色布については、紫外線単独の暴露とオゾンと紫外線を
同時に暴露したときに同方向へ大きく変化する結果となった。また、
アセテート染色布については、オゾンによる影響が大きく、ナイロ
ン染色布については紫外線による影響が大きいことが確認された。
図4には Blue56で染めた染色布の窒素酸化物暴露による色相の

変化を示した。アセテート染色布では、いずれの暴露方法において
も色相は、それぞれ異なる方向へ変化する結果となった。それに対
して、ナイロン染色布については、紫外線単独の暴露と窒素酸化物
と紫外線を同時に暴露したときの色相は、同方向へ変化することが
分かった。

（3）まとめ
本研究では、汚染ガスと紫外線を同時に暴

露する複合試験装置を試作し、汚染ガスと紫
外線の複合作用が染色布に与える影響につい
て検討した。汚染ガスと紫外線を同時に暴露
したときには、単独での暴露とは異なった変化
を示す染料があることが確認された。また、
素材により汚染ガス暴露と紫外線暴露による色
相の変化の方向が異なることが確認された。

■研究の新規性・優位性

紫外線及び汚染ガスを同時に暴露する方法で装
置を試作し染色布の変退色挙動を明らかにした。

■産業への展開・提案

①繊維製品の汚染ガス、紫外線による複合試験
②クレーム品の再現試験

謝辞
本研究の一部は、（公財）スガウェザリング技術振興財団研究助成により実施された。
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置を試作し染色布の変退色挙動を明らかにした。       ② クレーム品の再現試験 
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H24.4～H25.3【外部資金導入研究】汚染ガスと光による複合試験方法の開発 

図 1. 複合試験装置概略図 

   （オゾン、紫外線） 

図 2. 複合試験装置概略図 

        （窒素酸化物、紫外線） 
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分光応答度測定装置の概要と活用例

○中田 修 *1) *2)

■キーワード　分光応答度、分光感度、光センサ、受光器、受光素子

1．分光応答度測定装置は光センサの分光感度特性の評価に用いられる
2．光センサに単色光を照射してそのときの出力（A/W）を分光応答度という
3．受光素子と光透過フィルタを組み合わせることにより所望の感度特性を持つ光センサができる

■はじめに

・分光応答度測定装置とは、光センサや太陽電池などの性能評価に使用される装置である。測定結果は

光の各波長エネルギーに対する出力電流（A/W）という形で表される。

・都産技研で導入したこの装置は、各種光センサの開発や性能評価に有用であるので、本稿では装置の

概要と活用例を紹介する。

■装置の紹介

(1)原理と仕様

図1のように、装置内で光源（ハロゲンランプ、重水素ランプ）を

点灯させ、この光を回折格子で分光（波長成分ごとに分ける）して、

波長 250nm から2000nm（紫外～可視光～近赤外）の単色光を得る。

この単色光をビームスプリッタで均等に2つに分け、一方を標準受光

器で値付けしたモニタ受光器に照射し、他方を評価対象の光センサ（被

測定受光器）に照射する。そうすると、両者の関係から被測定受光器

に何ワットの単色光を照射したとき、何アンペアの電流が流れるかを

測定することができる。

(2)活用例

この装置を用いて、Siフォトダイオードの分光応答度を測定した事

例を図2に示す。これは受光素子単体の分光感度特性を示しているが、

例えばこれにフィルタを組み合わせ、図3のような人の目の感度に近

似させた光センサにすると、人が感じる明るさと同じ特性を持つ光セ

ンサが出来上がる。これはVλ受光器といって照度計など広く使用さ

れている。

このほか、植物工場などの分野では、植物の成長に効果がある光

の波長成分について研究されており、図 4のような光合成の効果を評

価できる光センサの開発も行われている。

このように受光素子に、各用途に応じた特性を持つようにフィルタ

を組み合わせることによって、新しい光センサを開発することができる。

開発した光センサの評価には分光応答度測定装置が使用されている。

■まとめ

分光応答度測定装置は、光センサの性能評価に有用な装置である。依頼試験等を通じて中小企業の開

発支援に活用していきたい。

*1)光音技術グループ、*2)品質保証推進センター

図1．分光応答度測定装置の概要
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環境低負荷型のめっき浴

○水元 和成 *1)、逸見 英一 *2)、平井 和彦 *3)、竹村 昌太 *4）、浦崎 香織里*4）、大川原 敏夫 *2)

■キーワード　非シアン浴、亜硫酸金めっき、環境低負荷

1．亜硫酸金試薬の安定性の評価
2．シアンを用いない金めっき浴の開発
3．開発浴による金めっき製品の試作

■研究の目的

装飾品や電気接点部などへの金めっきには、シアン化金塩を用いためっき浴が広く用いられている。し
かし、この浴によるめっき加工は、薬品の管理や作業工程の安全面、あるいは電子基板上のレジストへダメー
ジを与える等の問題を抱えている。そこで、これらの問題を解決するために、亜硫酸金による非シアンめっ
き浴を開発した。

■研究内容

亜硫酸金試薬は、紫外線受光等で還元する不安定性を有するため、金めっき浴としての利用が進まなかっ
た。共同研究者の共栄メタル（株）では、亜硫酸金試薬の安定性について取り組んできた。本研究では、
この試薬を用いた金めっき浴を試作し、安定性、析出条件、光沢剤等の選択を行った。析出した皮膜の物
性評価をした結果、安定性に優れた金めっき浴を開発した。

(1)金試薬の安定性
本研究で調整した亜硫酸金試薬（A1）と、市販の亜硫酸金試薬（A2）

を元に、導電塩と安定剤等の役割を担う試薬〔1〕～〔3〕の組み合わせを5種
類ずつ作製し、模擬金めっき浴とした。これらの試薬について紫外線（最
大波長：352nm、出力：3.0Wのランプを使用）照射実験を行った。A2 を
用いた模擬めっき浴の一部は照射開始2日目から、金の還元析出が確認
され、1週間経過後にはすべてで金の析出が確認された。一方、A1を用
いた浴では、いずれの組み合わせでも金の析出は見られなかった。その
後実験室で約半年放置させた状態を図1に示す。

(2)金めっき製品の試作
(1)で組み合わせた模擬めっき浴の組成から、ストライク浴及び本浴を作製しめっき条件等を検討した。

得られた金めっき浴（本浴）の組成を表1に示す。なお、この浴は、既存のシアン浴の設備で使用可能で
ある。本浴によりめっきした製品の写真を図2に示す。外観はシアン浴のものと同等であった。

■研究の新規性・優位性

・開発した亜硫酸金めっき浴は安定性に優れ、
かつシアンを使用しない浴であるため、安全
性にも優れている。

・回路基板のレジストへの影響が少ないため電
子部品関連での応用が期待できる。

■産業への展開・提案

①シアン浴を使用しているめっき専業者
②基板や端子へのめっきを行っているセット
メーカー

■研究に関連した知財

・特願 2014-031747

参考文献
〔1〕逸見英一, 電気化学および工業物理化学, 34(7), 34(9), 34(10) (1966)
〔2〕岩井良太 , 千田一敬 , THE CHEMICAL TIMES, No.2, p.14 (2009)
〔3〕古藤田哲哉 , 貴金属めっき, p.30 (1992)
〔4〕青谷薫 , 合金めっき, pp.4-5 (1999)

*1) 繊維・化学グループ、*2) 共栄メタル株式会社、*3) 広報室、*4）表面技術グループ
 H24.4～ H25.3【共同研究】環境低負荷型のめっき皮膜の開発

表1．金めっき浴（基本浴）

亜硫酸金（共栄メタル製：金として） 5.0g/L
電導塩 60.0g/L
pH 安定剤 20.0g/L
金属安定剤 10.0g/L
光沢剤 0.5～1.0g/L
pH 7.8～ 8.2
電流密度 0.3A/dm2
浴温度 30～ 60℃
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① シアン浴を使用しているめっき専業者 

② 基板や端子へのめっきを行っているセット

メーカー 

■研究に関連した知財 

 ・特願 2014-031747 

参考文献 
〔1〕逸見英一, 電気化学および工業物理化学, 34(7), 34(9), 34(10) (1966) 

〔2〕岩井良太, 千田一敬, THE CHEMICAL TIMES, No.2, p.14 (2009) 

〔3〕古藤田哲哉, 貴金属めっき, p.30 (1992) 

〔4〕青谷薫, 合金めっき, p.4-5 (1999) 

*1)繊維・化学グループ、*2)共栄メタル株式会社、*3)広報室、*4）表面技術グループ 

図 2. 機能部品への金めっき 

 

A1：①、③、⑤、⑦、⑨ 

A2：②、④、⑥、⑧、⑩ 

図 1. 紫外線照射による試薬の 

安定性 

⑩⑨⑧⑦⑥⑤④③② ①
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微生物製剤の木材青変菌用防カビ剤への適用

○飯田 孝彦 *1)、小沼 ルミ*1)、濱野 智子 *1)、瓦田 研介 *2) *3)

■キーワード　微生物防除剤、木材、カビ、青変菌

1．木材のカビ変色汚染に対し、環境負荷の低い微生物製剤による防除法を検討
2．微生物製剤処理木材の青変菌及び JIS指定カビ抑制効果の検討
3．森林及び木材加工工場などにおける伐採材のカビ汚染対策に活用

■研究の目的

森林や木材加工工場では、カビ汚染により木材の変色被害が生じ、製品の品質や歩留まりの低下が問題
となっている。防カビ対策として、化学合成農薬による防除が行われているが、環境や人体に対する安全
性が懸念されている。そこで、天然系抗菌成分として安全性が既知である生物農薬 Bacillus subtilis について、
木材を変色させるカビに対する木材用防カビ剤としての利用の可能性を検討した。

■研究内容

（1）実験方法
生物農薬 B.subtilis 菌液中にス

ギ辺材試験片(5×20×40[mm])
を1分間浸漬後風乾したものを防
カビ性能試験に用いた。防カビ性
能は、青変菌 4 種類に加えて、
JIS Z 2911かび抵抗性試験(一
般工業製品 )指定カビ4 種類の
単独胞子懸濁液を用いて行った。
単独胞子懸濁液を試験片に接種、
26℃、95％ RH以上で2週間培養
し、防カビ性能をJIS Z 2911の
判定基準に準じて判定した。

（2）結果及び考察
B.subtilis 菌体溶液で浸漬処理し

た試験片の青変菌4 種類に対す
る防カビ性能試験の結果を表1に
示す。B.subtilis 菌体溶液で処理し
た試験片は無処理試験片に比べ
て、代表的な青変菌に対して明ら
かな防カビ性能を有していた。また、B.subtilis 菌体溶液で浸漬処理
した試験片は、無処理試験片に比べてJIS 指定カビ4 種類に対し
ても明らかな防カビ性能を有していた。ただし、完全にカビの発生
が抑制されたカビと一部発生が見られたカビがあり、B.Subtilis 菌体
液処理試験片のJIS 指定カビに対する防カビ性能の強さは、カビの種類により異なることも分かった。さ
らに、B.subtilis 菌体溶液で浸漬処理した試験片の周囲には、図2に示すように青変菌に対する阻止帯の形
成が認められた。このことは試験片に着生している B.subtilis 菌体が青変菌との拮抗関係で忌避性の二次代
謝物を生成したことによると考えられた。

■研究の新規性・優位性

微生物製剤は、重金属などの有害物質を含ま
ないため、環境及び人体に対して負荷の少ない
木材用防カビ剤として使用が可能。また、重金
属を含まないことから、防カビ処理木材のリサ
イクルや廃棄が容易である。

■産業への展開・提案

森林及び木材加工工場における伐採材などの変
色汚染を引き起こすカビや青変菌の防除技術へ
の利用を展開が期待できる。

参考文献
〔1〕谷内博規 , 岩手県林業技術センター研究報告, Vol.15, pp.21-25 (2007)

*1)環境技術グループ、*2)ロボット事業推進部、*3)経営企画室
 H24.4〜 H25.3【基盤研究】微生物製剤を用いた木材青変菌防除技術の開発
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B.subtilis 菌体溶液で浸漬処理した試 

験片の青変菌 4 種類に対する防カビ性

能試験の結果を表 1に示す。B.subtilis
菌体溶液で処理した試験片は無処理試
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阻止帯の形成 

表 1. B.subtilis 菌体溶液処理試験片の青変菌に対する防カビ性能 

 

Ophiostoma
 piceae

Leptographium
truncatum

Leptographium
 pini-densiflorae

Leptographium
wingfieldii

 無処理 ― 2 2 2 2

0 0

青変菌に対する防カビ性能

試験片
菌体濃度
(cfu/ml)

 B.subtilis処理 2 × 108 0 0

カビ抵抗性判定基準(JIS Z 2911)
木材試験片表面のカビ発育面積比率
0：試験片表面にカビの発育が見られない。
1：試験片表面のカビ発育面積が1/3未満
2：試験片表面のカビ発育面積が1/3以上

図 1. 青変菌による変色

(スギ材) 
図1．青変菌による変色  

(スギ材)
図2．Bacillus subtilis による

阻止帯の形成

表1．B.subtilis 菌体溶液処理試験片の青変菌に対する防カビ性能

試験片
菌体濃度
(cfu/ml)

青変菌に対する防カビ性能

Ophiostoma 
piceae

Leptographium 
truncatum

Leptographium  
pini-densi� orae

Leptographium 
wing� eldii

無処理 ― 2 2 2 2

B.subtilis 処理 2×108 0 0 0 0

カビ抵抗性判定基準(JIS Z 2911)
木材試験片表面のカビ発育面積比率
0：試験片表面にカビの発育が見られない。
1：試験片表面のカビ発育面積が1/3未満
2：試験片表面のカビ発育面積が1/3以上
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原発事故からの農業と林業分野での復興支援

−汚染水処理への取り組み−

横田 かほり*1)、新井 志緒 *1)、中村 立子 *1)、○吉田 博久*1)

■キーワード　放射性セシウム吸着フィルター、固定化、水処理、環境モニタリング

1．水溶性放射性セシウムは、生体系への影響が大きい
2．水溶性放射性セシウムは、木質廃棄物の処理に伴い発生する（福島第一原発内では常時発生）
3．水溶性放射性セシウム吸着フィルターによる汚染水処理と環境モニタリング

■はじめに

2011年 3月11日の東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故の放射性物質が引き起こし
環境汚染は、東日本一帯に広がっている。我々は 2011年 4月から福島に入り、環境汚染の実態を調査して
きた。原発事故は福島県の二大産業である農業と林業に深刻な影響を与え、復興の大きな妨げになってい
る。放射性セシウムの環境中での分布と化学的形態の調査に基づく対策を市立公園の除染、水田の汚染
防止、木質廃棄物の安全な処理実証試験、果樹・原木栽培キノコ再建実証試験で行ってきた。これらの
取り組みの中で基盤技術となるのが、新たに開発した放射性セシウム吸着フィルターである。

■支援事例

(1)木質廃棄物の安全な処理
放射性廃棄物となる汚染樹皮や枝葉などを

燃焼処理するには、燃焼ガスに含まれる放射
性物質（主に放射性セシウム）を環境中に放出
しない技術と、放射性物質が高濃度に濃縮さ
れた燃焼灰の安全な取り扱いと保管が重要な
課題となる。実験室ならびに福島県林業研究セ
ンターで行った試験で、500℃以上の燃焼で廃
棄物中の放射性セシウムの約 30％が排煙に含
まれること及び、排煙を水で洗浄することでそ
のほとんどを吸収できることが明らかになった。
木質系廃棄物の燃焼灰は主成分が酸化カルシウムで

数種類の元素を固溶化している。燃焼灰に含まれる放
射性セシウムの約 40％は水溶性で、飛灰による散乱
や保管中の流出防止の対応が不可欠である。発生した
燃焼灰を吸引し真空パックする自動化装置を開発し、
両者を組み合わせて実証試験を行った。汚染廃棄物中
の放射性セシウムの約95％を回収することができた。
(2)放射性セシウム汚染水処理フィルター

燃焼灰から得た放射性セシウム水溶液（汚染水）を、
研究室で開発したプルシアンブルー（PB）型フィルター
（疎水性表面フィルター：PB-O、親水性表面フィルター：
PB-T）で吸着処理実験を行った。直径：35 mm、厚さ：
30 mm, 質量：10 gのフィルターを使用してろ過速度 0.5 L/minで処理し、90〜130 Bq/Lの汚染水を
1回のろ過で検出限界（0.2 Bq/L）以下にすることができた。減少した放射性セシウムは全てフィルターに
吸着していた。セシウムを吸着したPBがフィルターから離脱しないことも確認できた。本フィルターの効
率的な吸着特性は、担体表面に50〜200 nm の微細な結晶サイズのPBが高分散していることによる。
油分を含む木質廃棄物の燃焼ガスを洗浄した汚染水をPB-OとPB-Tを共存させたフィルターで処理し、

油性、水性成分に含まれる放射性セシウムを同時に処理することが可能であった。

■今後の展開

放射性セシウム吸着フィルター PB-OとPB-Tは、低濃度の水溶性放射性セシウムを高選択・高感度で吸
着する。この特性を利用して、環境中の水溶性放射性セシウムのモニタリングを福島県内の農業用ため池
と森林で行っている。モニタリングと同時にため池の水溶性放射性セシウムの除去を実施する予定である。
さらに河川、海での水溶性放射性セシウムのモニタリングを計画している。

*1)首都大学東京
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■キーワード 放射性セシウム吸着フィルター、固定化、水処理、環境モニタリング 
 
1. 水溶性放射性セシウムは、生体系への影響が大きい  

2. 水溶性放射性セシウムは、木質廃棄物の処理に伴い発生する（福島第一原発内では常時発生） 

3. 水溶性放射性セシウム吸着フィルターによる汚染水処理と環境モニタリング  
 
■はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故の放射性物質が引き起こ

し環境汚染は、東日本一帯に広がっている。我々は 2011 年 4 月から福島に入り環境汚染に実態を調査

してきた。原発事故は福島県の二大産業である農業と林業に深刻な影響を与え、復興の大きな妨げにな

っている。放射性セシウムの環境中での分布と化学的形態の調査に基づく対策を、市立公園の除染、水

田の汚染防止、木質廃棄物の安全な処理実証試験、果樹・原木栽培キノコ再建実証試験で行ってきた。

これらの取り組みの中で基板技術となるのが、新たに開発した放射性セシウム吸着フィルターである。 

■支援事例 

(1) 木質廃棄物の安全な処理 

放射性廃棄物となる汚染樹皮や枝葉などを燃

焼処理するには、燃焼ガスに含まれる放射性物

質（主に放射性セシウム）を環境中に放出しな

い技術と、放射性物質が高濃度に濃縮された燃

焼灰の安全な取扱いと保管が重要な課題となる。

実験室ならびに福島県林業研究センターで行っ

た試験で、500℃以上の燃焼で廃棄物中の放射性

セシウムの約 30％が排煙に含まれること及び、

排煙を水で洗浄することでそのほとんどを吸収

できることが明らかになった。 

木質系廃棄物の燃焼灰は主成分が酸化カル

（疎水性表面フィルター：PB-O、親水性表面フィルター：

PB-T）で吸着処理実験を行った。直径：35 mm、厚さ：

30 mm, 質量：10 g のフィルターを使用してろ過速度 0.5 L/min で処理し、90～130 Bq/Lの汚染水を 1 回

のろ過で検出限界（0.2 Bq/L）以下にすることができた。減少した放射性セシウムは全てフィルターに

吸着していた。セシウムを吸着した PB がフィルターから離脱しないことも確認できた。本フィルター

の効率的な吸着特性は、担体表面に50～200 nmの微細な結晶サイズのPBが高分散していることによる。 

 油分を含む木質廃棄物の燃焼ガスを洗浄した汚染水を PB-Oと PB-Tを共存させたフィルターで処理し、

油性、水性成分に含まれる放射性セシウムを同時に処理することが可能であった。 

■今後の展開 

 放射性セシウム吸着フィルターPB-OとPB-Tは、低濃度の水溶性放射性セシウムを高選択・高感度で吸

着する。この特性を利用して、環境中の水溶性放射性セシウムのモニタリングを福島県内の農業用ため

池と森林で行っている。モニタリングと同時にため池の水溶性放射性セシウムの除去を実施する予定で

ある。さらに河川、海での水溶性放射性セシウムのモニタリングを計画している。 
 
*1)首都大学東京 
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高齢者の自立した日常生活を支援する、立ち上がり・歩行システムの開発

○新田 收 *1)

■キーワード　高齢者、起立動作、歩行、リハビリテーション

1．機能低下した高齢者の起立動作の特徴を解説する
2．リハビリテーションの視点から考えた起立・歩行支援の方法について解説する
3．開発した起立・歩行支援システムについて解説する

■目的

高齢者が健康に自立して暮らし続けることのできる社会の創造は緊急課題となっている。機能が低下し

た高齢者の移動を支援する装置はさまざま開発されている。しかし、高齢者本人の機能を維持向上させな

がら、生活の自立が期待できる装置は見当たらない。我々は、運動機能低下のために日常的に介助を必要

とする高齢者を対象とし、起立・歩行をシームレスにアシストする装置の開発を行ったので紹介する。

■開発内容

1．高齢者のおける起立動作の特徴

機能低下した高齢者では、その動作の特徴として重心移動の円滑さが失われることが知られている。起

立動作時介助を必要とする場合も多い。この現象は、動作時に必要な加速が得られずに、体重心が後方

に残ってしまうためであるとされている。

2．起立支援の方法

起立動作は体重心を前方へ移動させ、その後上方

へ移動させる二つの相に分解される。起立動作は本来

重心を上方へ移動させることが主な仕事と考えられる

が、動作中の運動負荷、つまり必要な関節トルクとし

ては、前方移動の要素が重要である。高齢者の体重

心を前方へ牽引することで起立を促す方法は、健常者

の起立軌跡を再現し、高齢者自身の筋力を最大限利

用した起立介助方法と言える。高齢者自身の機能を引

き出すことで、起立・歩行動作を行うことは介助方法

の基本である。

3．開発した起立・歩行支援システム

起立時に使用者の動作に同期し、起立を支援する手すり装置の開発

を行った。具体的には、握った手すりが対象者の動作に合わせ前方へ、

そして上方へ動く機構を持つ設計とした。手すりの動きはアクチュエー

タで行い、手すりの運動軌跡は人の起立動作を分析し、前・上方への

運動を再現するため、パーソナルコンピューター制御とした。モータは

直線で最速約 450mm/secで動作可能とし、この時の最高出力は490N

とした。直行する2本のアクチュエータ交点に手すりを取り付けた。

さらに、起立・歩行を支援するシステムとして、インテリジェントシル

バーカーの開発を行った。起立支援に関して、特に体重心の前方移動

を誘導することが重要であることから、高齢者の起立動作に同期して、

前方へ重心を牽引する装置の設計を行った。試作装置の駆動部分は、

電動車いす駆動部を応用した。高齢者は、装置後方に位置し、背もた

れ後方に高齢者の姿勢を判断せるためのレーザーレンジファインダーを

設置した。

■今後の展開

開発を進め、商品化をめざし連携企業を募集している。

参考文献
〔1〕Osamu Nitta, Yasunari Fujimoto, John Surya , Yoshiyuki Tkahashi,BIOSIGNALS2012 Proceedings of the 

International Conference on Bio-inspired Systems and Signal, pp.189-192 (2012)

*1) 首都大学東京大学院
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立を促す
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電力変動からの操作機器推定アルゴリズム

○武田 有志 *1)、後濱 龍太 *2)、岡野 宏 *3)

■キーワード　電力変動、機器操作、安否確認、スマートメータ

1．家庭に設置されている分電盤での電力変動から、個々の機器操作を推定
2．変動前後の電力波形を抽出し、増減した実効電力と高調波成分の類似度で機器を分類
3．スマートメータの活用方法として高齢者の安否確認等の住環境モニタリングへの展開が期待

■研究の目的

総務省統計局の調査では、65歳以上の人口が2025年には48.0％になると予想されている。こうした中、
電力監視に基づく安否確認システムがあるが、多くは総電力使用量の増減で判断されるため、本来必要と
される食生活（調理機器）の変化や、転倒時の即時性が必要な対応等、健康面への配慮が不足している。
本研究では電力監視による健康管理への拡張に向け、個別機器への操作推定方法を開発する。

■研究内容

(1)システム構成
図1は電力解析を行うためのシステム構成を示す。分電

盤には電流プローブ（以下、CTという）が取り付けられ、
現在の電流量は端子台及び A/D変換器を通じて小型端末
へと渡される。また、小型端末には、(a)電流量の実効値
と50Hz奇数次高調波を20msec 間隔で連続記録する機能、
(b)電流量の立ち上りを検知し、類似度を求めて機器に分
類する機能が備わる。CTは分電盤のみで各機器への取り
付けは不要である。そのため、本システムは既存のシステ
ムのソフトウェア拡張で実現できる。

(2)抽出・類似度計算
抽出は電力変動、すなわち、電流が急激に変化した前

後の信号系列で行われる。エッジ検出には直前の突発的な
ノイズによる誤認識を避けるため、今回はラグランジュ補
間を用い直近 2点による補外との差で行った。一方、類似
度は抽出された信号系列における実効値と奇数次の差の積
によって求められる。これは単一機器において、一次高調
波と奇数次高調波が相関性を有することを利用している。

(3)性能評価
図 2は実際に取得した12機種の単一電流波

形を基に任意の時刻で合成し、その際の機器の
検出率と類似度で分類した機器の正解率を表
す。同時に生じる機器が多いほど、検出率・正
解率は下がるが、3分に1回の頻度で ONされ
る機器が10台程度であれば、特定精度（＝機
器検出率×分類正解率）80％以上となることが
分かった。

■研究の新規性・優位性

・開発したシステムは、分電盤における電力変
動から機器個別の操作状況を把握

・設置前の機器個別の学習操作は不要であり、
設置コストを抑制

・今後、健康管理のためのウェアラブルセンサ
と協調させることで、センサの抱えるバッテ
リ問題や導入コスト削減に貢献

■産業への展開・提案

①電力監視に基づく安否確認・見守りシステム
から、健康管理システムへの発展

②個別機器の電力使用量の見える化に基づいた
さらなる省エネ化

③スマートメータの新しいサービスとしての提案

*1) ロボット開発セクター、*2) 生活技術開発セクター、*3) 城東支所
 H25.4～ H26.3【基盤研究】電力測定に基づく高齢者安否確認のための住環境モニタリング技術の開発
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電力変動からの操作機器推定アルゴリズム 
 

 ○武田 有志*1)、後濱 龍太*2)、岡野 宏*3) 
 
■キーワード 電力変動、機器操作、安否確認、スマートメータ 
 

1. 家庭に設置されている分電盤での電力変動から、個々の機器操作を推定  

2. 変動前後の電力波形を抽出し、増減した実効電力と高調波成分の類似度で機器を分類 

3. スマートメータの活用方法として高齢者の安否確認等の住環境モニタリングへの展開が期待  
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は電流プローブ（以下、CT という）が取り付けられ、現在の電
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(2) 抽出・類似度計算 
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■研究の新規性・優位性  

・ 開発したシステムは、分電盤における電力変動

から機器個別の操作状況を把握 

・ 設置前の機器個別の学習操作は不要であり、設
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・ 今後、健康管理のためのウェアラブルセンサと

協調させることで、センサの抱えるバッテリ問

題や導入コスト削減に貢献 

■産業への展開・提案  

① 電力監視に基づく安否確認・見守りシステ
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*1)ロボット開発セクター、*2)生活技術開発セクター、*3)城東支所 

H25.4～H26.3【基盤研究】電力測定に基づく高齢者安否確認のための住環境モニタリング技術の開発 
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木材-ボルト接合における締付け時の座金めり込み降伏荷重の算定

○松原 独歩 *1)、中野 貴啓 *2)、島田 勝廣 *3)

■キーワード　木材、ボルト接合、締付け、座金めり込み

1．締付け時の座金のめり込み挙動
2．座金寸法の最適設計
3．座金のめり込み降伏荷重

■研究の目的

木材のボルト接合において、ボルトを締付けたときの座金の曲げ変形及び木材への過剰なめり込みは、
接合部の品質低下及び性能低下を招く恐れがある。これを防ぐには、座金のめり込み挙動を把握し、めり
込み降伏荷重を算定しておく必要がある。
そこで本報では、座金のめり込み実験を行い、座金のめり込み降伏荷重の計算法について検証する。

■研究内容

(1)実験方法
実際のボルト接合を想定し、木材はスギを用いて図1のように

木材上に座金とナットを置き、ナットに荷重をかけた。座金は
40mm、60mm、80mm の角座金で、厚さを2.3mm、4.5mm、6.0mm
とし、それぞれの条件につき6体の合計 54体の座金めり込み実
験を行った。

(2)結果と考察
図2に実験より得られた座金厚と降伏荷重の関係を座金幅ごと

に示す。80mm 角座金では、座金厚を大きくするに従い明確に上
昇傾向を示した。一方、40mm、60mm 角座金では、座金厚 4.5mm
よりほぼ同じ値をとることが分かった。すなわち、40mm、60mm
角座金では、4.5mm 厚が降伏荷重を上昇させる最低厚であると考
えられた。

実験で確認されためり込み挙動から、図 3のように座金を弾
性床上の梁とみなして、力学モデルを作成した。力学モデルより
導かれる計算式による計算結果と実験結果の比較を併せて図2
に示した。計算結果は、実験結果の傾向をよく捉えており、計算
手法の妥当性が確認された。よって、この計算手法を用いること
で、座金を含めた各パラメータの設計が可能と考えられる。

■研究の新規性・優位性

これまで座金のめり込み挙動について、有限要
素法による解析的研究が行われているが〔1〕、本
報の算定手法は有限要素法に頼らないで座金の
めり込み降伏荷重を推定することが可能である

■産業への展開・提案

①木材のボルト接合における座金設計法
②座金めり込み降伏荷重を指標とした部材同士
の摩擦抵抗力制御

③高強度木材接合法の開発

参考文献
〔1〕辻野哲司, 平井卓郎, 竹内則雄 , 曲げ解析岩手大学教育学部研究年報 , Vol.65, pp.121-128 (2006)

*1) 城東支所、*2) 城南支所、*3) 交流連携室
 H26.4～ H27.3【基盤研究】木材-ボルト接合における締付け時の座金と木材の変形予測方法の開発

震災復興 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

P

木材

ナット座金

R-方向

L-方向
M13ボルト
穴

99

130

T-方向

L-方向

29

(UNIT : mm)

木材-ボルト接合における締付け時の座金めり込み降伏荷重の算定 
 

 ○松原 独歩*1)、中野 貴啓*2)、島田 勝廣*3) 
 
■キーワード 木材、ボルト接合、締付け、座金めり込み 
 
1. 締付け時の座金のめり込み挙動  

2. 座金寸法の最適設計 

3. 座金のめり込み降伏荷重  
 
■研究の目的 

木材のボルト接合において、ボルトを締付けたときの座金の曲げ変形及び木材への過剰なめり込みは、

接合部の品質低下及び性能低下を招く恐れがある。これを防ぐには、座金のめり込み挙動を把握し、め

り込み降伏荷重を算定しておく必要がある。 
そこで本報では、座金のめり込み実験を行い、座金のめり込み降伏荷重の計算法について検証する。 

■研究内容 

 

 

座金を含めた各パラメータの設計が可能と考えられる。 

 

■研究の新規性・優位性  

これまで座金のめり込み挙動について，有限要

素法による解析的研究が行われているが〔1〕、本

報の算定手法は有限要素法に頼らないで座金

のめり込み降伏荷重を推定することが可能で

ある 

■産業への展開・提案  

① 木材のボルト接合における座金設計法 

② 座金めり込み降伏荷重を指標とした部材同

士の摩擦抵抗力制御 

③ 高強度木材接合法の開発

参考文献 

〔1〕辻野哲司、平井卓郎、竹内則雄, 曲げ解析岩手大学教育学部研究年報, Vol.65, pp.121-128 (2006) 

 

*1)城東支所、*2)城南支所、*3)交流連携室  

H26.4～H27.3【基盤研究】木材-ボルト接合における締付け時の座金と木材の変形予測方法の開発 

 

P

E, I

L

k0

x

図 3. 力学モデル 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

40mm角 60mm角 80mm角

図 1．座金のめり込み実験方法

図 3．力学モデル

震災復興 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

P

木材

ナット座金

R-方向

L-方向
M13ボルト
穴

99

130

T-方向

L-方向

29

(UNIT : mm)

木材-ボルト接合における締付け時の座金めり込み降伏荷重の算定 
 

 ○松原 独歩*1)、中野 貴啓*2)、島田 勝廣*3) 
 
■キーワード 木材、ボルト接合、締付け、座金めり込み 
 
1. 締付け時の座金のめり込み挙動  

2. 座金寸法の最適設計 

3. 座金のめり込み降伏荷重  
 
■研究の目的 

木材のボルト接合において、ボルトを締付けたときの座金の曲げ変形及び木材への過剰なめり込みは、

接合部の品質低下及び性能低下を招く恐れがある。これを防ぐには、座金のめり込み挙動を把握し、め

り込み降伏荷重を算定しておく必要がある。 
そこで本報では、座金のめり込み実験を行い、座金のめり込み降伏荷重の計算法について検証する。 

■研究内容 

 

 

座金を含めた各パラメータの設計が可能と考えられる。 

 

■研究の新規性・優位性  

これまで座金のめり込み挙動について，有限要

素法による解析的研究が行われているが〔1〕、本

報の算定手法は有限要素法に頼らないで座金

のめり込み降伏荷重を推定することが可能で

ある 

■産業への展開・提案  

① 木材のボルト接合における座金設計法 

② 座金めり込み降伏荷重を指標とした部材同

士の摩擦抵抗力制御 

③ 高強度木材接合法の開発

参考文献 

〔1〕辻野哲司、平井卓郎、竹内則雄, 曲げ解析岩手大学教育学部研究年報, Vol.65, pp.121-128 (2006) 

 

*1)城東支所、*2)城南支所、*3)交流連携室  

H26.4～H27.3【基盤研究】木材-ボルト接合における締付け時の座金と木材の変形予測方法の開発 

 

P

E, I

L

k0

x

図 3. 力学モデル 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

40mm角 60mm角 80mm角

震災復興 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

P

木材

ナット座金

R-方向

L-方向
M13ボルト
穴

99

130

T-方向

L-方向

29

(UNIT : mm)

木材-ボルト接合における締付け時の座金めり込み降伏荷重の算定 
 

 ○松原 独歩*1)、中野 貴啓*2)、島田 勝廣*3) 
 
■キーワード 木材、ボルト接合、締付け、座金めり込み 
 
1. 締付け時の座金のめり込み挙動  

2. 座金寸法の最適設計 

3. 座金のめり込み降伏荷重  
 
■研究の目的 

木材のボルト接合において、ボルトを締付けたときの座金の曲げ変形及び木材への過剰なめり込みは、

接合部の品質低下及び性能低下を招く恐れがある。これを防ぐには、座金のめり込み挙動を把握し、め

り込み降伏荷重を算定しておく必要がある。 
そこで本報では、座金のめり込み実験を行い、座金のめり込み降伏荷重の計算法について検証する。 

■研究内容 

 

 

座金を含めた各パラメータの設計が可能と考えられる。 

 

■研究の新規性・優位性  

これまで座金のめり込み挙動について，有限要

素法による解析的研究が行われているが〔1〕、本

報の算定手法は有限要素法に頼らないで座金

のめり込み降伏荷重を推定することが可能で

ある 

■産業への展開・提案  

① 木材のボルト接合における座金設計法 

② 座金めり込み降伏荷重を指標とした部材同

士の摩擦抵抗力制御 

③ 高強度木材接合法の開発

参考文献 

〔1〕辻野哲司、平井卓郎、竹内則雄, 曲げ解析岩手大学教育学部研究年報, Vol.65, pp.121-128 (2006) 

 

*1)城東支所、*2)城南支所、*3)交流連携室  

H26.4～H27.3【基盤研究】木材-ボルト接合における締付け時の座金と木材の変形予測方法の開発 

 

P

E, I

L

k0

x

図 3. 力学モデル 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

0

5000

10000

15000

20000

25000

0 2 4 6 8

降
伏

荷
重

(N
)

座金厚さ(mm)

実験値

計算値

40mm角 60mm角 80mm角

図 2．実験結果と計算結果
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間仕切壁の遮音性能向上手法

○渡辺 茂幸 *1)、宮入 徹 *1)、西沢 啓子 *1)、服部 遊 *1)、神田 浩一 *1)

■キーワード　間仕切壁、遮音性能、音響透過損失

1．壁厚、壁内部の吸音材の仕様を変更することで、約3dBの遮音性能向上が期待できる
2．  間柱を独立させて設置することで低域共鳴透過及びコインシデンス効果による遮音性能低下を緩和す

ることが大いに期待できる

■研究の目的

プレハブ住宅や仮設住宅などの簡易型住宅は、品質のばらつきが少なく工期が短いことが利点であるが、

隣戸及び室外からの騒音に対する対策が不十分な場合が多い。しかし、実際の簡易型住宅の遮音性能に

関する調査研究は十分に蓄積されておらず、また改善方法も明確になっているとは言い難い。本研究では、

隣戸間を仕切る間仕切壁の遮音性能向上手法について検討した。

■研究内容

(1)実験概要

JIS A 1416に準拠したタイプⅡ試験室にて音響透過損失の測

定・比較し、性能向上手法の効果を検証した。今回の検討に用

いた間仕切壁の仕様を表1に示す。厚さ45mmの下地（共通間柱）

の両面に石膏ボード12.5mmと9.5mmを貼り、内部にグラスウー

ル（以下、ＧＷという）を充填した壁を基準壁とした。検討用

の壁は、基準壁の両面に石膏ボードを増し貼りした壁（Type1）、

下地厚を厚くして内部の GW の密度及び厚さを変更した壁

（Type2）、下地厚を厚くして間柱を独立させた壁(Type3)とした。

(2)実験結果と考察

250Hz から1000Hz帯域では、どのタイプも約 3dB の遮音性

能向上が見られ、性能向上の程度はほぼ等しい。しかし、

125Hz、2000Hz、4000Hz 帯域では Type1及び Type2 で約 2dB

程度の性能向上であるのに対して、Type3では約10dB の向上と

なった。これは、共通間柱を伝わる壁面の振動が独立間柱にす

ることで振動伝搬経路が減少し、低域共鳴透過及びコインシデ

ンス効果の影響が緩和されたためと考えられる。

■研究の新規性・優位性

簡易型住宅の遮音性能については実態的な調
査研究の蓄積が少なく、性能向上に関する改善
手法が明確とは言い難い。また実際の施工時
の経済性・施工性を考慮した場合でも、本研究
は音環境改善への寄与が期待できる。

■産業への展開・提案

①応急仮設住宅の音環境改善
　・地方自治体への情報提供、壁仕様の提案
　・プレハブ建築協会への情報提供
②パーティションなどの建築部材への応用
③一般住宅への界壁、外壁などへの応用

参考文献
〔1〕渡辺茂幸，音響技術, No.165(Vol.43 no1), pp.33-38 (2014)
〔2〕日本建築学会, 建築物の遮音性能基準と設計指針(第二版 ) (2010)

*1)光音技術グループ
 H24.10 ～ H25.9【基盤研究】応急仮設住宅の界壁の遮音性能向上

表1．各間仕切壁の仕様

間仕切壁 下地 表面材 GW

基準壁
45mm

共通間柱
石膏ボード

12.5mm+9.5mm
密度：10kg/m3　厚さ：50mm

Type1
45mm

共通間柱
石膏ボード

12.5mm+9.5mm+12.5mm
密度：10kg/m3　厚さ：50mm

Type2
105mm

共通間柱
石膏ボード

12.5mm+9.5mm
密度：32kg/m3　厚さ：100mm

Type3
105mm

独立間柱
石膏ボード

12.5mm+9.5mm
密度：10kg/m3　厚さ：50mm

少子高齢・福祉/震災復興 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

間仕切壁の遮音性能向上手法 
 

 ○渡辺 茂幸*1)、宮入 徹*1)、西沢 啓子*1)、服部 遊*1)、神田 浩一*1) 
 
■キーワード 間仕切壁、遮音性能、音響透過損失 

 
1. 壁厚、壁内部の吸音材の仕様を変更することで、約 3dB の遮音性能向上が期待できる  

2. 間柱を独立させて設置することで低域共鳴透過及びコインシデンス効果による遮音性能低下を 

緩和することが大いに期待できる   
 
■研究の目的 

 プレハブ住宅や仮設住宅などの簡易型住宅は、品質のばらつきが少なく工期が短いことが利点である

が、隣戸及び室外からの騒音に対する対策が不十分な場合が多い。しかし、実際の簡易型住宅の遮音性

能に関する調査研究は十分に蓄積されておらず、また改善方法も明確になっているとは言い難い。本研

究では、隣戸間を仕切る間仕切壁の遮音性能向上手法について検討した。 

■研究内容 

(1) 実験概要 

 JIS A 1416に準拠したタイプⅡ試験室にて音響透過損失の

測定・比較し、性能向上手法の効果を検証した。今回の検討

に用いた間仕切壁の仕様を表1に示す。厚さ 45mm の下地（共

通間柱）の両面に石膏ボード 12.5mm と 9.5mm を貼り、内部

にグラスウール（以下、ＧＷという）を充填した壁を基準壁

とした。検討用の壁は、基準壁の両面に石膏ボードを増し貼

りした壁（Type1）、下地厚を厚くして内部の GW の密度及び

厚さを変更した壁（Type2）、下地厚を厚くして間柱を独立さ

せた壁(Type3)とした。 

(2) 実験結果と考察 

 250Hz から 1000Hz 帯域では、どのタイプも約 3dB の遮音

性能向上が見られ、性能向上の程度はほぼ等しい。しかし、

125Hz、2000Hz、4000Hz 帯域では Type1 及び Type2 で約 2dB

程度の性能向上であるのに対して、Type3 では約 10dB の向

上となった。これは、共通間柱を伝わる壁面の振動が独立間

柱にすることで振動伝搬経路が減少し、低域共鳴透過及びコ

インシデンス効果の影響が緩和されたためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究の新規性・優位性  

簡易型住宅の遮音性能については実態的な調

査研究の蓄積が少なく、性能向上に関する改善

手法が明確とは言い難い。また実際の施工時の

経済性・施工性を考慮した場合でも、本研究は

音環境改善への寄与が期待できる。 

 

■産業への展開・提案  

① 応急仮設住宅の音環境改善 

   ・地方自治体への情報提供、壁仕様の提案 

   ・プレハブ建築協会への情報提供 

② パーティションなどの建築部材への応用 

③ 一般住宅への界壁、外壁などへの応用 

参考文献 

〔1〕渡辺茂幸，音響技術, No.165(Vol.43 no1), pp.33-38 (2014) 

〔2〕日本建築学会, 建築物の遮音性能基準と設計指針(第二版) (2010) 

 

*1)光音技術グループ 

H24.10～H25.9【基盤研究】応急仮設住宅の界壁の遮音性能向上 
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震災で発生した廃木材の塩素濃度簡易自動測定装置の開発

○安藤 恵理 *1)、杉森 博和 *2)、荒川 豊 *3)、田熊 保彦 *1)、瓦田 研介 *4)*5)、大石 正行 *6)

■キーワード　塩素濃度測定、廃木材、自動測定装置

1．新規の塩素濃度測定法である電気分解− DPD 吸光光度法を開発
2．廃木材中の塩素濃度測定に適した全自動測定装置を開発
3．木材チップを原料とするバイオマス発電用燃料などのスクリーニング分析への活用

■研究の目的

東日本大震災により生じた大量の廃木材の焼却処分やリサイクルでは、燃焼炉などの腐食原因となる海
水由来の塩素濃度を把握する必要があり、作業現場では多数のサンプルを自動測定できる装置が求められ
ていた。そこで、本研究ではチップ化された廃木材中の塩素濃度測定に特化し、木材チップの粉砕、木粉
からの塩素抽出、塩素濃度測定を自動化した塩素濃度簡易自動測定装置の開発を目的とした。

■研究内容

(1)塩素濃度測定法の開発
イオン電極法等の既存法を含めた塩素濃度測定法につい

て、開発装置への適用性を検討したところ、測定感度が不十
分、試薬が高価等の問題があった。そこで、電気分解− DPD
吸光光度法を開発した。本法は、木粉抽出液に含まれる塩素
（塩化物イオン）を電気分解により、定量的に次亜塩素酸イ
オンに変換し、発色試薬（ジエチル -p-フェニレンジアンモニ
ウム、DPD）と反応させ、その吸光度から塩素濃度を算出す
る方法である。本法を用い、所定濃度の塩素を含む塩化ナト
リウム水溶液を測定したところ、塩素濃度 0〜30 mg/Lの範
囲で良好な直線性が得られた（図1）。

(2)装置の自動化
木材チップの粉砕、木粉か

らの塩素抽出、塩素濃度測定
を自動化した装置の設計・開
発を行った。図 2に開発装置
の外観、表1にその仕様を示す。
本開発装置では、粉砕機で粉
砕した木粉を、活性炭を加え
た純水（抽出液）が入ったバイ
アル容器に加え、蓋をした状
態で装置に投入する。投入後
は自動で振とう抽出、抽出液
と木粉の分離、抽出液に含ま
れる塩素の電気分解 -DPD 吸
光光度法による測定が行われ、
結果がモニターに表示される。
本装置は、専門知識や特別な技術が不要で、誰でも容易に自動測定が可能である。

■研究の新規性・優位性

・既存の塩素濃度測定法よりも、測定感度や
コストに優れた手法を新規開発

・専任オペレーターが不要で、誰でも容易に動
測定が可能

■産業への展開・提案

・木材チップを原料とするバイオマス発電用燃料
や混練型WPC（木材・プラスチック成形複合材）
などの製造現場での原料の品質管理に活用

■研究に関連した知財

・特開 2014-199256

謝辞
本研究は、経済産業省「平成 23年度震災復興技術イノベーション創出実証研究事業」にて実施された。

*1)環境技術グループ、*2)繊維・化学グループ、*3)総合支援課、*4)ロボット事業推進部、*5)経営企画室、  
*6)大起理化工業株式会社 
 H23.3〜 H25.3【外部資金研究】震災で発生した廃木材・土壌等に含まれる塩分の簡易自動測定器の開発
 H25.4〜 H26.3【共同研究】廃木材の簡易型塩分自動分析装置の改良

図2．開発装置の外観
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震災で発生した廃木材の塩素濃度簡易自動測定装置の開発 
 

 ○安藤 恵理*1)、杉森 博和*2)、荒川 豊*3)、田熊 保彦*1)、瓦田 研介*4)、大石 正行*5) 
 
■キーワード 塩素濃度測定、廃木材、自動測定装置 
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H25.4～H26.3【共同研究】廃木材の簡易型塩分自動分析装置の改良 

項目 内容 

所要時間 10 検体で 100 分 

投入検体数 10 検体 

塩素濃度計測

方法 
電気分解－DPD 吸光光度法 

測定下限値 
0.03％ (木粉に含まれる 

塩素の重量％として) 

電源 AC100V 8A 

寸法 W140 × D85 × H140 cm 

重量 約 160 kg 

 
図 1. 電気分解－DPD 吸光光度法により 

作成した検量線 

 

図 2. 開発装置の外観 
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震災で発生した廃木材の塩素濃度簡易自動測定装置の開発 
 

 ○安藤 恵理*1)、杉森 博和*2)、荒川 豊*3)、田熊 保彦*1)、瓦田 研介*4)、大石 正行*5) 
 
■キーワード 塩素濃度測定、廃木材、自動測定装置 

 
1. 新規の塩素濃度測定法である電気分解－DPD 吸光光度法を開発  

2. 廃木材中の塩素濃度測定に適した全自動測定装置を開発 

3. 木材チップを原料とするバイオマス発電用燃料などのスクリーニング分析への活用  
 
■研究の目的 

 東日本大震災により生じた大量の廃木材の焼却処分やリサイクルでは、燃焼炉などの腐食原因となる

海水由来の塩素の濃度を把握する必要があり、作業現場では多数のサンプルを自動測定できる装置が求

められていた。そこで、本研究ではチップ化された廃木材中の塩素濃度測定に特化し、木材チップの粉

砕、木粉からの塩素抽出、塩素濃度測定を自動化した塩素濃度簡易自動測定装置の開発を目的とした。 
■研究内容 

(1) 塩素濃度測定法の開発 

 イオン電極法等の既存法を含めた塩素濃度測定法について、開

発装置への適用性を検討したところ、測定感度が不十分、試薬が

高価等の問題があった。そこで、電気分解－DPD 吸光光度法を開

発した。本法は、木粉抽出液に含まれる塩素（塩化物イオン）を

電気分解により、定量的に次亜塩素酸イオンに変換し、発色試薬

（ジエチル-p-フェニレンジアンモニウム、DPD）と反応させ、そ

の吸光度から塩素濃度を算出する方法である。本法を用い、所定

濃度の塩素を含む塩化ナトリウム水溶液を測定したところ、塩素

濃度 0 ～30 mg/L の範囲で良好な直線性が得られた（図 1）。 

 

(2) 装置の自動化 

 木材チップの粉砕、木粉からの塩素抽出、塩素濃度測定を自

動化した装置の設計・開発を行っ

た。図 2 に開発装置の外観、表 1

にその仕様を示す。本開発装置で

は、粉砕機で粉砕した木粉を、活

性炭を加えた純水（抽出液）が入

ったバイアル容器に加え、蓋をし

た状態で装置に投入する。投入後

は自動で、振とう抽出、抽出液と

木粉の分離、抽出液に含まれる塩

素の電気分解-DPD 吸光光度法によ

る測定が行われ、結果がモニター

に表示される。本装置は、専門知

識や特別な技術が不要で、誰でも容易に自動測定が可能である。 

 

■研究の新規性・優位性  

・既存の塩素濃度測定法よりも、測定感度や 

  コストに優れた手法を新規開発 

・専任オペレーターが不要で、誰でも容易に 

動測定が可能 

 

 

■産業への展開・提案  

・木材チップを原料とするバイオマス発電用燃 

  料や混練型WPC（木材・プラスチック成形複合材） 

などの製造現場での原料の品質管理に活用 

■研究に関連した知財  

・特開2014-199256
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*1)環境技術グループ、*2)繊維・化学グループ、*3)総合支援課、*4)経営企画室、*5)大起理化工業株式会社 

H23.3～H25.3【外部資金研究】震災で発生した廃木材・土壌等に含まれる塩分の簡易自動測定器の開発 

H25.4～H26.3【共同研究】廃木材の簡易型塩分自動分析装置の改良 

項目 内容 

所要時間 10 検体で 100 分 

投入検体数 10 検体 

塩素濃度計測

方法 
電気分解－DPD 吸光光度法 

測定下限値 
0.03％ (木粉に含まれる 

塩素の重量％として) 

電源 AC100V 8A 

寸法 W140 × D85 × H140 cm 

重量 約 160 kg 

 
図 1. 電気分解－DPD 吸光光度法により 

作成した検量線 

 

図 2. 開発装置の外観 

図 1. 開発装置の仕様 
図1．開発装置の仕様

項　目 内　　　容

所要時間 10 検体で100 分

投入検体数 10 検体

塩素濃度計測方法 電気分解− DPD 吸光光度法

測定下限値
0.03％(木粉に含まれる塩
素の重量％として)

電源 AC100V　8A

寸法 W140 × D85 × H140［cm］

重量 約160 kg
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横編機を用いた無縫製かつらベースの開発

○唐木 由佑 *1)、菅谷 紘子 *2)、岩崎 謙次 *2)、横溝 侑大 *3)、亀井 省吾 *3)、長谷川 久美 *3)、片野 希保 *3)

■キーワード　横編、無縫製ニット、かつらベース、快適性

1．立体形状を有する無縫製かつらベース* を開発した（*植毛をする際の土台となるネット状の基布のこと）
2．開発品は伸縮性とフィット感に優れていた
3．植毛は従来の方法を適用できた

■研究の目的

・既製品かつら製品へ無縫製ニット技術の展開を図る。
・既製品かつらベースのフィット感を向上させる。
・裁断・縫製工程を省略し、製造コストの削減と、工程の短縮を図る。

■研究内容

(1)無縫製かつらベースの開発
従来の既製品かつらベース（図1）の製造は、たて編生地

を裁断、縫製している場合が多い。たて編は生地に伸縮性が
少なく、フィット感を高めるため、複雑な処理が必要である。
また、縫製部分でごろつき感、チクチク感が生じ、装着時の
ストレス低減が求められている。これを解決するため、本研
究では伸縮性に優れ、無縫製編成が可能なよこ編（横編）に
着目し、新たな既製品かつらベースを開発した。
・ベースの形状

当初は円錐型を想定したが、試作検討を繰り返し、より頭
部形状にフィットしやすい、かまぼこ型形状を選定した（図2）

・材料
PET糸を採用し、種々の試作を行った（表1）。開発品Aは、

編成しやすいマルチフィラメント糸を用いた結果、編成時不
良は比較的発生しにくいが、厚さと張り感に課題があった。
次に、開発品Bではモノフィラメント糸を用いたところ、厚さ、
張り感ともに良好であったが、編成しにくく不良が生じた。
そこで、開発品 Cにおいて、モノフィラメント糸と弾性糸
(PA6/PU)をプレーティング編成したところ、良好な結果で
あった

・植毛
植毛時の課題として、かつらベースが植毛針に引っ張ら

れ、糸の飛び出し、糸切れが発生し、作業性が低下した。
これを解決するため、かつらベースをPVA 水溶液で一時的
に固化したところ、糸の飛び出し、糸切れを防止でき、従
来品と同じ方法で植毛が可能になった

(2)性能評価
40 代女性の平均寸法ダミーへかつらベースを装着し、三次

元スキャナー（浜松ホトニクス（株）製）を用いて、フィット
感を比較した（図 3）。その結果、開発品は頭部へのフィット
感が向上していることが分かった。また、植毛後の開発品の
着用感について、官能検査試験を行ったところ、生地の風合い、
伸縮性について、開発品は良好な評価を得た。

■研究の新規性・優位性

無縫製で伸縮性のある既製品かつらベースは
前例がなく、新規性がある。さらに研究を進め
ることで、フルオーダーメード製品へ応用が期
待できる。

■産業への展開・提案

①無縫製ニット技術の高付加価値製品への展開
②ニット製立体成型品開発方法の提案

■研究に関連した知財

・特願 2015-006392

*1) 繊維・化学グループ、*2) 生活技術開発セクター、*3) 株式会社アートネイチャー
 H25.4～ H27.3【共同研究】横編機による無縫製かつらベースの開発
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を裁断、縫製している場合が多い。たて編は生地に伸縮性

が少なく、フィット感を高めるため、複雑な処理が必要である。
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編）に着目し、新たな既製品かつらベースを開発した。 
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当初は円錐型を想定したが、試作検討を繰り返し、より 

頭部形状にフィットしやすい、かまぼこ型形状を選定した（図 2） 

・材料 

PET 糸を採用し、種々の試作を行った（表 1）。開発品 Aは、
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不良は比較的発生しにくいが、厚さと張り感に課題があっ

た。次に、開発品 Bではモノフィラメント糸を用いたとこ

ろ、厚さ、張り感ともに良好であったが、編成しにくく不

良が生じた。そこで、開発品 C において、モノフィラメン

ト糸と弾性糸(PA6/PU)をプレーティング編成したところ、

良好な結果であった 

・植毛 

植毛時の課題として、かつらベースが植毛針に引っ張られ、

の飛び出し、糸切れが発生し、作業性が低下した。これを決

するため、かつらベースを PVA 水溶液で一時的に固化したと

ろ、糸の飛び出し、糸切れを防止でき、従来品と同じ方法で
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(2) 性能評価 

40 代女性の平均寸法ダミーへかつらベースを装着し、三次

スキャナー（浜松ホトニクス（株）製）を用いて、フィットを

比較した（図 3）。その結果、開発品は頭部へのフィット感が

上していることが分かった。また、植毛後の開発品の着用感つ

いて、官能検査試験を行ったところ、生地の風合い、伸縮性につ
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■研究の新規性・優位性  
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・特願 2015-006392
 

*1)繊維・化学グループ、*2)生活技術開発セクター、*3)株式会社アートネイチャー 

H25.4～H27.3【共同研究】横編機による無縫製かつらベースの開発 

  従来品 
開発品 

A B C 

糸形状 

（PET 糸）
ﾏﾙﾁﾌｨﾗﾒﾝﾄ  ﾏﾙﾁﾌｨﾗﾒﾝﾄ ﾓﾉﾌｨﾗﾒﾝﾄ 

ﾓﾉﾌｨﾗﾒﾝﾄ

+弾性糸

厚さ 0.21 0.79 0.48 0.36 

張り感 ○ × ○ ○ 

編成時不良 ○ △ × ○ 

 
かつらベース

植毛部

 

図 1. かつらベース 

 
図 3. 三次元スキャンによるフィット感評価

 

 

 

 編成方向

 

図 2. かまぼこ型 図1．かつらベース 図2．かまぼこ型

表1．試作結果（かまぼこ型）

従来品
開発品

A B C

糸形状
（PET糸）

マルチ
フィラメント

マルチ
フィラメント

モノ
フィラメント

モノフィラメント
+ 弾性糸

厚さ［㎜］ 0.21 0.79 0.48 0.36

張り感 ○ × ○ ○

編成時不良 ○ △ × ○

152.5㎝で輪切

152.5㎝で輪切

図3．三次元スキャンによるフィット感評価
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歩行型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立

○菅谷 紘子 *1)、岩崎 謙次 *1)

■キーワード　衣服圧、歩行型腰部柔らかダミー、静止時、前後開脚静止時、動作時

1．柔らかダミーを用いることで、これまで測定不可であった動作時衣服圧が測定可能となった
2．直立姿勢と前後開脚姿勢では、鼠蹊部にかかる衣服圧の差が大きい
3．動作時の衣服圧は、平均衣服圧と振幅などにより表現できる

■研究の目的

サポート製品は衣服圧で評価されることが多く、一般的にはダミー等を用いた静止時の測定が行われて
いるが、その評価方法が確立しているとは言い難い。また、実用を想定した場合、動作による影響を無視
できないが、現状では動作を含めた評価装置は存在しない。そこで本研究では、都産技研で開発した歩行
型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立を目的とした。

■研究内容

(1)方法
試料として、市販のロングガードル2種類を用いた。衣服圧測定はエ

アパック方式（株式会社エイエムアイ・テクノ製）により、腰部及び脚部
の11ヶ所を測定した。試料装着用ダミーには、従来より用いている硬
質ダミー（株式会社七彩製）と、都産技研で開発した歩行型腰部柔ら
かダミー（以下、柔らかダミーという）〔2〕を用いた。静的な測定では、
直立姿勢及び前後開脚静止時における検討を、動的な測定では、歩幅、
速度を変化させ検討を行った。

(2)結果
①直立姿勢において硬質ダミーと柔らかダミーでは、部位により測定値のレベルは異なるが、試料間の
測定値の傾向は近似していた。

②前後開脚静止時は、直立姿勢と比較して鼠蹊部や臀溝部などの部位において、測定値に差がみられた。
③動作時は、歩幅が大きくなるにつれ、衣服圧の振幅が大きくなり、速度が速くなるにつれ、変動が小
さくなった。

■研究の新規性・優位性

動作時のサポート製品の衣服圧測定は、これまで
そのほとんどが被験者によるもので、測定の再現性
などに課題があった。企業の製品開発の現場では、
実用状態を想定した評価装置が必要とされてきた。
本研究で検討した、歩行型腰部柔らかダミーを用い
る方法を取り入れることでこれまで評価できなかっ
た、より実用状態に近い製品評価が可能となる。

■産業への展開・提案

①動作時衣服圧測定が可能な評価手法の提案
②測定時間の短縮、測定の再現性の向上
③被験者実験にかかるコストの削減

■研究に関連した知財

・特開 2013-032601号
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2. 直立姿勢と前後開脚姿勢では、鼠蹊部にかかる衣服圧の差が大きい 

3. 動作時の衣服圧は、平均衣服圧と振幅などにより表現できる  
 
■研究の目的 
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無視できないが、現状では動作を含めた評価装置は存在しない。そこで本研究では、都産技研で開発し

た歩行型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立を目的とした。 
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とされてきた。本研究で検討した、歩行型腰部
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③ 被験者実験にかかるコストの削減 

 

■研究に関連した知財  

・特開2013-032601号 

 

 
謝辞 

 本研究に対して助成を賜りました、公益財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団へ厚く御礼申し上げます。 

引用文献 

〔1〕菅谷紘子、岩崎謙次，デサントスポーツ科学，Vol.36（2015） 

参考文献 

〔2〕菅谷紘子, 岩崎謙次, 研究報告, Vol.7, pp.58-65 (2012） 
 

*1)生活技術開発セクター 

H26.4～H26.11 第 36 回（公財）石本記念デサントスポーツ科学振興財団学術研究 自由課題学術研究 

 

 
図 2 る 

位静止状態の衣服圧測定結果 

 

 
 

様子（左：左脚前、右：左脚後）

 

 

  衣服圧変化の一例 

図1．歩行型腰部柔らかダミー

図2．硬質ダミー及び柔らかダミーによる
位静止状態の衣服圧測定結果

部位名

大腿最大囲前点

腸骨稜

転子点

臀部最突点

鼠蹊部

臀溝部

大腿最大囲外側点

大腿最大囲後点

大腿最大囲内側点

腹部最突点

腸骨稜位背部中央点

01020304050

衣服圧[hPa]

硬

質

ダ

ミ

｜

0 10 20 30 40 50
衣服圧[hPa]

No.1 弱圧製品

No.2 強圧製品

柔

ら

か

ダ

ミ

｜

図4．歩行時の時間に伴う
衣服圧変化の一例

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5

衣
服

圧
[h
Pa

]

経過時間[sec]
腸骨稜 転子点 臀部最突点
鼠蹊部 臀溝部 大腿最大囲前点
大腿最大囲外側点 大腿最大囲後点 大腿最大囲内点
腹部最突点 腸骨稜囲背部中央点

図3．柔らかダミーの前後開脚静止の
様子（左：左脚前、右：左脚後）

少子高齢・福祉 

平成 27 年度 研究成果発表会 

 

歩行型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立 
 

 ○菅谷 紘子*1)、岩崎 謙次*1) 
 
■キーワード 衣服圧、歩行型腰部柔らかダミー、静止時、前後開脚静止時、動作時 
 
1. 柔らかダミーを用いることで、これまで測定不可であった動作時衣服圧が測定可能となった  

2. 直立姿勢と前後開脚姿勢では、鼠蹊部にかかる衣服圧の差が大きい 

3. 動作時の衣服圧は、平均衣服圧と振幅などにより表現できる  
 
■研究の目的 

サポート製品は衣服圧で評価されることが多く、一般的にはダミー等を用いた静止時の測定が行われ

ているが、その評価方法が確立しているとは言い難い。また、実用を想定した場合、動作による影響を

無視できないが、現状では動作を含めた評価装置は存在しない。そこで本研究では、都産技研で開発し

た歩行型腰部柔らかダミーを用いた衣服圧測定方法の確立を目的とした。 

■研究内容 

(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■研究の新規性・優位性  

動作時のサポート製品の衣服圧測定は、これま

でそのほとんどが被験者によるもので、測定の

再現性などに課題があった。企業の製品開発の

現場では、実用状態を想定した評価装置が必要

とされてきた。本研究で検討した、歩行型腰部

柔らかダミーを用いる方法を取り入れること

でこれまで評価できなかった、より実用状態に

近い製品評価が可能となる。 

■産業への展開・提案  

① 動作時衣服圧測定が可能な評価手法の提案 

② 測定時間の短縮、測定の再現性の向上 

③ 被験者実験にかかるコストの削減 

 

■研究に関連した知財  

・特開2013-032601号 

 

 
謝辞 

 本研究に対して助成を賜りました、公益財団法人石本記念デサントスポーツ科学振興財団へ厚く御礼申し上げます。 

引用文献 

〔1〕菅谷紘子、岩崎謙次，デサントスポーツ科学，Vol.36（2015） 

参考文献 

〔2〕菅谷紘子, 岩崎謙次, 研究報告, Vol.7, pp.58-65 (2012） 
 

*1)生活技術開発セクター 

H26.4～H26.11 第 36 回（公財）石本記念デサントスポーツ科学振興財団学術研究 自由課題学術研究 

 

 
図 2 る 

位静止状態の衣服圧測定結果 

 

 
 

様子（左：左脚前、右：左脚後）

 

 

  衣服圧変化の一例 

平成27年度　研究成果発表会
少子高齢・福祉／震災復興支援技術

｜　150　｜



情報技術に基づく災害発生時対応支援用具の開発

○加藤 貴司 *1)、橋本 美芽 *2)、久保田 直行 *2)、武田 隆宏 *2)、菅谷 紘子 *1)、岩崎 謙次 *1)

■キーワード　防災、高齢者、二次元バーコード、すれちがい通信、スマートフォン

1．二次元バーコード（情報）が付加されている衣料品や雑貨の開発
2．二次元バーコードを用いて、暗号化された個人情報を読み取るためのシステムの開発
3．災害時オフライン環境における、Bluetoothを利用した情報伝達システムの開発

■研究の目的

・地震などの都市災害が起きた場合、円滑な救助活動を行うため、高齢者や障がい者などから保護者や
持病などの個人情報を正確に取得すること

・災害発生時は、基地局を経由する通信が麻痺している可能性があるため、オフライン環境での通信機能
を開発すること

■研究内容

(1)二次元バーコードの付加された衣類や雑貨の開発
情報を身につけておくことができれば平常時、災害時を問わず、

常に情報を確認することが可能である。そこで、繊維製品の加工
技術を応用し、二次元バーコード（以下、2Dbという）を付加した
衣類や雑貨の試作（図1）を行った。60歳から85歳までの高齢者
180名を対象に身につける物品のアンケートから試作する物品を抽
出し、肌着、スカーフ、ハンカチ、靴の中敷などを試作した。

（2）二次元バーコード読み取りシステムの開発
個人情報を保護するために一般的なアプリケーションでは読み

取りが不可能な形式で暗号化を行った。暗号化を解除する方法は、
本人の顔を使った生体認証を用いた。また繊維製品は着用時に皺
などが想定できるが、皺による2Dbの歪みも補正を行いながら読
み取ることが可能なシステムになっている。

（3）災害時を想定した情報伝達システムの開発
災害時には、基地局アンテナの故障や停電などの影響で、携帯

電話の電波の使用が困難になる状況が想定される。そのような状況
下にあっても、家族や知人の安否情報、避難所の受入状況などの情
報を伝達可能なシステムが必要である。本システムでは、スマートフォ
ン内蔵のBluetoothを使用し「すれ違い通信ネットワーク」を構築す
ることで、災害時にも使用可能な情報伝達システムの開発を行った。
一般的なすれ違い通信では近距離の端末間で情報のやりとりを

行うが、本システムでは指向性を持たせることで、他者から受け取った情報をさらに別の端末に転送するこ
とを繰り返し（図2）、遠距離の情報伝達を可能としている。

■研究の新規性・優位性

ICチップなどに情報を埋め込む技術と比べ、二
次元バーコードを用いる技術は電源の供給も不
要であり、衣類に用いる転写技術を応用すること
で洗濯などの耐水性も考慮することができる。
災害時を想定した情報伝達ためのソフトウェアの
研究開発も見られるが、災害時のオフラインを想
定した情報伝達技術に本研究の新規性がある。

■産業への展開・提案

①災害時のシステムとして見守りサービス提供
②自治体の災害発生時における要援護者への情
報支援システム

③有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住
宅などの入居者情報管理への利用

■研究に関連した知財

・特願 2013-197298
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林業作業における先進工具の活用

○中村 健一 *1)、吉岡 さんご*1)、小野 仁士 *1)

■キーワード　集材作業、先進工具、効率化、安全性

1．先進工具の導入による作業の効率化
2．先進工具の導入による作業の安全性向上
3．作業地の地形に応じた先進工具の改良

■はじめに

林業は、森林から木材等の林産物を生産する産業であるととも
に、その生産活動を通じ、森林の持つ多面的機能の発揮に貢献
する産業である。我が国の林業は、木材価格の下落等により、植
林から伐採までの長期にわたる費用に見合った収入を得ることが
困難な状況になっている。このようなことから、林業の採算性の
向上には、林業の中でも最も費用の要する集材費用を縮減するこ
とが特に重要である。そこで、集材作業（図1）の効率化を図る
ため、荷掛けロープを従来のスリングロープ（図2）ではなく、リ
モコンにより荷外しを自動的に行うことができる先進工具の一つで
ある、ワイヤレスコントロール式チョーカーワイヤーロープ（図3）
を導入し、その効率性を評価する。また、森林の地形は一様では
なく、さまざまな形に富んでいる。先進工具について、作業地の
地形に応じた改良を試みる。

■取り組み内容

(1)効率性の評価
荷外しの際、先進工具を使用することにより、リモ

コン操作で伐採した木からロープを解除できるため、
従来のスリングロープよりも作業にかかる人員が1名削
減されるとともに、作業時間が大幅に短縮されること
が明らかになった（図4）。また、荷外しの際、人が携
わらないため、伐採木との衝突などのリスクを回避で
き、安全性の向上も図ることができた。

(2)先進工具の改良
伐採木の搬出中、地形により荷掛け位置が移動して

しまい、先進工具から伐採木が外れる作業地では、使
用する先端工具について、以下の改良を施した。
①先端部の改良：既存の先端部は、リモコン操作でス
ムーズに荷外しができるように、面取りが施されてい
る。荷掛けした伐採木の落下を防ぐために、先端部
を面取りしなかった。

②中間部のカシメの除去：既存の専用ロープには、ロー
プが切断した場合に工具の紛失を防ぐため、中間部に
カシメが付属している。このカシメは、専用ロープと伐
採木の間に隙間をつくる原因となるため除去した。

③専用ワイヤーの変更：伐採木と専用ロープの密着性
を高めるため、柔軟性の高いロープに変更した。
 これらの改良の結果、伐採木が先進工具から外れる
ことはなくなった。

■まとめ

先進工具を導入することにより、集材作業の効率化ならびに安全性の向上を図ることができた。しかし、
先進工具は高価なため、長期間使用して減価償却費も検討する必要がある。

*1)公益財団法人東京都農林水産振興財団 東京都農林総合研究センター
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■はじめに 

林業は、森林から木材等の林産物を生産する産業であるとともに、

その生産活動を通じ、森林の持つ多面的機能の発揮に貢献する産業

である。我が国の林業は、木材価格の下落等により、植林から伐採

までの長期にわたる費用に見合った収入を得ることが困難な状況

になっている。このようなことから、林業の採算性の向上には、林

業の中でも最も費用の要する集材費用を縮減することが特に重要

である。そこで、集材作業の効率化（図 1）を図るため、荷掛けロ

ープを従来のスリングロープ（図 2）ではなく、リモコンにより荷

外しを自動的に行うことができる先進工具の一つである、ワイヤレ

スコントロール式チョーカーワイヤーロープ（図 3）を導入し、そ

の効率性を評価する。また、森林の地形は一様ではなく、さまざま

な形に富んでいる。先進工具について、作業地の地形に応じた改良

を試みる。 

 

■取り組み内容 

(1) 効率性の評価 

荷外しの際、先進工具を使用することにより、リモコン操作

で伐採した木からロープを解除できるため、従来のスリングロ

ープよりも作業にかかる人員が 1名削減されるとともに、作業

時間が大幅に短縮されることが明らかになった（図 4）。また、

荷外しの際、人が携わらないため、伐採木との衝突などのリス

クを回避でき、安全性の向上も図ることができた。 

 

(2) 先進工具の改良 

 伐採木の搬出中、地形により荷掛け位置が移動してしまい、

先進工具から伐採木が外れる作業地では、使用する先端工具

について、以下の改良を施した。 

 ① 先端部の改良：既存の先端部は、リモコン操作でスムーズに荷 

外しができるように、面取りが施されている。荷掛けした伐採 

木の落下を防ぐために、先端部を面取りしなかった。 

 ② 中間部のカシメの除去：既存の専用ロープには、ロープが 

切断した場合に工具の紛失を防ぐため、中間部にカシメが 

付属している。このカシメは、専用ロープと伐採木の間に 

隙間をつくる原因となるため除去した。 

 ③ 専用ワイヤーの変更：伐採木と専用ロープの密着性を高め 

るため、柔軟性の高いロープに変更した。 

 これらの改良の結果、伐採木が先進工具から外れることは

なくなった。 

 

■まとめ 

 先進工具を導入することにより、集材作業の効率化ならびに安全性の向上を図ることができた。しか

し、先進工具は高価なため、長期間使用して減価償却費も検討する必要がある。 

 
*1)公益財団法人 東京都農林水産振興財団 東京都農林総合研究センター 
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日本の独自規格のトレーラーハウスの開発

○土屋 真 *1)

■キーワード　災害支援、トレーラーハウス、移動式インフラ

1．日本の都市スケールにあったトレーラーハウスの規格の開発
2．トレーラーハウス供給システムの構築
3．トレーラーハウス連結システムの開発

■研究の背景

東日本大震災の住居支援に関しては、既存の仮設住宅方式の他にさまざまな試みがなされた。これは

被害があまりにも広範囲だったために、既存の仮設住宅供給方式では、すべてをカバーできなかったため

である。具体的には、木造のログハウスを利用した仮設住宅や、仮設住宅団地に建設されたコミュニティー

施設、トレーラーハウスを使った災害支援のソリューションが見られた。筆者は中でもトレーラーハウスを

用いた災害支援の方法に注目し、研究を行ってきた。

これまでの筆者の取り組みとしては、二階建てに展開可能なトレーラハウス(図1)のデザインを行った。

規格としては、幅 2.5m、長さ8m、高さ(二階折りたたみ時)3.8mで、運搬時には二階部分を折りたたみ、

設置時には折りたたんだ二階部分を展開するものである。本トレーラーハウスの用途は、図2のようなこと

を想定している。本研究では、日本の都市スケールにあった、さらにコンパクトなトレーラーハウスのデザ

インを考える。

■日本の都市スケールにあったトレーラーハウスの規格

プロトタイプとして製作したトレーラーハウスでは東京の道路でも主な幹線道路などの広い道路なら運搬

可能であるが、狭い道などを運搬するのは難しい。また一般に普及させるには、専用の牽引車両ではなく、

軽乗用車などで気軽に運搬可能なものをデザインする必要があると考えた。

そのために設計するモデュールには日本の伝統モデュールである尺寸法による基本グリッドを使用するこ

とにした。大きさは 3〜4畳程度の茶室サイズで住宅の離れとしても使用できる想定とする。また重量は

750kg以下に抑えることを大前提とした。この重量を越えると牽引免許が必要になるばかりでなく、軽乗用

車での牽引が難しくなる。

また普及させるにあたっては行政による購入費用の補助の仕組みや災害時に避難場所として使用するシス

テムを構築する。また用途も多様化し、それぞれが連結することでより多くの用途、多くの人々を受け入れ

ることが可能になるような連結システムについても考案する。

*1)首都大学東京
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高感度グロー放電質量分析(GD-MS)による軽金属材料中の極微量成分の迅速定量

○山田 健太郎 *1)、上本 道久*1)

■キーワード　グロー放電質量分析、微量成分分析、アルミニウム、マグネシウム

1．新しい高感度・高分解能 GD-MSによる、極微量成分の固体ままでの迅速定量方法の確立
2．アルミニウム及びマグネシウムなどの軽金属材料中の不純物・極微量成分の定量
3．従来型装置と異なる大きな放電電流（約70mA）下での相対感度係数（RSF）の実験的検討

■研究の目的

近年、新しい二重収束型の高感度・高分解能 GD-MSが開発され、先端材料の迅速な不純物・極微量成
分の評価法の一つとして期待されている。本研究では、検出されるイオン強度比を分析元素濃度に変換す
るための係数である相対感度係数（以下、RSFという）を、アルミニウム及びマグネシウム合金の標準物質
を用いて実験的に求め、変化挙動を明らかにし、極微量成分の定量性向上を目的とする。

■研究内容

10種類のアルミニウム合金及び 7種類のマグネシウム
合金標準物質を用い、それぞれ 26及び19元素につい
て実験的にRSFを求めた。使用装置は ELEMENT GD（サー
モフィッシャーサイエンティフィック製）である。
RSF値の測定結果は、RSDが低く（約15％以下）、安

定している元素（図1に RSFZn/Al の例を示す。アルミニウ
ム中では Si、Fe、Cu,、Mn、Mg、Cr、Ni、Zn、Vなど、
マグネシウム中では Al、Si、Ti、Mn、Fe、Ni、Cu、Ni、
Zn、Ag、Cdなど）とRSDが高く（約15％以上）、ばらつ
く元素（図 2に RSFPb/Al の例を示す。アルミニウム中で
はTi、Pb、Sn、Zrなど、マグネシウム中では Y、Sn、
La、Ce、Nd、Hg、Pbなど）に大きく分かれる。また、
Si含有量の多いアルミニウム合金では、総じてRSF値が
低くなる傾向が見られた（図中に〇で囲み示した）。
各合金で共通の RSFを算出し、用いた測定では、認

証値とよく一致し、偏りの少ない分析値が得られた。し
かしながら、上述したRSF値の変動が大きい元素に関し
ては、測定される分析元素の濃度値のRSDも大きくなっ
てしまう。
この変動の要因としては、測定するスポット位置を変

えて測定することに起因することから、偏析による試料
中の元素の局在化の寄与が大きいと考えられる。また、
各元素の放電によるイオン収率そのものの変動も要因と
なっていると考えられるため、偏析の大きな元素につい
て実験的に RSFを求める場合は、偏析と他の要因によ
る影響を分離し、偏析の影響を取り除いてRSF値を評
価する必要がある。

■研究の新規性・優位性

溶解操作を伴う高純度金属材料の不純物評価
は測定が多元素にわたるため容易ではなく、新
しい高感度型GD-MSによる迅速分析は、今後
の先端金属材料評価の先駆となる。欧米では
研究例が近年急速に増加しているものの、国内
では研究例や公的研究機関への装置導入例は
ほとんどない。

■産業への展開・提案

①高純度金属を用いた高機能金属製品の開発
支援（白色 LEDのターゲット材など）

②次世代軽金属材料（航空機用マグネシウム・
生体用チタンなど）の微量成分評価による先
端金属材料開発・加工分野の製品開発支援

③軽金属材料の履歴評価による水平リサイクル
の推進

本研究の内容は日本分析化学会第63年会で発表した。

*1)城南支所
 H25.4～ H26.3【基盤研究】GD-MSによる高純度軽金属材料中の極微量成分定量法の確立による材料評価

図1. アルミニウム中のZnの RSF値及び RSDと質量分
率との関係（変動が小さい元素の例）

図2. アルミニウム中のPbの RSF値及び RSDと質量分
率との関係（変動が大きい元素の例）
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仮想三次元測定（VCMM）を用いた不確かさ算出の検討

○樋口 英一 *1)、中西 正一 *2)*3)

■キーワード　不確かさ、三次元測定機、計量標準、トレーサビリティ

1．三次元測定の信頼性に関する技術の確立
2．測定手法の違いによる本部および城南支所の幾何学誤差におけるVCMM 評価
3．VCMM の実用化に向けた検証

■研究の目的

三次元測定機（以下、CMMという）のトレーサブルな測定を仮想三次元測定（以下、VCMMという）の概
念によって構築することを目指す。VCMMの手法では、CMMの測定機としての幾何学モデルが計算機システム
の中に仮想的に構築される。このモデルを使って、CMMの測定の不確かさが計算機シミュレーションによっ
て計算されるが、この手法は日本ではあまり普及されていないことや他の不確かさ評価手法との検証実験
があまりされていないことからVCMMを詳しく検証する必要がある。

■研究内容

(1)実験方法
CMMの多くのシェアを持つカールツァイス製 UPMC（城南支

所）及び（株）ミツトヨ製 LEGEX（本部）にてリングゲージ（直
径 50 mm）を用いた不確かさの数値 VCMM 比較検証を行い、
測定結果の差を確認するとともにその要因を確認する。ま
た、VCMMの基本構成を図1に示す。
(2)結果・考察

測定戦略は、均等分布計測、密着分布計測等を用いた
比較測定項目（内径の直径、真円度）を測定し、不確かさ
の数値の検証を行った。
○直径の比較評価
・UPMCを用いた不確かさの数値が大きくなった
・測定ポイントの多い方は、不確かさが小さい
・測定戦略の違いで不確かさも変化が見られた
・マルチ測定法を行っても不確かさの変化が見られない
○真円度の比較評価
・UPMCを用いた不確かさ評価では、k＝2のみの評価で
あった

・UPMCを用いた不確かさの数値が大きくなった
・測定戦力の違いでは、不確かさは変化しない
・UPMCを用いたVCMM は、マルチ測定法により不確かさ
は軽減された

リングゲージの結果からUPMC の不確かさが大きくなるこ
とが分かった。図2、3に示す。
(3)まとめ

本研究において、メーカによりVCMMの不確かさの数値が
大きく異なることが分かった。 LEGEXのシミュレーションは、
毎 200回のシミュレーションデータ（長さ）からの標準偏差
を行い、ノミナル値との UPMC のシミュレーションは、1点
ずつの200回シミュレーションにより1点のバラつき幅を評
価し標準偏差を行っていた。このことから、シミュレーショ
ン方法が異なることが明確になった。

■研究の新規性・優位性

日本では、VCMM が普及されていないことや他の
不確かさ評価手法との検証実験があまりされて
いない。またVCMMの外部発表もされていない。

■産業への展開・提案

現在審議が止まっているISO/TS 15530-4 の規
格化・実用化に向け VCMM の統一化を図り、国
際的なスタンダード推定方法として依頼試験及
び JCSS 校正等で中小企業に結果を提供するこ
とが期待されている。

*1)城南支所、*2)高度分析セクター、*3)品質保証推進センター
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マグネシウム材料中微量元素定量法に関するJIS及びISO 標準化

○上本 道久*1)

■キーワード　マグネシウム材料、微量成分分析、スズ、ベリリウム、標準化、ICP 発光分析法

1．ICP 発光分析法による、標準化のためのマグネシウム材料中微量成分の定量方法の確立
2．共同実験による分析プロトコルの最適化と手法としての妥当性確認
3．JIS 提案による新規制定（4件）とISO 提案（2件)

■背景

マグネシウム及びマグネシウム合金は、構造用金属材料の中で最も軽量で質量強度比が高く、環境対策・
省エネルギーが必要とされる輸送機器や携帯機器の分野で活用されている。マグネシウムは、人体に無害
で資源としても豊富に存在し、他にも振動吸収性や電磁波遮断性に優れている。このため、用途及び材料
開発も盛んで、航空機の分野でも耐熱性や耐食性を高めた新しい合金が採用されている。
この状況の中で、マグネシウム、マグネシウム合金ともに、ISO及びそれに対応したJISの標準規格が制

定されている。特に純金属では環境対策を反映して、含有する微量元素（スズ、鉛など）の上限濃度につ
いて規制が強化されているが、分析方法が標準化されていなかったことから、分析値にばらつきが見られ、
材料評価の信頼性に課題があることから、早急な標準化が期待されていた。また、ベリリウムは、合金の
難燃性を高めるため微量添加されているものの、毒性が強くその含有量をモニターする必要がある。（一社）
日本マグネシウム協会分析委員会委員長として、標記分析法の標準化に取り組んだ成果を報告する。

■標準化活動の内容

●共同実験の実施
本材料を取り扱う関連機関（公的研究機関、材料製造企業他）の間で共同分析を実施し、標準化す

べき分析プロトコルの最適化とともに分析法の妥当性を確認した。標準化すべき分析方法としては、以
下の考え方に沿った手法を構築する必要がある：

a．平易な手法であり、試料処理に分離濃縮などの特別な熟練技術を要さないこと
b．使用する装置・器具は、どの地域の分析室でも適用可能なこと（特にISOの場合）
c．分析装置は複数機種用いて比較すること

ここでは、酸溶解−直接噴霧導入によるICP 発光分析法を選
択し、マトリックスマッチングを伴う検量線法により測定した。
手順として、まず分析プロトコルを作成して実験参加者に配布
し、濃度既知の試料（認証標準物質：CRM）を用いた分析を指
示することで、分析値の真度（かたより）と精度（ばらつき）を
評価した。スズ及び鉛に関する測定結果を表1に示す。平均値
は CRM が持つ認証値と一致しており、95％信頼区間は不確か
さの範囲内あることが分かる。次に装置の測定パラメーターに
よる分析値の影響を調べ、最適な条件（マトリックス濃度とし
て2％(質量分率)）を見出した。最後に市販の実試料につい
て同様の共同実験を実施して手法の妥当性を確認した〔1〕。
確立した分析法は、JIS原案作成委員会を経て新規提案を

行い、JIS規格として制定された〔2〕〔3〕。なお、カドミウムとベリ
リウムについても同様のプロセスで新規制定に至った〔4〕〔5〕。
ISO については、スズとベリリウムの分析法について、現在
TC79/SC5にて Working Draft（作業原案）として審議中である。

■今後の展開

審議中のISO 規格の制定が急務である。また国際的な規制物質となった水銀に関する分析法の提案も
必要である。材料における計測手法の標準化を通して、我が国の材料業界の発展に貢献していきたい。

参考文献
〔1〕M．Uemoto, M．Nagaoka, and H．Fujinuma, Anal．Sci., Vol.25, pp.717-721 (2009)
〔2〕JIS H1342:2008, マグネシウム及びマグネシウム合金中のすず定量方法（日本規格協会）
〔3〕JIS H1343:2008, マグネシウム及びマグネシウム合金中の鉛定量方法（日本規格協会）
〔4〕JIS H1339:2010, マグネシウム及びマグネシウム合金中のベリリウム定量方法（日本規格協会）
〔5〕JIS H1344:2010, マグネシウム及びマグネシウム合金中のカドミウム定量方法（日本規格協会）

*1)城南支所

表1．認証標準物質によるマグネシウム中ス
ズ及び鉛の分析値

実験者番号
CSn

/µg g-1
CPb

/µg g-1

1-1 70 55
1-2 74 57
2-1 68 56
2-2 70 52
3-1 81 59
6-1 72 57

平均値 73 56
標準偏差 4.6 2.4
相対標準偏差 6.4 4.2
データ数 6 6
95％信頼区間 4.9 2.5

認証値 73 61
不確かさ 6 7
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城南支所におけるX線 CTへの取り組みについて

○竹澤 勉 *1)、中野 貴啓 *1)

■キーワード　X線 CT、非破壊検査、寸法測定、肉厚解析、CAD比較

1．非破壊検査を目的とした X線 CTスキャン
2．寸法測定を目的とした X線 CTスキャン
3．設計やシミュレーションと比較するためのデータ取得を目的とした X線 CTスキャン

■はじめに

近年、X線 CT装置は X線管球、検出器及び PCなどの性能向上に伴い、従来の装置に比べ鮮明な断層

画像が取得できるだけではなく、さまざまな目的に用いられるようになってきている。

都産技研 城南支所では、平成 25年に X線透過・CT装置を GEセンシング＆インスペクション・テクノロ

ジーズ社製 v|tome|x L300に更新し、さまざまな機能がアップグレードした。そこで城南支所におけるX

線 CTへの取り組みについて報告する。

■取り組み内容

1．非破壊検査

サンプルの内部を非破壊で観察する。クラックや断線箇所

の観察、ボイドや異物の解析を行う（図1）。従来の“樹脂封

止 → 研磨 → 観察 → 研磨 → 観察 →・・・”の断面

観察作業に比べ、X線 CTスキャンを用いると断面観察作業

時間を大幅に短縮することができる。

2．寸法測定

キャリブレーション実行後、X線 CTスキャンを行い寸法の

測定をする（図2）。外部表面に加えて内部の寸法測定、幾何

公差への対応、STLデータへの書き出しが可能である。

3．比較するためのデータ取得

内部構造が分かるため、外内部寸法測定に加えて肉厚の

解析や CADデータとの比較が可能。全面での比較が行える

ため、面のそりやヒケなどの評価管理もできる（図3）。

サンプルを小さくする必要があるが、繊維強化プラスチック

（FRP）の繊維配向も識別可能で、シミュレーションと比較す

るためのデータを取得できる（図4）。

■まとめ

X線 CT装置の機能が向上し、単純に断層画像を得る以上の利用が可能になってきている。今後は、三

次元座標測定機や3Dプリンターなどの他装置との連携を図り、寸法測定の信頼性向上やリバースエンジニ

アリングなどへの展開を進めていく。

*1)城南支所

ものづくり基盤技術 
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■まとめ 

 X線CTの機能が向上し、単純に断層画像を得る以上の利用が可能になってきている。今後は、三次元

座標測定機や3Dプリンターなどの他装置との連携を図り、寸法測定の信頼性向上やリバースエンジニア

リングなどへの展開を進めていく。 
 

 

 

 

図1．ボイドの解析

図2．寸法測定

図 4．繊維強化プラスチックの観察図3．CADデータとの比較
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デザイン支援室
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構造解析を利用したコンセプトデザイン

○上野 明也 *1)、角坂 麗子 *1)、小林 隆一 *1)、薬師寺 千尋 *1)、濱野 智子 *2)

■キーワード　構造解析、コンセプトデザイン、トポロジー、位相最適化

1．審美性と安心・安全が両立した製品の開発
2．プロダクトデザイナーが利用できる構造解析手法の開発
3．トポロジー最適化形状からデザインする手法の開発

■研究の目的

構造解析におけるトポロジー最適化は、与えられた設計領域内で材料や荷重等の条件を与えることによ
り、最適な材料レイアウトを表示することが可能である。プロダクトデザインにおけるアイデア構築段階の
形状検討（コンセプトデザイン）の際に、その材料レイアウトから形状のアイデアを得るとともに、構造的
に適した形状でかつ審美性が高い製品をデザインする手法の開発を目的とする。

■研究内容

(1)トポロジー最適化の条件設定方法の確立
プロダクトデザインの代表的テーマである椅子をテーマと

して開発を進めた。椅子の製品仕様として、ソファを使え
ないような狭いリビング等で利用する座椅子で、製品サイズ
（設計領域）を480×480×480mm、座面は全体と座面の
大きさのバランスから地上から200mm 程度とした。
以上の仕様から設計領域を作成し、荷重の設定としてJIS

規格（JIS 1203-1998）より、座面の静的強度試験と背もたれ
の静的強度試験の荷重の条件、材料の条件等を加えてトポロ
ジー最適化を行った結果、図1右図のような形状となった。

(2)最適化形状からデザインする手法の開発
最適化形状からデザインする手法として、一度3面図化した後に3次元 CADによるモデリングを行う“ト

レース法”を開発した。実際にトレース法によるデザインを行ったところ、図2のような結果となった。そ
の他のデザイン手法として“押し出し法”（図3）、“モチーフ法”を開発した。

(3)試作の作成及び強度の検証
図2のデザインの試作及び強度試験を行い、良好な試

験結果を得ることができた。（図4）

■研究の新規性・優位性

現在、構造解析を利用したコンセプトデザイン
が製品化された事例は確認されていない。
本研究を利用することにより、強度不足が原因
となる設計変更や形状修正が減るため、開発
時間の短縮が可能となる。

■産業への展開・提案

①強度と審美性を要求する製品開発への本研究
の利用。共同研究の実施

②デザインの前例がないような新製品、アイデア
が煮詰まってしまった製品への本研究の利用

③本研究のデザイン手法のセミナー開催

*1)システムデザインセクター、*2)環境技術グループ
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2. プロダクトデザイナーが利用できる構造解析手法の開発 

3. トポロジー最適化形状からデザインする手法の開発 

  

■研究の目的 

構造解析におけるトポロジー最適化は、与えられた設計領域内で材料や荷重等の条件を与えることに

より、最適な材料レイアウトを表示することが可能である。プロダクトデザインにおけるアイデア構
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子をテーマとして開発を進めた。椅子の製品仕様
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最適化形状からデザインする手法として、一度 3面図化した後に 3次元 CAD によるモデリングを行

う“トレース法”を開発した。実際にトレース法によるデザインを行ったところ、図 2のような結果

となった。その他のデザイン手法として“押し出し法”（図 3）、“モチーフ法”を開発した。 

 

(3) 試作の作成および強度の検証 

図 2 のデザインの試作及び強度試験を行い、良好な

試験結果を得ることができた。（図 4） 

 

 

 

 

■研究の新規性・優位性  
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図 4. 試作及び強度試験 

図1．トポロジー最適化

図2．トレース法からのデザイン
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プロダクトデザインの代表的テーマである椅

子をテーマとして開発を進めた。椅子の製品仕様

として、ソファを使えないような狭いリビング等

で利用する座椅子で、製品サイズ（設計領域）を
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粉末焼結型 AM技術におけるそりの補正と制御

○山内 友貴 *1)、小金井 誠司 *1)*2)、横山 幸雄 *1)*2)、安田 健 *3)

■キーワード　粉末焼結、Additive Manufacturing（AM）、そり、データ補正

1．粉末焼結型 AM 技術で頻発するそりについて、経験則ではなくデータで把握
2．設計時にそりやすさを判断、ユーザが設計に盛り込むことが可能
3．そりによる精度悪化を解決する手法を提案

■研究の目的

・粉末焼結型 AM 技術は、高靱性、高生産性が特徴であり、製造装置としても期待されている。しかし工
法ゆえの“そりによる精度悪化”が問題となっており、現状では現象把握と対策が不十分である。

・本研究では、造形条件とそりの関係をポイントとした調査が目的である。さらに得られたそりのデータを
活用し、精度の高い部品を造形する手法についても検討する。

■研究内容

(1)造形条件とそり量の関係
そりによる変形量を把握するため、対象とする部品を100×50mm

の板形状とし、板厚方向をZ方向に配置した。そりの変形量の定
義は、XY平面に対するZ方向の変形量とした。以下の条件につい
て検討を行った。

・焼結時のレーザ出力
・部品の板厚(Z方向の寸法 )
・部品の長さ(XY方向の寸法 )

結果の一例として、部品の板厚とそりの変形量のグラフを図1に
示す。これらには相関が見られ、板厚1mmあたり14％程度変形量
が増加した。同様に焼結時のレーザ出力とそりの変形量にも相関が
見られ、出力を下げることでそりが低減された。部品の長さとそり
の変形量についても、長い部分ほどそりが大きくなることが確認さ
れた。以上から焼結する部分が多いほど、熱応力や収縮が大きく
発生し、そりが大きくなると考えられる。

(2)そりの制御
得られたそりの変形量から、図2に示すように設計データの補正

を行った。補正方法は、そりの発生を抑制するのではなく、そりが
発生することによって、設計寸法になるようにした。そのため、補
正する方向は、そりが発生した方向(Z方向 )を反転させて行った。
補正量は、実際に発生したそりによる変形量と同じ値とした。
補正前後の部品を図3に示す。補正前はそり上がっていたが、補

正後はフラットに近い平面を形成することができている。実際に変
形量を測定し、所望とする設計データと比較したところ、補正前よ
りも約70％の寸法誤差低減を実現できた。以上のように本研究で
は、設計データを補正し、そりを利用、制御することによってAM
技術の高精度化に成功した。

■研究の新規性・優位性

造形品のそりについて、造形条件との関係を明
らかにすることで、経験則ではなくデータで把
握できた。それにより、そりを考慮した設計を
行うことができる。また、従来なかったそりの
制御についても、得られたそりのデータから補
正方法を提案し、AM 技術の高品質、高精度化
を図った。

■産業への展開・提案

①データ作成時の補助、提案
②質の高い試作品を提供することで検証効率・
検証精度が向上

③ AM関連装置自体の改良に寄与
■研究に関連した知財

・特願 2015-57992

*1)システムデザインセクター、*2)機械技術グループ、*3)材料技術グループ
 H24.10 〜 H25.9【基盤研究】ナイロン粉末焼結型 RP造形物におけるそり変形の制御

システムデザイン 
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 ○山内 友貴*1)、小金井 誠司*1)、横山 幸雄*2)、安田 健*3) 
 
■キーワード 粉末焼結、Additive Manufacturing（AM）、そり、データ補正 

 
1. 粉末焼結型 AM 技術で頻発するそりについて、経験則ではなくデータで把握  

2. 設計時にそりやすさを判断、ユーザが設計に盛り込むことが可能 

3. そりによる精度悪化を解決する手法を提案  
 
■研究の目的 

・粉末焼結型 AM 技術は、高靱性、高生産性が特徴であり、製造装置としても期待されている。しかし

工法ゆえの“そりによる精度悪化”が問題となっており、現状では現象把握と対策が不十分である。 

・本研究では、造形条件とそりの関係をポイントとした調査が目的である。さらに得られたそりのデー

タを活用し、精度の高い部品を造形する手法についても検討する。 
■研究内容 

(1) 造形条件とそり量の関係 

そりによる変形量を把握するため、対象とする部品を 100×50

   ・焼結時のレーザ出力 

   ・部品の板厚(Z 方向の寸法) 

   ・部品の長さ(XY 方向の寸法)  

 結果の一例として、部品の板厚とそりの変形量のグラフを

 

 

(2) そりの制御 

 得られたそりの変形量から、図 2に示すように設計データの
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させて行った。補正量は、実際に発生したそりによる変形量と

同じ値とした。 

 補正前後の部品を図3に示す。補正前はそり上がっていたが、

補正後はフラットに近い平面を形成することができている。実

際に変形量を測定し、所望とする設計データと比較したところ、

補正前よりも約 70％の寸法誤差低減を実現できた。以上のよう

に本研究では、設計データを補正し、そりを利用、制御するこ

とによって AM 技術の高精度化に成功した。 

 

 

■研究の新規性・優位性  

造形品のそりについて、造形条件との関係を明

らかにすることで、経験則ではなくデータで把

握できた。それにより、そりを考慮した設計を

行うことができる。また、従来なかったそりの

制御についても、得られたそりのデータから補

正方法を提案し、AM 技術の高品質、高精度化を

図った。 

■産業への展開・提案  

① データ作成時の補助、提案 

② 質の高い試作品を提供することで検証効

率・検証精度が向上 

③ AM関連装置自体の改良に寄与 
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*1)システムデザインセクター、*2)機械技術グループ、*3)材料技術グループ 

H24.10～H25.9【基盤研究】ナイロン粉末焼結型 RP 造形物におけるそり変形の制御 

    
図3．補正前後の部品

図2．補正した設計データ
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図1．板厚とそりの変形量
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塗装による光硬化性樹脂AM（3Dプリンタ）モデルへの意匠性付与

○小野澤 明良 *1)、峯 英一 *1)、村井 まどか *1)、木下 稔夫 *1)*2)、石堂 均 *3)、木暮 尊志 *4)、髙橋 俊也 *5)

■キーワード　積層造形、Additive Manufacturing(AM)、3Dプリンタ、塗装

1．光硬化性樹脂 AM への塗装による平滑面の作製
2．前処理から上塗り工程までの一連の塗装仕様の設定
3．製品モデルに活用できる高い意匠性をもつ塗装の検討

■研究の目的

意匠モデルやコンペ・展示会用モデルの作製を目的として、積層造形（Additive Manufacturing：AM）
の需要が高まっている。これらの多くは単色の樹脂造形品であるため、製品と同様の意匠性を得るには塗
装によってカラーモデル化する必要がある。「ナイロン樹脂 AM への意匠性付与の検討」〔1〕を基に、光硬化
性樹脂 AMに対する意匠性付与について検討を行った。

■研究内容

(1)研究の背景と課題
AMの可能性は大きいものの、さまざまな課題も顕在化している。その一つが、製品レベルの外観を得る

ための表面処理である。光造形法は、粉末をレーザーで焼結させながら積層造形する焼結法に比べ、仕
上がり表面の凹凸が少なく、透明なモデルが得られる特徴がある。しかし、一般的な金型成形によるプラ
スチック製品と比べ滑らかな表面でないこと、透明であることから、実際の製品と同様の色彩・質感を得
ることが難しい。このことから、AMを塗装によりカラーモデル化するために、平滑性、色調付与などを含
めた塗装仕様の検討を行った。

(2)光硬化性樹脂 AMで作製した平板への塗装仕様の検討
素材表面の凹凸は、塗料の付着性や外観の仕上がりに大きく影響する。今回、検討した光造形型 AM へ

アセトンによる脱脂後に塗装しただけでは、十分な平滑性を得ることができなかった。塗膜の膜厚を30µm
以上に塗装した後に、表面研磨すると素地の露出もなく、製品レベルまでの平滑性を得ることができた。
また、色調付与では、光硬化性樹脂 AM へ上塗りしただけでは、素地自体透明であることが影響し、見本
帳の色に近づけることができなかった。そのためには、白色系の下塗り工程が必要であった。
これらのことから光硬化性樹脂 AMの塗装においては、白色系の下塗りを行い、乾燥後に平滑に研磨す

る工程が重要であることが分かった（表1）。

(3)AM（3Dモデル）への塗装の適用
表1に示した塗装仕様により作製したカラーモデルの外観写真を図1に示す。塗装前と比べ、鮮やかな

色彩と滑らかな曲面が得られ、製品モデルとして有効な AMを実現することができた。

■研究の新規性・優位性

AMのカラーモデル展開によるデザイン・製品試
作の技術向上・迅速化が可能となり、製品化を
見据えた上流技術支援を促進できる。

■産業への展開・提案

①中小塗装専門企業へ AM 造形品の新規塗装事
業として展開

②新素材への塗装加工
③学協会、講習会などによる普及・開発支援

参考文献
〔1〕小野澤明良 他，研究報告，第 8号，pp.130-131 （2013）

*1) 表面技術グループ、*2) 開発第二部、*3) 城南支所、*4) 城東支所、*5) 電子・機械グループ
 H25.4～ H26.3【基盤研究】各種 RP基材への塗装技術の確立

表1．光硬化性樹脂 AM への基本的な塗装仕様

工　程 使 用 材 料 塗布方法 備　　　考

1 素地調整 アセトン － 溶剤による脱脂

2 下塗り
二液形ウレタン樹脂系
ホワイト

スプレー 常温で、1時間以上放置

3 研ぎ
フィルムタイプ研磨材

（P2000～2500 相当）
－

空研ぎにより、全面平滑にする。
形状次第では、機械式研磨も
可能。

4 上塗り
二液形ウレタン樹脂系
エナメル

スプレー 常温で、12時間以上放置
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図 1. 光硬化性樹脂 AM モデルへの塗装前後の外観写真 

塗装前 

表 1. 光硬化性樹脂 AM への基本的な塗装仕様

使用材料 塗布方法 備考

1 素地調整 アセトン － 溶剤による脱脂

2 下塗り 二液形ウレタン樹脂系ホワイト スプレー 常温で、1時間以上放置

3 研ぎ
フィルムタイプ研磨材
（P2000～2500相当）

－
空研ぎにより、全面平滑に
する。形状次第では、機械
式研磨も可能。

4 上塗り 二液形ウレタン樹脂系エナメル スプレー 常温で、12時間以上放置

工程
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前処理として、無電解ニッケルめっき処理した基材は、電気銅めっき時間を20 分から40 分と時間を延

長することで、めっき皮膜の厚みの増加に伴い光沢度が向上した。また、電気めっき処理することで表面

平均粗さが Ra＝10.6µm（めっき前）からRa＝ 5.0µm（金めっき後）に減少し、表面の平滑化ならびに意

匠性付与の向上に効果があることが分かった。

(3)まとめ

難めっき素材であるナイロン樹脂AM 基材に親水化処理することで、均一なめっき皮膜が得られた。また、
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■研究の新規性・優位性
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は十分な検討がなされていないため、めっきに
よるメタルモデル化を可能とすることで、製品
化を見据えた上流技術支援を促進できる。

■産業への展開・提案

①中小めっき専業企業への新規めっき事業支援
②デザイン試作及び製品化の迅速化による競争
力アップ

③オーダーメード開発による製品開発支援
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 H25.4～ H26.3【基盤研究】RP基材へのめっき技術の開発
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表1．めっき工程及び評価結果

前処理 電気めっき

めっき
工程

樹脂AM基材
(1)無電解
Niめっき

(2)Cuめっき (3)Niめっき (4)Auめっき

PA 45℃、10分 25℃、20分 25℃、40分 50℃、20分 40℃、40秒

外観
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動吸振器の3Dプリンタを用いた設計

○岩田 雄介 *1)、西川 康博 *1)、阿保 友二郎 *1)

■キーワード　動吸振器、AM（Additive Manufacturing）、3Dプリンタ、振動特性、振動低減

1．3Dプリンタならではの動吸振器形状の検討
2．動吸振器の形状変化に伴う振動特性変化を事前に予測
3．設計した動吸振器の振動低減効果検証

■研究の目的

動吸振器を用いた振動低減に関する研究は数多く行われており、振動対策として極めて有効な手段であ
ることが示されている。しかし、設計時の計算が複雑であったり、装置が大掛かりになったりするので、適
用できるケースが限定される。本研究では、動吸振器の簡易的な設計手法を検討し、3Dプリンタ(AM)を
用いて製作することで、従来設置が難しかった対象にも適用しやすくすることを目指した。

■研究内容

(1)動吸振器の形状検討
パイプや手持ち工具などの形状は、おもりと弾性体で構成された

一般的な動吸振器の設置が難しい。本研究では、3Dプリンタを用
いることにより自在な形状が製作できることから、動吸振器の中心
の空間を利用して、制振対象を動吸振器の内側に通すことができる
図1、図 2の形状を提案する。

(2)動吸振器の設計
動吸振器を用いて振動を低減するための設計には、対象の振動

特性に合わせて動吸振器側の固有振動数を調整する必要があるが、
質量やばね定数などのすり合わせに手間を要する。そこで、本研究
ではこれを容易にするため、腕の長さを変更するだけで所望の固有
振動数を得られる計算モデルを作成した。
本モデルを用いて計算した動吸振器の固有振動数と加振実験によ

る共振振動数を比較したグラフを図3に示す。これより、腕の長さ
が 20mm 以上では、両値が近くなっていることが分かる。一方、
15mmでは、差がやや大きくなっていることが分かる。これは、モデ
ル化を行う際に近似式を用いたことによる誤差だと考えられる。

(3)動吸振器の性能評価
動吸振器の性能を実証するため、アルミの片持ち梁を制振対象に、

3Dプリンタで製作した動吸振器を搭載して、加振実験を行った。搭
載前後の梁の加振加速度に対する応答加速度の周波数応答関数
（FRF）を図 4に示す。これより、動吸振器を搭載することで160Hz
付近の最大ピーク高さが約 63.2％減少したことが分かった。

(4)まとめ
従来設置が難しかった対象に合わせた動吸振器を、腕の長さを変

更するだけで容易に設計、製作できた。これを搭載することで、対
象の振動を低減できることが実証できた。本手法により、モデルか
ら得た任意の固有振動数の形状を3Dプリンタを用いて製作すること
で、所望の性能を得た動吸振器を容易に製作することができる。

■研究の新規性・優位性

①形状設計とシームレスな製作
 ⇒ 手軽に導入可能
② 3Dプリンタならではの形状
 ⇒ 多様な設置方法

■産業への展開・提案

①振動を課題とする製品開発の支援
② 3Dプリンタ所有企業への研究成果の普及

*1)電子・機械グループ
H25.10 〜 H26.9【基盤研究】高速造形機を用いた動吸振器の設計手法の開発（形状変化に伴う振動特性変化の利用）
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（FRF）を図 4 に示す。これより、動吸振器を搭載することで 160Hz

付近の最大ピーク高さが約 63.2％減少したことが分かった。 

 

(4) まとめ 

従来設置が難しかった対象に合わせた動吸振器を、腕の長さを変

更するだけで容易に設計、製作できた。これを搭載することで、対

象の振動を低減できることが実証できた。本手法により、モデルか

ら得た任意の固有振動数の形状を 3D プリンタを用いて製作するこ

とで、所望の性能を得た動吸振器を容易に製作することができる。 

 

■研究の新規性・優位性  

① 形状設計とシームレスな製作 

⇒ 手軽に導入可能 

② 3D プリンタならではの形状 

⇒ 多様な設置方法 

■産業への展開・提案  

① 振動を課題とする製品開発の支援 

② 3Dプリンタ所有企業への研究成果の普及 

 

 

*1)電子・機械グループ 

H25.10～H26.9【基盤研究】高速造形機を用いた動吸振器の設計手法の開発（形状変化に伴う振動特性変化の利用） 
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図 4. 加振実験による梁の周波数応答関数
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図 1. 提案した動吸振器の形状 

図 2. 動吸振器内側への設置 

図1．提案した動吸振器の形状

図2．動吸振器内側への設置

図3．モデルによる計算値と実測値

図4．加振実験による梁の周波数応答
関数
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粉末焼結型 AM装置による造形品の異方性緩和手法の提案

○木暮 尊志 *1)、山内 友貴 *2)、横山 幸雄 *2)*3)、小金井 誠司 *2)*3)、小林 隆一 *2)、山中 寿行 *4)

■キーワード　Additive Manufacturing（AM）、粉末焼結、引張試験、焼結熱量

1．Additive Manufacturingによる造形品の異方性
2．異方性が発生する原因の考察
3．引張強さの異方性を緩和する手法の提案

■研究の目的

・粉末焼結型 AM 装置による造形品の引張強さ、弾性率、破断伸びの異方性を確認する
・造形品内部の状態を観察し、異方性が生じる原因を明らかにする
・後処理により、異方性を緩和する方法を考案し、提案する

■研究内容

(1)研究背景
Additive Manufacturing(AM)は 3Dプリンティングともよばれる材

料を付け足して、所望の形状を得る製造技術である。この手法によ
る造形品には、方向によって力学特性が異なるという異方性が存在
することが知られている。AMを構造部品の製造技術とするには、こ
の特性を把握し、考慮した設計を行う必要がある。また、異方性が
あまりに強いと多方向からの荷重がかかる用途では使用できない可
能性があるため、上記した設計手法の他に、異方性を緩和する手法
を考案することも重要である。そこで本研究は、引張強さにおける
異方性の確認とその発生原因を明らかにするとともに、簡便な異方
性の緩和手法を提案することを目的とした。

(2)試験方法
粉末焼結型 AM 装置により、図1に示すように積層面に

対して長手方向が 0°と90°になるようにデータを配置し
て試験片を作成し、引張強さを測定した。材料はナイロ
ン12粉末を使用した。
一部の試験片の表面をフライス加工することで表面に

ある積層による段差を取り除き、異方性の緩和を試みた。

(3)結果・考察

図2に得られた引張強さを示す。0°と90°では、およそ
30％の違いがあり、異方性が生じていることが確認でき
る。90°の方が低い値を示すのは、層間に対して垂直に荷
重がかかり、応力集中が生じるからであると考えられる。
図 3にフライス加工により、表面の積層段差を取り除

いたときと、何も後加工しなかったときの 0°と90°の引
張強さの比を示す。何も加工しないとおよそ3割の差が生
じていたが、加工を施すことにより、異方性がほぼ緩和
されていることが分かる。このため、異方性を緩和する
には、表面に切削加工などを施し、表面の積層段差を取
り除くことが有効な手段の一つであることが確認できた。

■研究の新規性・優位性

AM 技術による造形品の異方性に注目した研究
は少なく、緩和手法を提案することで適用範囲
を広げることができる。

■産業への展開・提案

① AM 技術による最終製品の製造
②造形品の特性に関する情報提供
③造形品の品質向上

*1)城東支所、*2)システムデザインセクター、*3)機械技術グループ、*4)材料技術グループ
 H25.10 ～ H26.9【基盤研究】粉末焼結型積層造形品の品質安定化
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粉末焼結 AM 装置による造形品の異方性緩和手法の提案 
 

 ○木暮 尊志*1)、山内 友貴*2)、横山 幸雄*3)、小金井 誠司*2)、小林 隆一*2)、山中 寿行*4) 
 
■キーワード Additive Manufacturing（AM）、粉末焼結、引張試験、焼結熱量 
 
1. Additive Manufacturing による造形品の異方性  

2. 異方性が発生する原因の考察 

3. 引張強さの異方性を緩和する手法の提案  
 
■研究の目的 

・粉末焼結型 AM 装置による造形品の引張強さ、弾性率、破断伸びの異方性を確認する 

・造形品内部の状態を観察し、異方性が生じる原因を明らかにする 

・後処理により、異方性を緩和する方法を考案し、提案する 

■研究内容 

(1) 研究背景 

 Additive Manufacturing(AM)は 3D プリンティングともよ

料を付け足して所望の形状を得る製造技術である。この手

造形品には方向によって力学特性が異なるという異方性が

ことが知られている。AM を構造部品の製造技術とするには

性を把握し、考慮した設計を行う必要がある。また、異方

りに強いと多方向からの荷重がかかる用途では使用できな

があるため、上記した設計手法の他に、異方性を緩和する

案することも重要である。そこで本研究は、引張強さにお

性の確認とその発生原因を明らかにするとともに、簡便な

緩和手法を提案することを目的とした。 
 

(2) 試験方法 

 粉末焼結型 AM 装置により、図 1に示すように積

層面に対して長手方向が 0°と 90°になるようにデ

ータを配置して試験片を作成し、引張強さを測定し

た。材料はナイロン 12 粉末を使用した。 

 一部の試験片の表面をフライス加工することで

表面にある積層による段差を取り除き、異方性の緩

和を試みた。 
 

 

(3) 結果・考察 

 図2に得られた引張強さを示す。0°と90°では、

およそ 30％の違いがあり、異方性が生じていること

が確認できる。90°の方が低い値を示すのは層間に

対して垂直に荷重がかかり、応力集中が生じるから

であると考えられる。 

 図 3 にフライス加工により、表面の積層段差を取

り除いたときと、何も後加工しなかったときの 0°

と 90°の引張強さの比を示す。何も加工しないとお

よそ 3割の差が生じていたが、加工を施すことによ

り、異方性がほぼ緩和されていることが分かる。こ

のため、異方性を緩和するには、表面に切削加工な

どを施し、表面の積層段差を取り除くことが有効な

手段の一つであることが確認できた。 
 

■研究の新規性・優位性  

 AM技術による造形品の異方性に注目した研究

は少なく、緩和手法を提案することで適用範囲

を広げることができる。 

■産業への展開・提案  

① AM技術による最終製品の製造 

② 造形品の特性に関する情報提供 

③ 造形品の品質向上 
 

*1)城東支所、*2)システムデザインセクター、*3)機械技術グループ、*4)材料技術グループ 

H25.10～H26.9【基盤研究】粉末焼結型積層造形品の品質安定化 

図 1. 試験片データ配置図 

図 2. 引張強さ 

図 3. 引張強さの比 

0° 

90° 
造形(積層)方向 

図1．試験片データ配置図

図2．引張強さ

図3．引張強さの比
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生活技術開発セクターのカラーAdditive Manufacturing（AM）活用手法

○島田 茂伸 *1)

■キーワード　カラ—AM（3Dプリンタ）、機器利用、技術相談、製品化支援、ワンストップサービス

1．有色アクリル系樹脂噴射型 AMが導入された
2．フェースツーフェース対応によるサービス利用の容易さ
3．都産技研の技術ネットワークを活用したワンストップサービス

■背景

生活技術開発セクターでは生活関連製品の開発支援強化のために、平成 26年10月、生活製品開発ラ

ボを開設した。代表的な機器としてカラーAM（3Dプリンタ）やレーザ加工機が導入されている。どちらも

生活関連製品の高速試作や高付加価値化を想定したものであるが、本稿では、このうち前者の特色と活用

手法について詳説する。

■特色

1．カラーである

生活技術開発セクターに導入されたカラーAM（以下、本機

という）を図1に示す。Stratasys 社のインクジェット式 AMで

造形材料は、アクリル系樹脂である。造形材料自体が有色で

あり、その種類は、シアン、マゼンタ、イエロー、白、黒、ク

リアである。このうち任意の3材料が造形時に選択でき、さ

らに選択された3材料が混合噴射されることで最大46色が出

力可能である。例えば、CMY系でのカラフルな造形や、クリア

と有色材料との混合によるスケルトンモデルの造形、半透明造

形が行える。また、製品試作検討段階のバリエーション出力

では、類似形状を色でラベル付けして管理するといった運用

が想定できる。図2に造形例を示す。

2．フェースツーフェース対応による利用の容易さ

市井の3Dプリンタ出力サービス業者のほとんどは、データ

入稿をインターネット経由とし、処理を自動化することで人件

費を抑制している。経営手法として否定するものではないが、

データ作成手法、データのエラー修正方法、造形特有のノウ

ハウ活用による仕上がりの違いといった、細々としているが重

要な技術支援が皆無になることが多い。そもそもネットワーク

環境が使用困難なカスタマには門戸が開かれていないとも言え

る。一方、都産技研はこうした質問に答える「技術相談」が業

務であり、「3Dプリンタって何？」レベルの質問から回答する

体制が整備されている。「利用したい」が、何から手をつける

か皆目見当がつかないカスタマは利用をご検討いただきたい。

3．所内ネットワークを活用するワンストップサービス

AM 造形品の質感向上のために塗装を施すことは、ポピュラーな後処理である。これについて塗装分野

の技術職員が研究開発を行っている事例がある。加えて、従前からの依頼試験、機器利用メニューによる

造形品評価・試験が行える。例えば、引張試験、繰返荷重試験、加振試験、促進試験が代表的なもので

あろう。事例によっては、こうした知見への紹介パスを活用した、都産技研でのワンストップサービスを利

用することも可能である。

■今後の展開

本機はメリットばかりではない。カラー出力が最大の特徴としながらも複数色出力のためにはモデル作

成段階での作業が従属する。これは、本機使用上の困難性の一つであるが、こうしたモデル作成の段階か

ら技術相談を承り、問題解決を支援する。ただし、この問題に限定すれば、将来的には次世代ファイルフォー

マットAMF（AM File）のリリースによる問題解決が予想される。こうした業界動向についてもフォローする

ことで、AMに関する最新の情報提供及び利用環境向上に努めていく。

*1)生活技術開発セクター

システムデザイン 
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生活技術開発セクターのカラーAM 活用手法 
 

 ○島田 茂伸*1) 
 
■キーワード カラ―AM（3D プリンタ）、機器利用、技術相談、製品化支援、ワンストップサービス 
 
1. 有色アクリル系樹脂噴射型 AM が導入された 

2. フェースツーフェース対応によるサービス利用の容易さ 

3. 都産技研の技術ネットワークを活用したワンストップサービス 

 

■背景 

生活技術開発セクターでは生活関連製品の開発支援強化のために、平成 26 年 10 月、生活製品開発ラ

ボを開設した。代表的な機器としてカラーAM（3D プリンタ）やレーザ加工機が導入されている。どちら

も生活関連製品の高速試作や高付加価値化を想定したものであるが、本稿では、このうち前者の特色と

活用手法について詳説する。 

■特色 

1. カラーである 

生活技術開発セクターに導入された AM（以下、本機とい

う）を図 1 に示す。Stratasys 社のインクジェット式 AM で

造形材料は、アクリル系樹脂である。造形材料自体が有色

であり、その種類は、シアン、マゼンタ、イエロー、白、

黒、クリアである。このうち任意の 3 材料が造形時に選択

でき、さらに選択された 3 材料が混合噴射されることで最

大 46 色が出力可能である。例えば、CMY 系でのカラフルな

造形や、クリアと有色材料との混合によるスケルトンモデルの造

形、半透明造形が行える。また、製品試作検討段階のバリ

エーション出力では、類似形状を色でラベル付けして管理

するといった運用が想定できる。図 2に造形例を示す。 

2. フェースツーフェース対応による利用の容易さ 

市井の 3D プリンタ出力サービス業者のほとんどは、デー

タ入稿をインターネット経由とし、処理を自動化すること

で人件費を抑制している。経営手法として否定するもので

はないが、データ作成手法、データのエラー修正方法、造

形特有のノウハウ活用による仕上がりの違いといった、

細々としているが重要な技術支援が皆無になることが多い。

そもそもネットワーク環境が使用困難なカスタマには門戸

が開かれていないとも言える。一方、都産技研はこうした

質問に答える「技術相談」が業務であり、「3D プリンタって

何？」レベルの質問から回答する体制が整備されている。

「利用したい」が、何から手をつけるか皆目見当がつかな

いカスタマは利用をご検討いただきたい。 

3. 所内ネットワークを活用するワンストップサービス 

AM 造形品の質感向上のために塗装を施すことは、ポピュラーな後処理である。これについて塗装分野

の技術職員が研究開発を行っている事例がある。加えて、従前からの依頼試験、機器利用メニューによ

る造形品評価・試験が行える。例えば、引張試験、繰返荷重試験、加振試験、促進試験が代表的なもの

であろう。事例によっては、こうした知見への紹介パスを活用した、都産技研でのワンストップサービ

スを利用することも可能である。 

 

■今後の展開 

本機はメリットばかりではない。カラー出力が最大の特徴としながらも複数色出力のためにはモデル

作成段階での作業が従属する。これは、本機使用上の困難性の一つであるが、こうしたモデル作成の段

階から技術相談を承り、問題解決を支援する。ただし、この問題に限定すれば、将来的には次世代ファ

イルフォーマット AMF（AM File）のリリースによる問題解決が予想される。こうした業界動向について

もフォローすることで、AM に関する最新の情報提供及び利用環境向上に努めていく。 

 図1．Stratasys Objet500 Connex3

図 2．造形例
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溶融積層造形装置による技術支援と今後の可能性

○豊島 克久*1)、平野 康之*1)

■キーワード　3Dプリンター、Additive Manufacturing (AM)、ものづくり、熱可塑性樹脂

1．熱可塑性樹脂の材料押し出しにより、熱的安定性に優れ、材料選択性のある3次元造形が可能
2．航空機産業や医工連携産業での技術支援に向けた各種造形樹脂にも対応
3．具体的な産業応用からのアプローチにより技術支援、並びに地域の産業育成を図る

■はじめに

3Dプリンターを家電量販店でも見かけるようになってから数年程経過しているが、その多くの製品に用
いられている溶融積層法（Fused Deposition Modeling：FDM）については、1980 年代後半に米 Stratasys
社で開発された技術である。この方式は熱的安定性に優れ、材料選択性があることが大きな特長であるこ
とから、城南支所の先端計測加工ラボの設置に当たり、航空機産業及び医工連携産業での技術支援にも
対応できる耐熱・高強度の樹脂や生体適合性を有する樹脂の利用が可能な装置の導入を図った。本発表で
は、導入した装置と今後の可能性について紹介する。

■取り組み内容、並びに今後の可能性

(1)導入した装置について
図1は、導入した装置の外観であり、表1

に装置の基本スペックを示す。モデル材料は
6種類から選択可能であり、ABS 樹脂、ポリ
カーボネート（PC）樹脂、ポリエーテルイミ
ドベース素材となるULTEM 9085 樹脂、ポリ
フェニルスルホン（PPSF）の他、生体適合
のABS 樹脂及び PC 樹脂に対応している。
(2)造形材料の特徴と今後の可能性

一般的には、ABS 樹脂が多く用いられる
が、ABSに比べて高強度・耐熱性のあるPC
樹脂による造形も可能である。また、ABS及
び PCについては、ISO-10993の認証が得ら
れた生体適合材料による造形も可能である。
ガンマ線、エチレンオキサイドガスによる滅
菌が可能であり、手術用ツールや体内埋め
込み器具などの試作への利用が期待される。
図2は ULTEM 9085 樹脂により試作した操

縦桿である。この樹脂は米連邦航空局認証
UL-94規格に対応した耐熱・難燃性の材料で
あり、ABS 樹脂に比べて約2倍の強度を持っ
ている。航空機内装部品の実機試作のほか、
耐熱・高強度の材料特性を生かした用途と
して、機械加工における型の試作、無人航
空機やロボティクスの分野における応用の可
能性がある。
図 3は、骨盤の医療モデルである。モデ

ル材料とサポート材料を同時に積層し、サ
ポート材料をアルカリ洗剤により除去するこ
とで、複雑な3次元形状の試作が可能とな
る。表 2は選択可能な材料と積層ピッチに
ついて示したものである。ABS及び PCについては、アルカリ洗剤に溶解可能なサポートが使用できるが、
PC-ISO、ULTEM 9085、PPSFは手でサポートを剥離・除去するタイプとなる。
また、PPSF樹脂は、耐熱・耐薬品性が特徴であり、滅菌可能医療機器や自動車分野などへの適用が可

能となる。なお、PPSFのサポート材料については、温度が高いうちに除去する必要がある。

■まとめ

先端計測加工ラボでの技術支援として掲げた航空・医療分野にも対応できる溶融積層造形装置の導入を
図った。今後は、耐熱・高強度、並びに生体適合性などの材料特性を活かした具体的な応用事例や応用
想定例を探っていくとともに、用途開発に力を入れながら技術支援を行っていく予定である。

*1)城南支所
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■キーワード 3D プリンター、Additive Manufacturing (AM)、ものづくり、熱可塑性樹脂 
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2. 航空機産業や医工連携産業での技術支援に向けた各種造形樹脂にも対応 

3. 具体的な産業応用からのアプローチにより技術支援、並びに地域の産業育成を図る  
 
■はじめに 

3D プリンターを家電量販店でも見かけるようになってから数年程経過しているが、その多くの製品に

用いられている溶融積層法（Fused Deposition Modeling：FDM）については、1980 年代後半に米 Stratasys

社で開発された技術である。この方式は熱的安定性に優れ、材料選択性があることが大きな特長である

ことから、城南支所の先端計測加工ラボの設置に当たり、航空機産業及び医工連携産業での技術支援に

も対応できる耐熱・高強度の樹脂や生体適合性を有する樹脂の利用が可能な装置の導入を図った。本発

表では、導入した装置と今後の可能性について紹介する。 

■取り組み内容、並びに今後の可能性 

(1) 導入した装置について 

 図 1 は、導入した装置の外観であり、表

1に装置の基本スペックを示す。モデル材

料は6種類から選択可能であり、ABS樹脂、

ポリカーボネート（PC）樹脂、ポリエーテルイ

ミドベース素材となる ULTEM 9085 樹脂、ポリ

フェニルスルホン（PPSF）のほか、生体適

合の ABS 樹脂及び PC 樹脂に対応している。 

(2) 造形材料の特徴と今後の可能性 

 一般的には、ABS 樹脂が多く用いられる

が、ABS に比べて高強度・耐熱性のある PC

樹脂による造形も可能である。また、ABS

及び PC については、ISO-10993 の認証が得

られた生体適合材料による造形も可能であ

る。ガンマ線、エチレンオキサイドガスによる滅

菌が可能であり、手術用ツールや体内埋め

込み器具などの試作への利用が期待される。 

図 2は ULTEM 9085樹脂により試作した操

縦桿である。この樹脂は米連邦航空局認証

UL-94 規格に対応した耐熱・難燃性の材料

であり、ABS 樹脂に比べて約 2倍の強度を

持っている。航空機内装部品の実機試作の

ほか、耐熱・高強度の材料特性を生かした

用途として、機械加工における型の試作、

無人航空機やロボティクスの分野における

応用可能性がある。 

図 3は、骨盤の医療モデルである。モデル材料とサポート材料を同時に積層し、サポート材料をア

ルカリ洗剤により除去することで、複雑な 3次元形状の試作が可能となる。表 2は選択可能な材料と

積層ピッチについて示したものである。ABS 及び PC については、アルカリ洗剤に溶解可能なサポート

が使用できるが、PC-ISO、ULTEM 9085、PPSF は手でサポートを剥離・除去するタイプとなる。 

また、PPSF 樹脂については、耐熱・耐薬品性が特徴であり、滅菌可能医療機器や自動車分野などへ

の適用が可能となる。なお、PPSF のサポート材料については、温度が高いうちに除去する必要がある。 

■まとめ 

 先端計測加工ラボでの技術支援として掲げた航空・医療分野にも対応できる溶融積層造形装置の導入

を図った。今後は、耐熱・高強度、並びに生体適合性などの材料特性を活かした具体的な応用事例や応

用想定例を探っていくとともに、用途開発に力を入れながら技術支援を行っていく予定である。 

 

図 2. 航空機の操縦桿 

        （ULTEM 9085 樹脂）

 

表 2. 導入装置における材料と積層ピッチの選択肢 

図 3. 骨盤の医療モデル 

（ABS 樹脂） 

0.127 0.178 0.254 0.330
ABS-M30 SR-30 Soluble ○ ○ ○ ○

ABS-M30i（生体適合） SR-30 Soluble ○ ○ ○ ○
SR-100 Soluble ○ ○ ○
PC-S Break Away ○ ○ ○

PC-ISO（生体適合） PC-S Break Away ○ ○ ○
ULTEM 9085 ULT-S Break Away ○

PPSF PPSF-S Break Away ○ ○

PC

モデル材料の積層ピッチ（mm）
サポートタイプサポート材料モデル材料

図1．装置外観

図2．航空機の操縦桿  
（ULTEM 9085樹脂）

図 3．骨盤の医療モデル  
（ABS 樹脂）

表1．導入装置の基本スペック

製造元 Stratasys 社（米国製）

型　番 FORTUS 400mc-L

造形エリア（mm） W406×D355×H406

モデル材料

ABS-M30, ABS-M30i
PC, PC-ISO,
ULTEM 9085

PPSF

積層ピッチ（mm）
0.127, 0.178, 
0.254, 0.330

（材料により異なる）

表 2．導入装置における材料と積層ピッチの選択肢

モデル材料
サポート
材料

サポート
タイプ

モデル材料の積層ピッチ（mm）
0.127 0.178 0.254 0.330

ABS-M30 SR-30 Soluble ○ ○ ○ ○
ABS-M30i（生体適合） SR-30 Soluble ○ ○ ○ ○

PC
SR-100 Soluble ○ ○ ○
PC-S Break Away ○ ○ ○

PC-ISO（生体適合） PC-S Break Away ○ ○ ○
ULTEM 9085 ULT-S Break Away ○

PPSF PPSF-S Break Away ○ ○
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東京オリンピック2020のスタッフ用モビリティのデザイン開発

（おもてなしモビリティin東京オリンピック2020）

○小山 登 *1)

■キーワード　  トランスポーテーションデザイン、サービスデザイン、小型モビリティ、フルサイズクレイモデル、  

モデルの軽量化

1．東京オリンピック2020での運営スタッフ用の新しい「おもてなしモビリティ」の開発
2．フルサイズモデルの製作設備レスでのフルサイズクレイモデルの製作法
3．モデルの軽量化のための工夫

■目的・背景

2020 年開催の東京オリンピックのために、東京都の法人として何か協力や提案できることはないかと考
え、世界各国から来日する観客や選手に対して「おもてなしの心」を体感していただく小型モビリティのデ
ザインを開発実施した。運営スタッフが競技会場や選手村の移動に関して、エコで効率的なパーソナルな
移動ができる、かつ、周囲の人々に的確な情報を提供できるモビリティを開発することの意義は大きいと考
える。小型モビリティの開発提案では、「フルサイズ設備（定盤やレイアウトマシンなど）レスでのフルサイ
ズクレイモデルの製作」の試行とモデル製作プロセスを確立させた。

■研究・実施内

(1)市場提案型プロジェクト
本プロジェクトは、新たな市場を開拓し、新しいデザインを

実施することを目的としているため、会場周辺のフィールド調
査を基に、その問題点や疑問点を東京都のオリンピック・パ
ラリンピック準備局にインタービュー調査を実施し課題を取り
まとめた。

(2)モビリティとしてのおもてなし
上述の検討結果により、ベイエリア地域にかかる橋が過度

の渋滞を引き起こして、大会関係スタッフの移動の遅延など
で大会運営に支障をきたすと考察して、橋や高速道路の側面
をモビリティの移動に利用する専用交通網 T型（移動支援）
と観客が不慣れな場所で不便にならないように会場周でのヘ
ルプデスク的サービスを提供するS型（サービス支援）の2タ
イプを提案した。

(3)S型モビリティのフルサイズクレイモデル製作
S型の提案では、より実在感が出るようにとフルサイズのモ

デルを製作することにした。従来は、フルサイズのクレイモデ
ルを製作するには、フルサイズ定盤とレイアウトマシンなどの
製作設備が必要となるが、本研究ではフルサイズ製作設備レ
スの条件下で次の工夫をすることで試作した。
a）木材とフォームを用い通常50 ㎜程度盛付けるクレイを
10 ㎜以下に抑え、軽量化を図る。

b）軽量化と運搬の簡素化を目的として、ハーフモデル（車
両右側）としミラーで立体的に表現する手法。

c）軽量化と寸法だしのために中組み木枠を工夫し、極力
空洞部分を多く構成する。

■まとめ（今後の展開）

クルマは、本来人が乗って移動するという製品で、そのデザイン検討にはスケール（縮尺）ではなくフル
サイズ（実物大）で実施されるべきである。ところが、設備や製作期間など難しい条件が多々ある。本研
究では、フルサイズモデルを製作する設備が無い条件下で、その製作方法や表現の工夫などで、フルサイ
ズクレイモデルを製作したことに大きな意義がある。今後は、室内のモデル製作などにも展開していければ

と考える。

*1)産業技術大学院大学
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■キーワード トランスポーテーションデザイン、サービスデザイン、小型モビリティ、 

フルサイズクレイモデル、モデルの軽量化 
 
1. 東京オリンピック 2020 での運営スタッフ用の新しい「おもてなしモビリティ」の開発  

2. フルサイズモデルの製作設備レスでのフルサイズクレイモデルの製作法 

3. モデルの軽量化のための工夫  
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2020 年開催の東京オリンピックのために、東京都の法人として何か協力や提案できることはないかと

考え、世界各国から来日する観客や選手に対して「おもてなしの心」を体感していただく小型モビリテ

ィのデザインを開発実施した。運営スタッフが競技会場や選手村の移動に関して、エコで効率的なパー

ソナルな移動ができる、かつ、周囲の人々に的確な情報を提供できるモビリティを開発することの意義

は大きいと考える。小型モビリティの開発提案では、「フルサイズ設備（定盤やレイアウトマシンなど）

レスでのフルサイズクレイモデルの製作」の試行とモデル製作プロセスを確立させた。 

 

■研究・実施内 

(1) 市場提案型プロジェクト  

本プロジェクトは、新たな市場を開拓し、新しいデザインを実

施することを目的としているため、会場周辺のフィールド調査を

基に、その問題点や疑問点を東京都のオリンピック・パラリンピック

準備局にインタービュー調査を実施し課題を取りまとめた。 

 

(2) モビリティとしてのおもてなし  

上述の検討結果により、ベイエリア地域にかかる橋が過度の渋
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場所で不便にならないように会場周でのヘルプデスク的サービ
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(3) S 型モビリティのフルサイズクレイモデル製作  

S 型の提案では、より実在感が出るようにとフルサイズのモデ
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備が必要となるが、本研究ではフルサイズ製作設備レスの条件下
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としミラーで立体的に表現する手法。 

c）軽量化と寸法だしのために中組み木枠を工夫し、極力空洞部分  
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■まとめ（今後の展開） 

クルマは、本来人が乗って移動するという製品で、そのデザイン検討にはスケール（縮尺）ではなく

フルサイズ（実物大）で実施されるべきである。ところが、設備や製作期間など難しい条件が多々ある。
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*1)公立大学法人 首都大学東京 産業技術大学院大学 

 

 

 

 

図 5. 完成モデルとミラーリング 

図1．T型(左 )とS型(右)オリジナルスケッチ

図2．S型レンダリング

図3．走行時(左 )　停車時(右)

図 4．モデル木枠とクレイ盛り付け

図 5．完成モデルとミラーリング
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石油系溶剤を含まないインキを使用しています
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